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「人生の可能性を広げよ」

経営学部長　旭  貴朗

　東洋大学経営学部では次ページにあるような有為な人材を育てたいと思っています。有為な人材と

は、経営学諸分野の知識をもつことはもちろん、幅広い視野で物事を理解することができ、人間性豊

かで健全な社会人であり、主体的に問題を発見し、解決することができる人材です。また、そのよう

な人材が身につけるべき能力は、二ページ後の図のような、社会人力（知力、行動力、コミュニケーショ

ン力、人間力）と呼ばれるものです。

　そのような人材を育てるために、経営学部では充実した教育の体系（マネジメント白山）をここ数

年間に作り上げてきました。詳細は学科別に記載されガイダンスでも紹介されるので、ここでは述べ

ません。しかしながら全学科に共通して学生に強く希望することは次の五点です。

1）	 基盤教育と専門科目の授業の単位を確実に取得する

2）	 ゼミナール（演習）に入り活躍する

3）	 外国語を確実に習得する

4）	 経営学部関連の資格を取得する

5）	 就職支援講座（キャリア形成支援センター）に出席する

　経営学部に入学したのだから経営学関連の授業を履修するのは当たり前ですが、座って授業を聴い

ているだけではコミュニケーション能力を高めることはできません。研究指導を受けながら専門性を

高めつつ、自分の意見を他人に聞かせるプレゼンテーション力や問題解決力をつけるにはゼミナール

（演習）を履修することを強く推奨します。また、近年の厳しい就職事情を考えると、外国語を話せ

るようになることは非常に重要です。経営学部には専門科目の中にもGBCコースという外国語科目群

がありビジネスの現場で役立つ外国語を身につけられます。

　また経営学部では、公認会計士、税理士、中小企業診断士、ファイナンシャルプランナー （FP）な

どの資格取得を支援するための課外講座も開催しています。有料ですが学外よりも安価です。特に重

要なことは、資格を取得する／取得を目指すことは就職に有利なだけでなく、達成感があり、大学の

学習を継続的に続ける励みにもなることです。

　全学的には、キャリア形成支援センターが就職支援講座を定期的に開催しており、なかには1年生

対象のものもあるので、できるだけ参加して欲しい。一方、主たる就職活動は3年生後半から始まり4

年生の前半までかかるのが現実です。ですから3年間で卒業できるように授業の単位を取る意気込み

が必要となっています。上記のすべては、この履修要覧やガイダンスや大学ホームページや掲示板で

確認することができます。

　重要なことは、これらすべてが結局は社会人力を伸ばすことにつながっているということです。す

べては密接に有機的に関連しており、いわゆる相乗効果をあげることができる教育体系になっている

ことです。また人生の選択肢を広げるものでもあります。しかしながら、それを享受できるか否かは、

学生諸君の取捨選択と意欲にかかっています。ぜひ相乗効果をあげるような学習計画をたて、粘り強

く挑戦し、成果を積み重ねていってもらいたい。
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経営学部の教育理念と教育目標

　経営学部では、「幅広い視野に立って、経営学諸分野の学習および研究を通じて培った専門的知識

と能力を活かし、急速に進展する経済・社会において活躍する「有為な人材」を育成すること」を学

部の理念・目的としています。ここでいう「有為な人材」とは、「主体的に問題を発見し、設定し、

解決するための知識の習得と能力の涵養」を通してプロフェッショナルとして直接的、間接的に経営

にかかわる領域で活躍するために不可欠な専門的な知識と能力をもった人材です。

　現在の経済・社会においては、企業倫理問題や地球環境問題などさまざまな歪みが生じており、本

学部の養成する人材は、単に専門的な知識や能力のみを重視した狭隘な視点を行動原理とする人材の

育成であってはなりません。すなわち ｢有為な人材」とは、経営の専門家であると同時に、経営の専

門の枠にとらわれない幅広い視野を持ち、健全な社会人としての自覚を有し、豊かな生活の質を実現

するために、明確な目的意識と自分の進むべき道は自分で決めるという自主性を持って経済・社会に

おいて活躍する人材のことです。

　経営を学び、実践していくためには、従来の企業及び企業社会を中心とするだけではなく、消費者、

投資家など企業を取り巻くステークホルダーの視点から経営を見ていくことが大切です。現代では政

府、地方公共団体、NPO など企業以外の組織も経営学的考察の対象になっており、経営学は幅広い社

会の要請に創造的に応えていかなければならないのです。

具体的には経営学部では以下に示した能力を養成していきます。

（１）経営学、マーケティング、会計、ファイナンスに関する学問的知識を身に付けている。

（２）企業やその他組織が持つ上記に関する課題を分析し、論理的、戦略的に思考することができる。

（３）経営に関する分野において自ら課題を発見し、必要な情報を収集し、経営的判断ができる。

（４）現代の経済・社会そして企業などの組織体が持つさまざまな課題を意識し、理解することがで

きる。

（５）企業倫理問題や環境問題などに関心をもち、それらに対して責任を持って行動できる。

（６）個人やグループの考えを研究発表や討論においてプレゼンテーションをしたり意見を表明した

り、日本語や外国語などによってコミュニケーションをはかることができる。

社会にとって「有為な人材」
―経営学部が養成する人材とはー

ディプロマ・ポリシー（学位授与の方針）

　幅広い視野に立って、経営学諸分野の学習および研究を通し、直接的・間接的に経営に係わる領

域で活躍するために不可欠な知識と能力を身につける。また、主体的に問題を発見し、設定し、解

決するための知識の習得と能力を身につける。そして経営の専門の枠にとらわれない幅広い視野を

持ち、人間性豊かで健全な社会人としての自覚を有し、明確な目的意識と自分の進むべき道は自分

で決めるという自主性を身につける。
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有為な人材が身に付けるべき能力図
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Ⅰ  履  修  要  項
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１．学修制度 ― 履修登録・授業・試験・成績 ―
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本学は１年を次の学期に分けます。
　春学期　4 月 1 日から 9 月 30 日まで
　秋学期　10 月 1 日から翌年の 3 月 31 日まで

（セメスタ制）
　1 年を 2 つの学期（セメスタ）に分け、4 年
間で 8 つのセメスタを段階的に積み上げて卒
業する制度です。年に 2 回（4 月・9 月）履修
登録を行います。
　半年単位で授業が完結することにより、授
業効果を高め、学生が集中して学ぶことがで
き、学生の理解度を把握しやすくなるメリット
があります。

※授業開始日・終了日や履修登録期間は年度
によって異なるので「年度行事予定」（『学生
生活ハンドブック』）で確認してください。

　授業科目には学修時間に応じた単位数が定められており、卒業要件等の
履修基準は修得すべき単位数によって規定されています。 
　1 単位は、授業や自習をすべて含めた 45 時間の学修に対応しており、45
時間の学修のうち授業の占める時間は、講義・演習科目は 15 時間、外国語
科目は 30 時間、実験・実技・実習科目は 45 時間と設定されています。 
　標準的な授業実施形態は、週 1 回 1 学期 15 回授業が実施されます。授
業の講義時間はどの科目でも、90 分です。

授業科目等 単位数
授業回数

（1 学期）

学修時間

授業時間
予習復習

時間

講義・演習科目 1 単位 15 回 15 時間 30 時間

外国語科目 1 単位 15 回 30 時間 15 時間

実験・実技・実習科目 1 単位 15 回 45 時間 0 時間

　本学に学生として最低４年間在学し、所定の単位を修得しなければ卒業
はできません。卒業に必要な単位を修得するために通算して在学できる年数

（在学年数）は、最長８年間です。ただし、休学期間の年数は在学年数に
算入しません。

　卒業要件（卒業に必要な単位数）を満たし、修業年限を経過した者には、
次の学位が授与されます。

　学士（経営学）

学 修 に あ た っ て

１．学　期

２．単位制

３．修業年限と在学年限

４．学士の学位授与

〈セメスタ制の仕組み〉

年
学
１ 第１セメスタ

第２セメスタ

年
学
２ 第３セメスタ

第４セメスタ

年
学
３ 第５セメスタ

第６セメスタ

年
学
４ 第７セメスタ

第８セメスタ

卒　　　　業
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　授業科目は、春学期又は秋学期のいずれかに開講されます。科目によって
は、春・秋の両学期を通して開講される場合もあります。
授業時間は、次の表のとおりです。

白山キャンパス・白山第２キャンパス・総合スポーツセンター（板橋区清水町）

部
１
第

時限 授業時間

１時限 ９：00〜10：30

２時限 10：40〜12：10

昼休み 12：10〜13：00

３時限 13：00〜14：30

４時限 14：40〜16：10

５時限 16：20〜17：50

部
２
第 ６時限 18：10〜19：40

７時限 19：50〜21：20

［白山キャンパス・白山第２キャンパス・総合スポーツセンター（板橋区
清水町）間をまたがり履修する場合］

　同日内に白山キャンパス・白山第２キャンパス・総合スポーツセンター（板
橋区清水町）間を移動しなければならない場合は、下表を参照のうえ、履
修可能な時間割を作成してください。

１時限 ２時限 昼休み ３時限 ４時限 ５時限 ６時限 ７時限

履

修

可

能

● ■

● ■

● ■

● ■

● ■

● ■

● ■

● ■※

● ■

※白山—白山第２キャンパス間のみ

　担当教員より休講の連絡があればプラズマディスプレイ、および東洋大学
Web 情報システムに掲示情報として配信するので、授業が始まる前に必ず確
認してください。
　なお、プラズマディスプレイ、Web 情報システム等に休講掲示がない場合
で、授業開始時刻から３０分経過しても講義が行われない場合は、教務課
窓口へ連絡の上、指示を受けてください。

１．授業の開講時限・
　　時間帯

２．休講

白山キャンパス・白山
第２キャンパス・総合
スポーツセンター（板
橋区清水町）間をまた
がり履修する場合

授 　 　 業
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３．欠席

４．補講・集中講義

　やむを得ない事由により、授業を欠席した場合は、次の授業時に担当教
員へ直接連絡してください。ただし、病気・怪我等で長期欠席することが予
想される時は、教務課に相談してください。なお、教育実習・介護等体験・
博物館実習により欠席する場合は、教務課備え付けの用紙で教員に届け出
てください。

　次のような場合で補講・集中講義を実施するときは、その内容を事前に学
内掲示板および東洋大学 Web 情報システムに掲示します。
　（１）授業が休講となったとき。
　（２）その他の理由で、特別に補講・集中講義を必要とするとき。
なお、補講・集中講義は原則として各学期の補講・集中講義期間に行いま
すが、補講期間以外の日に実施することもあります。

【白山キャンパス・白山第２キャンパス・総合スポーツセンター（板橋
区清水町）】

（１）台風の接近等により交通機関の混乱が予想される場合および災害等に
より交通機関が運行停止している場合の授業の取扱いについて

　台風の接近等により交通機関の混乱が予想される場合および台風・地
震の災害等により交通機関が運行停止となった場合（人身事故等一般的
な運行停止を除く）の授業の取扱いについては、本学のホームページ・東
洋大学 Web 情報システムにてお知らせしますので、大学の指示に従ってく
ださい。ホームページはアクセスが集中し、つながりにくい場合がありま
すので、東洋大学 Web 情報システムも利用してください。
　なお、授業中に交通機関の混乱等が予想される場合は、学内掲示、学
内緊急放送にてお知らせします。

（２）大規模地震の警戒宣言が発令された場合の授業の取扱いについて

　大規模な地震の発生が予想され、警戒宣言が発令された場合の授業
の取扱いについても、大学のホームページ・東洋大学 Web 情報システム
にてお知らせしますので、大学の指示に従ってください。授業中に警戒宣
言が発令された場合は、学内掲示、学内緊急放送にてお知らせします。

※�学内で実施される講演会・講座等についても、上記措置に準ずるものとし
ます。

５．緊急時の授業の
　　取扱い
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履修関係書類配布：新入生　就学手続時
　　　　　　　　　在校生　進級手続時

『履修要覧』『講義要項』『授業時間割表』『履修登録のしおり』等が配布さ
れます。

ガイダンス（新入生のみ）

新入生は新入生教育で Web 履修登録のガイダンスがあります。
（2 〜 4 年生は特別なガイダンスは行わないので、『東洋大学情報システム
利用ガイドブック』内の「履修操作マニュアル」を参照すること）

時間割作成

『履修要覧』、『講義要項』、『授業時間割表』、『履修登録のしおり』前学期の「成
績表」をもとに今学期履修する授業を決め、時間割を作成します。

Web 履修登録 窓口申請科目の登録
作成した時間割に基づき履修
登録します。（自宅等の学外か
らも可）

期間内なら何度でも登録の変
更が可能です。（事前登録され
た科目を除く）

各種単位認定科目については
東洋大学 Web 情報システムの

「各種申請書」から該当する申
請書をプリントアウトし、教
務課窓口に提出してください。

※履修登録期間内に行うこと

履修登録確認表【保管用】の出力

各自の履修科目を証明する書類となるので成績発表時まで大切に保管して
ください。

履 修 登 録 完 了

　授業を受け、単位を修得するためには事前に履修科目の登録が必要に
なります。これを「履修登録」といいます。各学科の授業科目に沿って
履修計画を立て、授業科目の登録をしなければなりません。

　定められた期間に「履修登録」を怠ると、履修する科目の受講・受験
ができず、単位も修得できなくなるので注意してください。

（１）履修登録にあたっては、履修要覧、講義要項、授業時間割表等を熟
読の上、時間割を作成してください。

（２）教育課程表に示された配当学年に従って履修登録してください。
（３）原則として、履修登録期間以降の訂正・削除は一切認めません。
（４）授業時間割及び講義内容等に変更があった場合は、学内掲示板に掲

示しますので注意してください。
（５）履修登録確認表は必ず出力して、間違いがないか確認してください。

（セメスタ制）
履修登録は年２回行いま
す。春学期の履修登録で
は春学期の開講科目を、
秋学期の履修登録では秋
学期の開講科目を登録し
ます。

１．履修登録とは

履 修 登 録 に つ い て
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（１）　履修登録した科目の単位を修得するためには、授業回数の３分の
２以上出席し、所定の試験に合格しなければなりません。

（２）　試験には、平常試験と学期末に行う定期試験があります。科目に
よっては、レポートまたは平常点によって評価する場合もありま
す。

平常の授業期間に、担当教員によって随時行います。

春学期試験（７月～８月）および秋学期試験（１月～２月）を、全学的
に一定の試験期間を設けて行います。

定期試験実施の約２週間前に試験時間割表を掲示板および東洋大学
Web 情報システムで発表します。
定期試験時間割表には受験上の注意事項も記載されています。主な事項
を記しておきますので心得ておいてください。

（１）履修登録確認表に記載されていない科目を受験しても無効です。
（２）試験に際しては、すべて監督者の指示に従ってください。
（３）学生証がないと受験できないので必ず携帯し、試験会場では机上

の指示された場所に提示してください。
（４） １科目で試験会場が２ヵ所以上になる場合、学部・学科・学年・

学籍番号等で試験会場を指定しますので、必ず指定された試験会
場で受験してください。指定試験会場以外で受験した場合は、無
効となることがありますので注意が必要です。

（５）答案用紙には、まず学部・学科・学年・学籍番号・氏名を必ず黒
のペンまたはボールペンで記入してください。

	 必ず筆記用具（ボールペン、鉛筆、消しゴム）を持参してください。
（６）学籍番号欄は学生証に記載されている学籍番号の 10 ケタすべてを

記入してください。学籍番号、氏名のない答案用紙は無効となり
ます。

（７）試験時間は 60 分間です。試験期間中は、すべて時間帯が平常授業
時とは異なります。また、試験会場も平常授業時の教室と異なる
ので十分注意してください。

（８）試験開始後 20 分までに入場しないと受験資格を失います。また開
始後 30 分を過ぎないと退場できません。

（９）中途退場した場合、再入場は認められません。
（10）試験会場では、携帯電話、PHS、スマートフォン等の通信機能が

付いた機器は机上に置けません。また、机上に置かない場合でも、
試験の妨げにならないよう電源を必ず切ってください。なお、上
記の機器を時計代わりに使用することはできません。

（11）茶・ジュース等の飲食物の試験会場への持ち込みは禁止です。
（12）試験に際しては、担当教員の指示物以外を持ち込むことはできま

せん。また、許可されて使用できる六法全書は、次の指定された
ものに限ります。

　　・岩波書店「基本六法」・「セレクト六法」
　　・有斐閣　「六法全書」・「ポケット六法」
　　・三省堂　「新六法」・「デイリー六法」
　　・第一法規「新司法試験用六法」

１.　試験

　［平常試験］

　［定期試験］

　［定期試験受験上の注意］

試験・レポートについて
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（13）天災、病気、その他やむを得ない理由によって、定期試験を受験で
きなかった場合は速やかに証明書または診断書（コピー可）等を添
えて担当教員に届け出て、具体的な指示を受けてください。

（14）不正行為を行った場合は、学則（第 57 条）に基づき処分されます。
不正行為についての規程と処分内容は「学生生活ハンドブック」で
確認してください。

（15）交通機関の運行や天候の乱れ等に留意し、試験会場へは時間に余裕
をもって入室してください。

不正行為（本学の規則に反する行為、または学生の本分に反する行為）
を試験において行った場合は、学則第 57 条に則り処分されます。
１．処分の種類
　処分は譴責、停学、無期停学とする。

２．処分とその対象となる不正行為
（１）譴責の対象となる行為

① 持ち込みが認められているものの貸借。
② 他人の答案の覗き見、答案を故意に他人に見せまたはそれを見る行為。
③ 試験監督者もしくは監督補助者からの注意を無視した行為。
④ その他、前各号の一つに準ずる行為。

（２）停学１ヵ月の対象となる行為　
① 解答用紙を交換する行為。
② 許可されていないもの（カンニングペーパーおよびそれに類するもの）

の持ち込み。
③ 書き込みを許可されていない持ち込み許可教材、机上、手掌等へ

書き込みをしての受験、または、これに類似する行為。
④ 試験監督者または監督補助者からの注意に対する暴言。
⑤ その他、前各号の一つに準ずる行為。

（３）無期停学の対象となる行為
① 替玉受験。
② 在学中における再度の不正行為。
③ 試験監督者または監督補助者からの注意に対する暴力行為。
④ その他、極めて悪質な行為。

３．処分に伴う措置
（１）処分の種別にかかわらず、不正行為のあった試験科目の単位は、当

該年度（学期）において認定しない。また、上記「２−（２）」およ
び「２−（３）」の停学の対象となる行為については、当該年度（学期）
の試験期間において実施される全ての試験科目の単位を認定しない。

（２）停学期間は当該学部で処分を決定した日（教授会開催日）の翌日か
ら算定する。

（３）決定した処分内容については、不正行為者が所属する学部の学部長
が、本人及び保証人と面接の上、通達する。

（４）停学期間中は、不正行為者に対してその所属学部が教育的指導を行う。
	 「譴責の対象となる行為①および②」、「停学１ヵ月の対象となる行為

①」、「無期停学の対象となる行為①」の不正行為は、その当事者す
べてが上記（１）～（４）の措置の対象となる。

４．不服申立て
　不正行為の指摘を受けた学生は、不服申立てをすることができる。
　（なお、上記不正行為に関する事項については改訂される場合もある。）

　［不正行為］
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　［卒業再試験について］ 　４年次生で卒業当該学期に卒業要件を満たしていない者について、以
下の要領で「卒業再試験」を実施します。

（受験資格）
　卒業再試験は４年次生で卒業を希望する者であり、卒業当該学期に卒
業に必要な単位数で不足している科目数が３科目以内でかつ６単位以内
の者に対して所定の手続きを経て行なわれます。

（対象科目）
　卒業再試験の対象となる科目は以下のすべてに該当する科目とします。

（1）卒業当該学期に履修登録を行っている科目
（2）単位充足者発表時の評価で「D」の評価を得た科目

（対象除外科目）
　以下の科目は卒業再試験対象科目から除外されます。

（1）演習、実習、実験、実技、ゼミナール関係科目
（2）卒業研究、卒業論文、卒業制作
（3）教職科目の内、教職に関する科目
（4）不正行為等により無効となった科目
（5）通常の評価において「Ｅ」「＊（評価対象外）」と判定された科目
（6）科目の性質上、担当教員と開講責任学部の学部長が協議して卒業

再試験にふさわしくないと判断した科目。ただし、その科目にあっ
ては学生の履修登録以前に卒業再試験を実施しないことを学生に
対して明示するものとします。

（再試験手続き）
　再試験は、卒業当該学期で発表される単位充足者発表時に、定められ
た時間内に面接を受けた上で所定の手続きを行うものとします。

（1）再試験手続きを行わなかった場合は、自動的に受験する権利は消
滅されます。

（2）受験しようとする者は、卒業再試験対象科目であり、かつ卒業再
試験を行う科目の中から、卒業に不足する単位数分の科目数のみ
受験することができます。

（3）代理人による手続きは認められません。

（再試験受験料）
　再試験受験料は以下の通りです。
　　１科目 5,000 円

（再試験の評価）
　卒業再試験の成績評価は以下の通りです。

（1）成績評価基準は、それぞれの科目において定期試験で実施した基
準と同等とします。

（2）再試験の結果、合格した者の成績評価の上限は「C」評価とします。
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１.　単位の認定

２.　成績の評価

　［成績の通知］

　［単位僅少者に対する
　 警告について］

２．レポート レポート提出方法、日時、提出先を授業時及び掲示板で確認してください。
※�教務課窓口では、レポート郵送先・教員の連絡先の照会に応じること

はできません。

（１）単位の認定は成績またはレポートなどによって評価されます。
（２）履修登録した科目についてのみ成績評価されます。

成績の表示は次の通りです。

合否 成績
表示 評価点範囲 基　　準

合格

Ｓ 100〜90 到達目標を充分に達成し、極めて優秀な
成果を収めている。

Ａ 89〜80 到達目標を充分に達成している。

Ｂ 79〜70 到達目標を達成している。

Ｃ 69〜60 到達目標を最低限達成している。

不合格

Ｄ 59〜40 到達目標を達成していない項目がある。

Ｅ 39 到達目標の項目の全てまたはほとんどを
達成していない。

＊ 評価対象外 出席・試験・レポート提出等の評価要件
を欠格

※評価対象外とは、授業期間を通じ出席不良、または不受験・レポート
未提出のため成績評価の判断ができないものを指します。

（１）学期ごとに成績を通知します。詳しい日程等については掲示等で指
示します。

（２）成績表は再交付しないので卒業するまで大切に保管してください。
（３）履修登録し、受講・受験したにもかかわらず、成績表に評価がない

場合は、「成績表」と「履修登録確認表」を持参のうえ、成績調査
期間内に教務課で確認してください。

（４）毎学期、保証人へ成績表を送付します。

　各セメスタの終了後、修得単位が僅少の者に対しては学修指導（面接等）
を行う場合があります。

　教務課（大学）からの通知・連絡などは、すべて掲示により行います。
登校した際は必ず掲示を確認してください（東洋大学 Web 情報システム
を検索して確認することもできます）。
　※�教務課（大学）への問い合わせはすべて窓口で受付けます。電話お

よびメールによる授業・休講・試験などに関する問い合わせには一
切応じません。

成 績 評 価

　教務課窓口事務取扱い
　および掲示板について

そ の 他



18

窓　口

教務全般に関すること

経営学部教務課（６号館１階）
窓口時間

月〜金曜　 9：30〜13：00
　　　　　14：00〜20：30
　　土曜　 9：30〜12：45
　　　　　17：30〜20：00

教務課窓口（６号館１階）

※�夏季休暇・大学祭期間中・冬季休暇・春季休暇は、窓口の受付時間等
が変更される場合があるので注意してください。

掲示板
内　　容 場　　所

授業時間割表
（教室変更も含む）

６Ｂ１２教室前（文・社会学部）
１１０２教室前（経済・経営・法学部）

休講掲示板
（プラズマディスプレイ）

１号館１階エレベーターホール
６号館１階

授業・試験・補講など

５号館地下２階エレベーター前
（第１・２部　文・社会学部）
１号館１階エレベーターホール

（第１部　経済・経営・法学部）
１１０１教室前（第２部　経済・経営・法学部）

学部からのお知らせ
学生呼び出しなど

５号館地下２階エレベーター前（文・社会学部）
１号館２階エレベーターホール（経済学部）
１号館２階１２０４教室前（経営・法学部）

教　職 １１０２教室横および６Ｂ１２教室前
（掲示内容は同一）

※掲示板の設置場所が変更になった場合は、別途案内します。
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２．第１部学科教育課程表および履修方法
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（１）カリキュラムについて
 基盤教育
　現代の経済・社会は、格差問題や企業の不正や職業論理、地球環境問題やエネルギー問題、それか
ら少子高齢化など実に多様で複雑な問題を抱えています。経営学部において経営を学び、実践してい
くには専門的な知識や能力を身につけなければならないことは重要な目標ですが、ますます複雑化す
る問題の本質を見極め、課題を設定し、着実に解決していく能力を修得するためにはそれだけでは十
分とはいえません。
　また、東洋大学の創設者井上円了が訴えた、「独立自活の精神」を養い、「知徳兼全の人」たりうる
ためには、視野を広げ、豊かな人間性を涵養することが必要です。そのためには専門以外にもさまざ
まな視点からいろいろな科目を数多く学ぶ必要があります。広い視野、豊かな発想、深い洞察力、そ
して語学力を身につけることで、真の意味での社会にとって「有為な人材」になるといえます。大学
での学習の大きな特色のひとつは、このような一般教養を身につけることにあります。
　経営学部ではこの目的のために「基盤教育」を多数用意しています。「基盤教育」は大きく分けると、
①共通教養科目、②社会人基礎科目、③文化間コミュニケーション分野、④情報分野、⑤他学部他学
科開放科目、⑥教職科目、⑦留学支援科目からなります。基盤教育は、卒業するためには少なくとも
２４単位修得する必要があり、文化間コミュニケーション分野の英語は８単位が必修になっています。
多くの科目は１年生から履修できます。第３セメスタからは履修する専門科目が多くなりますので、
計画的に履修する必要があります。
　なお、基盤教育は、学部の枠を超えて開講されています。他学部の学生も皆さんと一緒に学ぶこと
になりますので、切磋琢磨してよい刺激を受け幅広い視野を養うことを期待しています。

《共通教養科目》
　基盤教育の共通教養科目は、「哲学・思想」「自然・環境・生命」「日本と世界の文化・歴史」「現代・
社会」「スポーツと健康」「総合」の６分野に分かれています。
　基本的に、教育課程表に載っている科目であれば、自由に履修することができます。一つ一つの科
目から多くの知識やものの見方・考え方を吸収して、人間社会の様々な営みや現在抱えている問題点
などを理解し説明できるようにするとともに、それを解決するための方策を考察し、かつそれを表現
する能力を養うことが重要です。ただし、興味があるからといって、特定の分野に偏らないで、なる
べく満遍なく履修してください。それによって経営の専門の枠にとらわれない、幅広い視野と豊かな
人間性を養い、よき地球市民あるいは健全な社会人たる教養が身につくからです。

〈哲学・思想〉
　東洋大学の前身は哲学館と呼ばれていて、創立者井上円了先生は哲学者でした。ただ、いわゆるギ
リシャを発祥とする「智慧を愛し求める」学問としての哲学だけではなく、「ものの見方・考え方」
の必要性を説いていました。「諸学の基礎は哲学にあり」ということは、まさにそのことで、普段の
あらゆる授業において、ものの見方・考え方を磨いているといえます。このような意味では、常に哲
学しているといえます。
　それとともに、学問としての哲学そのものについて、目を向け、学ぶ科目として哲学・思想分野の
科目があります。これらの科目で、ものの見方・考え方そのものについて勉強することによって、他
の科目（諸学）における考え方（哲学）を一層伸ばすことになるはずです。この分野には、哲学以外
にも、関連する科目が用意されています。
　

〈自然・環境・生命〉
　この分野では、自然現象を科学的に解明する自然科学（環境科学と生命科学を含む）の基礎を学び
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ます。自然法則を理解して、科学的・理論的に考える力を身につけます。地球環境問題、エネルギー・
資源問題など、現代社会で生じている様々な問題を理解するためには、自然科学の基礎的な知識が必
要となります。科学的な知識が十分にないと、たとえば原子力発電所の事故と放射能の放出といった
ニュースを正確に理解することができません。このような科学・技術に関する教養と見識は、社会で
活躍する時に重要な資質です。皆さんの興味に応じて多様な科目を選べますので、積極的にこの分野
の科目を履修して見識を広めてください。この分野には、「生活と物理」「環境の科学」「生物学」の
ような講義科目だけでなく、「物理学実験講義」「化学実験講義」「生物学実験講義」のような実験科目、

「数理・情報実習講義」のような実習科目があることが特徴となっています。

〈日本と世界の文化・歴史〉
　この分野では、日本を含めた世界各地の文化や歴史についての基礎的な教養を身につけます。世界
では異なった文化や歴史を持つ人々の間でさまざまな問題が生じており、解決を迫られています。そ
のような問題の背景を理解して解決し、よりよい将来世界を築くためには、日本および世界の文化・
歴史についての素養は必要不可欠なものとなっています。同時に、文化・歴史に関する学習は物事を
とらえる視野を広げ、価値観を養い、人間性を豊かにするうえで役に立ちます。そうした観点からこ
の分野では、「日本文学文化と風土」「日本の詩歌」「日本の昔話」といった日本文化・文学、「西欧文
学」、「多文化共生論」、さまざまなテーマで歴史を論じる「歴史の諸問題」など、複数のコースにわたっ
て多彩な講義が用意されています。

〈現代・社会〉
　この分野では、現代社会における社会科学を科学的に解明する基礎的な知識を学びます。現代社会
は、経済成長も緩やかになり成熟化した経済環境にあり、企業のみならず社会的にも様々な問題が顕
在化し、解決を迫られております。そこでは、従来有効であった知識を持ってしても期待する成果を
得難いことが多く、新たな価値創造が求められております。そうした観点から、この分野では，「経
済学」、「法学」、「政治学」、「社会学」、「日本事情」といった、現代社会を理解する上での基礎となる
科目や、「ベーシック・マーケティング」、「流通入門」、「基礎会計学」、「企業会計」などの企業経営
学の基礎に触れるなど、複数のコースにわたって多彩な講義が用意されています。

〈スポーツと健康〉
　「スポーツと健康」では、白山６学部・全学年を対象としています。開講されている科目には、スポー
ツ健康科学実技、講義、演習の３つがあります。全ての科目は、東洋大学総合スポーツセンター（板
橋区清水町）にて開講します。ただし、実技および演習の受講者数は、人数調整が必要となる場合が
あるため、詳細については、「履修登録のしおり」、学内掲示を参照してください。
　総合スポーツセンターは、平成 23 年 4 月に完成したばかりの校舎で、屋外人工芝サッカー / フッ
トサルグラウンド、フィットネスクラブのようなトレーニングルーム、エアロビクスやヨーガを行う
鏡張りのスタジオ、バスケットコートがゆったり 2 面とれるアリーナ等の施設が非常に充実しており、
運動を行うには最適の環境となっています。スポーツ・運動を通じて、仲間作りの機会だけでなく、
楽しく充実した学生生活を過ごすためのきっかけとして、このスポーツと健康を履修することをお薦
めします。

《社会人基礎科目》
　「社会人基礎力」とは、経済産業省によると、「前に踏み出す力」、「考え抜く力」、「チームで働く力」
の 3 つの能力（12 の能力要素）から構成されており、「職場や地域社会で多様な人々と仕事をしてい
くために必要な基礎的な力」とされています。
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　実際に会社の説明会への出席や面接といった就活（就職活動）は 3 年次の秋学期から行われますが、
その前提となるキャリア形成は普段の講義や演習などによって大学生活全体を通じてなされるもので
す。ただ、漫然と生活や勉強をしていると、その折角の機会を失うこととなりかねません。そこで、「キャ
リアデベロップメント論」など、キャリア形成の手法について学ぶ科目などを活用して、自分の能力
を社会人基礎力として具体的に発揮できるようにする科目が用意されています。

《文化間コミュニケーション分野》
　文化間コミュニケーションでは、外国語および外国の文化について学びます。英語は必修科目、そ
の他の外国語は選択科目となっています。英語は、グローバルに活躍できる人材を育てる上で基盤と
なるものであり、使える英語の基礎をしっかりと身につけることを目的としています。そのために、
第１・第２セメスタでは、習熟度別クラス編成を行い、個々の学生が自分の目標に向かって学習でき
るようになっています。さらに、第３・第４セメスタでは、TOEIC の準備クラスなど、学生と社会のニー
ズにあった科目を提供しています。英語以外の外国語としては、ドイツ語、フランス語、中国語が提
供されています。ほとんどの学生にとってはこれらの外国語を学ぶのは初めてのことだと思いますが、
たとえ週に１回でも 1 年ほど続けると基本的な会話はできるようになります。さらに勉強したい場合
には、ドイツ・フランスの提携大学に留学することも可能です。このように本学部では、外国語は研究・
将来のキャリアに欠くことのできない基本的なツールと考えています。

《情報分野》
　情報分野では、「情報化社会と人間」「情報倫理」の２科目を設けています。これらの科目では、情
報化社会を主体的に生きる姿勢、情報技術がもたらした社会的問題、情報化社会における道徳観など
について学びます。

《他学部他学科開放科目》
　これは東洋大学が複数の学部をもつ総合大学である利点を活かすため、他学部他学科が開講してい
る専門科目で経営学部の学生も受講できる科目です。
　これらの「経営学とは異なる研究分野」の科目を履修することにより、経営学の枠にとらわれない、
幅広い知識と見識を身につけることができます。「世の中には、さまざまな価値観や視点、考え方が
ある」ことを知ることは、社会人としてとても大切なことですので、余力があれば積極的に履修する
ことを勧めます。
　ただし、あくまでも他学部他学科で開講されている通常の専門科目ですので、学年配当が現学年以
上であったり、授業の内容も提供している学部学生向けの専門性の高いものもあるので、講義要項（シ
ラバス）を十分に吟味してから履修登録するよう注意してください。また、もしも履修希望者が多く
抽選となった場合は、提供している学部の学生が優先されます。

 専門科目
〈専門基礎科目〉
　専門基礎科目は経営学の基礎を学ぶ科目です。経営学部の学習はここから始まります。ここに配置
されている科目群は、家に例えるならば「土台」であり、「柱」になるものです。
　専門基礎科目は、「現代の経営」「経営学」「マーケティング論」「現代のマーケティング」「会計基礎論」

「経営統計基礎」「経済学（ミクロ）」「経済学（マクロ）」の８科目１６単位から構成されています。
皆さんは、この８科目１６単位のなかから、５科目１０単位を最低限修得しなければなりません。
　ただし、経営学部で学ぶ以上、これらの８科目すべてをしっかり習得していただきたいと考えてい



26

ます。これらは、学習の基礎となる科目であるだけでなく、経営学部出身者として必ず習得している
ことが社会から期待される科目でもあるためです。
　これらの科目はどこから学んでも、単独で学ぶことができるようになっています。ただし、学習効
果を高めるために、次のような履修の仕方をおすすめします。春学期に開講される「現代の経営」と
秋学期に開講される「経営学」は、関連性が高いため、一対にして連続的に履修・学習すると学習効
果が高まります。また、「会計基礎論」は、現代の会計の全体像を概略的に学ぶ科目ですので、選択
科目である「簿記原理Ⅰ」「簿記原理Ⅱ」と合わせて履修することによってより深く専門性を身につ
けることができます。
　専門基礎科目を学ぶことによって、経営学部が養成する有為な人材としての、自主性を持った人材
へのスタートが切れます。つまり、自分はどのような専門分野に関心があるのかが明確になり、進む
べき方向性を自覚できるでしょう。専門基礎科目から履修を組み立てることは、３学科すべての学生
にとって、４年間の学習の基礎を作る上で、大変重要であると言えます。

〈基礎実習講義〉　
　基礎実習講義は、専門教育への導入を目的とした科目であり、経営学部における入門・基礎教育の
中核です。その特徴は、講義と実習を織り交ぜながら、学生が主体となって実践的な課題に取り組む
ことです。また、学生と教員、学生同士の距離感が近いことも特徴のひとつであり、相互のコミュニケー
ションを通じて学習内容の理解をいっそう深めることができます。
　この科目により、各学科の専門科目を学ぶ上で必要な基礎知識・スキルを確実に身につけることが
できます。専門科目やゼミナール、卒業研究に取り組むときになれば、その効果をはっきりと理解で
きることでしょう。また、大学での学習方法や学習態度を学んでもらうことも、この科目では重視し
ています。この科目は、経営学部が目指す人材育成の出発点です。

〈情報分野〉
　情報分野の教育では、①問題解決に必要な情報を収集・分析し、解決策を提案できる能力、②経営
と IT との関わりを理解し、経営に貢献する IT 活用方法を提案できる能力、③グラフや図を用いてデー
タを分かりやすく示し、効果的なプレゼンテーションができる能力の育成を行っています。①につい
て、経営データを表計算ソフトウェアで分析したり、さまざまな経営分析手法をパソコン上で実施し
たりします。②について、企業での情報システム活用事例を紹介し、経営における IT の役割を学び
ます。③について、多種多様な実習科目を通じて IT 活用スキルを向上できます。

〈英語〉
　経営学部では、文化間コミュニケーションの必修英語科目とは別に、国際ビジネスの場面を想定し
た専門英語科目群（GBC コース）を用意しています。GBC コースは、基本的に英語で展開され、英
語ネイティブやネイティブに近いコミュニケーション能力を有する日本人教員が担当しています。
GBC コースでは、ビジネスコミュニケーションや異文化間コミュニケーションといった国際ビジネス
に必要とされる英語が学べるばかりではなく、各専任教員の専門に応じた GBC セミナーで環境や観
光などビジネスに関連する知識を英語で学ぶこともできるようになっています。さらに、全学向けの
英語特別教育科目（SCAT）を選択することにより、留学の道も開かれています。GBC コースで培わ
れた経営学の知識と英語力があれば、国際的なビジネス・パーソンとして働くことが可能となること
でしょう。
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＜GBCガイダンスコース科目＞
GBCガイダンスコース科目表

1年次 2年次 3年次 4年次

一般
外国語
科目

＊英語ⅠA
＊英語ⅠB

＊英語ⅡA
＊英語ⅡB

ドイツ語Ⅰ
フランス語Ⅰ
中国語Ⅰ

ドイツ語Ⅱ
フランス語Ⅱ
中国語Ⅱ

ビジネス
外国語
科目

ビジネス・コミュニケーション A・B
ビジネス・プレゼンテーション A・B
英語で学ぶグローバルビジネス A・ B
異文化間コミュニケーション A・ B

ビジネス・ネゴシエーション A・B
ビジネス・ニュース英語 A・B
ビジネス・ライティング A・B

GBC　セミナー　Ⅰ　
GBC　セミナー　Ⅱ　
GBC　セミナー　Ⅲ　
GBC　セミナー　Ⅳ　
GBC　セミナー　Ⅴ　
GBC　セミナー　Ⅵ　

留学準備
科目

英語特別教育科目（SCAT）
＊1 夏期・春期語学セミナー（国際交流センター主催）
＊2 交換留学・認定留学

語学セミナーに参加し、所定の手続きをすると、一般外国語科目の単位認定を受けること＊ ＊＊

ができる。
外国の大学で得た単位は、卒業に必要とされる単位の一部として一括認定される。＊ ＊＊

〈ゼミナール（演習）〉
　ゼミナール（演習）は、経営学の諸分野について、少人数で専門的に学習・研究する場です。経営
学には基礎から応用までさまざまな分野があり、多岐にわたっています。現代の企業の抱える諸問題
を解決するためには、単に経営学の基礎的な分野を学習するだけでは十分ではありません。より実践
的で専門的な経営学を学ぶ場がゼミナールであり、そのため経営学部ではこのゼミナールを重視して
います。参加する学生一人一人が主体となって自身の興味・関心を持ったテーマをとことん追求・調
査し、研究成果を発表することを通じて生きた経営学を身につける場がゼミナールなのです。
　経営学部では第３セメスタから、ゼミナールを履修することができます。ゼミナールは通常の講義
とは大きく異なり、専門分野を研究する教員が少人数の学生に対して、専門書や学術論文の読み方、
論文の書き方、口頭発表の仕方、発表資料の作成方法、ディスカッションの仕方、調査・研究のノウ
ハウなどを指導します。３年間にわたってゼミナールで指導を受けることにより、深い洞察力・分析
力を養い、より実践的な経営学を身に付けることができます。同じゼミに所属する他の学生とは、学習・
研究以外でも授業内外での議論や合宿・コンパといった活動・交流を通じて、長きにわたる交友関係
を深めることができます。
　このようなゼミナールでの活動を通じて、社会に有為な人材が育つことを期待しています。
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（２）学科教育課程表

経営学部第１部経営学科　教育課程表� 2012年度（平成24年度）入学生用

区分
第 1 学年 第 2 学年 第 3 学年 第 4 学年

1 セメスタ 2 セメスタ 3 セメスタ 4 セメスタ 5 セメスタ 6 セメスタ 7 セメスタ 8 セメスタ

基 

盤 

教 

育
（
24
単
位
）

共 

通 

教 

養 

科 

目

哲
学
・
思
想

哲 学 Ａ ⑵ 哲 学 Ｂ ⑵ 哲 学 史 Ａ ⑵ 哲 学 史 Ｂ ⑵
倫 理 学 基 礎 論 Ａ ⑵ 倫 理 学 基 礎 論 Ｂ ⑵ 応 用 倫 理 学 Ａ ⑵ 応 用 倫 理 学 Ｂ ⑵
科 学 思 想 史 Ａ ⑵ 科 学 思 想 史 Ｂ ⑵ 美 術 史 Ａ ⑵ 美 術 史 Ｂ ⑵
音 楽 学 Ａ ⑵ 音 楽 学 Ｂ ⑵ 宗 教 学 Ⅰ Ａ ⑵ 宗 教 学 Ⅰ Ｂ ⑵
宗 教 学 Ⅱ Ａ ⑵ 宗 教 学 Ⅱ Ｂ ⑵ 地 球 倫 理 Ａ ⑵ 地 球 倫 理 Ｂ ⑵
地 域 文 化 研 究 Ⅰ Ａ ⑵ 地 域 文 化 研 究 Ⅰ Ｂ ⑵ 地 域 文 化 研 究 Ⅱ Ａ ⑵ 地 域 文 化 研 究 Ⅱ Ｂ ⑵
地 域 文 化 研 究 Ⅲ Ａ ⑵ 地 域 文 化 研 究 Ⅲ Ｂ ⑵ 論 理 学 Ａ ⑵ 論 理 学 Ｂ ⑵
井上円了と東洋大学Ａ ⑵ 井上円了と東洋大学Ｂ ⑵

自
然
・
環
境
・
生
命

自 然 の 数 理 Ａ ⑵ 自 然 の 数 理 Ｂ ⑵ 生 活 と 物 理 Ａ ⑵ 生 活 と 物 理 Ｂ ⑵
エ ネ ル ギ ー の 科 学 Ａ ⑵ エ ネ ル ギ ー の 科 学 Ｂ ⑵ 物 質 の 科 学 Ａ ⑵ 物 質 の 科 学 Ｂ ⑵
環 境 の 科 学 Ａ ⑵ 環 境 の 科 学 Ｂ ⑵ 地 球 の 科 学 Ａ ⑵ 地 球 の 科 学 Ｂ ⑵
生 物 学 Ａ ⑵ 生 物 学 Ｂ ⑵ 天 文 学 Ａ ⑵ 天 文 学 Ｂ ⑵
自 然 科 学 概 論 Ａ ⑵ 自 然 科 学 概 論 Ｂ ⑵ 自 然 誌 Ａ ⑵ 自 然 誌 Ｂ ⑵
物 理 学 実 験 講 義 Ａ ⑵ 物 理 学 実 験 講 義 Ｂ ⑵ 生 物 学 実 験 講 義 Ａ ⑵ 生 物 学 実 験 講 義 Ｂ ⑵
化 学 実 験 講 義 Ａ ⑵ 化 学 実 験 講 義 Ｂ ⑵ 地 球 科 学 実 習 講 義 Ａ ⑵ 地 球 科 学 実 習 講 義 Ｂ ⑵
数理・情報実習講義Ａ ⑵ 数理・情報実習講義Ｂ ⑵ 天 文 学 実 習 講 義 Ａ ⑵ 天 文 学 実 習 講 義 Ｂ ⑵

自 然 科 学 演 習 Ａ ⑵ 自 然 科 学 演 習 Ｂ ⑵
日本事情ⅠＡ⑵（留学生用） 日本事情ⅠＢ⑵（留学生用）

日
本
と
世
界
の 

文
化
・
歴
史

国 際 教 育 論 Ａ ⑵ 国 際 教 育 論 Ｂ ⑵ 多 文 化 共 生 論 Ａ ⑵ 多 文 化 共 生 論 Ｂ ⑵
百 人 一 首 の 文 化 史 Ａ ⑵ 百 人 一 首 の 文 化 史 Ｂ ⑵ 日 本 の 昔 話 Ａ ⑵ 日 本 の 昔 話 Ｂ ⑵
日本文学文化と風土Ａ ⑵ 日本文学文化と風土Ｂ ⑵ 日 本 の 詩 歌 Ａ ⑵ 日 本 の 詩 歌 Ｂ ⑵
西 欧 文 学 Ａ ⑵ 西 欧 文 学 Ｂ ⑵ 現 代 日 本 文 学 Ａ ⑵ 現 代 日 本 文 学 Ｂ ⑵
地 域 史 （ 日 本 ） Ａ ⑵ 地 域 史 （ 日 本 ） Ｂ ⑵ 地 域 史 （ 東 洋 ） Ａ ⑵ 地 域 史 （ 東 洋 ） Ｂ ⑵
地 域 史 （ 西 洋 ） Ａ ⑵ 地 域 史 （ 西 洋 ） Ｂ ⑵ 歴 史 の 諸 問 題 Ａ ⑵ 歴 史 の 諸 問 題 Ｂ ⑵
日本事情ⅡＡ⑵（留学生用） 日本事情ⅡＢ⑵（留学生用）

現
代
・
社
会

経 済 学 Ａ ⑵ 経 済 学 Ｂ ⑵ 統 計 学 Ａ ⑵ 統 計 学 Ｂ ⑵
法 学 Ａ ⑵ 法 学 Ｂ ⑵ 日 本 国 憲 法 ⑵
政 治 学 Ａ ⑵ 政 治 学 Ｂ ⑵ 社 会 学 Ａ ⑵ 社 会 学 Ｂ ⑵
人 類 学 Ａ ⑵ 人 類 学 Ｂ ⑵ 地 理 学 Ａ ⑵ 地 理 学 Ｂ ⑵
国 際 比 較 論 Ａ ⑵ 国 際 比 較 論 Ｂ ⑵ 心 理 学 Ａ ⑵ 心 理 学 Ｂ ⑵
ベーシック・マーケティング ⑵ 流 通 入 門 ⑵ 基 礎 会 計 学 ⑵ 企 業 会 計 ⑵
日本事情ⅢＡ⑵（留学生用） 日本事情ⅢＢ⑵（留学生用）

ス
ポ
ー
ツ

と
健
康

スポーツ健康科学実技ⅠＡ ⑴ スポーツ健康科学実技ⅠＢ ⑴ スポーツ健康科学実技ⅡＡ ⑴ スポーツ健康科学実技ⅡＢ ⑴
スポーツ健康科学実技ⅢＡ ⑴ スポーツ健康科学実技ⅢＢ ⑴ スポーツ健康科学講義Ⅰ ⑵
スポーツ健康科学講義ⅡＡ ⑵ スポーツ健康科学講義ⅡＢ ⑵ スポーツ健康科学演習Ⅰ ⑵

総 

合

総 合 Ⅰ Ａ ⑵ 総 合 Ⅰ Ｂ ⑵ 総 合 Ⅱ Ａ ⑵ 総 合 Ⅱ Ｂ ⑵
総 合 Ⅲ Ａ ⑵ 総 合 Ⅲ Ｂ ⑵ 総 合 Ⅳ Ａ ⑵ 総 合 Ⅳ Ｂ ⑵
総 合 Ⅴ Ａ ⑵ 総 合 Ⅴ Ｂ ⑵ 総 合 Ⅵ Ａ ⑵ 総 合 Ⅵ Ｂ ⑵
総 合 Ⅶ Ａ ⑵ 総 合 Ⅶ Ｂ ⑵ 総 合 Ⅷ Ａ ⑵ 総 合 Ⅷ Ｂ ⑵
総 合 Ⅸ Ａ ⑵ 総 合 Ⅸ Ｂ ⑵
全 学 総 合 Ⅰ Ａ ⑵ 全 学 総 合 Ⅰ Ｂ ⑵ 全 学 総 合 Ⅱ Ａ ⑵ 全 学 総 合 Ⅱ Ｂ ⑵

社会人基礎科目 キャリアデベロップメント論Ａ ⑵ キャリアデベロップメント論Ｂ ⑵ 社会人基礎力入門講義 ⑵ 社会人基礎力実践講義 ⑵
企 業 家 論 ⑵ 企 業 の し く み ⑵ 社 会 貢 献 活 動 入 門 ⑵ 公 務 員 論 ⑵

文
化
間
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
分
野

必修 
（8単位）

英 語 Ⅰ Ａ ⑵ 英 語 Ⅱ Ａ ⑵
英 語 Ⅰ Ｂ ⑵ 英 語 Ⅱ Ｂ ⑵

選択
ド イ ツ 語 Ⅰ ⑴ ド イ ツ 語 Ⅱ ⑴
フ ラ ン ス 語 Ⅰ ⑴ フ ラ ン ス 語 Ⅱ ⑴
中 国 語 Ⅰ ⑴ 中 国 語 Ⅱ ⑴

情報分野 情 報 化 社 会 と 人 間 ⑵ 情 報 倫 理 ⑵
他学部他学科開放科目 他学部他学科開放科目表参照（P. 36・37 別表４）

教職科目 社 会 科 教 育 論 ⑵ 商 業 科 指 導 法 Ⅰ ⑵
商 業 科 指 導 法 Ⅱ ⑵

留学支援科目 
（英語特別教育科目） Special Course in Advanced TOEFL Ⅰ⑷ Special Course in Advanced TOEFL Ⅱ⑷

※外国人留学生は文化間コミュニケーション分野科目（選択）については、母国語・母語以外を履修すること
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� 2012年度（平成24年度）入学生用
第１学年 第２学年 第３学年 第４学年

1 セメスタ 2 セメスタ 3 セメスタ 4 セメスタ 5 セメスタ 6 セメスタ 7 セメスタ 8 セメスタ

専
門
科
目
（
80
単
位
以
上
）

基礎
（10単位

以上）

現 代 の 経 営 ⑵ 経 営 学 ⑵
マーケティング論⑵ 現代のマーケティング⑵
会 計 基 礎 論 ⑵ 経営統計基礎⑵
経済学（ミクロ）⑵ 経済学（マクロ）⑵

必修（2単位） 基礎実習講義⑵

選
択
（
60
単
位
以
上
）

基礎演習Ⅰ⑵ 基礎演習Ⅱ⑵ 演 習 Ⅰ ⑵ 演 習 Ⅱ ⑵ 演 習 Ⅲ ⑵ 演 習 Ⅳ ⑵
卒 業 論 文 ⑷

経 営 組 織 論 ⑵ 経 営 史 ⑵ 中 小 企 業 経 営 論 ⑵ 組 織 デ ザ イ ン ⑵
組 織 行 動 論 ⑵ 日 本 経 営 史 ⑵ ベ ン チ ャ ー 企 業 論 ⑵ ビ ジ ネ ス プ ラ ン ⑵
経 営 学 史 ⑵ 経 営 分 析 論 ⑵ 起 業 支 援 論 ⑵ 公 共 経 営 論 ⑵
現 代 経 営 管 理 思 想 史 ⑵ 人 的 資 源 管 理 論 ⑵ 人 的 資 源 開 発 論 ⑵ 行 動 科 学 ⑵

意 思 決 定 論 ⑵ 企 業 評 価 論 ⑵ 産 業 心 理 学 ⑵
競 争 戦 略 論 ⑵ コーポレートガバナンス論 ⑵ コンプライアンス経営論 ⑵ 国 際 経 営 基 礎 論 ⑵
企 業 戦 略 論 ⑵ イノベーション・マネジメント ⑵ 環 境 マ ネ ジ メ ン ト 入 門 ⑵ 国 際 経 営 論 ⑵
企 業 論 ⑵ 企 業 研 究 実 習 講 義 ⑵ 環 境 マ ネ ジ メ ン ト ⑵ 国 際 経 済 論 ⑵
グ ル ー プ 経 営 論 ⑵ ケ ー ス 分 析 実 習 講 義 ⑵ 環 境 監 査 論 ⑵ グ ロ ー バ ル 戦 略 論 ⑵

経 営 財 務 論 ⑵ 公 共 監 査 論 ⑵ ア ジ ア 経 営 事 情 ⑵
投 資 決 定 論 ⑵ コーポレート・コミュニケーション論 ⑵

経 営 情 報 論 ⑵ 生 産 シ ス テ ム 論 ⑵ 情 報 管 理 論 ⑵ 経 営 数 学 ⑵
確 率 ・ 統 計 ⑵ 経 営 科 学 ⑵ 情 報 シ ス テ ム 論 ⑵ 数 理 的 決 定 論 ⑵
経 営 統 計 Ａ ⑵ 生 産 マ ネ ジ メ ン ト 技 法 ⑵ 知 的 財 産 マ ネ ジ メ ン ト ⑵ ゲ ー ム 理 論 ⑵

技 術 経 営 ⑵ 品 質 マ ネ ジ メ ン ト ⑵ 経 営 統 計 Ｂ ⑵
技術・オペレーション管理 ⑵
経 営 学 特 講 Ａ ⑵ 　 経 営 学 特 講 Ｂ ⑵ 　 経 営 学 特 講 Ｃ ⑵ 　 経 営 学 特 講 Ｄ ⑵

英語で学ぶグローバルビジネスＡ ⑵ ビジネス・コミュニケーションＡ ⑵ ビジネス・ライティングＡ ⑵ ビジネス・ネゴシエーションＡ ⑵
英語で学ぶグローバルビジネスＢ ⑵ ビジネス・コミュニケーションＢ ⑵ ビジネス・ライティングＢ ⑵ ビジネス・ネゴシエーションＢ ⑵
異文化間コミュニケーションＡ ⑵ ビジネス・プレゼンテーションＡ ⑵ ビジネス・ニュース英語Ａ ⑵
異文化間コミュニケーションＢ ⑵ ビジネス・プレゼンテーションＢ ⑵ ビジネス・ニュース英語Ｂ ⑵

G Ｂ C セ ミ ナ ー Ⅰ ⑵ G Ｂ C セ ミ ナ ー Ⅲ ⑵ G Ｂ C セ ミ ナ ー Ⅴ ⑵
G Ｂ C セ ミ ナ ー Ⅱ ⑵ G Ｂ C セ ミ ナ ー Ⅳ ⑵ G Ｂ C セ ミ ナ ー Ⅵ ⑵

情 報 処 理 実 習 Ａ ⑴ 情 報 処 理 概 論 Ａ ⑵ 情 報 処 理 実 習 C ⑴ 情 報 処 理 応 用 実 習 Ａ ⑴
情 報 処 理 実 習 Ｂ ⑴ 情 報 処 理 概 論 Ｂ ⑵ 情 報 処 理 実 習 D ⑴ 情 報 処 理 応 用 実 習 Ｂ ⑴

情 報 処 理 特 講 ⑵ 情 報 処 理 実 習 E ⑴

簿 記 原 理 Ⅰ ⑵ 原 価 計 算 論 基 礎 ⑵ 財 務 会 計 論 基 礎 ⑵ 産 業 組 織 論 Ａ ⑵
簿 記 原 理 Ⅱ ⑵ 原 価 計 算 論 応 用 ⑵ 財 務 会 計 論 応 用 ⑵ 産 業 組 織 論 Ｂ ⑵
会 計 学 総 論 基 礎 ⑵ 応 用 ミ ク ロ 経 済 学 ⑵ 経 営 監 査 論 ⑵

応 用 マ ク ロ 経 済 学 ⑵ 会 計 監 査 論 ⑵

民 法 Ａ ⑵ 会 社 法 Ａ ⑵ 租 税 法 Ａ ⑵ 政 治 学 原 論 Ａ ⑵
民 法 Ｂ ⑵ 会 社 法 Ｂ ⑵ 租 税 法 Ｂ ⑵ 政 治 学 原 論 Ｂ ⑵
商 法 Ａ ⑵ 経 済 法 Ａ ⑵ 金 融 商 品 取 引 法 Ａ ⑵
商 法 Ｂ ⑵ 経 済 法 Ｂ ⑵ 金 融 商 品 取 引 法 Ｂ ⑵

職 業 指 導 Ａ ⑵ 職 業 指 導 Ｂ ⑵
インターンシップⅠ⑵ インターンシップⅡ⑶

経営学部内
他学科科目 経営学部内他学科科目表参照（P. 34 別表１）

教職科目
（卒業 
単位外）

日 本 史 Ａ ⑵ 自 然 地 理 学 Ａ ⑵ 哲 学 概 説 Ａ ⑵ 倫 理 学 概 説 Ａ ⑵
日 本 史 Ｂ ⑵ 自 然 地 理 学 Ｂ ⑵ 哲 学 概 説 Ｂ ⑵ 倫 理 学 概 説 Ｂ ⑵
外 国 史 Ａ ⑵ 地 誌 学 Ａ ⑵
外 国 史 Ｂ ⑵ 地 誌 学 Ｂ ⑵
人 文 地 理 学 Ａ ⑵ コンピュータ・リテラシィ ⑵
人 文 地 理 学 Ｂ ⑵
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経営学部第１部マーケティング学科　教育課程表� 2012年度（平成24年度）入学生用

区分
第 1 学年 第 2 学年 第 3 学年 第 4 学年

1 セメスタ 2 セメスタ 3 セメスタ 4 セメスタ 5 セメスタ 6 セメスタ 7 セメスタ 8 セメスタ

基 

盤 

教 

育
（
24
単
位
）

共 

通 

教 

養 

科 

目

哲
学
・
思
想

哲 学 Ａ ⑵ 哲 学 Ｂ ⑵ 哲 学 史 Ａ ⑵ 哲 学 史 Ｂ ⑵
倫 理 学 基 礎 論 Ａ ⑵ 倫 理 学 基 礎 論 Ｂ ⑵ 応 用 倫 理 学 Ａ ⑵ 応 用 倫 理 学 Ｂ ⑵
科 学 思 想 史 Ａ ⑵ 科 学 思 想 史 Ｂ ⑵ 美 術 史 Ａ ⑵ 美 術 史 Ｂ ⑵
音 楽 学 Ａ ⑵ 音 楽 学 Ｂ ⑵ 宗 教 学 Ⅰ Ａ ⑵ 宗 教 学 Ⅰ Ｂ ⑵
宗 教 学 Ⅱ Ａ ⑵ 宗 教 学 Ⅱ Ｂ ⑵ 地 球 倫 理 Ａ ⑵ 地 球 倫 理 Ｂ ⑵
地 域 文 化 研 究 Ⅰ Ａ ⑵ 地 域 文 化 研 究 Ⅰ Ｂ ⑵ 地 域 文 化 研 究 Ⅱ Ａ ⑵ 地 域 文 化 研 究 Ⅱ Ｂ ⑵
地 域 文 化 研 究 Ⅲ Ａ ⑵ 地 域 文 化 研 究 Ⅲ Ｂ ⑵ 論 理 学 Ａ ⑵ 論 理 学 Ｂ ⑵
井上円了と東洋大学Ａ ⑵ 井上円了と東洋大学Ｂ ⑵

自
然
・
環
境
・
生
命

自 然 の 数 理 Ａ ⑵ 自 然 の 数 理 Ｂ ⑵ 生 活 と 物 理 Ａ ⑵ 生 活 と 物 理 Ｂ ⑵
エ ネ ル ギ ー の 科 学 Ａ ⑵ エ ネ ル ギ ー の 科 学 Ｂ ⑵ 物 質 の 科 学 Ａ ⑵ 物 質 の 科 学 Ｂ ⑵
環 境 の 科 学 Ａ ⑵ 環 境 の 科 学 Ｂ ⑵ 地 球 の 科 学 Ａ ⑵ 地 球 の 科 学 Ｂ ⑵
生 物 学 Ａ ⑵ 生 物 学 Ｂ ⑵ 天 文 学 Ａ ⑵ 天 文 学 Ｂ ⑵
自 然 科 学 概 論 Ａ ⑵ 自 然 科 学 概 論 Ｂ ⑵ 自 然 誌 Ａ ⑵ 自 然 誌 Ｂ ⑵
物 理 学 実 験 講 義 Ａ ⑵ 物 理 学 実 験 講 義 Ｂ ⑵ 生 物 学 実 験 講 義 Ａ ⑵ 生 物 学 実 験 講 義 Ｂ ⑵
化 学 実 験 講 義 Ａ ⑵ 化 学 実 験 講 義 Ｂ ⑵ 地 球 科 学 実 習 講 義 Ａ ⑵ 地 球 科 学 実 習 講 義 Ｂ ⑵
数理・情報実習講義Ａ ⑵ 数理・情報実習講義Ｂ ⑵ 天 文 学 実 習 講 義 Ａ ⑵ 天 文 学 実 習 講 義 Ｂ ⑵

自 然 科 学 演 習 Ａ ⑵ 自 然 科 学 演 習 Ｂ ⑵
日本事情ⅠＡ⑵（留学生用） 日本事情ⅠＢ⑵（留学生用）

日
本
と
世
界
の 

文
化
・
歴
史

国 際 教 育 論 Ａ ⑵ 国 際 教 育 論 Ｂ ⑵ 多 文 化 共 生 論 Ａ ⑵ 多 文 化 共 生 論 Ｂ ⑵
百 人 一 首 の 文 化 史 Ａ ⑵ 百 人 一 首 の 文 化 史 Ｂ ⑵ 日 本 の 昔 話 Ａ ⑵ 日 本 の 昔 話 Ｂ ⑵
日本文学文化と風土Ａ ⑵ 日本文学文化と風土Ｂ ⑵ 日 本 の 詩 歌 Ａ ⑵ 日 本 の 詩 歌 Ｂ ⑵
西 欧 文 学 Ａ ⑵ 西 欧 文 学 Ｂ ⑵ 現 代 日 本 文 学 Ａ ⑵ 現 代 日 本 文 学 Ｂ ⑵
地 域 史 （ 日 本 ） Ａ ⑵ 地 域 史 （ 日 本 ） Ｂ ⑵ 地 域 史 （ 東 洋 ） Ａ ⑵ 地 域 史 （ 東 洋 ） Ｂ ⑵
地 域 史 （ 西 洋 ） Ａ ⑵ 地 域 史 （ 西 洋 ） Ｂ ⑵ 歴 史 の 諸 問 題 Ａ ⑵ 歴 史 の 諸 問 題 Ｂ ⑵
日本事情ⅡＡ⑵（留学生用） 日本事情ⅡＢ⑵（留学生用）

現
代
・
社
会

経 済 学 Ａ ⑵ 経 済 学 Ｂ ⑵ 統 計 学 Ａ ⑵ 統 計 学 Ｂ ⑵
法 学 Ａ ⑵ 法 学 Ｂ ⑵ 日 本 国 憲 法 ⑵
政 治 学 Ａ ⑵ 政 治 学 Ｂ ⑵ 社 会 学 Ａ ⑵ 社 会 学 Ｂ ⑵
人 類 学 Ａ ⑵ 人 類 学 Ｂ ⑵ 地 理 学 Ａ ⑵ 地 理 学 Ｂ ⑵
国 際 比 較 論 Ａ ⑵ 国 際 比 較 論 Ｂ ⑵ 心 理 学 Ａ ⑵ 心 理 学 Ｂ ⑵
ベーシック・マーケティング ⑵ 流 通 入 門 ⑵ 基 礎 会 計 学 ⑵ 企 業 会 計 ⑵
日本事情ⅢＡ⑵（留学生用） 日本事情ⅢＢ⑵（留学生用）

ス
ポ
ー
ツ

と
健
康

スポーツ健康科学実技ⅠＡ ⑴ スポーツ健康科学実技ⅠＢ ⑴ スポーツ健康科学実技ⅡＡ ⑴ スポーツ健康科学実技ⅡＢ ⑴
スポーツ健康科学実技ⅢＡ ⑴ スポーツ健康科学実技ⅢＢ ⑴ スポーツ健康科学講義Ⅰ ⑵
スポーツ健康科学講義ⅡＡ ⑵ スポーツ健康科学講義ⅡＢ ⑵ スポーツ健康科学演習Ⅰ ⑵

総 

合

総 合 Ⅰ Ａ ⑵ 総 合 Ⅰ Ｂ ⑵ 総 合 Ⅱ Ａ ⑵ 総 合 Ⅱ Ｂ ⑵
総 合 Ⅲ Ａ ⑵ 総 合 Ⅲ Ｂ ⑵ 総 合 Ⅳ Ａ ⑵ 総 合 Ⅳ Ｂ ⑵
総 合 Ⅴ Ａ ⑵ 総 合 Ⅴ Ｂ ⑵ 総 合 Ⅵ Ａ ⑵ 総 合 Ⅵ Ｂ ⑵
総 合 Ⅶ Ａ ⑵ 総 合 Ⅶ Ｂ ⑵ 総 合 Ⅷ Ａ ⑵ 総 合 Ⅷ Ｂ ⑵
総 合 Ⅸ Ａ ⑵ 総 合 Ⅸ Ｂ ⑵
全 学 総 合 Ⅰ Ａ ⑵ 全 学 総 合 Ⅰ Ｂ ⑵ 全 学 総 合 Ⅱ Ａ ⑵ 全 学 総 合 Ⅱ Ｂ ⑵

社会人基礎科目 キャリアデベロップメント論Ａ ⑵ キャリアデベロップメント論Ｂ ⑵ 社会人基礎力入門講義 ⑵ 社会人基礎力実践講義 ⑵
企 業 家 論 ⑵ 企 業 の し く み ⑵ 社 会 貢 献 活 動 入 門 ⑵ 公 務 員 論 ⑵

文
化
間
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
分
野

必修 
（8単位）

英 語 Ⅰ Ａ ⑵ 英 語 Ⅱ Ａ ⑵
英 語 Ⅰ Ｂ ⑵ 英 語 Ⅱ Ｂ ⑵

選択
ド イ ツ 語 Ⅰ ⑴ ド イ ツ 語 Ⅱ ⑴
フ ラ ン ス 語 Ⅰ ⑴ フ ラ ン ス 語 Ⅱ ⑴
中 国 語 Ⅰ ⑴ 中 国 語 Ⅱ ⑴

情報分野 情 報 化 社 会 と 人 間 ⑵ 情 報 倫 理 ⑵
他学部他学科開放科目 他学部他学科開放科目表参照（P. 36・37 別表４）

教職科目 社 会 科 教 育 論 ⑵ 商 業 科 指 導 法 Ⅰ ⑵
商 業 科 指 導 法 Ⅱ ⑵

留学支援科目 
（英語特別教育科目）

Special Course in Advanced TOEFL Ⅰ⑷ Special Course in Advanced TOEFL Ⅱ⑷

※外国人留学生は文化間コミュニケーション分野科目（選択）については、母国語・母語以外を履修すること
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� 2012年度（平成24年度）入学生用
第１学年 第２学年 第３学年 第４学年

1 セメスタ 2 セメスタ 3 セメスタ 4 セメスタ 5 セメスタ 6 セメスタ 7 セメスタ 8 セメスタ

専
門
科
目
（
80
単
位
以
上
）

基礎 
（10単位

以上）

現 代 の 経 営 ⑵ 経 営 学 ⑵
マーケティング論⑵ 現代のマーケティング⑵
会 計 基 礎 論 ⑵ 経営統計基礎⑵
経済学（ミクロ）⑵ 経済学（マクロ）⑵

必修（2単位） 基礎実習講義⑵

選
択
（
60
単
位
以
上
）

基礎演習Ⅰ⑵ 基礎演習Ⅱ⑵ 演 習 Ⅰ ⑵ 演 習 Ⅱ ⑵ 演 習 Ⅲ ⑵ 演 習 Ⅳ ⑵
卒業論文 ⑷

マ ー ケ テ ィ ン グ 学 説 史 ⑵ 製 品 戦 略 論 ⑵ 広 告 論 ⑵ リレーションシップ・マーケティング ⑵
マ ー ケ テ ィ ン グ 史 ⑵ ブ ラ ン ド 戦 略 ⑵ 現 代 の 広 告 ⑵ マ ー ケ テ ィ ン グ 特 講 Ａ ⑵

チ ャ ネ ル 戦 略 論 ⑵ 物 流 論 ⑵ マ ー ケ テ ィ ン グ 特 講 Ｂ ⑵
現 代 の チ ャ ネ ル 戦 略 ⑵ サプライチェーン・マネジメント ⑵

流 通 論 ⑵ 小 売 経 営 論 ⑵ サービス・マーケティング論 ⑵
現 代 の 流 通 ⑵ 卸 売 経 営 論 ⑵ サービス・マネジメント ⑵

チ ェ ー ン ス ト ア 経 営 論 ⑵
マーチャンダイジング論 ⑵

マーケティング・リサーチ論 ⑵ 消 費 者 行 動 論 ⑵ マーケティング・サイエンス論 ⑵ マ ー ケ テ ィ ン グ 特 講 C ⑵
マーケティング・リサーチ応用論 ⑵ 現 代 の 消 費 者 行 動 ⑵ 現代のマーケティング・サイエンス ⑵ マ ー ケ テ ィ ン グ 特 講 D ⑵
消 費 者 行 動 入 門 ⑵ マ ー ケ テ ィ ン グ 分 析 論 ⑵

マーケティング分析応用論 ⑵

ファッション・マーケティング論 ⑵ 国 際 流 通 論 ⑵
現代のファッション・マーケティング ⑵ ダイレクト・マーケティング論 ⑵
グローバル・マーケティング論 ⑵ インターネット・マーケティング ⑵
国 際 マ ー ケ テ ィ ン グ 論 ⑵

金 融 論 ⑵ 経 営 財 務 論 ⑵ 財 務 会 計 論 基 礎 ⑵ 原 価 計 算 論 基 礎 ⑵
金 融 シ ス テ ム 論 ⑵ 投 資 決 定 論 ⑵ 財 務 会 計 論 応 用 ⑵ 原 価 計 算 論 応 用 ⑵
簿 記 原 理 Ⅰ ⑵ 年 金 論 ⑵ 応 用 ミ ク ロ 経 済 学 ⑵
簿 記 原 理 Ⅱ ⑵ 保 険 論 ⑵ 応 用 マ ク ロ 経 済 学 ⑵
会 計 学 総 論 基 礎 ⑵
会 計 学 総 論 応 用 ⑵

企 業 論 ⑵ 中 小 企 業 経 営 論 ⑵ 産 業 組 織 論 Ａ ⑵
グ ル ー プ 経 営 論 ⑵ ビ ジ ネ ス プ ラ ン ⑵ 産 業 組 織 論 Ｂ ⑵
競 争 戦 略 論 ⑵
企 業 戦 略 論 ⑵

英語で学ぶグローバルビジネスＡ ⑵ ビジネス・コミュニケーションＡ ⑵ ビジネス・ライティングＡ ⑵ ビジネス・ネゴシエーションＡ ⑵
英語で学ぶグローバルビジネスＢ ⑵ ビジネス・コミュニケーションＢ ⑵ ビジネス・ライティングＢ ⑵ ビジネス・ネゴシエーションＢ ⑵
異文化間コミュニケーションＡ ⑵ ビジネス・プレゼンテーションＡ ⑵ ビジネス・ニュース英語Ａ ⑵
異文化間コミュニケーションＢ ⑵ ビジネス・プレゼンテーションＢ ⑵ ビジネス・ニュース英語Ｂ ⑵

G B C セ ミ ナ ー Ⅰ ⑵ G B C セ ミ ナ ー Ⅲ ⑵ G B C セ ミ ナ ー Ⅴ ⑵
G B C セ ミ ナ ー Ⅱ ⑵ G B C セ ミ ナ ー Ⅳ ⑵ G B C セ ミ ナ ー Ⅵ ⑵

経 営 組 織 論 ⑵ 経 営 史 ⑵ 経 済 法 Ａ ⑵ 国 際 経 済 論 ⑵
組 織 行 動 論 ⑵ 日 本 経 営 史 ⑵ 経 済 法 Ｂ ⑵ 政 治 学 原 論 Ａ ⑵

民 法 Ａ ⑵ 租 税 法 Ａ ⑵ 政 治 学 原 論 Ｂ ⑵
民 法 Ｂ ⑵ 租 税 法 Ｂ ⑵
商 法 Ａ ⑵ 金 融 商 品 取 引 法 Ａ ⑵
商 法 Ｂ ⑵ 金 融 商 品 取 引 法 Ｂ ⑵
会 社 法 Ａ ⑵
会 社 法 Ｂ ⑵

情 報 処 理 実 習 Ａ ⑴ 情 報 処 理 実 習 C ⑴ 情 報 処 理 概 論 Ａ ⑵
情 報 処 理 実 習 Ｂ ⑴ 情 報 処 理 実 習 D ⑴ 情 報 処 理 概 論 Ｂ ⑵

情 報 処 理 実 習 E ⑴ 情 報 処 理 特 講 ⑵
情 報 処 理 応 用 実 習 Ａ ⑴
情 報 処 理 応 用 実 習 Ｂ ⑴

職 業 指 導 Ａ ⑵ 職 業 指 導 Ｂ ⑵
インターンシップⅠ⑵ インターンシップⅡ⑶

経営学部内
他学科科目 経営学部内他学科科目表参照（P. 34 別表２）

教職科目
（卒業単

位外）

日 本 史 Ａ ⑵ 人 文 地 理 学 Ａ ⑵ 哲 学 概 説 Ａ ⑵ 倫 理 学 概 説 Ａ ⑵
日 本 史 Ｂ ⑵ 人 文 地 理 学 Ｂ ⑵ 哲 学 概 説 Ｂ ⑵ 倫 理 学 概 説 Ｂ ⑵
外 国 史 Ａ ⑵ 地 誌 学 Ａ ⑵
外 国 史 Ｂ ⑵ 地 誌 学 Ｂ ⑵
自 然 地 理 学 Ａ ⑵ コンピュータ・リテラシィ ⑵
自 然 地 理 学 Ｂ ⑵
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経営学部第１部会計ファイナンス学科　教育課程表� 2012年度（平成24年度）入学生用

区分
第 1 学年 第 2 学年 第 3 学年 第 4 学年

1 セメスタ 2 セメスタ 3 セメスタ 4 セメスタ 5 セメスタ 6 セメスタ 7 セメスタ 8 セメスタ

基 

盤 

教 

育
（
24
単
位
）

共 

通 

教 

養 

科 

目

哲
学
・
思
想

哲 学 Ａ ⑵ 哲 学 Ｂ ⑵ 哲 学 史 Ａ ⑵ 哲 学 史 Ｂ ⑵
倫 理 学 基 礎 論 Ａ ⑵ 倫 理 学 基 礎 論 Ｂ ⑵ 応 用 倫 理 学 Ａ ⑵ 応 用 倫 理 学 Ｂ ⑵
科 学 思 想 史 Ａ ⑵ 科 学 思 想 史 Ｂ ⑵ 美 術 史 Ａ ⑵ 美 術 史 Ｂ ⑵
音 楽 学 Ａ ⑵ 音 楽 学 Ｂ ⑵ 宗 教 学 Ⅰ Ａ ⑵ 宗 教 学 Ⅰ Ｂ ⑵
宗 教 学 Ⅱ Ａ ⑵ 宗 教 学 Ⅱ Ｂ ⑵ 地 球 倫 理 Ａ ⑵ 地 球 倫 理 Ｂ ⑵
地 域 文 化 研 究 Ⅰ Ａ ⑵ 地 域 文 化 研 究 Ⅰ Ｂ ⑵ 地 域 文 化 研 究 Ⅱ Ａ ⑵ 地 域 文 化 研 究 Ⅱ Ｂ ⑵
地 域 文 化 研 究 Ⅲ Ａ ⑵ 地 域 文 化 研 究 Ⅲ Ｂ ⑵ 論 理 学 Ａ ⑵ 論 理 学 Ｂ ⑵
井上円了と東洋大学Ａ ⑵ 井上円了と東洋大学Ｂ ⑵

自
然
・
環
境
・
生
命

自 然 の 数 理 Ａ ⑵ 自 然 の 数 理 Ｂ ⑵ 生 活 と 物 理 Ａ ⑵ 生 活 と 物 理 Ｂ ⑵
エ ネ ル ギ ー の 科 学 Ａ ⑵ エ ネ ル ギ ー の 科 学 Ｂ ⑵ 物 質 の 科 学 Ａ ⑵ 物 質 の 科 学 Ｂ ⑵
環 境 の 科 学 Ａ ⑵ 環 境 の 科 学 Ｂ ⑵ 地 球 の 科 学 Ａ ⑵ 地 球 の 科 学 Ｂ ⑵
生 物 学 Ａ ⑵ 生 物 学 Ｂ ⑵ 天 文 学 Ａ ⑵ 天 文 学 Ｂ ⑵
自 然 科 学 概 論 Ａ ⑵ 自 然 科 学 概 論 Ｂ ⑵ 自 然 誌 Ａ ⑵ 自 然 誌 Ｂ ⑵
物 理 学 実 験 講 義 Ａ ⑵ 物 理 学 実 験 講 義 Ｂ ⑵ 生 物 学 実 験 講 義 Ａ ⑵ 生 物 学 実 験 講 義 Ｂ ⑵
化 学 実 験 講 義 Ａ ⑵ 化 学 実 験 講 義 Ｂ ⑵ 地 球 科 学 実 習 講 義 Ａ ⑵ 地 球 科 学 実 習 講 義 Ｂ ⑵
数理・情報実習講義Ａ ⑵ 数理・情報実習講義Ｂ ⑵ 天 文 学 実 習 講 義 Ａ ⑵ 天 文 学 実 習 講 義 Ｂ ⑵

自 然 科 学 演 習 Ａ ⑵ 自 然 科 学 演 習 Ｂ ⑵
日本事情ⅠＡ⑵（留学生用） 日本事情ⅠＢ⑵（留学生用）

日
本
と
世
界
の 

文
化
・
歴
史

国 際 教 育 論 Ａ ⑵ 国 際 教 育 論 Ｂ ⑵ 多 文 化 共 生 論 Ａ ⑵ 多 文 化 共 生 論 Ｂ ⑵
百 人 一 首 の 文 化 史 Ａ ⑵ 百 人 一 首 の 文 化 史 Ｂ ⑵ 日 本 の 昔 話 Ａ ⑵ 日 本 の 昔 話 Ｂ ⑵
日本文学文化と風土Ａ ⑵ 日本文学文化と風土Ｂ ⑵ 日 本 の 詩 歌 Ａ ⑵ 日 本 の 詩 歌 Ｂ ⑵
西 欧 文 学 Ａ ⑵ 西 欧 文 学 Ｂ ⑵ 現 代 日 本 文 学 Ａ ⑵ 現 代 日 本 文 学 Ｂ ⑵
地 域 史 （ 日 本 ） Ａ ⑵ 地 域 史 （ 日 本 ） Ｂ ⑵ 地 域 史 （ 東 洋 ） Ａ ⑵ 地 域 史 （ 東 洋 ） Ｂ ⑵
地 域 史 （ 西 洋 ） Ａ ⑵ 地 域 史 （ 西 洋 ） Ｂ ⑵ 歴 史 の 諸 問 題 Ａ ⑵ 歴 史 の 諸 問 題 Ｂ ⑵
日本事情ⅡＡ⑵（留学生用） 日本事情ⅡＢ⑵（留学生用）

現
代
・
社
会

経 済 学 Ａ ⑵ 経 済 学 Ｂ ⑵ 統 計 学 Ａ ⑵ 統 計 学 Ｂ ⑵
法 学 Ａ ⑵ 法 学 Ｂ ⑵ 日 本 国 憲 法 ⑵
政 治 学 Ａ ⑵ 政 治 学 Ｂ ⑵ 社 会 学 Ａ ⑵ 社 会 学 Ｂ ⑵
人 類 学 Ａ ⑵ 人 類 学 Ｂ ⑵ 地 理 学 Ａ ⑵ 地 理 学 Ｂ ⑵
国 際 比 較 論 Ａ ⑵ 国 際 比 較 論 Ｂ ⑵ 心 理 学 Ａ ⑵ 心 理 学 Ｂ ⑵
ベーシック・マーケティング ⑵ 流 通 入 門 ⑵ 基 礎 会 計 学 ⑵ 企 業 会 計 ⑵
日本事情ⅢＡ⑵（留学生用） 日本事情ⅢＢ⑵（留学生用）

ス
ポ
ー
ツ

と
健
康

スポーツ健康科学実技ⅠＡ ⑴ スポーツ健康科学実技ⅠＢ ⑴ スポーツ健康科学実技ⅡＡ ⑴ スポーツ健康科学実技ⅡＢ ⑴
スポーツ健康科学実技ⅢＡ ⑴ スポーツ健康科学実技ⅢＢ ⑴ スポーツ健康科学講義Ⅰ ⑵
スポーツ健康科学講義ⅡＡ ⑵ スポーツ健康科学講義ⅡＢ ⑵ スポーツ健康科学演習Ⅰ ⑵

総 

合

総 合 Ⅰ Ａ ⑵ 総 合 Ⅰ Ｂ ⑵ 総 合 Ⅱ Ａ ⑵ 総 合 Ⅱ Ｂ ⑵
総 合 Ⅲ Ａ ⑵ 総 合 Ⅲ Ｂ ⑵ 総 合 Ⅳ Ａ ⑵ 総 合 Ⅳ Ｂ ⑵
総 合 Ⅴ Ａ ⑵ 総 合 Ⅴ Ｂ ⑵ 総 合 Ⅵ Ａ ⑵ 総 合 Ⅵ Ｂ ⑵
総 合 Ⅶ Ａ ⑵ 総 合 Ⅶ Ｂ ⑵ 総 合 Ⅷ Ａ ⑵ 総 合 Ⅷ Ｂ ⑵
総 合 Ⅸ Ａ ⑵ 総 合 Ⅸ Ｂ ⑵
全 学 総 合 Ⅰ Ａ ⑵ 全 学 総 合 Ⅰ Ｂ ⑵ 全 学 総 合 Ⅱ Ａ ⑵ 全 学 総 合 Ⅱ Ｂ ⑵

社会人基礎科目 キャリアデベロップメント論Ａ ⑵ キャリアデベロップメント論Ｂ ⑵ 社会人基礎力入門講義 ⑵ 社会人基礎力実践講義 ⑵
企 業 家 論 ⑵ 企 業 の し く み ⑵ 社 会 貢 献 活 動 入 門 ⑵ 公 務 員 論 ⑵

文
化
間
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
分
野

必修 
（8単位）

英 語 Ⅰ Ａ ⑵ 英 語 Ⅱ Ａ ⑵
英 語 Ⅰ Ｂ ⑵ 英 語 Ⅱ Ｂ ⑵

選択
ド イ ツ 語 Ⅰ ⑴ ド イ ツ 語 Ⅱ ⑴
フ ラ ン ス 語 Ⅰ ⑴ フ ラ ン ス 語 Ⅱ ⑴
中 国 語 Ⅰ ⑴ 中 国 語 Ⅱ ⑴

情報分野 情 報 化 社 会 と 人 間 ⑵ 情 報 倫 理 ⑵
他学部他学科開放科目 他学部他学科開放科目表参照（P. 36・37 別表４）

教職科目 社 会 科 教 育 論 ⑵ 商 業 科 指 導 法 Ⅰ ⑵
商 業 科 指 導 法 Ⅱ ⑵

留学支援科目 
（英語特別教育科目） Special Course in Advanced TOEFL Ⅰ⑷ Special Course in Advanced TOEFL Ⅱ⑷

※外国人留学生は文化間コミュニケーション分野科目（選択）については、母国語・母語以外を履修すること
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� 2012年度（平成24年度）入学生用
第１学年 第２学年 第３学年 第４学年

第 1 セメスタ 第 2 セメスタ 第 3 セメスタ 第 4 セメスタ 第 5 セメスタ 第 6 セメスタ 第 7 セメスタ 第 8 セメスタ

専
門
科
目
（
80
単
位
以
上
）

基礎 
（10単位

以上）

現 代 の 経 営 ⑵ 経 営 学 ⑵
マーケティング論⑵ 現代のマーケティング⑵
会 計 基 礎 論 ⑵ 経営統計基礎⑵
経済学（ミクロ）⑵ 経済学（マクロ）⑵

必修（2単位） 基礎実習講義⑵

選
択
（
60
単
位
以
上
）

基礎演習Ⅰ⑵ 基礎演習Ⅱ⑵ 演 習 Ⅰ ⑵ 演 習 Ⅱ ⑵ 演 習 Ⅲ ⑵ 演 習 Ⅳ ⑵
卒 業 論 文 ⑷

簿 記 原 理 Ⅰ ⑵ 原 価 計 算 論 基 礎 ⑵ 管 理 会 計 論 基 礎 ⑵ アカウンティング特講Ｂ ⑵
簿 記 原 理 Ⅱ ⑵ 原 価 計 算 論 応 用 ⑵ 管 理 会 計 論 応 用 ⑵ アカウンティング特講Ｃ ⑵
会 計 学 総 論 基 礎 ⑵ 財 務 会 計 論 基 礎 ⑵ 国 際 会 計 論 基 礎 ⑵ アカウンティング特講Ｄ ⑵
会 計 学 総 論 応 用 ⑵ 財 務 会 計 論 応 用 ⑵ 国 際 会 計 論 応 用 ⑵ アカウンティング特講Ｅ ⑵
アカウンティング特講Ａ ⑵ 税 務 会 計 認 識 論 ⑵ 経 営 監 査 論 ⑵ 会 計 情 報 シ ス テ ム 論 Ａ ⑵

税 務 会 計 測 定 論 ⑵ 会 計 監 査 論 ⑵ 会 計 情 報 シ ス テ ム 論 Ｂ ⑵
環 境 監 査 論 ⑵
環 境 会 計 ⑵

証 券 投 資 入 門 ⑵ 年 金 論 ⑵ フ ァ イ ナ ン ス 特 講 Ａ ⑵
金 融 論 ⑵ 証 券 投 資 論 ⑵ 保 険 論 ⑵ フ ァ イ ナ ン ス 特 講 Ｂ ⑵
金 融 シ ス テ ム 論 ⑵ 銀 行 論 ⑵ 応 用 ミ ク ロ 経 済 学 ⑵ フ ァ イ ナ ン ス 特 講 Ｃ ⑵
フ ァ イ ナ ン ス 入 門 ⑵ 国 際 金 融 論 ⑵ 応 用 マ ク ロ 経 済 学 ⑵ フ ァ イ ナ ン ス 特 講 Ｄ ⑵
フ ァ イ ナ ン ス 論 ⑵ コーポレートファイナンス論 ⑵ ファイナンス情報処理特論 ⑵ フ ァ イ ナ ン ス 特 講 Ｅ ⑵
フ ァ イ ナ ン ス 数 学 基 礎 ⑵ 経 営 財 務 論 ⑵ 投 資 決 定 論 ⑵ フ ァ イ ナ ン ス 特 講 Ｆ ⑵
フ ァ イ ナ ン ス 数 学 応 用 ⑵
競 争 戦 略 論 ⑵ 経 営 分 析 論 ⑵ コーポレートガバナンス論 ⑵ 国 際 経 済 論 ⑵
企 業 戦 略 論 ⑵ 企 業 評 価 論 ⑵ コンプライアンス経営論 ⑵ 経 営 史 ⑵
経 営 組 織 論 ⑵ ベ ン チ ャ ー 企 業 論 ⑵ 産 業 組 織 論 Ａ ⑵ 日 本 経 営 史 ⑵
組 織 行 動 論 ⑵ 起 業 支 援 論 ⑵ 産 業 組 織 論 Ｂ ⑵
ゲ ー ム 理 論 ⑵

民 法 Ａ ⑵ 経 済 法 Ａ ⑵ 租 税 法 Ａ ⑵
民 法 Ｂ ⑵ 経 済 法 Ｂ ⑵ 租 税 法 Ｂ ⑵
商 法 Ａ ⑵ 金 融 商 品 取 引 法 Ａ ⑵ 政 治 学 原 論 Ａ ⑵
商 法 Ｂ ⑵ 金 融 商 品 取 引 法 Ｂ ⑵ 政 治 学 原 論 Ｂ ⑵
会 社 法 Ａ ⑵
会 社 法 Ｂ ⑵

英語で学ぶグローバルビジネスＡ ⑵ ビジネス・コミュニケーションＡ ⑵ ビジネス・ライティングＡ ⑵ ビジネス・ネゴシエーションＡ ⑵
英語で学ぶグローバルビジネスＢ ⑵ ビジネス・コミュニケーションＢ ⑵ ビジネス・ライティングＢ ⑵ ビジネス・ネゴシエーションＢ ⑵
異文化間コミュニケーションＡ ⑵ ビジネス・プレゼンテーションＡ ⑵ ビジネス・ニュース英語Ａ ⑵
異文化間コミュニケーションＢ ⑵ ビジネス・プレゼンテーションＢ ⑵ ビジネス・ニュース英語Ｂ ⑵

G B C セ ミ ナ ー Ⅰ ⑵ G B C セ ミ ナ ー Ⅲ ⑵ G B C セ ミ ナ ー Ⅴ ⑵
G B C セ ミ ナ ー Ⅱ ⑵ G B C セ ミ ナ ー Ⅳ ⑵ G B C セ ミ ナ ー Ⅵ ⑵

情 報 処 理 実 習 Ａ ⑴ 情 報 処 理 実 習 C ⑴ 情 報 処 理 概 論 Ａ ⑵
情 報 処 理 実 習 Ｂ ⑴ 情 報 処 理 実 習 D ⑴ 情 報 処 理 概 論 Ｂ ⑵

情 報 処 理 実 習 E ⑴ 情 報 処 理 特 講 ⑵
情 報 処 理 応 用 実 習 Ａ ⑴
情 報 処 理 応 用 実 習 Ｂ ⑴

職 業 指 導 Ａ ⑵ 職 業 指 導 Ｂ ⑵
インターンシップⅠ⑵ インターンシップⅡ⑶

経営学部内
他学科科目 経営学部内他学科科目表参照（P. 35 別表３）

教職科目 
（卒業 
単位外）

日 本 史 Ａ ⑵ 人 文 地 理 学 Ａ ⑵ 哲 学 概 説 Ａ ⑵ 倫 理 学 概 説 Ａ ⑵
日 本 史 Ｂ ⑵ 人 文 地 理 学 Ｂ ⑵ 哲 学 概 説 Ｂ ⑵ 倫 理 学 概 説 Ｂ ⑵
外 国 史 Ａ ⑵ 地 誌 学 Ａ ⑵
外 国 史 Ｂ ⑵ 地 誌 学 Ｂ ⑵
自 然 地 理 学 Ａ ⑵ コンピュータ・リテラシィ ⑵
自 然 地 理 学 Ｂ ⑵
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経営学部内他学科科目

経営学科へ開放される科目� 別表１
区分 第１学年 第２学年 第３学年 第４学年

１セメスタ ２セメスタ ３セメスタ ４セメスタ ５セメスタ ６セメスタ ７セメスタ ８セメスタ

専
門
科
目

マーケティング・リサーチ論 ⑵ 広 告 論 ⑵ 消 費 者 行 動 論 ⑵ グローバル･マーケティング論 ⑵
マーケティング・リサーチ応用論 ⑵ 現 代 の 広 告 ⑵ 現 代 の 消 費 者 行 動 ⑵ 国 際 マ ー ケ テ ィ ン グ 論 ⑵
マ ー ケ テ ィ ン グ 学 説 史 ⑵ チ ャ ネ ル 戦 略 論 ⑵ マーケティング・サイエンス論 ⑵ マ ー ケ テ ィ ン グ 特 講 Ａ ⑵
マ ー ケ テ ィ ン グ 史 ⑵ 現 代 の チ ャ ネ ル 戦 略 ⑵ 現代のマーケティング・サイエンス ⑵ マ ー ケ テ ィ ン グ 特 講 Ｂ ⑵
流 通 論 ⑵ 製 品 戦 略 論 ⑵ マ ー ケ テ ィ ン グ 分 析 論 ⑵ マ ー ケ テ ィ ン グ 特 講 C ⑵
現 代 の 流 通 ⑵ ブ ラ ン ド 戦 略 ⑵ マーケティング分析応用論 ⑵ マ ー ケ テ ィ ン グ 特 講 D ⑵
消 費 者 行 動 入 門 ⑵ 小 売 経 営 論 ⑵ サービス・マーケティング論 ⑵ ファッション・マーケティング論 ⑵
金 融 論 ⑵ 卸 売 経 営 論 ⑵ リレーションシップ・マーケティング ⑵ 現代のファッション･マーケティング ⑵
金 融 シ ス テ ム 論 ⑵ 証 券 投 資 論 ⑵ サービス・マネジメント ⑵ 国 際 流 通 論 ⑵
フ ァ イ ナ ン ス 数 学 基 礎 ⑵ 銀 行 論 ⑵ 物 流 論 ⑵ ダイレクト・マーケティング論 ⑵
フ ァ イ ナ ン ス 数 学 応 用 ⑵ 国 際 金 融 論 ⑵ サプライチェーン･マネジメント ⑵ フ ァ イ ナ ン ス 特 講 Ａ ⑵
フ ァ イ ナ ン ス 論 ⑵ コーポレートファイナンス論 ⑵ チ ェ ー ン ス ト ア 経 営 論 ⑵ フ ァ イ ナ ン ス 特 講 Ｂ ⑵
フ ァ イ ナ ン ス 入 門 ⑵ 会 計 情 報 シ ス テ ム 論 Ａ ⑵ マーチャンダイジング論 ⑵ フ ァ イ ナ ン ス 特 講 C ⑵
会 計 学 総 論 応 用 ⑵ 会 計 情 報 シ ス テ ム 論 Ｂ ⑵ 保 険 論 ⑵ フ ァ イ ナ ン ス 特 講 D ⑵
アカウンティング特講Ａ ⑵ 税 務 会 計 認 識 論 ⑵ 年 金 論 ⑵ フ ァ イ ナ ン ス 特 講 E ⑵
税 務 会 計 測 定 論 ⑵ ファイナンス情報処理特論 ⑵ フ ァ イ ナ ン ス 特 講 F ⑵

管 理 会 計 論 基 礎 ⑵ アカウンティング特講Ｂ ⑵ 環 境 会 計 ⑵
管 理 会 計 論 応 用 ⑵ アカウンティング特講C ⑵ 証 券 投 資 入 門 ⑵
国 際 会 計 論 基 礎 ⑵ アカウンティング特講D ⑵ インターネット・マーケティング ⑵
国 際 会 計 論 応 用 ⑵ アカウンティング特講E ⑵

マーケティング学科へ開放される科目� 別表２
区分 第１学年 第２学年 第３学年 第４学年

１セメスタ ２セメスタ ３セメスタ ４セメスタ ５セメスタ ６セメスタ ７セメスタ ８セメスタ

専
門
科
目

アカウンティング特講Ａ ⑵ 経 営 科 学 ⑵ 生 産 シ ス テ ム 論 ⑵ アカウンティング特講Ｂ ⑵
フ ァ イ ナ ン ス 数 学 基 礎 ⑵ 経 営 数 学 ⑵ 生 産 マ ネ ジ メ ン ト 技 法 ⑵ アカウンティング特講C ⑵
フ ァ イ ナ ン ス 数 学 応 用 ⑵ 経 営 統 計 Ｂ ⑵ 国 際 経 営 基 礎 論 ⑵ アカウンティング特講D ⑵
フ ァ イ ナ ン ス 入 門 ⑵ 情 報 シ ス テ ム 論 ⑵ 国 際 経 営 論 ⑵ アカウンティング特講E ⑵
フ ァ イ ナ ン ス 論 ⑵ 情 報 管 理 論 ⑵ グ ロ ー バ ル 戦 略 論 ⑵ ア ジ ア 経 営 事 情 ⑵
経 営 学 史 ⑵ 税 務 会 計 認 識 論 ⑵ 国 際 会 計 論 基 礎 ⑵ 会 計 情 報 シ ス テ ム 論 Ａ ⑵
現 代 経 営 管 理 思 想 史 ⑵ 税 務 会 計 測 定 論 ⑵ 国 際 会 計 論 応 用 ⑵ 会 計 情 報 シ ス テ ム 論 Ｂ ⑵
経 営 情 報 論 ⑵ 管 理 会 計 論 基 礎 ⑵ 経 営 分 析 論 ⑵ 経 営 監 査 論 ⑵
経 営 統 計 Ａ ⑵ 管 理 会 計 論 応 用 ⑵ 企 業 評 価 論 ⑵ 会 計 監 査 論 ⑵
確 率 ・ 統 計 ⑵ イノベーション・マネジメント ⑵ ベ ン チ ャ ー 企 業 論 ⑵ 技 術 経 営 ⑵

組 織 デ ザ イ ン ⑵ 起 業 支 援 論 ⑵ 技術・オペレーション管理 ⑵
証 券 投 資 論 ⑵ 産 業 心 理 学 ⑵ フ ァ イ ナ ン ス 特 講 Ａ ⑵
銀 行 論 ⑵ 行 動 科 学 ⑵ フ ァ イ ナ ン ス 特 講 Ｂ ⑵
国 際 金 融 論 ⑵ 環 境 マ ネ ジ メ ン ト 入 門 ⑵ フ ァ イ ナ ン ス 特 講 C ⑵
コーポレートファイナンス論 ⑵ 環 境 マ ネ ジ メ ン ト ⑵ フ ァ イ ナ ン ス 特 講 D ⑵
ファイナンス情報処理特論 ⑵ 環 境 監 査 論 ⑵ フ ァ イ ナ ン ス 特 講 E ⑵
意 思 決 定 論 ⑵ 公 共 監 査 論 ⑵ フ ァ イ ナ ン ス 特 講 F ⑵
公 共 経 営 論 ⑵ 経 営 学 特 講 C ⑵ コーポレートガバナンス論 ⑵
企 業 研 究 実 習 講 義 ⑵ 経 営 学 特 講 D ⑵ コンプライアンス経営論 ⑵
ケ ー ス 分 析 実 習 講 義 ⑵ コーポレート・コミュニケーション論 ⑵ 環 境 会 計 ⑵
経 営 学 特 講 Ａ ⑵ 知 的 財 産 マ ネ ジ メ ン ト ⑵ 証 券 投 資 入 門 ⑵
経 営 学 特 講 Ｂ ⑵ 品 質 マ ネ ジ メ ン ト ⑵ 人 的 資 源 管 理 論 ⑵
数 理 的 決 定 論 ⑵ 人 的 資 源 開 発 論 ⑵
ゲ ー ム 理 論 ⑵
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会計ファイナンス学科へ開放される科目� 別表３
区分 第１学年 第２学年 第３学年 第４学年

１セメスタ ２セメスタ ３セメスタ ４セメスタ ５セメスタ ６セメスタ ７セメスタ ８セメスタ

専
門
科
目

マーケティング・リサーチ論 ⑵ 経 営 科 学 ⑵ 情 報 シ ス テ ム 論 ⑵ 国 際 経 営 基 礎 論 ⑵
マーケティング・リサーチ応用論 ⑵ 経 営 数 学 ⑵ 情 報 管 理 論 ⑵ 国 際 経 営 論 ⑵
流 通 論 ⑵ 経 営 統 計 Ｂ ⑵ 生 産 シ ス テ ム 論 ⑵ グ ロ ー バ ル 戦 略 論 ⑵
現 代 の 流 通 ⑵ 広 告 論 ⑵ 生 産 マ ネ ジ メ ン ト 技 法 ⑵ ア ジ ア 経 営 事 情 ⑵
企 業 論 ⑵ 現 代 の 広 告 ⑵ 消 費 者 行 動 論 ⑵ グローバル・マーケティング論 ⑵
グ ル ー プ 経 営 論 ⑵ チ ャ ネ ル 戦 略 論 ⑵ 現 代 の 消 費 者 行 動 ⑵ 国 際 マ ー ケ テ ィ ン グ 論 ⑵
マ ー ケ テ ィ ン グ 学 説 史 ⑵ 現 代 の チ ャ ネ ル 戦 略 ⑵ マーケティング・サイエンス論 ⑵ マ ー ケ テ ィ ン グ 特 講 Ａ ⑵
マ ー ケ テ ィ ン グ 史 ⑵ 製 品 戦 略 論 ⑵ 現代のマーケティング・サイエンス ⑵ マ ー ケ テ ィ ン グ 特 講 Ｂ ⑵
消 費 者 行 動 入 門 ⑵ ブ ラ ン ド 戦 略 ⑵ マ ー ケ テ ィ ン グ 分 析 論 ⑵ マ ー ケ テ ィ ン グ 特 講 C ⑵
経 営 学 史 ⑵ 小 売 経 営 論 ⑵ マーケティング分析応用論 ⑵ マ ー ケ テ ィ ン グ 特 講 D ⑵
現 代 経 営 管 理 思 想 史 ⑵ 卸 売 経 営 論 ⑵ サービス・マーケティング論 ⑵ 産 業 心 理 学 ⑵
経 営 情 報 論 ⑵ 中 小 企 業 経 営 論 ⑵ リレーションシップ・マーケティング ⑵ 行 動 科 学 ⑵
経 営 統 計 Ａ ⑵ ビ ジ ネ ス プ ラ ン ⑵ サービス・マネジメント ⑵ 技術・オペレーション管理 ⑵
確 率 ・ 統 計 ⑵ 意 思 決 定 論 ⑵ イノベーション・マネジメント ⑵ ファッション･マーケティング論 ⑵

公 共 経 営 論 ⑵ 組 織 デ ザ イ ン ⑵ 現代のファッション・マーケティング ⑵
企 業 研 究 実 習 講 義 ⑵ 技 術 経 営 ⑵ 国 際 流 通 論 ⑵
ケ ー ス 分 析 実 習 講 義 ⑵ 物 流 論 ⑵ ダイレクト･マーケティング論 ⑵
経 営 学 特 講 Ａ ⑵ サプライチェーン･マネジメント ⑵ 数 理 的 決 定 論 ⑵
経 営 学 特 講 Ｂ ⑵ チ ェ ー ン ス ト ア 経 営 論 ⑵ 人 的 資 源 管 理 論 ⑵
経 営 学 特 講 C ⑵ マーチャンダイジング論 ⑵ 人 的 資 源 開 発 論 ⑵
経 営 学 特 講 D ⑵ 環 境 マ ネ ジ メ ン ト 入 門 ⑵ コーポレート・コミュニケーション論 ⑵
品 質 マ ネ ジ メ ン ト ⑵ 環 境 マ ネ ジ メ ン ト ⑵ 知 的 財 産 マ ネ ジ メ ン ト ⑵
インターネット・マーケティング ⑵ 公 共 監 査 論 ⑵
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	 他学部他学科開放科目� 別表４
学部 / 学科 第１学年 第２学年 第３学年 第４学年

文学部インド哲学科

ヨーガとアーユルヴェーダ ⑵ 現 代 の イ ン ド ⑵ 仏 教 と 社 会 福 祉 ⑵
ヒンドゥー教とは何か ⑵ イ ン ド 現 代 思 想 ⑵ 現 代 に 生 き る 仏 教 ⑵

イ ス ラ ー ム と は 何 か ⑵ 日 本 の 思 想 ⑵
キ リ ス ト 教 と は 何 か ⑵

文学部日本文学文化学科

比 較 文 学 文 化 概 説 Ａ ⑵ 比 較 文 学 文 化 概 説 Ｂ ⑵
古 代 日 本 文 学 史 Ａ ⑵ 近 現 代 日 本 文 学 史 Ａ ⑵ 近 世 日 本 文 学 史 Ａ ⑵
古 代 日 本 文 学 史 Ｂ ⑵ 近 現 代 日 本 文 学 史 Ｂ ⑵ 近 世 日 本 文 学 史 Ｂ ⑵
中 世 日 本 文 学 史 Ａ ⑵
中 世 日 本 文 学 史 Ｂ ⑵
英語圏文学文化と日本Ａ ⑵ フランス語圏文学文化と日本Ａ ⑵ 日 本 の 伝 統 行 事 Ａ ⑵ 日 本 の 美 術 Ａ ⑵
英語圏文学文化と日本Ｂ ⑵ フランス語圏文学文化と日本Ｂ ⑵ 日 本 の 伝 統 行 事 Ｂ ⑵ 日 本 の 美 術 Ｂ ⑵
ドイツ語圏文学文化と日本Ａ ⑵ 中国文学文化と日本Ａ ⑵
ドイツ語圏文学文化と日本Ｂ ⑵ 中国文学文化と日本Ｂ ⑵

万 葉 文 化 論 Ａ ⑵ 近 現 代 文 化 論 Ａ ⑵ 日 本 民 俗 学 Ａ ⑵
万 葉 文 化 論 Ｂ ⑵ 近 現 代 文 化 論 Ｂ ⑵ 日 本 民 俗 学 Ｂ ⑵
王 朝 文 化 論 Ａ ⑵ 日 本 の 古 典 籍 Ａ ⑵ 室 町 文 化 論 Ａ ⑵
王 朝 文 化 論 Ｂ ⑵ 日 本 の 古 典 籍 Ｂ ⑵ 室 町 文 化 論 Ｂ ⑵
江 戸 文 化 論 Ａ ⑵
江 戸 文 化 論 Ｂ ⑵

文学部教育学科

生 涯 学 習 概 論 Ⅰ ⑵ 特 別 支 援 教 育 概 論 Ⅰ ⑵
特 別 支 援 教 育 概 論 Ⅱ ⑵
生 涯 学 習 概 論 Ⅱ ⑵ 比 較 社 会 論 ⑵ 家 庭 教 育 論 ⑵ 社 会 教 育 計 画 論 Ⅰ ⑵
比 較 政 策 論 ⑵ ア メ リ カ 思 想 史 ⑵ 社 会 教 育 課 題 研 究 Ⅰ ⑵ 社 会 教 育 計 画 論 Ⅱ ⑵
社 会 文 化 史 （ 日 本 ） ⑵ 女 性 問 題 と 学 習 ⑵ 社 会 教 育 課 題 研 究 Ⅱ ⑵
社 会 文 化 史 （ 西 洋 ） ⑵ 情 報 化 と 社 会 教 育 ⑵

文学部英語コミュニケーション学科

S p e c i a l  L e c t u r e Ⅰ
（ 特 別 講 義 Ⅰ ）

⑵ S p e c i a l  L e c t u r e Ⅲ
（ 特 別 講 義 Ⅲ ）

⑵

S p e c i a l  L e c t u r e Ⅱ
（ 特 別 講 義 Ⅱ ）

⑵ S p e c i a l  L e c t u r e Ⅳ
（ 特 別 講 義 Ⅳ ）

⑵

経済学科

経 済 哲 学 Ａ ⑵ 医 療 経 済 学 Ａ ⑵
経 済 哲 学 Ｂ ⑵ 医 療 経 済 学 Ｂ ⑵
人 口 経 済 学 Ａ ⑵ 政 治 経 済 学 Ａ ⑵
人 口 経 済 学 Ｂ ⑵ 政 治 経 済 学 Ｂ ⑵

現 代 中 小 企 業 論 Ａ ⑵
現 代 中 小 企 業 論 Ｂ ⑵

国際経済学科

ヨ ー ロ ッ パ 経 済 論 Ａ ⑵
ヨ ー ロ ッ パ 経 済 論 Ｂ ⑵

国 際 貿 易 論 Ａ ⑵ 世界の食料・資源経済Ａ ⑵
国 際 貿 易 論 Ｂ ⑵ 世界の食料・資源経済Ｂ ⑵
日 本 経 済 論 Ａ ⑵ 経 済 発 展 論 Ａ ⑵
日 本 経 済 論 Ｂ ⑵ 経 済 発 展 論 Ｂ ⑵
上 級 国 際 経 済 学 Ａ ⑵ 西 欧 経 済 史 Ａ ⑵
上 級 国 際 経 済 学 Ｂ ⑵ 西 欧 経 済 史 Ｂ ⑵
国 際 公 共 経 済 Ａ ⑵
国 際 公 共 経 済 Ｂ ⑵

総合政策学科

市 民 社 会 と 国 家 ⑵
教育・家族・雇用システム ⑵

社 会 政 策 Ａ ⑵ 現 代 の 産 業 と 企 業 ⑵
社 会 政 策 Ｂ ⑵ 地域活性化と公民連携 ⑵
生き方・働き方の経済学 ⑵ 環 境 の 制 度 と 政 策 ⑵
ワーク・ライフ・バランスの総合政策 ⑵ 廃 棄 物 政 策 ⑵

経済学部ドイツ語科目 検 定 ド イ ツ 語 Ａ ⑴ 検 定 ド イ ツ 語 Ｂ ⑴
時 事 ド イ ツ 語 Ａ ⑴ 時 事 ド イ ツ 語 Ｂ ⑴

経済学部フランス語科目 検 定 フ ラ ン ス 語 Ａ ⑴ 検 定 フ ラ ン ス 語 Ｂ ⑴
時 事 フ ラ ン ス 語 Ａ ⑴ 時 事 フ ラ ン ス 語 Ｂ ⑴

経済学部中国語科目 中 国 語 Ⅲ Ａ ⑴ 中 国 語 Ⅲ Ｂ ⑴
中 国 語 上 級 Ａ ⑴ 中 国 語 上 級 Ｂ ⑴
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学部 / 学科 第１学年 第２学年 第３学年 第４学年

法律学科

法 哲 学 Ａ ⑵ 法 哲 学 Ｂ ⑵
法 思 想 史 Ａ ⑵ 法 思 想 史 Ｂ ⑵

Fundamental Concepts of 
International Politics Ａ ⑵
Fundamental Concepts of 
International Politics Ｂ ⑵
Fundamental Concepts of 
Peace Studies Ａ ⑵
Fundamental Concepts of 
Peace Studies Ｂ ⑵

企業法学科 刑 法 Ⅰ （ 総 論 ） Ａ ⑵
刑 法 Ⅰ （ 総 論 ） Ｂ ⑵

社会学科 社 会 統 計 学 ⑵ 国 際 社 会 学 ⑵

社会文化システム学科 日 本 社 会 文 化 論 Ａ ⑵ 犯 罪 社 会 学 Ａ ⑵
日 本 社 会 文 化 論 Ｂ ⑵ 犯 罪 社 会 学 Ｂ ⑵

社会福祉学科

社 会 福 祉 発 達 史 Ａ ⑵
社 会 福 祉 発 達 史 Ｂ ⑵

社会福祉法制・行政Ａ ⑵ 社 会 保 障 論 Ａ ⑵ 公 的 扶 助 論 ⑵
社会福祉法制・行政Ｂ ⑵ 社 会 保 障 論 Ｂ ⑵ 地 域 福 祉 論 Ａ ⑵

メディアコミュニケーション学科 メディアコミュニケーション学概論Ａ ⑵ マス・コミュニケーション概論Ａ ⑵ 情 報 学 基 礎 論 Ａ ⑵
メディアコミュニケーション学概論Ｂ ⑵ マス・コミュニケーション概論Ｂ ⑵ 情 報 学 基 礎 論 Ｂ ⑵

社会心理学科 社 会 心 理 学 概 論 Ａ ⑵ 社 会 心 理 学 概 論 Ｂ ⑵ 健 康 心 理 学 Ａ ⑵ 産 業 組 織 心 理 学 ⑵
環 境 心 理 学 ⑵

国際地域学科・国際観光学科共通

地 域 と 生 活 ⑵ 文 化 人 類 学 入 門 ⑵ 歴 史 と 郷 土 文 化 ⑵ 地 域 と ボ ラ ン テ ィ ア ⑵
言 語 と 文 化 Ａ ⑵ 言 語 と 文 化 Ｂ ⑵ 日 本 の 文 化 と 社 会 ⑵ 世 界 の 文 化 と 社 会 ⑵
都 市 論 ⑵ 国 際 政 治 学 入 門 ⑵ 日 本 外 交 論 ⑵ 技 術 と 産 業 の 社 会 史 ⑵
情 報 社 会 論 ⑵ 日 本 の 近 代 化 ⑵ 科 学 技 術 論 ⑵

国際地域学科　国際地域専攻

社 会 基 盤 論 ⑵
国 際 協 力 論 ⑵ 都 市 地 理 学 ⑵ 地 域 計 画 ⑵
国 際 環 境 計 画 入 門 ⑵ 地 域 シ ス テ ム 論 ⑵ 情 報 マ ネ ジ メ ン ト Ⅰ ⑵
エネルギー資源・環境管理 ⑵ 地 域 産 業 論 Ⅰ ⑵ 水 辺 と 環 境 ⑵
国際エネルギー資源論 ⑵ 国 際 食 糧 問 題 論 ⑵ 農 村 地 域 開 発 論 ⑵
日 本 の 地 誌 と 文 化 ⑵ 文 化 人 類 学 ⑵ プロジェクト実施・評価 ⑵
ア ジ ア の 地 誌 と 文 化 ⑵ ア ジ ア 経 済 論 ⑵ 科 学 技 術 倫 理 ⑵
ヨーロッパの地誌と文化 ⑵ 環 境 管 理 適 正 技 術 論 ⑵ 情 報 マ ネ ジ メ ン ト Ⅱ ⑵
アフリカの文化と社会 ⑵ 環 境 産 業 論 ⑵ 都 市 計 画 ⑵
ア ジ ア の 都 市 と 交 通 ⑵ 水 と 国 土 ⑵ 土 地 ・ 住 宅 問 題 ⑵
N G O ・ N P O 論 ⑵ 環 境 シ ス テ ム 論 ⑵ 福 祉 経 済 論 ⑵
外 国 地 誌 ⑵ コ ミ ュ ニ テ ィ 開 発 論 ⑵ 映 像 社 会 学 ⑵

国 土 利 用 と 法 律 ⑵ 民 事 法 ⑵
社 会 基 盤 計 画 ・ 政 策 ⑵ 企 業 法 ⑵
地 域 産 業 論 Ⅱ ⑵
ま ち づ く り 手 法 論 ⑵

国際観光学科

ホスピタリティマネジメント ⑵ 環太平洋ツーリズム論 ⑵ 観 光 行 政 ・ 政 策 論 ⑵
観 光 マ ー ケ テ ィ ン グ ⑵ 欧 州 ツ ー リ ズ ム 論 ⑵ ホ テ ル 開 発 論 ⑵
食 品 衛 生 論 ⑵ 北 米 ツ ー リ ズ ム 論 ⑵ ホスピタリティ施設開発論 ⑵
歴 史 と 観 光 ⑵ コ ン ベ ン シ ョ ン 論 ⑵ エ コ ツ ー リ ズ ム ⑵

フードビジネス経営論 ⑵ イ ベ ン ト 企 画 論 ⑵
セ レ モ ニ ー 経 営 論 ⑵ 環 境 法 規 ・ 政 策 論 ⑵
顧 客 マ ネ ー ジ メ ン ト ⑵ 環 日 本 海 観 光 文 化 論 ⑵
地 域 観 光 論 ⑵
観 光 ・ 環 境 経 済 学 ⑵
観 光 行 動 論 ⑵
地 域 財 政 と 観 光 ⑵
観 光 調 査 ・ 予 測 理 論 ⑵
観光コンサルタント論 ⑵
ペ ッ ト ツ ー リ ズ ム 論 ⑵
西 洋 美 術 史 ⑵

※上記他学部他学科開放科目は、当該年度に開講されている科目のうち、１限～５限に開講している科目のみ履修することが出来ます。
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学期履修単位数制限

履 修 上 の 注 意 事 項

（３）履修方法

要　件 履修区分 学期履修可
能単位数

卒
業
に
必
要
な
単
位
と
し
て
認
め
ら
れ
る

学科教育課程表の下記の区分に属する科目
○基盤教育
　共通教養科目
　社会人基礎科目
　文化間コミュニケーション分野
　情報分野
　他学部他学科開放科目
　留学支援科目

○専門科目
　基礎・必修・選択・経営学部内他学科科目

22単位以内
に含める

○基盤教育
　教職科目
　「社会科教育論」「商業科指導法Ⅰ」
　「商業科指導法Ⅱ」

教職科目

教 

職 

科 

目

卒
業
に
必
要
な
単
位
と
し
て
認
め
ら
れ
な
い

学科教育課程表の下記の区分に属する科目

○専門科目
　教職科目
「日本史A」「日本史B」「人文地理学A」
「人文地理学 B」「外国史 A」「外国史 B」
「地誌学A」「地誌学B」「自然地理学A」
「自然地理学 B」「哲学概説 A」「哲学
概説 B」「倫理学概説 A」「倫理学概
説 B」「コンピュータ・リテラシィ」

教科科目
制限なし

教職課程の教職に関する専門科目 教職科目
自分の所属学科教育課程表にない半期開
講科目で、かつ他学部に開放されていない科
目で、担当教員の許可を得て履修する科目

自由科目 22単位以内
に含める

①　卒業に必要な単位として各学期（セメスタ）に履修できる単位数
は、22単位以内である。

②　教職科目のうち、基盤教育に配当されている「社会科教育論」「商業
科指導法Ⅰ」「商業科指導法Ⅱ」は、履修可能単位数22単位に含み、
卒業に必要な単位数として認められる。

③　専門科目に配当されている教職科目の教科科目は、履修可能単位数
22単位の枠外として履修可能であるが、卒業に必要な単位として認
められない。

④　自由科目は、履修可能単位数22単位に含むが、卒業に必要な単位と
して認められない。

⑤　すでに単位を修得した科目は、再度の履修はできない。
⑥　上級学年・セメスタに配当されている科目は履修できない。
⑦　事情により休講する科目もあるので、当該年度の講義要項で確認す

ること。
⑧　受講者数の適正化をはかるため、コンピュータ抽選処理により履修者を

制限する場合がある。必ず「履修登録のしおり」等で確認すること。
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［文化間コミュニケーション分野］

［スポーツと健康］

［他学部他学科開放科目］

卒 業 要 件

基 盤 教 育

各学科の卒業要件は次のとおりである。

区　分 卒業必要単位数
（全学科共通）

基
盤
教
育

共通教養科目
社会人基礎科目

文化間コミュニケーション分野
英語８単位
（必修）

情報分野
他学部他学科開放科目
教職科目
留学支援科目

計 24単位以上

専
門
科
目

基礎 10単位以上
必修 ２単位
選択 60単位以上
経営学部内他学科科目

計 80単位以上
合　　　　　　　　計 124単位以上

最終セメスタに、卒業単位として認められる科目を２単位以上修得
すること。

①　卒業要件単位数を満たしていても、最終セメスタに卒業単位として認
められる科目を２単位以上修得しないと、卒業することができない。

	 このため、最終セメスタにも多めに履修登録をし、卒業時に単位不
足とならないよう注意すること。

②　６セメスタ終了時に上記の卒業要件単位数を満たしている場合で
も、７セメスタ以降もセメスタ毎に最低２単位以上履修登録をする
こと。

　基盤教育は７つの分野に分かれており、合計で24単位以上履修かつ修
得しなければならない。

　英語８単位を履修かつ修得しなければならない。

①	 「スポーツと健康」のすべての授業は、東洋大学総合スポーツセンター
（板橋区清水町）で開講される。

②	 「スポーツ健康科学実技」および「スポーツ健康科学演習」の各コー
スの受講者数は人数調整が必要になる場合があるため、詳細について
は『履修登録のしおり』、学内掲示を参照すること。

	 基盤教育として卒業に必要な単位として認められる（P. 36･37別表４）。
この場合、履修単位数22単位の枠内で履修すること。

	 配当学年（セメスタ）はその学部、学科の配当学年（セメスタ）に従
うこと。
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　専門科目は、基礎科目・必修科目・選択科目・経営学部内他学科科目
に分かれており、合計で80単位以上履修かつ修得しなければならない。

　基礎科目は、「現代の経営」「経営学」「マーケティング論」「現代
のマーケティング」「会計基礎論」「経営統計基礎」「経済学（ミクロ）」

「経済学（マクロ）」の８科目 16 単位の中から 10 単位以上履修かつ
修得しなければならない。

　「基礎実習講義」２単位（１セメスタ配当）を必修として履修かつ
修得しなければならない。

　選択科目は60単位以上を履修かつ修得しなければならない。

①　演習科目は「基礎実習講義」の単位を修得していなければ履修でき
ない。

②　「基礎演習Ⅰ～Ⅱ」「演習Ⅰ～Ⅳ」（３セメスタから８セメスタ）は、
12 単位までセメスタ配当に従い履修することができる。演習は筆
記試験・面接試験等により履修者の制限を設けることがあるので
履修登録に先立って担当教員の許可を受けること。

③　「基礎演習Ⅰ～Ⅱ」「演習Ⅰ～Ⅳ」は同一セメスタに１科目のみ履修
することができる。

　大学での勉学は、研究の域に踏み込むことになるため、講義、演習等
での学習を通じて勉学における専門領域研究の締めくくりをすることに
は大きな意義がある。卒業論文は「学士（経営学）」に値する学力の有
資格者であることを証明するものとなる。

　卒業論文は、「演習Ⅰ～Ⅲ」（5～7セメスタ）を履修かつ単位修得し、同時
に「演習Ⅳ」（8セメスタ）を履修登録しているものに限り提出することがで
きる。

　卒業論文の審査に合格したものに、「演習Ⅳ」の単位とは別に、卒業
論文４単位を与える。

　卒業論文の提出を希望するものは、あらかじめ指導教員（演習担当者）
の了承を受けたうえで、8 セメスタ以降（最終セメスタ）に履修登録す
ること。

　秋学期履修者は12月の第２金曜日の16:00までに、春学期履修者は
6月の第２金曜日の16:00までに提出すること。

（提出場所は掲示参照）
　締切後は一切受け付けないので、提出日時は厳守すること。

　別掲の「卒業論文執筆要領」（P. 163 〜）を参照すること。

［基礎科目］

［必修科目］

［選択科目］

　演　習

卒業論文
１．目的・意義

２．履修条件

３．単　　位

４．履修登録

５．提出期限日

６．形　　式

専 門 科 目
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　所属学科へ開放される学部内他学科科目（P. 34･35別表１～３）につ
いては、専門科目として卒業に必要な単位として認められる。
　この場合、履修可能単位数22単位の枠内で履修すること。
　配当学年（セメスタ）は提供学科の配当学年（セメスタ）に従うこと。

　自分の所属学科の教育課程表（P. 28～37参照）にない半期開講科目の
履修を希望する場合は、卒業単位にならない「自由科目」として所定の
用紙（学部教務課窓口で配付）に記入の上、担当教員から許可印または
署名を受け所定期間中に教務課窓口へ提出すること。この場合、履修可
能単位数22単位の枠内で履修すること。
　配当学年（セメスタ）はその学部・学科の配当学年（セメスタ）に従
うこと。また、異なる入学年度対応カリキュラムの科目および第２部の
開講科目は、履修することはできない。

経営学部内他学科科目

自 由 科 目
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（４）各学科の目標とガイダンスコースについて

【学科の目標・育成する人材像】
教育研究上の目的
　経営学科の人材の育成目標は、経営の意思決定に必要な知識や技術を身につけた上で、企業や組織
体が持つ課題を論理的、かつ戦略的に考え、組織体と市場環境のあり方を創造的な視点から分析し、
思考し、判断できる人材の育成にあります。
　すなわち、これらの課題に取り組むためにはグローバルな視野や数値的な思考と処理能力を持ち、
認識、構想、決断、計画、実施、評価に関するさまざまな知識や技能だけでなく、段階を追って考え
ることができる能力、そして、組織に役立つ人材の有効活用に必要な理論と技術に関する能力を涵養
します。
　さらに、この経営学科の育成する人材は地球環境問題、地域社会、公共部門や非営利組織の経営、
そしてコーポレートガバナンスやコンプライアンスなどの現代の経営の諸課題に対して、伝統的な経
営学の蓄積をふまえながら、新しい視点を加えた複眼的な理解に基づく経営学を実践し、新しい経済・
産業社会を築き上げるイノベーションの担い手が必要とする能力の修得が教育目標となります。

経営学科が養成する有為な人材とは
①経営学に関する専門知識とスキル（方法論）を身に付けている。
②経営学の専門知識とスキルをもって、経済・産業・社会現象を正しく理解することができる。
③経済・産業・社会環境の変化に的確に対応できる。
④経営学の専門知識とスキルでもって、論理的かつ戦略的に経営を実践することができる。
⑤英語等のコミュニケーション能力を身に付け、国際的な視点から企業経営や地域経営のあり方を考

えることができる。
⑥常に問題意識を持ち、目標に向かって耐え抜く力を持つことができる。

経営学科
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〈ガイダンスコース〉
　ガイダンスコースとは、学生が履修計画を立てる際の参考になるように、関連する科目群をグルー
プ化したものです。また、それは経営学科が展開する科目体系を表わしています。経営学科では、「経
営組織」、「経営戦略」、「経営と技術」の 3 つの観点で科目体系を構成しています。
　1・2 セメスタの科目は第 1 学年から履修可能です。これらの科目は、第 2 学年以降でももちろん履
修できます。一方、3 ～ 8 セメスタの科目は第 2 学年から履修可能であり、第 1 学年では履修できません。
　科目を履修するにあたっては、興味のあるガイダンスコースを中心に履修計画を立てたり、あるい
は、コース横断的に履修したりするなど、学生のそれぞれの目的や興味に基づいて履修計画を立てて
ください。履修にあたっては、各年度の開講曜日と時限を考慮する必要があります。

【経営組織コース】

　「経営組織」コースでは、主に企業経営の内部マネジメントに関わる科目を学びます。企業は社会
の中で経済活動を行っていく存在ですが、これを成功させるには、効果的な内部マネジメントが不可
欠です。ここでの重要なキーワードは「人」です。人はどのようにものを考え行動するのか、人々が
集まったときにどのようなことが起きるのか、人々が働きやすい組織とはどのようなものなのか、等々
を様々な角度から学ぶことになります。
　例えば、「経営組織論」、「人的資源管理論」、「組織デザイン」、「行動科学」などは、上記で述べた
ことを直接的に分析するものです。人について、人が集まった組織という存在について、深い理解が
得られるでしょう。また、「経営史」や「経営学史」は歴史的な視点から、「中小企業経営論」は中小
企業経営に特化した視点から、「起業支援論」は起業というプロセスに焦点を当てた立場から、具体
的な人や組織について分析・考察します。
　これは、皆さんが社会人になったときにも当然役立つ知識ですが、学生時代にも、アルバイト、サー
クル、社会活動などにおいて直接応用可能なものであり、そういった意味で、深い興味をもって学べ
るものでしょう。

経営組織コース

第１学年 第２学年 第３学年 第４学年

1セメスタ 2セメスタ 3セメスタ 4セメスタ 5セメスタ 6セメスタ 7セメスタ 8セメスタ

経 営 組 織 論
組 織 行 動 論
経 営 学 史
現代経営管理思想史

⑵
⑵
⑵
⑵

経 営 史
日 本 経 営 史
意 思 決 定 論
人 的 資 源 管 理 論
人 的 資 源 開 発 論

⑵
⑵
⑵
⑵
⑵

中 小 企 業 経 営 論
ビ ジ ネ ス プ ラ ン
組 織 デ ザ イ ン
経 営 分 析 論
企 業 評 価 論

⑵
⑵
⑵
⑵
⑵

ベ ン チ ャ ー 企 業 論
起 業 支 援 論
公 共 経 営 論
行 動 科 学
産 業 心 理 学

⑵
⑵
⑵
⑵
⑵
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【経営戦略コース】

　「経営戦略」コースでは、不確実性を増す今日のグローバル競争を生き抜くための「戦略的思考」
の養成を目標として、企業経営における普遍的な「哲学」や「理論」、「実践方法」の修得とともに、
企業を取り巻く最新の「経営環境」や「世界的潮流」について理解を深めるための科目を用意してい
ます。
　ここでいう戦略的思考とは、変化の激しい今日の経営環境下にあって、企業の成長と繁栄を持続す
るために必要とされる考え方、であるといえます。しかし、そうした「考え方」を養成するためには、
時代や環境を問わない「合理性」に関する知識と、時代や環境を見据えた「適応性」に関する知識の、
両方の知識の修得が不可欠と考えられます。前者は “ 企業経営における普遍的な知識 ”、後者は “ 企業
経営における最新動向の知識 ”、と言い換えることもできるでしょう。
　こうした二つの知識について、本コースでは以下のような科目を用意することで、バランスのとれ
た修得を可能としています。例えば、企業経営における普遍的な知識の修得に向けた科目として、「企
業戦略論」や「企業論」、「コーポレートガバナンス論」、「経営財務論」などを用意しています。同じ
く企業経営における最新動向の知識の修得に向けた科目として、「国際経営論」や「環境マネジメン
ト」、「イノベーション・マネジメント」、「コーポレート・コミュニケーション論」などを用意して
います。
　つまり、本コースにおいて、経営学という学問体系がこれまでに蓄積してきた、企業経営における
合理性追求の成果をまずはしっかりと学習し、その上で企業経営の最前線の知識や情報に触れること
で、不確実性の高いグローバル市場競争に適応するための能力向上が期待できると考えられるのです。

経営戦略コース

第１学年 第２学年 第３学年 第４学年

1セメスタ 2セメスタ 3セメスタ 4セメスタ 5セメスタ 6セメスタ 7セメスタ 8セメスタ

競 争 戦 略 論
企 業 戦 略 論
企 業 論
グ ル ー プ 経 営 論

⑵
⑵
⑵
⑵

コーポレートガバナンス論
コンプライアンス経営論
イノベーション・マネジメント
経 営 財 務 論
投 資 決 定 論

⑵
⑵
⑵
⑵
⑵

国 際 経 営 基 礎 論
国 際 経 営 論
企 業 研 究 実 習 講 義
環境マネジメント入門
環 境 マ ネ ジ メ ン ト
コーポレート・コミュニケーション論

⑵
⑵
⑵
⑵
⑵
⑵

環 境 監 査 論
公 共 監 査 論
ケース分析実習講義
国 際 経 済 論
グ ロ ー バ ル 戦 略 論
ア ジ ア 経 営 事 情

⑵
⑵
⑵
⑵
⑵
⑵
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【経営と技術コース】

　「経営と技術」コースでは、今日の企業経営に大きな影響を与える「情報技術」と「生産技術」を
主に取り上げ、これらの技術そのものに関する紹介はもとより、技術の適用・運用マネジメントにお
ける方法論・留意点・事例などを扱います。また、技術や知識という「見えざる資産」を経営の観点
から捉え、その価値を組織の競争優位に結びつける処方箋を学びます。ただし、技術は目的ではなく
手段であり、品質、すなわち顧客満足の追求という観点が不可欠です。このような幅広い意味で「品質」
を捉えた上で、技術が持つ経営的意義を追究します。
　以上のテーマに加えて、経営管理や経営戦略などにおける意思決定をモデル化する技法、マーケティ
ングデータなどを統計的に分析する手法、ファイナンスの基礎となる確率モデルなども、このコース
の科目体系として配置しています。ここでのキーワードは「モデル化」です。分析したい対象を、説
明や比較ができるように抽象的に表現し、その表現の範囲内で論理的・合理的な解を求め、これを意
思決定における重要な参考情報として利用します。このような情報を得た上での意思決定の精度は、
経験・勘・度胸などによる決断に比べて、格段に向上することでしょう。モデル化には、関心事以外
を思い切って捨象することが必要です。それを支援する強力な道具が、確率モデルや統計分析手法で
す。このようなモデル化に関する技法を、本コースでしっかりと学習します。
　これらの科目を通じて、経営という文脈における技術の「知識」が得られ、技術と経営の橋渡しに
必要な「洞察力」が高まり、そして、個別の問題を抽象化・モデル化して解を得る「スキル」が身に
つくことを目標としています。

経営と技術コース

第１学年 第２学年 第３学年 第４学年

1セメスタ 2セメスタ 3セメスタ 4セメスタ 5セメスタ 6セメスタ 7セメスタ 8セメスタ

経 営 情 報 論
確 率 ・ 統 計
経 営 統 計 A

⑵
⑵
⑵

数 理 的 意 思 決 定 論
ゲ ー ム 理 論
経 営 数 学
経 営 科 学
経 営 統 計 B

⑵
⑵
⑵
⑵
⑵

情 報 管 理 論
情 報 シ ス テ ム 論
生 産 シ ス テ ム 論
生産マネジメント技法

⑵
⑵
⑵
⑵

技 術 経 営
技術・オペレーション管理
知的財産マネジメント
品 質 マ ネ ジ メ ン ト

⑵
⑵
⑵
⑵
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経営学科　３つの教育方針（ポリシー）

アドミッション・ポリシー（入学者受入れの方針）

　経営学科の人材育成の目標である「有為な人材」とは、経営の意思決定に必要な知識や技術（ス
キル）を身につけた上で、企業や組織体が持つ課題を論理的かつ戦略的に考え、組織体と市場環
境のあり方を創造的な視点から分析し、思考し、判断できる、まさしく経営のプロフェッショナ
ルである。それは、現代の経営諸課題に対して伝統的な経営学の蓄積を踏まえながら、新しい視
点を加えた複眼的な理解に基づく経営学の実践を通じて新しい産業社会を構築することであり、
まさに 21 世紀のイノベーションの担い手である。このような人材にとって必要な能力とは、①グ
ローバルな視野、②数値的な思考とデータ処理能力、③認識・構想・決断・計画・実施・評価に
関するさまざまな知識や技能だけでなく、段階を追って考えることができる能力、そして、④組
織に役立つ人材の有効活用に必要な理論と技術に関する能力である。経営学科では、このような
人材像のもと、これらに必要とされる能力に対して興味と理解を有する人々を求めている。この
前提としては、諸学問の基礎となる高校卒業程度の学力ならびに論理的な思考能力と表現力を有
し、自律的な学習と考察を通して問題を発見し、自ら解決する意欲を持っていることが必要である。

「有為な人材」＝経営のプロフェッショナルを目指し、常にチャレンジ精神を持ち続け努力を惜し
まない、志の高い学生に出会えることを期待している。

カリキュラム・ポリシー（教育課程編成・実施の方針）

　経営学という学問体系がこれまでに蓄積してきた、企業経営における合理性追求の成果を体系
的に学習できるように編成している。導入教育として第１セメスターに基礎実習講義を配置し、
大学における学習基礎能力を身につける。そして経営学を学ぶ上で基礎となる 10 科目を厳選し配
置している。専門教育は「経営組織」、「経営戦略」、「経営と技術」の 3 つのコースを設定し、経
営のプロフェッショナルとして必要な専門知識とスキルを修得する。「経営組織」コースでは、主
に企業経営の内部マネジメントに関わる科目を、「経営戦略」コースでは、主にグローバル競争を
生き抜くための戦略的思考に関わる科目を、そして「経営と技術」コースでは、主に企業経営に
大きな影響を与える情報技術・生産技術などの適用・運用マネジメントに関わる科目を、それぞ
れ詳しく学ぶことができる。また専門教育に加えて、幅広い教養と語学力の育成をおこなっている。 
※平成 24 年度のカリキュラム改訂を包括しています。 

ディプロマ・ポリシー（学位授与の方針）

　常に問題意識を持ち、幅広い経営の目標に向かって論理的かつ創造的に考える力を身につけ、
経営学に関する専門知識とスキル（方法論）を持ち、経済・産業・社会現象を正しく理解した上で、
変化にも柔軟に適応でき、論理的かつ戦略的そしてグローバルな視点から経営を実践することが
できる能力を身につける。
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【学科の目標・育成する人材像】
教育研究上の目的
　マーケティング学科の人材養成の目標は、「社会人力」を付けることにあります。社会人力とは、
何事に対しても積極的にアプローチし、①失敗しても粘り強く取り組む力、常に②問題意識を持ち考
え抜く力、そして、いったん明確な目標が定まったならば③目標に向けて他人と協力する力、のこと
です。
　そして、社会人力とあわせて、マーケティングの３Ｓ、①マーケティングセンス(Sense)－市場や
顧客が何を求め、何を必要としているのか、企業が今何を行わなければならないかを感じとる力－②
サイエンス(Science)－現実の状況、事象を理論的・客観的に分析すること－③組織を成功に導く戦略
(Strategy)－幅広い視点から論理的に計画を策定し、実践すること－に関するマーケティング能力を
涵養することです。

マーケティング学科が養成する「有為な人材」とは
①失敗しても粘り強く取り組む力を持った人材
②問題意識を持ち考え抜く力を持った人材
③目標に向けて他人と協力する力を持った人材
これらの力は、通常の授業と同時に、特に２年次から４年次までの３年間の演習教育において身につ
けることになります。

《マーケティング学科　フレッシャーズキャンプ（FC）について》
　新入生の中には、大学生活に困惑したり、不安を覚える人も相当数いるようです。自分で時間割を
決める（履修科目を自分で決める）というのも初めてのことです。その上、語学を除くと、いわゆる
クラスがないため、自分の机・椅子がありません。そのような状態で友人ができないと、大学に居場
所が無いと感じたり、疎外感を感じるようです。マーケティング学科では、新入生をそのような状態
にしないためにFCを平成21年度から１泊２日で実施しています。
　この１泊２日の間、新入生は４人単位で行動することになります。商業施設などの視察も４人単位、
そして４人で同じ部屋に宿泊します。新入生とともに３年生（クラスリーダー）8～10人、それにマー
ケティング学科の教員が全員一緒に行きます。クラスガイダンスでは新入生20人前後で一クラスにな
り、それに教員一名と３年生一名が加わり、ゆっくりと大学生活について話し合い、大学生活の不安
を解消します。
　新入生同士、新入生と３年生、新入生と教員とのコミュニケーションを通じて、東洋大学経営学部
マーケティング学科の魅力を実感してください。一緒に楽しい思い出を作りましょう！

　フレッシャーズキャンプで与えられた課題には、取り組んでもらい、後日レポートとして基礎実習
講義内で提出してもらうことになります。基礎実習講義においては、レポート作成の指導も行いま
す。大学では通常の試験以外にも、レポートが成績評価に結び付くことも多くあります。また第３セ
メスタから始まるゼミナール活動においては、グループ研究がその中心となることも多くあります。
これらの基礎をフレッシャーズキャンプの課題に対するレポート作成を通じて、基礎実習講義の中で
早い段階から身につけていきましょう。

マーケティング学科



49

②サイエンス（Science）的な思考ができ、③優れた戦略（Strategy）を立案できる人材をめざします。

消費者行動入門（2）
マーケティング・リサーチ論（2）
マーケティング・リサーチ応用論（2）

マーケティング・サイエンス論（2）
現代のマーケティング・サイエンス論（2）
消費者行動論（2）
現代の消費者行動（2）
マーケティング分析論（2）
マーケティング分析応用論（2）
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　〈ガイダンスコース〉　
　ガイダンスコースとは、4 年間の履修のお手本です。マーケティング学科では、マーケティング戦
略コース、マーケティング・サイエンスコース、流通・サービスマーケティングコースの３コースを
設け、履修科目を組み立てる手助けをしています。

【マーケティング戦略コース】

《コースの概略》　
　「マーケティングとは不満解消業である」という表現があるように、マーケティングは顧客（消費
者や産業用使用者など）の視点で物事を考え、どのようなニーズや不満があるのかを調査し、それを
満たすような、あるいは解消するような商品やサービスを開発し、効率よくその商品やサービスの特
徴を顧客に伝え、購入を促す活動を意味しています。
　そのため、マーケティングは一般的な営利企業だけではなく、非営利組織体と呼ばれる地方公共団
体や美術館、病院、大学などにも応用されるようになり、さらに社会的主張（エイズ対策、自然保護、
禁煙運動など）にも応用されています。
　また、マーケティングは顧客の不満を解消するだけでなく、積極的に顧客満足を提供しようという
方向にも進化しています。
　皆さんにも日常の不満がまだまだあると思います。そこにマーケティングが活躍する余地があるの
です。どんなに生活水準が向上しても人間の不満はなくならないのですから、マーケティング発想は
これからもますます大切になっていきます。

《コースの内容と特色》
　マーケティングの基礎的知識を身につけるために、まず基礎科目である「マーケティング論」、「現
代のマーケティング」を履修してください。そして「マーケティング史」、「マーケティング学説史」
を学びマーケティングの歴史的背景と内容を理解する必要があります。
　これらを基礎に、マーケティングの原点である消費者が欲するであろう製品を提供する活動を学ぶ
ために「製品戦略論」、「ブランド戦略」に進みましょう。これらの具体的展開科目である「ファッショ
ン・マーケティング論」、「現代のファッション・マーケティング」ではさらに理解を深めることがで
きます。その上で、消費者にどのように効率的にコミュニケートするべきかを「広告論」で、そして
どのように効率的に販売したらよいかを「チャネル戦略論」で学ぶことができます。地球的視野に立っ
てマーケティングを考える「国際マーケティング論」や「グローバル・マーケティング論」も重要で
す。またマーケティングをさらに深く学ぶ「マーケティング特講Ａ・Ｂ」も開講されています。
　マーケティングは理念と戦略に大きく分かれると思われますが、その前提となる顧客（消費者）発
想はすべての業界で必要なビジネスの前提であり、社会人力の基礎となります。

マーケティング戦略コース

第１学年 第２学年 第３学年 第４学年

1セメスタ 2セメスタ 3セメスタ 4セメスタ 5セメスタ 6セメスタ 7セメスタ 8セメスタ

マ ー ケ テ ィ ン グ 史
マーケティング学説史

⑵
⑵

製 品 戦 略 論
ブ ラ ン ド 戦 略
物 流 論
サプライチェーン・マネジメント
ダイレクト・マーケティング論

⑵
⑵
⑵
⑵
⑵

広 告 論
現 代 の 広 告
マーケティング特講Ａ
マーケティング特講Ｂ
グローバル・マーケティング論
国際マーケティング論

⑵
⑵
⑵
⑵
⑵
⑵

チ ャ ネ ル 戦 略 論
現代のチャネル戦略
ファッション・マーケティング論
現代のファッション・マーケティング
国 際 流 通 論

⑵
⑵
⑵
⑵
⑵
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【マーケティング・サイエンスコース】

《コースの概略》
　2007 年に改定された全米マーケティング協会（AMA：American Marketing Association）に以
下の定義があります。「マーケティングとは、顧客、クライアント、パートナー、そして社会全体にとっ
て価値ある提供物を、創造し、コミュニケートし、デリバリーし、交換するための、活動、一連の
機関そして過程である」。
　この定義は、もともと英語ですが、一般に上記の訳が使われています。新入生の皆さんは、この定
義内容が分かりますか？おそらく、何を言っているかわからないでしょう。その理由は２つあります。
１つは、英語の定義の日本語訳が直訳的であるということ、もう１つはこの定義に含まれる顧客、ク
ライアント、パートナー、提供物、デリバリー、コミュニケートという専門用語に初めて接する、あ
るいは慣れていないということにあると思います。
　これらの専門用語が分かるように、そして、ここには載せていませんが英語で書かれたマーケティ
ング定義をそのまま理解できるようにマーケティング・サイエンスコースの科目を学んでください。
マーケティングに関わる諸事象の理解、ビジネスに必要な英語力も身に付けてください。マーケティ
ングに関わる事象に対して、理論的かつ実証的に学ぶのがマーケティング・サイエンスコースです。

《コースの内容と特色》
　マーケティングの基本的な知識を身につけるために「現代のマーケティング・サイエンス」、「マー
ケティング・サイエンス論」を履修してください。そして、そこから科学的視点におけるマーケティ
ング事象を見る目も養ってください。
　マーケティングの原点である消費者を「消費者行動入門」で学び、消費者のニーズや不満をどのよ
うに調査するのかを「マーケティング・リサーチ論」「マーケティング・リサーチ応用論」で学びます。
さらにそれを極めるのは「消費者行動論」「現代の消費者行動」「マーケティング分析論」「マーケティ
ング分析応用論」です。そして、上記の知識を生かして、「製品戦略論」や「ブランド戦略」に結びつけ、
消費者に適切にコミュニケートすべき「広告論」を学び、そしていかに効果的・効率的に販売した
らよいかを「チャネル戦略論」、「ダイレクト・マーケティング論」で学びましょう。さらに、国境
を越えたという大きな視点から、「グローバル・マーケティング論」「国際マーケティング論」も国
際的に展開する企業活動を理解するうえで重要です。
　科学的思考は、物事を理解するための基本的な方法です。それをマーケティング・サイエンスコー
スの科目を受講することによって養ってください。

マーケティング・サイエンスコース

第１学年 第２学年 第３学年 第４学年

1セメスタ 2セメスタ 3セメスタ 4セメスタ 5セメスタ 6セメスタ 7セメスタ 8セメスタ

消 費 者 行 動 入 門
マーケティング・リサーチ論
マーケティング・リサーチ応用論

⑵
⑵
⑵

消 費 者 行 動 論
現 代 の 消 費 者 行 動
マーケティング特講Ｃ
マーケティング特講Ｄ
グローバル・マーケティング論

⑵
⑵
⑵
⑵
⑵

マーケティング・サイエンス論
現代のマーケティング・サイエンス論
ファッション・マーケティング論
現代のファッション・マーケティング
国際マーケティング論

⑵
⑵
⑵
⑵
⑵

マーケティング分 析 論
マーケティング分析応用論
ダイレクト・マーケティング論
インターネット・マーケティング
国 際 流 通 論

⑵
⑵
⑵
⑵
⑵
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【流通・サービスマーケティングコース】

《コースの概略》
　いままでのマーケティングでは、暗黙のうちに、活動の主体をメーカーと考えることが多かったよ
うです。しかし、今や国内総生産に最も寄与しているのはメーカーではなくサービス業です。したがっ
て、サービス業のマーケティングの教育を重視しなくてはならないのですが、その点では大学教育は
少し遅れているのかもしれません。
　しかしマーケティング学科では他大学に先掛けサービス・マーケティングの教育を重視した、流通・
サービスマーケティングコースを創設しました。
　流通とサービスでは流通の方がわかりにくいかもしれません。そこでまず流通について説明します。
　私たちは、北海道で加工・製造されたバターを食べたり、愛知県で組み立てられた車に乗ったり、
中国で縫製された洋服を着たりして生活しています。つまり、国内で収穫されたり、製造されたもの
だけではなく、世界中で収穫されたり、製造されたものを消費することによって、私たちは豊かな生
活をしているのです。世界中で収穫されたり、製造されたものの中で日本人が好みそうなものを専門
の業者が見つけたり、仕入れたり、輸送したり、保管したり、品揃えしたりして、私たちが購入しや
すいようにしています。これらの活動を、一般的に流通活動といいます。
　このコースでは、まず商品ごとの流通の仕方や歴史的変化を学び、その上で商品をスムーズに流通
させるために、どのようなメーカー、卸売業、小売業がいて、それぞれどのような活動をしているの
かを学んでいきます。また、サービス業の内容を学んだり、一般に生産と消費が同時に起きるサービ
スのマーケティングやマネジメントを学んでいきます。

《コースの内容と特色》
　流通・サービスマーケティングコースでは、流通（消費財流通が中心）とサービスについて学びます。
　流通の分野では、最初に流通の基礎となる「流通論」「現代の流通」を学びます。その後、メーカー、
卸売業、小売業が商品の流通をスムーズにするためにどんな活動をしているのかを、「卸売経営論」

「小売経営論」「ダイレクト・マーケティング論」で学びます。さらには、チェーンストアの経営や
品揃えの考え方を「チェーンストア経営論」「マーチャンダイジング論」で学びます。
　サービス・マーケティングの分野では、サービス業にはどのような種類があって、どのような特徴
があるのか、そして、そのサービス業での従業員管理などの考え方などを「サービス・マネジメント」
で学びます。また、「サービス・マーケティング論」「リレーションシップ・マーケティング」で最新
のマーケティング理論を学びます。
　このように意欲的なコースですが、将来、サービス業、小売業、卸売業、運輸業、消費財メーカー
に就職を希望する人には特にお勧めのコースです。

流通・サービスマーケティングコース

第１学年 第２学年 第３学年 第４学年

1セメスタ 2セメスタ 3セメスタ 4セメスタ 5セメスタ 6セメスタ 7セメスタ 8セメスタ

流 通 論
現 代 の 流 通

⑵
⑵

小 売 経 営 論
卸 売 経 営 論
サービス・マネジメント
グローバル・マーケティング論

⑵
⑵
⑵
⑵

チェーンストア経営論
マーチャンダイジング論
ファッション・マーケティング論
現代のファッション・マーケティング
国 際 流 通 論

⑵
⑵
⑵
⑵
⑵

サ ービス・マーケティング 論
リレーションシップ・マーケティング
ダイレクト・マーケティング論
インターネット・マーケティング
国際マーケティング論

⑵
⑵
⑵
⑵
⑵
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マーケティング学科　３つの教育方針（ポリシー）

アドミッション・ポリシー（入学者受入れの方針）

　マーケティング学科の人材育成の目標は、社会人力の育成とマーケティングの３S の涵養にあ
る。社会人力とは、何事に対しても積極的にアプローチし、①失敗しても粘り強く取り組む力、
常に②問題意識を持ち考え抜く力、そして、いったん明確な目標が定まったならば③目標に向け
て他人と協力する力である。また、マーケティングの３Ｓとは、①マーケティングセンス：消費
者が何を求め、何を必要としているのか、企業が今何を行わなければならないかを適切に判断する、
②サイエンス：現実の状況、事象を理論的・客観的に分析することであり、それに基づき行動す
ること、③戦略：いかに効果的・効率的に顧客満足を達成するか、である。
　これらのマーケティング学科が育成しようとしている能力を考えると、第一に、基礎学力が十
分に育成されていることが必要である。第二に、社会の問題解決の学問であるので、何事に対し
ても好奇心を持てることが重要である。第三に、実際のマーケティングの世界では個人よりもグ
ループで対処することが多いため協調性をもっていることが望ましい。第四に、商品開発や宣伝
活動などでは、アートとの関連があるので、幅広い教養を備え、それらと自分の学習を関係づけ
られることも大切である。第五に、解決する必要のある問題そのものを見つけ出すような創造性
や思考力が求められている。これらに関する能力を有する人材を求めている。

カリキュラム・ポリシー（教育課程編成・実施の方針）

　社会人力をもった人材を養成するために、導入教育、演習、卒論を重視している。導入教育と
しては、新入生全員に商業施設を見学させることによって、マーケティングの発想法や視点を現
場で学び、その理論的な基礎作りを基礎実習で行う。またマーケティングを学ぶ上で基礎となる
10 科目を厳選し基礎科目として配置している。専門教育は「マーケティング戦略コース」、「マー
ケティング・サイエンスコース」「流通・サービスコース」のコースを設定し、広範なマーケティ
ング研究を系統だって学べるように配置している。また演習はマーケティング学科の一つの核で
あり、個人やグループで議論を通じてマーケティングの３Ｓ（センス、サイエンス、戦略）を自
ら磨く機会である。この演習においてまとめられる卒業論文は学科教育の集大成と位置づけてい
る。また専門教育に加えて、幅広い教養と語学力の育成をおこなっている。
※平成 24 年度のカリキュラム改訂を包括しています。

ディプロマ・ポリシー（学位授与の方針）

　消費者が何を求め、何を必要としているのか、企業が今何を行わなければならないかを適切に
判断する能力、現実の状況、事象を理論的、客観的に分析し、それに基づき行動する能力、組織
を顧客満足に導く戦略からなるマーケティング能力と幅広い社会的な要請に応えられる社会人力
を身につける。
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【学科の目標・育成する人材像】
《教育研究上の目的》
　会計ファイナンス学科の教育目標は、会計ファイナンス分野の学問的知識とスキルを身につけ、さ
まざまな局面において経済・社会を取り巻く環境変化を理解し、その変化に迅速に対応できる「総合力」
を備えた人材の育成です。
　学科の育成する人材は、会計およびファイナンスに関する体系的な理論、包括的な会計・金融制度、
および最先端の実務動向を理解する能力を身につけ、学問的知識とスキルを実践の場で応用すること
により社会に貢献する人材です。さらに、会計およびファイナンス分野においては国際的な経済・金
融情勢の変化に柔軟に対応するために、国際ビジネスの場で必要とされる英語をはじめとする外国語
によるコミュニケーション能力を育てます。

　《会計ファイナンス学科が養成する「有為な人材」とは》
　１．会計ファイナンスに関する学問的知識とスキルを身につけている。
　２．会計ファイナンスに関する学問的知識とスキルをもって、経済社会を取り巻く環境の変化を理

解することができる。
　３．会計ファイナンスに関する学問的知識とスキルを、論理的・戦略的に経営実践の場で活用する

ことができる。
　４．企業の社会的責任を認識し、様 な々局面において経営理念に基づき判断・行動をすることができる。
　５．個人レベルにおいても、組織レベルにおいても、会計ファイナンスに関する学問的知識とスキ

ルを応用して、創造発展につながる提案をすることができる。
　６．英語をはじめ外国語によるコミュニケーション能力を身につけ、広い視野から国際的な経済・

金融情勢に対応することができる。

《新入生の皆さんへ》
　大学生活は、高校までのそれとは大きく異なる点が多々あります。大学に入学して間もない時期は、
期待以上に不安を感じるかもしれません。とりわけ、独り暮らしをはじめる人にとっては、心細く思
うことも少なからずあることでしょう。それは、程度の差こそあれ誰にも起こることです。
　本学では、教員、職員、先輩、学生相談室等、学生の皆さんをサポートする場は少なくありません。
これらの人たちとの距離は、新入生が思っているよりもはるかに、実はとっても近いのです。困った
ときには、どうか学内の身近な人たちに心を開いてください。また、1 年生の春学期に受講する必修
科目の「基礎実習講義」は、大学の導入教育であると同時に信頼できる友人を作るチャンスです。

《会計ファイナンス学科のフレッシャーズ・オリエンテーション》
　会計ファイナンス学科のフレッシャーズ・オリエンテーションは、4 月のオリエンテーションの中
で学内において実施されます。まず、4 年間の学生生活を大まかにシミュレートすることで、大学生
活のイメージをつかんでいただきます。また、新入生にとっては最初の課題といえる「履修登録」に
ついて、きめ細やかなサポート体制が用意されています。教員、教務課の職員、そして皆さんの先輩
たちが新入生だった頃を思い出しながら皆さんの履修登録をはじめ、大学 4 年間を通して履修計画を
進めていくためのサポートをしてくれます。
　そして、高校から大学への導入教育の役割を担う必修科目である「基礎実習講義」について、わか
りやすく説明いたします。新入生同士、まずは顔合わせと自己紹介からお互いを知るための第一歩を
踏み出しましょう。先輩たちの案内で、学内ツアーも実施いたします。図書館、キャリアサポートセ
ンター、学生相談室等の学内施設を見学します。

会計ファイナンス学科
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《会計ファイナンス学科の基礎実習講義》
　会計ファイナンス学科の基礎実習講義は、新入生の導入教育を念頭にした必修科目です。大学での
学びの姿勢について、1 年生の春学期にしっかりと理解していただくために、少人数のグループを単
位として行われます。1 時間ごとに、皆さんの学習の理解度・演習への取組みを確認しながら、大学
における学び方を体験していただきます。リーディング、ライティング、レポートの書き方、資料収
集の仕方、論文の書き方、プレゼンテーション原稿の作成およびグループワーク、どれも学生の主体
的な姿勢が実践の基本となります。
　このように、基礎実習講義は、個人に加えてグループ単位での学習成果を実感していただく内容と
なっています。主体的に学習に取り組む学生が、グループで協力し合うことによって生み出すシナジー
効果の素晴らしさを実感してください。互いに異なる意見を交わし、議論を深めることは大切な経験
です。皆さんの学習意欲と独自性、そしてチームワークがダイレクトに反映される講義です。

《会計ファイナンス学科で学ぶことのできる科目》
　教養を身につけるために、基盤教育を履修します。さらに幅広い視野が持てるよう、経営学部内他
学科科目や、他学部他学科科目を履修することもできます。グローバルな社会で活躍していくための
英語力及び情報処理能力を高めることを目標とした授業も充実しています。英語については、基盤教
育の英語ⅠＡ・ⅠＢ・ⅡＡ・ⅡＢの８単位を取得することが必修となっており、さらに、選択科目の
ビジネス・コミュニケーションやビジネス・プレゼンテーションといった英語コミュニケーション科
目を履修することで、英語力の向上を図ることができます。情報処理能力を身につけるための情報処
理関連科目も多く設置されています。
　常に自ら学ぶ姿勢は、大学生活４年間のみならず、社会に出てからも求められます。有為な人材と
なるには、この姿勢が極めて重要ですので、入学後の早い時期から取り組む必要があります。具体的
には、第１セメスタ必修の基礎実習講義において、大学で学ぶうえで必要不可欠である文献・資料の
読み方、レポートの作成、プレゼンテーションの仕方といったスタディ・スキルを身につけることが
できます。プレゼンテーションに至るプロセスにおいては、自ら関心のあるテーマを発見することが
でき、自分の役割を果たしながら他の学生との協調性も身につきます。また、基礎実習講義はゼミナー
ル（演習）への橋渡しとしての機能も果たしています。第３セメスタから第８セメスタではゼミナー
ルを履修することで、学内外の研究発表を経験したり、卒業論文をまとめたりすることで研究を深め
ていくことができます。

《会計ファイナンス学科卒業後の進路》
　会計ファイナンス学科では資格取得を重視しています。公認会計士や税理士を目指す学生のための
「アカウンティング特講」、証券アナリストやファイナンシャル・プランナー技能士を目指す学生の
ための「ファイナンス特講」といった科目を設けています。日商簿記検定合格を目指す「簿記原理
Ⅰ・Ⅱ」、さらに、課外講座として「簿記２級・３級講座」も開講しています。公認会計士・税理士
を志望する学生には、白山校舎５号館２階に会計特別研究室を設け、受験勉強のための環境も整備し
ています。2011年からは課外講座として、「公認会計士短答式試験対策講座」が始まりました。
　また、金融機関や証券会社、保険会社などで求められる資格である「ファイナンシャル・プラン
ナー２級・３級講座」も設けています。
　教員を目指す学生のためには、教科に関する科目及び教職に関する科目を開講していますので、こ
れらを履修することで、中学校の社会、高校の公民と商業の教育職員免許状が取得できます。
　このように、各種資格取得のサポート体制を整えていますので、多くの学生がスペシャリストとし
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ての自覚と自信をもって社会に出ることができるようになります。卒業後の進路としては、次のような
選択肢があげられます。
　公認会計士・税理士・中小企業診断士などの職業的専門家、国税専門官・国家公務員・地方公務員
などの公務員、金融関連企業・外資系企業などのビジネスパーソン、中学校教諭・高校教諭などの教
員、民間企業の財務担当者・最高財務責任者（CFO）などの財務スペシャリスト、国内や海外の大学
院・研究機関の研究者等、幅広い職業の中から選択することができます。なお、内部統制の構築が法
律で規定されたことにより、公認内部監査人（CIA）の資格も注目されはじめました。
　国際財務報告基準（IFRS）がこれから日本に導入される予定であり、これについては国際会計論や財務
会計論などで学ぶことができます。
　会計ファイナンス学科の卒業生が、社会において大いに活躍することを教員一同期待しています。
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〈ガイダンスコース〉
　ガイダンスコースとは、学生が自分の目標に向かって学習計画を立てるための道標です。会計ファイナンス
学科では、会計コースとファイナンスコースの２コースを設け、履修科目を組み立てる手助けをしています。

【会計（アカウンティング）コース】

《コースの概略》
　会計コースでは、会計について多面的に学びます。会計とは、組織体の経営管理に役立つ情報を、
貨幣評価した数値によって表現することです。会計は経営の羅針盤であり、会計情報は経営者の意思
決定の拠り所となっています。また、投資家も会計情報をもとに投資の判断を行います。会計を学ぶ
ことによって会計情報を作成、報告、解釈したり、さらに将来の意思決定や計画策定に活用していく
ことができるようになります。
　一概に会計といっても、その内容は多岐にわたっています。そのため、会計を知るには簿記に始まり、
財務会計、管理会計、原価計算、監査、税務会計、国際会計等の専門分野について体系的に幅広く学
ぶ必要があります。
　会計コースで学ぶことにより、社会で活躍する機会は大いに広がります。例えば、国家資格を得て
会計の専門家として仕事をしたい人（「職業会計人」と呼ばれています）には、公認会計士や税理士
の道が開けますし、公務員としては国税専門官、教員としては商業高校の教員の道に進むことができ
ます。また、会計の知識があれば、企業に就職するときにも大きな武器になりますし、経理や財務の
エキスパートとしての活躍も大いに期待できるでしょう。とくに公認会計士試験では、東洋大学での
現役合格者は着実に増えていますので、この機を逃さずに是非チャレンジしてください。

《コースの内容と特色》
　１、２セメスタでは、「簿記原理Ⅰ」、「簿記原理Ⅱ」、「会計学総論基礎」、「会計学総論応用」を履
修することにより会計学の基礎を固めることができます。ただし、「簿記原理Ⅰ」は初心者を対象と
した基礎的な内容であるために、日商簿記検定の有資格者は「簿記原理Ⅱ」から履修してください。
　また、日商簿記検定試験の合格を目指すため、１、２セメスタにおいて、日商簿記検定用の「アカウンティ
ング特講Ａ」を履修することができます。そこでは、検定試験に合格するための答案作成練習を行います。
　３セメスタ以降でも、会計における各専門分野の科目が設置され、会計を体系的に学ぶことができ
ます。職業会計人を目指そうとする人のためには「アカウンティング特講Ｂ・Ｃ・Ｄ・Ｅ」があります。
そこでは、各種の試験合格を目指すための答案練習を中心とした、受験対策を実施しています。入学
当初から強い意思を持って勉強を続ければ、在学中に合格するための水準に達することができます。
学生の皆さんは、夢を大きく持って、公認会計士や税理士という国家資格に積極的にチャレンジして
ください。そのためには、「会計特別研究室（P. 138 参照）」を有効に利用することもお勧めします。

会計（アカウンティング）コース

第１学年 第２学年 第３学年 第４学年

1セメスタ 2セメスタ 3セメスタ 4セメスタ 5セメスタ 6セメスタ 7セメスタ 8セメスタ
簿 記 原 理 Ⅰ
簿 記 原 理 Ⅱ
会 計 学 総 論 基 礎
会 計 学 総 論 応 用
アカウンティング特講Ａ

⑵
⑵
⑵
⑵
⑵

財 務 会 計 論 基 礎
財 務 会 計 論 応 用
原 価 計 算 論 基 礎
原 価 計 算 論 応 用
税 務 会 計 認 識 論
税 務 会 計 測 定 論

⑵
⑵
⑵
⑵
⑵
⑵

管 理 会 計 論 基 礎
管 理 会 計 論 応 用
国 際 会 計 論 基 礎
国 際 会 計 論 応 用
経 営 監 査 論
会 計 監 査 論

⑵
⑵
⑵
⑵
⑵
⑵

環 境 会 計
会計情報システム論Ａ
会計情報システム論Ｂ
アカウンティング特講Ｂ
アカウンティング特講Ｃ
アカウンティング特講Ｄ
アカウンティング特講Ｅ

⑵
⑵
⑵
⑵
⑵
⑵
⑵
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【ファイナンスコース】

《コースの概略》
　「ファイナンス」とは、資金調達や資金運用のことです。簡単にいえば、お金を預けたり、借りた
りすることです。
　近年、金融自由化、さまざまな金融規制の緩和、金融取引のボーダレス化などのため、企業のファ
イナンス活動の自由度が大きく拡大し、企業経営に重大な影響を与えるようになりました。そのため、
今後のビジネスパーソンには、ファイナンスに関する基礎知識の修得とともに、より新しい知識を積
極的に取り入れて、ファイナンスのセンスを身につけることが不可欠となっています。また、個人や
家計にとっても、自己責任の重要性が問われるようになってきているため、自分の財産の適切な管理・
運用など、個人が自己を守るためにもファイナンスの知識を身につけることは必要です。
　本コースの使命は、ファイナンス、金融システム、金融ビジネス、経済学、金融経済データ分析に
関する深い知識を学ぶことにより、ファイナンスや経済学に関する総合力を備えた有為な人材、また
はファイナンスの各分野の専門家を養成することにより、社会に貢献することにあります。より具体
的な人材育成目標は、以下の２つに集約できます。
①ビジネスの現場において、金融の専門家との意思疎通に必要なファイナンスの基礎知識、テクニッ

ク、用語等を理解でき、広い視野を持ったビジネスパーソンを育成します。
②金融機関、証券会社、保険会社などの金融関連企業、または政府や一般企業の財務部門における専

門家、ファイナンシャル・プランナー、証券アナリストさらに研究者など、ファイナンスの分野で
活躍できるスペシャリストを育成します。

《コースの内容と特色》
　まず、第１、２セメスタで専門基礎科目の「経済学（ミクロ）」、「経済学（マクロ）」、専門科目の「金
融論」、「金融システム論」を履修すると、経済社会、金融システムの基礎的部分を理解できるように
なります。「世の中はこんな風に動いているのか・・・」というような、今まで知らなかった世界に触
れた感動を味わうことができ、「とても面白い」と感じると思います。
　次に、「ファイナンス入門」「ファイナンス論」、「証券投資入門」「証券投資論」の履修により、株
式などの不確実なもの（「不確実」とはファイナンスの専門用語で「収益がバラつく」という意味で
す）とどのように向き合えばいいのか理解できるようになります。企業と金融機関との間のプロ同士
のかかわりは「コーポレートファイナンス論」で知ることができるでしょう。「国際金融論」を履修
することにより、今まで縁遠かった外国通貨や外国経済を身近に感じることができるようになるとと
もに、国内情勢を理解しようとするときに海外情勢の影響を考える、というような思考経路が自然に
身につくはずです。「ファイナンス特講Ａ・Ｂ」は第一線の営業現場で活躍している大手証券会社の
実務家によるオムニバス形式の特別講義です。そこでは、実学的部分としてのファイナンスの現場の
話を聴くという貴重な経験を得るはずです。
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　あなたが、もし、ファイナンシャル・プランナー資格や証券アナリスト資格を取得したい、と決意
したなら、そのための講義やその分野のゼミに入ることが近道です。ファイナンシャル・プランナー
志向の方のためには多様な金融商品、年金、保険、不動産、その他個人金融関連の話題を広く取り上
げる科目をいくつか用意しています。特に「ファイナンス特講Ｃ・Ｄ」といった科目では、ファイナ
ンシャルプランニングに関わる基礎的な金融知識や、より実践的な内容を学ぶことができます。本コー
スの他の科目との相乗効果が発揮されれば、将来、みなさんのライフサイクルの中で、お金や金融資産、
住宅購入などに関する長期的展望をきちんと描けるようになるでしょう。もちろん、ファイナンシャ
ル・プランナー資格取得にも必ず貢献するはずです。
　ファイナンスは、「難しそうでとっつきにくい」と感じるかもしれませんが、みなさんの将来設計
に必ず役立つはずです。さあ、みなさんも金融・証券パーソン、ＣＦＯ（最高財務責任者）、ファイ
ナンシャル・プランナー、証券アナリストを目指してファイナンスコースの門をくぐりましょう。

ファイナンスコース

第１学年 第２学年 第３学年 第４学年

1セメスタ 2セメスタ 3セメスタ 4セメスタ 5セメスタ 6セメスタ 7セメスタ 8セメスタ

フ ァ イ ナ ン ス 入 門
フ ァ イ ナ ン ス 論
金 融 論
金 融 シ ス テ ム 論
ファイナンス数学基礎
ファイナンス数学応用

⑵
⑵
⑵
⑵
⑵
⑵

証 券 投 資 入 門
証 券 投 資 論
コーポレートファイナンス論
国 際 金 融 論
銀 行 論

⑵
⑵
⑵
⑵
⑵

年 金 論
保 険 論
経 営 財 務 論
投 資 決 定 論
応 用 ミ ク ロ 経 済 学
応 用 マ ク ロ 経 済 学

⑵
⑵
⑵
⑵
⑵
⑵

ファイナンス情報処理特論
ファイナンス特 講Ａ
ファイナンス 特 講Ｂ
ファイナンス 特 講Ｃ
ファイナンス特 講Ｄ

⑵
⑵
⑵
⑵
⑵
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会計ファイナンス学科　３つの教育方針（ポリシー）

アドミッション・ポリシー（入学者受入れの方針）

　会計ファイナンス学科の教育目的は、幅広い視野に立ち、会計とファイナンス分野の学習およ
び研究を通じて培った専門的知識と能力を活かして、経済・社会において活躍する「有為な人材」
を育成することである。ここでいう「有為な人材」とは、経営環境の変化のなかで主体的に問題
を発見し、設定し、解決するための専門的知識を持った人材であり、会計ファイナンスのプロフェッ
ショナルとして経営にかかわる領域で活躍できる能力をもった人材である。
　したがって、求められる学生は、上記の教育理念に興味をもち、その基礎となる学力ならびに
論理的な思考力と表現力を十分に持つと同時に、自律的な学習と考察を通して問題を発見し、み
ずから解決していく意欲をもつ人材であることが望まれる。また、会計・ファイナンス分野にお
いては国際的な経済・金融情勢への対応が不可欠となっており、グローバルな視点から英語など
の外国語を積極的に学ぶ意欲が必要である。

カリキュラム・ポリシー（教育課程編成・実施の方針）

　会計およびファイナンスに関する理論を理解する能力、包括的な会計・金融制度を身につける
ために、基礎教育、専門教育などを体系的に配置している。導入教育として基礎実習講義を配置し、
大学における学習基礎能力を身につける。そして基礎となる 10 科目を厳選し基礎科目として配置
している。専門科目は会計コースとファイナンスコースに分けられ、会計コースでは、企業の経
営管理、会計情報の作成・理解に役立つ簿記、財務会計、国際会計、管理会計、原価計算、監査
などを体系的に学ぶ。ファイナンスコースでは、ビジネスの現場において金融の専門家との意思
疎通や金融機関や一般企業の財務部門における金融のスペシャリストとして必要なファイナンス
の応用知識やテクニックを学ぶ。さらに会計・ファイナンス分野においては国際的な経済・金融
情勢への対応が不可欠となっており、グローバルな視点から英語などの外国語によるコミュニケー
ション能力を涵養する。
※平成 24 年度のカリキュラム改訂を包括しています。 

ディプロマ・ポリシー（学位授与の方針）

　会計・ファイナンス分野の学問的知識とスキルを身につけ、さまざまな局面において経済・社
会を取り巻く環境変化を理解し、迅速に対応できる「総合力」を身につける。常に社会における
会計やファイナンスの役割を理解し、持続的な経済社会の発展に貢献できる能力と行動力を身に
つける。
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3． 第２部学科教育課程表および履修方法
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（１）学科の目標・カリキュラムについて

【学科の目標・育成する人材像】
　第２部経営学科は、幅広い視野をもつ教養豊かな職業人を育成することを目的としています。この
職業人は、経営学という専門分野を深く学び、企業経営の多角的な側面を理解した上で「経営の専門
性を自己の立脚点とする職業人」です。そして激しく変化しつつある経済・社会環境の中では、特定
の分野の知識や能力のみでは対処しきれない事柄が発生することから、経営の専門性だけでなく「幅
広い視野をもち教養豊かな人材」でなくてはなりません。
　この人材が修得すべき能力とは、企業などの組織の中で自分の価値を高めることができる行動力、
課題を的確に認識し特定して分析することができる能力、国際的な視野を持って経営をみることがで
きる能力、さらに現代の経営諸課題に対して伝統的な経営学の蓄積をふまえながら、新しい視点を加
えた複眼的な理解に基づく経営学の実践、新しい産業社会を築き上げるイノベーションの担い手が必
要とする能力であり、これらの能力の修得が教育目標となります。

〈教育目標〉
（１）�経営学の中核的な研究分野（経営学、マーケティング、会計学、ファイナンス）のうち、ひと

つ以上の学問内容および方法を理解する。
（２）�（余力があれば）法学、経済学のうち、とくに経営学に関連する研究分野の学問内容および方法

を理解する。
（３）�組織（民間企業、公企業、NPO など）の構造やメカニズムに興味をもち、改善や改革等の問題

意識をもつことができる。
（４）�上記（３）の諸問題に対し、上記（１）のいずれかの学問領域の研究方法を用いて考察し、な

んらかの提案をすることができる。
（５）考察した結果や提案を、口頭あるいは文章によって論理的に表現することができます。

　以上の目標を達成するために、２ページ後の（２）学科教育課程表が提供されています。多数の科
目が設置してありますが、大別して、基盤教育と専門科目に分類することができます。

基盤教育

　基盤教育は、文字通り幅広い教養を獲得するためのもので、共通教養科目（哲学・思想、自然・環境・
生命、日本と世界の文化、現代・社会、スポーツと健康、総合）、社会人基礎科目、文化間コミュニケーショ
ン分野、情報分野があります。第１部経営学部「基盤教育」を参考にしてください（P. 23 〜 25）。た
だし、文化間コミュニケーション分野に、留学支援のための Special Course in Advanced TOEFL が
設置されていますが、英語という名称の科目はなく、必修ではありません（第２部では英語を専門科
目として設置しています）。

専門科目

　専門科目は、まさに経営学の専門的知識を獲得し、技能をみがくために設置された科目です。

１　基礎

　基礎科目は１、２年次に配当されており、経営学部学生として知っておくべき基礎的な理論や知識
を習得することを目的として設置された科目です。専門的な科目を効果的に履修するためには、まず
土台となるこれらの科目を履修して基礎的な知識を身につけておく必要があります。

第 2部経営学科
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　専門基礎科目を学ぶことによって、経営学部が養成する有為な人材としての、自主性を持った人材
へのスタートが切れます。つまり、自分はどのような専門分野に関心があるのかが明確になり、進む
べき方向性を自覚できるでしょう。

２　経営学英語

　経営学部では、英語はあくまで手段であり目的ではないという考えに基づき、英語を学ぶのではな
く、英語を使って経営学を学ぶことを主眼とします。あなたの将来目標に合わせて科目を選んでくだ
さい。また海外語学セミナーに参加して単位を得ることができます。

３　情報処理関連科目

　基盤教育にも情報分野の科目がありますが、専門科目としての情報処理実習、概論、特講を用意し
ています。この順序で履修することを想定していますが、自分の技能に応じて選んでください。

４　履修のしかた

　皆さんは、毎年４月に別途配布される「時間割表」を見ながら、曜日と時限と配当学年の合う科目
を履修登録してください。通常、第２部は毎日２コマしか履修できないので選択肢が限られています。
一般的には、次のような傾向があります。
１）低学年のときは、どちらかといえば基盤教育を多数履修するように、また、経営学の基礎となる
専門科目（「基礎」科目）の単位を確実に取得するようにしてください。
２）高学年になるに従って専門科目の割合を増やしていきます。また、似たような名称の授業は、お
おむねセット（例：中小企業経営論Ａと中小企業経営論Ｂなど）になっていますので、この順序で連
続して履修すると効率的です。
　制約条件が定められていないかぎり、どの科目を履修するかは自由です。しかし専門科目は多数あ
り、４年間あってもすべてを履修できるわけではありません。したがって、できるだけ自分の目的に
合った科目を体系的に履修していくことを推奨します。（５）履修モデル（P. 73・74）や「諸資格取
得について」を参考にしてください。

５　ゼミナール（演習）

　経営学は企業の経営問題を研究対象としますが、現在では、公的セクターや非営利セクターなどに
よってもさまざまな事業が展開されており、一口に経営学と言っても非常に分野が広く、かつ多岐に
わたっています。生きた経営学をさらに学ぶために、経営学部ではゼミナール（演習）を重視してい
ます。ゼミナールは、教員の講義を一方的に聞くのではなく、学生自身が興味を抱いた研究分野を積
極的に研究・調査し、発表や討論などを通じて論文（ゼミ論・卒業論文）としてまとめ上げます。
　具体的には、ゼミナールは通常の講義と異なり、各教員が少人数の学生に対して、専門書の読み方、
論文の書き方、発表の仕方、ディベートの仕方、研究・調査に対するマナーなどを含む深い分析力・
思考力を身につけられるようマンツーマン形式で指導するものです。ゼミで学ぶことによって、その
領域においては専門家に近い知識と判断力を身につけることができます。また、コンパや合宿なども
ゼミ単位で行われることが多く、生涯の友人を得る貴重な機会ともなっています。
　ゼミナールでの活動を通じて、数多くの有為な人材が育ってくれることを期待しています。

６　経営学会

　研究と学習を自助促進するために、教員と学生からなる経営学会が組織されています。企業見学、
外部講師による講演会や研究発表会などを行なっています。
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（ 2）学科教育課程表

経営学部第２部経営学科教育課程表� 2012年度（平成24年度）入学生用

区分
第 1 学年 第 2 学年 第 3 学年 第 4 学年

1 セメスタ 2 セメスタ 3 セメスタ 4 セメスタ 5 セメスタ 6 セメスタ 7 セメスタ 8 セメスタ

基 

盤 

教 

育
（
24
単
位
）

共 

通 

教 

養 

科 

目

哲
学
・
思
想

哲 学 Ａ ⑵ 哲 学 Ｂ ⑵ 哲 学 史 Ａ ⑵ 哲 学 史 Ｂ ⑵
倫 理 学 Ａ ⑵ 倫 理 学 Ｂ ⑵ 芸 術 学 Ａ ⑵ 芸 術 学 Ｂ ⑵
宗 教 学 Ⅰ Ａ ⑵ 宗 教 学 Ⅰ Ｂ ⑵ 宗 教 学 Ⅱ Ａ ⑵ 宗 教 学 Ⅱ Ｂ ⑵
東 洋 思 想 Ａ ⑵ 東 洋 思 想 Ｂ ⑵ 地 域 文 化 研 究 Ａ ⑵ 地 域 文 化 研 究 Ｂ ⑵
井上円了と東洋大学Ａ ⑵ 井上円了と東洋大学Ｂ ⑵

自
然
・
環
境
・
生
命

自 然 の 数 理 Ａ ⑵ 自 然 の 数 理 Ｂ ⑵ 生 活 と 物 理 Ａ ⑵ 生 活 と 物 理 Ｂ ⑵
エネルギーの科学Ａ ⑵ エネルギーの科学Ｂ ⑵ 物 質 の 科 学 Ａ ⑵ 物 質 の 科 学 Ｂ ⑵
環 境 の 科 学 Ａ ⑵ 環 境 の 科 学 Ｂ ⑵ 地 球 の 科 学 Ａ ⑵ 地 球 の 科 学 Ｂ ⑵
生 物 学 Ａ ⑵ 生 物 学 Ｂ ⑵ 天 文 学 Ａ ⑵ 天 文 学 Ｂ ⑵
自 然 科 学 概 論 Ａ ⑵ 自 然 科 学 概 論 Ｂ ⑵ 自 然 誌 Ａ ⑵ 自 然 誌 Ｂ ⑵
生物学実験講義Ａ ⑵ 生物学実験講義Ｂ ⑵ 化 学 実 験 講 義 Ａ ⑵ 化 学 実 験 講 義 Ｂ ⑵
数理・情報実習講義Ａ ⑵ 数理・情報実習講義Ｂ ⑵

日
本
と
世
界
の

文
化
・
歴
史

百人一首の文化史Ａ ⑵ 百人一首の文化史Ｂ ⑵ 日 本 の 昔 話 Ａ ⑵ 日 本 の 昔 話 Ｂ ⑵
日本文学文化と風土Ａ ⑵ 日本文学文化と風土Ｂ ⑵ 日 本 の 詩 歌 Ａ ⑵ 日 本 の 詩 歌 Ｂ ⑵
西 欧 文 学 Ａ ⑵ 西 欧 文 学 Ｂ ⑵ 現 代 日 本 文 学 Ａ ⑵ 現 代 日 本 文 学 Ｂ ⑵
地 域 史 Ａ ⑵ 地 域 史 Ｂ ⑵ 歴 史 の 諸 問 題 Ａ ⑵ 歴 史 の 諸 問 題 Ｂ ⑵

現
代
・
社
会

経 済 学 Ａ ⑵ 経 済 学 Ｂ ⑵ 法 学 ⑵ 日 本 国 憲 法 ⑵
政 治 学 Ａ ⑵ 政 治 学 Ｂ ⑵ 社 会 学 Ａ ⑵ 社 会 学 Ｂ ⑵
人 類 学 Ａ ⑵ 人 類 学 Ｂ ⑵ 地 理 学 Ａ ⑵ 地 理 学 Ｂ ⑵
心 理 学 Ａ ⑵ 心 理 学 Ｂ ⑵ 旅 と 言 語 ⑵ 観 光 の 歴 史 ⑵

ス
ポ
ー
ツ

と
健
康

スポーツ健康科学実技Ａ⑴ スポーツ健康科学実技Ｂ⑴ スポーツ健康科学講義Ⅰ⑵
スポーツ健康科学講義ⅡＡ⑵ スポーツ健康科学講義ⅡＢ⑵

総 

合

総 合 Ⅰ Ａ ⑵ 総 合 Ⅰ Ｂ ⑵ 総 合 Ⅱ Ａ ⑵ 総 合 Ⅱ Ｂ ⑵
総 合 Ⅲ Ａ ⑵ 総 合 Ⅲ Ｂ ⑵ 総 合 Ⅳ Ａ ⑵ 総 合 Ⅳ Ｂ ⑵
総 合 Ⅴ Ａ ⑵ 総 合 Ⅴ Ｂ ⑵ 総 合 Ⅵ Ａ ⑵ 総 合 Ⅵ Ｂ ⑵
総 合 Ⅶ Ａ ⑵ 総 合 Ⅶ Ｂ ⑵
全 学 総 合 Ⅰ Ａ ⑵ 全 学 総 合 Ⅰ Ｂ ⑵ 全 学 総 合 Ⅱ Ａ ⑵ 全 学 総 合 Ⅱ Ｂ ⑵

社会人基礎
科目

キャリアデベロップメント論 ⑵ 社会人基礎力入門講義 ⑵ 社会人基礎力実践講義 ⑵
公 　 務 　 員 　 論 ⑵ 社 会 貢 献 活 動 入 門 ⑵

文化間 
コミュニケー 
ション分野

ド イ ツ 語 Ⅰ Ａ Ａ ⑴ フ ラ ン ス 語 Ⅰ Ａ Ａ ⑴ 中 国 語 Ⅰ Ａ Ａ ⑴
ド イ ツ 語 Ⅰ Ａ Ｂ ⑴ フ ラ ン ス 語 Ⅰ Ａ Ｂ ⑴ 中 国 語 Ⅰ Ａ Ｂ ⑴
ド イ ツ 語 Ⅰ Ｂ Ａ ⑴ フ ラ ン ス 語 Ⅰ Ｂ Ａ ⑴ 中 国 語 Ⅰ Ｂ Ａ ⑴
ド イ ツ 語 Ⅰ Ｂ Ｂ ⑴ フ ラ ン ス 語 Ⅰ Ｂ Ｂ ⑴ 中 国 語 Ⅰ Ｂ Ｂ ⑴

Special Course in Advanced TOEFL Ⅰ⑷ Special Course in Advanced TOEFL Ⅱ⑷

情報分野 情報化社会と人間 ⑵ コンピュータ・リテラシィＡ ⑴ コンピュータ・リテラシィＢ⑴ 情報ネットワーク論 ⑵
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� 2012年度（平成24年度）入学生用

区分
第１学年 第２学年 第３学年 第４学年

第 1 セメスタ 第 2 セメスタ 第 3 セメスタ 第 4 セメスタ 第 5 セメスタ 第 6 セメスタ 第 7 セメスタ 第 8 セメスタ

専
門
科
目
（
84
単
位
以
上
）

基礎 
（6単位

以上）

現 代 の 経 営 ⑵ 経 営 学 ⑵
現代のマーケティング ⑵ マ ー ケ テ ィ ン グ 論 ⑵
現 代 の 会 計 学 ⑵ 会 計 学 ⑵

選
択
（
78
単
位
以
上
）

基礎演習Ⅰ⑵ 基礎演習Ⅱ⑵ 演 習 Ⅰ ⑵ 演 習 Ⅱ ⑵ 演 習 Ⅲ ⑵ 演 習 Ⅳ ⑵
卒業論文⑷

経営実用英語入門Ａ ⑵ 経 営 資 格 英 語 Ａ ⑵ 経営資料多読英語Ａ ⑵ 経 営 学 研 究 英 語 Ａ ⑵
経営実用英語入門Ｂ ⑵ 経 営 資 格 英 語 Ｂ ⑵ 経営資料多読英語Ｂ ⑵ 経 営 学 研 究 英 語 Ｂ ⑵

海 外 語 学 セ ミ ナ ー ⑵

企 業 論 ⑵ 中 小 企 業 経 営 論 Ａ ⑵ 環境マネジメント入門 ⑵ 経 営 分 析 論 ⑵
グ ル ー プ 経 営 論 ⑵ 中 小 企 業 経 営 論 Ｂ ⑵ 環 境 マ ネ ジ メ ン ト ⑵ 企 業 評 価 論 ⑵
経 営 組 織 論 ⑵ 人 的 資 源 管 理 論 ⑵ ベンチャー企業論Ａ ⑵ イノベーション・マネジメント ⑵
組 織 行 動 論 ⑵ 人 的 資 源 開 発 論 ⑵ ベンチャー企業論Ｂ ⑵ 技 術 経 営 ⑵
経 営 史 Ａ ⑵ 経 営 学 史 ⑵ 競 争 戦 略 論 ⑵ コーポレートガバナンス論 ⑵
経 営 史 Ｂ ⑵ 現代経営管理思想史 ⑵ 企 業 戦 略 論 ⑵ コンプライアンス経営論 ⑵
国 際 経 営 基 礎 論 ⑵ グローバル企業論（欧米） ⑵ 生 産 シ ス テ ム 論 ⑵ 経 営 情 報 論 ⑵
国 際 経 営 論 ⑵ グローバル企業論（アジア） ⑵ 生産マネジメント技法 ⑵ 情 報 シ ス テ ム 論 ⑵

経 営 学 特 講 Ａ ⑵ 経 営 学 特 講 C ⑵ マーケティング特講Ａ ⑵ ファイナンス特講Ａ ⑵
経 営 学 特 講 Ｂ ⑵ 経 営 学 特 講 D ⑵ マーケティング特講Ｂ ⑵ ファイナンス特講Ｂ ⑵
ビジネスキャリア特講Ａ ⑵ キャリアデベロップメント特講Ａ ⑵
ビジネスキャリア特講Ｂ ⑵ キャリアデベロップメント特講Ｂ ⑵

簿 記 原 理 Ⅰ ⑵ 財 務 会 計 論 基 礎 ⑵ 管 理 会 計 論 基 礎 ⑵ 税 務 会 計 認 識 論 ⑵
簿 記 原 理 Ⅱ ⑵ 財 務 会 計 論 応 用 ⑵ 管 理 会 計 論 応 用 ⑵ 税 務 会 計 測 定 論 ⑵

監 査 論 Ａ ⑵
監 査 論 Ｂ ⑵

金 融 論 ⑵ 証 券 投 資 論 ⑵ 経 営 財 務 論 ⑵
金 融 シ ス テ ム 論 ⑵ フ ァ イ ナ ン ス 論 ⑵ 投 資 決 定 論 ⑵

流 通 論 ⑵ 消 費 者 行 動 論 ⑵ グローバル・マーケティング論 ⑵
現 代 の 流 通 ⑵ サービス・マーケティング論 ⑵ 国際マーケティング論 ⑵

情 報 処 理 実 習 Ａ ⑴ 情 報 処 理 概 論 Ａ ⑵ 情 報 処 理 特 講 ⑵
情 報 処 理 実 習 Ｂ ⑴ 情 報 処 理 概 論 Ｂ ⑵

民 法 Ａ ⑵ 商 法 Ａ ⑵ 会 社 法 Ａ ⑵
民 法 Ｂ ⑵ 商 法 Ｂ ⑵ 会 社 法 Ｂ ⑵

経 済 法 Ａ ⑵ 雇 用 関 係 法 Ａ ⑵ 政 治 学 原 論 Ａ ⑵
経 済 法 Ｂ ⑵ 雇 用 関 係 法 Ｂ ⑵ 政 治 学 原 論 Ｂ ⑵
現 代 産 業 論 Ａ ⑵ 日 本 経 済 論 Ａ ⑵ 現 代 中 小 企 業 論 Ａ ⑵
現 代 産 業 論 Ｂ ⑵ 日 本 経 済 論 Ｂ ⑵ 現 代 中 小 企 業 論 Ｂ ⑵
社 会 政 策 Ａ ⑵ 経 済 発 展 論 Ａ ⑵ 労 働 の 経 済 Ａ ⑵
社 会 政 策 Ｂ ⑵ 経 済 発 展 論 Ｂ ⑵ 労 働 の 経 済 Ｂ ⑵

職 業 指 導 Ａ ⑵ 職 業 指 導 Ｂ ⑵
日 本 史 Ａ ⑵ 外 国 史 Ａ ⑵ 地 誌 学 Ａ ⑵
日 本 史 Ｂ ⑵ 外 国 史 Ｂ ⑵ 地 誌 学 Ｂ ⑵

他学部開放科目表参照（P. 72 ）
教職科目

（卒業単位外）
人 文 地 理 学 Ａ ⑵ 人 文 地 理 学 Ｂ ⑵ 自 然 地 理 学 Ａ ⑵ 自 然 地 理 学 Ｂ ⑵
倫 理 学 概 説 Ａ ⑵ 倫 理 学 概 説 Ｂ ⑵ 哲 学 概 説 Ａ ⑵ 哲 学 概 説 Ｂ ⑵
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学期履修単位数制限

履 修 上 の 注 意 事 項

要　　　件 履修区分 学期履修
可能単位数

卒
業
に
必
要
な
単
位
と
し
て
認
め
ら
れ
る

経営学科教育課程表の下記区分に属する科目
○基盤教育
　共通教育科目
　社会人基礎科目
　文化間コミュニケーション分野
　情報分野
○専門科目
　基礎科目
　選択科目（他学部開放科目を含む）

24
単
位
ま
で
履
修
可
能

経営学科教育課程表の下記区分に属する科目
○専門科目のうち教職課程の教科に関する科目

�「日本史A」「日本史B」「外国史A」「外国
史B」「地誌学A」「地誌学B」「職業指導A」

「職業指導B」 教科 教　
　

職

卒
業
単
位
外

◎教職課程の教科に関する専門科目
「人文地理学A」「人文地理学B」「自然地理
学A」「自然地理学B」「倫理学概説A」「倫
理学概説B」「哲学概説A」「哲学概説B」

◎教職課程の教職に関する専門科目 教職

◎�経営学部の学科教育課程表になく、他学部
開放科目でない半期開講科目で、担当教員の
許可を得て履修する科目（経営学部の学科
教育課程表の科目と同一名称、同一内容科目
は対象外）

自由科目

①　�卒業に必要な単位として各学期（セメスタ）に履修できる単位数は、
24 単位である。

②　�経営学科教育課程表にない教職科目（教職に関する科目、教科に関
する科目とも）は卒業に必要な単位として認められない。また、経
営学科教育課程表の教科に関する科目のうち、「人文地理学Ａ」「人
文地理学Ｂ」「自然地理学Ａ」「自然地理学Ｂ」「倫理学概説Ａ」「倫
理学概説Ｂ」「哲学概説Ａ」「哲学概説Ｂ」も卒業に必要な単位とし
て認められない。

③　�自由科目は、履修可能単位数24単位に含むが、卒業に必要な単位と
して認められない。

④　�すでに単位を修得した科目は再度の履修はできない。
⑤　�上級学年・セメスタに配当されている科目は履修できない。
⑥　�事情により休講する科目もあるので、当該年度の講義要項で確認す

ること。
⑦　�受講者数の適正化をはかるため、コンピュータ抽選処理により履修者を

制限する場合がある。必ず「履修登録のしおり」等で確認すること。

（３）履修方法
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卒 業 要 件

基 盤 教 育

区　分 卒業必要単位数

基
盤
教
育

共通教養科目

社会人基礎科目

文化間コミュニケーション分野
	 ド イ ツ 語
	 フランス語
	 中　国　語

情報分野

計 24単位以上

専
門
科
目

基礎 ６単位以上

選択（他学部開放科目を含む※） 78単位以上

計 84単位以上

合計 124単位以上

最終セメスタに、卒業単位として認められる科目を２単位以上修
得すること。

（※）他学部開放科目の詳細はP. 72参照

①　�卒業要件単位数を満たしていても、最終セメスタに卒業単位として
認められる科目を２単位以上修得しないと、卒業することができな
い。このため、最終セメスタにも多めの履修登録をし、卒業時に単
位不足とならないよう注意すること。

②　�６セメスタ終了時に上記の卒業要件単位数を満たしている場合でも、
７セメスタ以降もセメスタ毎に最低２単位以上履修登録すること。

　基盤教育は、４つの分野に分かれており、合計で24単位以上を履修か
つ修得しなければならない。なお、24単位を超えて修得した単位数も、
卒業単位として認められる。

各外国語科目（ドイツ語・フランス語・中国語）
　各外国語科目はコース指定をしていないので、各自の希望により履修
すること。
　ただし、外国語の授業は定員 50 名を原則とするため、履修者を制限（抽
選）する場合がある。

文化間コミュニケー
ション分野
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①「スポーツと健康」の授業は、すべて白山キャンパスで開講される。
②「スポーツ健康科学実技」の各コースの受講者数は人数調整が必要に

なる場合があるため、詳細については『履修登録のしおり』、学内掲
示を参照すること。

　「コンピュータ・リテラシィ」の履修について
　�　「コンピュータ・リテラシィ」の授業は教室の関係上、定員50～60

名程度とするため、履修者を制限（抽選）する場合がある。

専門科目は選択必修科目、選択科目に分かれ、合計で84単位以上履修
かつ修得しなければならない。
なお、84単位を超えて修得した単位も、卒業単位として認められる。

基礎科目群より、３科目６単位以上履修かつ修得しなければならない。
�なお、基礎科目群の最低必要単位数を超えて修得した単位も、卒業単
位として認められる。

選択科目は、78単位以上履修かつ修得しなければならない。
なお、78単位を超えて修得した単位も、卒業単位として認められる。

「基礎演習Ⅰ～Ⅱ」「演習Ⅰ～Ⅳ」は１学期（１セメスタ）ごとに１
科目（２単位）履修登録することができる。毎学期、指導教員から履
修許可が得られなければ、履修登録することはできない。また、同一
学期に２科目以上「基礎演習」「演習」を履修登録することもできない。

　大学での勉学は、研究の域に踏み込むことになるため、「卒業論文」
を、講義、演習等での学習を通じて勉学における専門領域研究の締めく
くりとすることには大きな意義がある。また、卒業論文は「学士（経営
学）」に値する学力の保持者であることを立証するものとなる。

 「卒業論文」は、「演習Ⅲ」を単位取得し、かつ「演習Ⅳ」を同時に
履修登録する者に限り提出することができる。

　「卒業論文」の審査に合格した者に、「演習Ⅳ」の単位とは別に、「卒
業論文」４単位が認定される。

 「卒業論文」の提出を希望する者は、あらかじめ指導教員（演習担当
者）の了承を受けたうえで、８セメスタ以降（最終セメスタ）に履修登
録をすること。

　秋学期履修者は 12 月の第 2 金曜日までに、春学期履修者は 6 月の第 2
金曜日までに提出すること。（提出時間および場所については掲示参照）
　締切後の提出は一切受け付けないので提出日時は厳守すること。

　別掲の「卒業論文執筆要領」（P.163 ～）を参照すること。

　専門科目として、卒業に必要な単位として認められる（詳細はP. 72参照）。
�　配当学年（セメスタ）は提供学部の配当学年（セメスタ）に従うこと。

［スポーツと健康］

［情報分野］

［基礎］

［選択］

　
 演習

　卒業論文
１．目的・意義

２．履修条件

３．単位認定

４．履修登録

５．提出期日

６．形式

［他学部開放科目］

専 門 科 目
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　自分の所属学科の教育課程表になく、他学部開放科目（P.72）にもな
い半期開講科目の履修を希望する場合は、卒業単位にならない「自由科
目」として所定の用紙（教務課窓口で配布）に記入の上、科目担当教員
から許可印または署名を受け所定期間中に教務課へ提出すること。この
場合、履修可能単位数24単位の枠内で履修すること。
　配当学年（セメスタ）はその学部・学科の配当学年（セメスタ）に従
うこと。また入学年度対応カリキュラム以外の科目および第１部経営学
部各学科の開講科目は履修することはできない。

自 由 科 目
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（４）他学部開放科目の履修について

　経営学部では、専門科目の選択分野内に他学部開放科目を設けている。履修を希望する者は、下記
の注意事項に従うこと。
①　�聴講できる科目は、下記の「第２部他学部開放科目一覧」のとおりとする。ただし、他学部で実

施している１・２部相互聴講制度等により第１部開講時限（１～５限）に開講されている科目
は、対象としない。

②　�履修できる学年（セメスタ）は、開放元学部学科の配当学年（セメスタ）に従う。
③　�本制度により修得した単位は、専門科目の選択科目（卒業必要単位数は78単位以上）として卒業

単位に算入する。
④　�本学部の卒業要件に「最終セメスタに、卒業単位として認められる科目を２単位以上単位修得す

ること」という規定があるが、本制度による科目も本条件の対象となる。
⑤　�履修に際して授業担当教員の許可は不要である。
⑥　�講義内容および開講曜日時限は、東洋大学Web情報システムで確認すること。また、それぞれの

学部の講義要項、時間割表で確認することができる。

第２部　他学部開放科目一覧
学部／学科 第１学年 第２学年 第３学年 第４学年

文学部 
教育学科

生涯学習概論Ⅰ⑵ 生涯学習概論Ⅱ⑵

経済学部 
経済学科

国 際 金 融 論 Ａ ⑵
国 際 金 融 論 Ｂ ⑵

国 際 貿 易 論 Ａ ⑵
国 際 貿 易 論 Ｂ ⑵

社会学部 
社会学科

社 会 統 計 学 ⑵
環 境 社 会 学 Ａ ⑵
環 境 社 会 学 Ｂ ⑵
組 織 社 会 学 Ａ ⑵
組 織 社 会 学 Ｂ ⑵
マス・コミュニケーション概論Ａ⑵
マス・コミュニケーション概論Ｂ⑵

産 業 地 域 論 Ａ ⑵
産 業 地 域 論 Ｂ ⑵

国際地域学部 
国際地域学科
地域総合専攻

社 会 調 査 法 ⑵
現 代 社 会 論 ⑵
ミ ク ロ 経 済 学 ⑵

マ ク ロ 経 済 学 ⑵
サービス・マネジメント⑵
文 化 人 類 学 ⑵

経 済 地 理 学 ⑵
観光マーケティング⑵
経 済 協 力 論 ⑵
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（５）履修モデルについて

〇履修モデル（科目群）
　教育課程表には多くの専門科目が並んでいるので、最初はとまどうかも知れません。ここではみな
さんが自身の目的を見失なわないように、次のように目的別にグループ化しました。履修登録時の科
目の選択に活用してください。

科目群１：組織・人材
組織の管理や人材の育成について学び、すぐれた管理者やキャリアップをめざす学生のための科目

第１学年 第２学年 第３学年 第４学年

1セメスタ 2セメスタ 3セメスタ 4セメスタ 5セメスタ 6セメスタ 7セメスタ 8セメスタ

基礎演習Ⅰ⑵ 基礎演習Ⅱ⑵ 演習Ⅰ⑵ 演習Ⅱ⑵ 演習Ⅲ⑵ 演習Ⅳ⑵

卒業論文⑷
企 業 論
グ ル ー プ 経 営 論
経 営 組 織 論
組 織 行 動 論
経 営 学 史

⑵
⑵
⑵
⑵
⑵

中 小 企 業 経 営 論 Ａ
中 小 企 業 経 営 論 Ｂ
人 的 資 源 管 理 論
人 的 資 源 開 発 論
現代経営管理思想史

⑵
⑵
⑵
⑵
⑵

ベンチャー企業論Ａ
ベンチャー企 業 論Ｂ
経 営 史 Ａ
経 営 史 Ｂ
キャリアデベロップメント特講Ａ

⑵
⑵
⑵
⑵
⑵

イノベーション・マネジメント
技 術 経 営
コーポレートガバナンス論
コンプライアンス経営論
キャリアデベロップメント特講Ｂ

⑵
⑵
⑵
⑵
⑵

科目群２：グローバル思考
マーケティングや地球規模の経営について学び、グローバルなビジネス感覚を身につけたい学生のた
めの科目

第１学年 第２学年 第３学年 第４学年

1セメスタ 2セメスタ 3セメスタ 4セメスタ 5セメスタ 6セメスタ 7セメスタ 8セメスタ

基礎演習Ⅰ⑵ 基礎演習Ⅱ⑵ 演習Ⅰ⑵ 演習Ⅱ⑵ 演習Ⅲ⑵ 演習Ⅳ⑵

卒業論文⑷
国 際 経 営 基 礎 論
国 際 経 営 論
流 通 論
現 代 の 流 通
グローバル・マーケティング論

⑵
⑵
⑵
⑵
⑵

グローバル企業論（欧米）
グローバル企業論（アジア）
消 費 者 行 動 論
サービス・マーケティング論
国際マーケティング論

⑵
⑵
⑵
⑵
⑵

環境マネジメント入門
環 境 マ ネ ジ メ ン ト
生 産 シ ス テ ム 論
生産マネジメント技法
競 争 戦 略 論

⑵
⑵
⑵
⑵
⑵

経 営 分 析 論
企 業 評 価 論
経 営 情 報 論
情 報 シ ス テ ム 論
企 業 戦 略 論

⑵
⑵
⑵
⑵
⑵
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科目群３：会計・ファイナンス
簿記・会計、財務および金融・証券について学び、資産の管理・運用能力を身につけたい学生のため
の科目

第１学年 第２学年 第３学年 第４学年

1セメスタ 2セメスタ 3セメスタ 4セメスタ 5セメスタ 6セメスタ 7セメスタ 8セメスタ

基礎演習Ⅰ⑵ 基礎演習Ⅱ⑵ 演習Ⅰ⑵ 演習Ⅱ⑵ 演習Ⅲ⑵ 演習Ⅳ⑵

卒業論文⑷
簿 記 原 理 Ⅰ
簿 記 原 理 Ⅱ
金 融 論
金 融 シ ス テ ム 論

⑵
⑵
⑵
⑵

財 務 会 計 論 基 礎
財 務 会 計 論 応 用
証 券 投 資 論
フ ァ イ ナ ン ス 論

⑵
⑵
⑵
⑵

管 理 会 計 論 基 礎
管 理 会 計 論 応 用
経 営 財 務 論
投 資 決 定 論

⑵
⑵
⑵
⑵

税 務 会 計 認 識 論
税 務 会 計 測 定 論
監 査 論 Ａ
監 査 論 Ｂ

⑵
⑵
⑵
⑵

科目群４：法律・経済
会社法・民法・商法など経営に関連する法学科目および、産業論・経済発展論など関連する経済学の
科目

第１学年 第２学年 第３学年 第４学年

1セメスタ 2セメスタ 3セメスタ 4セメスタ 5セメスタ 6セメスタ 7セメスタ 8セメスタ

基礎演習Ⅰ⑵ 基礎演習Ⅱ⑵ 演習Ⅰ⑵ 演習Ⅱ⑵ 演習Ⅲ⑵ 演習Ⅳ⑵

卒業論文⑷
民 法 Ａ
民 法 Ｂ

⑵
⑵

商 法 Ａ
商 法 Ｂ

⑵
⑵

会 社 法 Ａ
会 社 法 Ｂ

⑵
⑵

現 代 産 業 論 Ａ
現 代 産 業 論 Ｂ
経 済 法 Ａ
経 済 法 Ｂ
社 会 政 策 Ａ
社 会 政 策 Ｂ

⑵
⑵
⑵
⑵
⑵
⑵

雇 用 関 係 法 Ａ
雇 用 関 係 法 Ｂ
日 本 経 済 論 Ａ
日 本 経 済 論 Ｂ
経 済 発 展 論 Ａ
経 済 発 展 論 Ｂ

⑵
⑵
⑵
⑵
⑵
⑵

政 治 学 原 論 Ａ
政 治 学 原 論 Ｂ
現代中小企業論Ａ
現代中小企業論Ｂ
労 働 の 経 済 Ａ
労 働 の 経 済 Ｂ

⑵
⑵
⑵
⑵
⑵
⑵
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ィ
ン
グ
論
」 

「
会
計
学
」

基
礎
科
目
（
１
年
次
配
当
）

経
営
学
英
語

「
経
営
実
用
英
語
」

「
経
営
資
格
英
語
」

「
経
営
学
研
究
英
語
」

な
ど

会
社
法
・
民
法
 

・
商
法
な
ど
関

連
す
る
法
学
科

目
お
よ
び
、
産

業
論
・
経
済
発

展
論
な
ど
関
 

連
す
る
経
済
 

学
の
科
目

４
法
律
・
経
済

目科連関理処報情

ゼ
ミ
ナ
ー
ル

「
基
礎
演
習
Ⅰ
、
Ⅱ
」

「
演
習
Ⅰ
、
Ⅱ
」

「
卒
業
論
文
」

「
演
習
Ⅲ
、
Ⅳ
」

入
学

専
門
科
目

民
間
企
業
 
公
務
員
 

中
学
教
員
 
N
PO
 
大
学
院
進
学

起
業
 

資
格
取
得
 
高
校
教
員
 
N
GO
 
海
外
留
学

卒
業

目科職教・基 盤 教 育
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第２部経営学科　３つの教育方針（ポリシー）

アドミッション・ポリシー（入学者受入れの方針）

　経営学科（イブニングコース）は、幅広い視野をもつ教養豊かな職業人を育成することを目的
としている。この職業人は、経営学という専門分野を深く学び、企業経営の多角的な側面を理解
した上で「経営の専門性を自己の立脚点とする職業人」である。そして激しく変化しつつある経
済・社会環境の中では、特定の分野の知識や能力のみでは対処しきれない事柄が発生することから、
経営の専門性だけでなく「幅広い視野をもち教養豊かな人材」でなくてはならない。
　したがって、上記の教育理念に興味をもち、その基礎となる学力ならびに論理的な思考力と表
現力を十分にもつと同時に、自律的な学習と考察を通して問題を発見し、みずから解決していく
意欲をもつ人材を希望する。

カリキュラム・ポリシー（教育課程編成・実施の方針）

　経営の専門性を自己の立脚点とする職業人、幅広い視野を持ち教養豊かな人間の形成を目標に、
基盤教育および専門科目（基礎科目と 4 つの科目群を含む）を配置している。基盤教育は、幅広
い教養を獲得するためのもので，共通教養科目（哲学・思想、自然・環境・生命、日本と世界の
文化、現代・社会、スポーツと健康、総合）、社会人基礎科目、文化間コミュニケーション分野、
情報分野の各分野からなる。専門科目は、基礎と選択科目からなり、基礎科目は、経営学を学ぶ
上で基礎となる 10 科目を厳選し配置している。選択科目は、組織管理や人材育成について学び、
優れた管理者やキャリアアップを目指す「組織・人材」、マーケティングや地球規模の経営につい
て学び、グローバルなビジネス感覚を身につける「グローバル思考」、簿記・会計・財務および金融、
証券について学び資産の管理・運用能力を身につける「会計ファイナンス」、そして「法律・経済」
の４つの科目群からなる。また，深い分析力と思考力を養うために演習も設置している。
※平成 24 年度のカリキュラム改訂を包括しています。

ディプロマ・ポリシー（学位授与の方針）

　経営学関連諸分野の専門知識と専門能力を持ち、組織の構造やあり方に興味を持ち、改善や改
革等の問題意識をもつことができる能力を身につけること。さらには、社会や経済、組織におけ
るさまざまな問題解決のために、何らかの考察や提案ができ、考察結果や提案を口頭あるいは文
章によって論理的に表現することができることを求める。
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Ⅱ  学籍および各種証明書について
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内　　　　　　　　　　容 適用学則

在　　籍 入学の手続きを完了し、学生証の交付を受けた学生は、本学の在籍者としての
身分を有することになります。

二重学籍の禁止 本学に在籍しているにもかかわらず、他大学及び本学の他学部・他学科に在籍
（在学）することはできません。 学則第 34 条

修業年限 本学に学生として最低 4 年間在学し、所定の単位を修得しなければ卒業は出来
ません。

学則第19条・第52条・
第 53 条第 1 項

在学年限 卒業に必要な単位を修得するために通算して在学できる年数（在学年数）は、
最長 8 年間です。ただし、休学期間の年数は在学年数に含みません。 学則第 20 条

各種変更事項
の届け出

入学手続き時に届け出た内容に変更が生じた場合、教務課の窓口で所定の用紙
に変更箇所を記入し、届け出なければなりません。特に学籍簿は学生の身分を
本学が証明する基礎となる重要な書類であり、永久保存され厳重に保管される
ものです。変更が生じた（氏名変更、住所変更等）場合はすみやかに届け出て
ください。

変更用紙は「東洋大学 Web 情報システム」から出力が可能です。
主な変更事項と提出場所は以下の通りです。

※「東洋大学 Web 情報システム」から変更が可能です。

学則第 28 条第 3 項

変更事項 提出場所 注意事項（必要書類等）
本人氏名変更 

（改姓・改名）

教
務
課
窓
口

戸籍抄本

本人住所変更　※ 
（電話番号の変更含む） 外国人学生は登録原票記載事項証明書

最寄駅名変更　※
保証人変更 保証人の署名・捺印必要
保証人住所変更　※

（電話番号の変更含む）
保証人勤務先変更　 ※

（電話番号の変更含む）
緊急時連絡人変更
緊急時連絡人住所変更　※

（電話番号の変更含む）

本籍地変更 住民票（本籍の記載があるもの）
または戸籍抄本

学生証

本学の入学手続きを完了した学生に、学生証を交付します。
学生証は、本学学生としての身分を証明するものであり、常に携帯し、次の場
合これを提示しなければなりません。

　１）本学教職員の請求がある場合
　２）定期試験を受験する場合
　３）各種証明書や学生旅客運賃割引証明書（学割）等の交付を受ける場合
　４）�通学定期乗車券や学生割引乗車券を購入する際と、それを利用して乗車

船した際に係員の請求があった場合、等

学生証は、学長印、学生本人の写真、裏面シールの貼付が無いものは無効です。
学生証は他人に貸与、または譲渡することはできません。

学則第 29 条

有効期限
学生証の有効期限は４月１日から次年度の４月 15 日まで
の１年間です。入学時に交付を受けた学生証は４年間使
用します。

有効期限の更新
毎年学期初旬の進級手続き期間内に、学生証の裏面シー
ルを貼りかえ、学生証の有効期限の更新を受けなければ
なりません。

返還 卒業または退学・除籍等、本学に籍が無くなった場合は、
学生証を本学に返還しなければなりません。

1．学籍（学籍異動に関する手続）
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内　　　　　　　　　　容 適用学則

学生証

再発行
学生証を紛失もしくは破損・著しく汚損した場合は、直ちに本学へ届け
出て、以下の手続きに従って学生証の再発行をしなければなりません。

（再発行には１週間かかります。）

紛失の場合

①学生生活課で遺失物届出の確認
②証明書発行機で学生証再発行届出力
③学生生活課で再発行届に確認印を受領
④教務課窓口に③の再発行届を提出
⑤１週間後、教務課窓口で学生証と「学生証裏面シール」を受取り、
学生証裏面にシールを貼付

破損・棄損の
場合 破損・棄損した学生証を教務課窓口に持参し、再発行手続きをとります。

※再発行には再発行手数料（2,000 円）がかかります。

暗証番号
（パスワード）

第三者に不正使用されないために、4 桁の数字の暗証番号が登録され
ています。入学手続き時に届け出た暗証番号は、証明書発行機で証明
書を発行する際に必要です。メモなどを取り、必ず覚えておいてくだ
さい。

学籍番号

入学手続きを完了した学生には、学籍番号が与えられた学生証に記載されます。この
学籍番号は、卒業まで変わることはありません。
履修登録や試験の答案用紙提出、各種の届出、証明書の申請等で必要となりますので、
正確に記憶しておいてください。

休　　学

病気・家庭の事情・留学等の理由で、3 ヶ月以上本学に修学できない場合は、教授会
の許可を得て休学することができます。 学則第 35 条

期間

〇春学期休学の場合：春学期の休学許可を受けた日から、当該学期の
9 月 30 日まで
〇秋学期休学の場合：秋学期の休学許可を受けた日から、当該学期の
3 月 31 日まで
原則として２セメスタを超えて休学することはできません。ただし、
特別な事情がある場合は教授会の許可を得て休学することができます。

学則第 35 条第 2 項

休学の期間は通算して 8 学期（4 年間）を超えることはできません。

休学手続

休学希望者は、教務課で休学の説明を受けてください。許可願用紙に
必要事項を記入し、保証人連署・捺印の上、学生証を添え教務課窓口
に提出してください（印鑑は学生と保証人で別のものを使用）。なお、
事故・病気の場合には、事故証明書、医師の診断書等が必要です。
休学に伴う納付金（学資等）については、P. 85 参照。
休学の手続きは春学期休学の場合、6 月 30 日までとし、秋学期休学の
場合、12 月 31 日までとします（ただし、窓口取扱期間に注意すること）。
次セメスタの休学希望者は定期試験期間までに教務課窓口に相談して
ください。なお、２セメスタ連続休学を希望する場合は、セメスタご
とに手続きが必要となります。
手続きは、学生本人が行ってください。ただし、止むを得ず本人が手
続きを行えない場合には、事前に教務課窓口に相談してください。

許可 教授会で許可されると、第 1 部学生は保証人宛に、第 2 部学生は学費
支弁者宛に休学許可書を郵送します。

履修登録 休学した学期の履修登録は全て無効となります。復学後あらためて履
修登録してください。

休学からの
復学 復学 〇春学期休学の場合：10 月 1 日付で復学しなければなりません。

〇秋学期休学の場合：4 月 1 日付で復学しなければなりません。 学則第 35 条第 3 項

	 学科・学部コード
1310 第１部経営学部経営学科
1320 第１部経営学部マーケティング学科
1330 第１部経営学部会計ファイナンス学科
2310 第２部経営学部経営学科

１ ３ １ ０ １ ２ ０ 9 9 9

学部・学科コード

学籍番号（10 桁）

入学年度
（西暦下 2 桁）

番号（001 ～）

入学月（4 月…0）
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内　　　　　　　　　　容 適用学則

休学から
の復学 復学手続

復学対象者（当該学期休学者）には、教務課より復学手続きの要領、復
学に必要な書類および納付金の振込用紙を各学期末に郵送します。
郵送された要領に従い、指定の期間内に許可願用紙に必要事項を記入し、
保証人連署の上、学生証を持参し教務課で手続きしなければなりません。
復学に関する手続きを怠ると除籍となります。 学則第 38 条第 1 項

退　　学

事情により本学での修学が困難な場合は、教授会の許可を得て退学することができます。学則第 36 条

退学手続

退学希望者は、教務課で退学の説明を受け、許可願用紙に必要事項を記
入し、保証人連署・捺印の上、学生証を添え教務課窓口に提出してくだ
さい（印鑑は学生と保証人で別のものを使用）。なお、事故・病気の場合
には、事故証明書、医師の診断書等が必要です。
退学に伴う納付金（学費等）については、P. 85 参照。
手続きは、学生本人が行ってください。ただし、止むを得ず本人が手続
きを行えない場合には、事前に教務課窓口に相談してください。

許可 教授会で許可されると第 1 部学生は保証人宛に、第 2 部学生は本人また
は保証人宛に退学許可書を郵送します。

退学者の
再入学

再入学
春学期再入学を希望する場合は１月末、秋学期再入学を希望する場合は
７月末までに教務課で再入学の説明を受け、許可願用紙に必要事項を記
入し、保証人連署・捺印の上、教務課窓口に提出してください（印鑑は
学生と保証人で別のものを使用）。 学則第 36 条第 2 項

許可 許可された場合、春学期へは 4 月 1 日付、秋学期へは 10 月 1 日付で再入
学することができます。

その他

退学時までに在学していた期間を含め、8 年間で卒業しなければなりませ
ん。 学則第 20 条第 2 項

再入学する学年は、原則として退学時の学年となりますが、単位の修得
状況によって学年を繰り下げる場合もあります。また、学科教育課程表
は入学年度のものを適用しますが、カリキュラムが大きく変わっている
場合には、再入学する学年の学科教育課程表を適用することがあります。
履修方法は、再入学手続き時に教務課で説明をします。不明な点は、教
務課窓口へ問い合わせてください。

懲戒によ
る退学

本学の規則に反し、または学生の本分に反する行為があった学生は、教授会の議を経て
懲戒による退学となる場合があります。 学則第 57 条

除　　籍

指定された期間内に納付金を納入しなかった学生、在学年限を超えた学生、休学期間を
超えた学生、新入生で指定された期間内に履修登録をしなかった学生、その他本学にお
いて修学の意志がないと認められる学生は除籍となります。 学則第 38 条

除籍とは 本学の学則およびその施行のために定められた規則に基づく権利の一切
を失うことです。

除籍になった
場合

すみやかに学生証を返還しなければなりません。
保証人宛に除籍通知書を郵送します。

除籍日
在校生の除籍日は 9 月 30 日又は、3 月 31 日とします。新入生で指定され
た期間内に履修登録をしなかった学生の除籍日は 4 月 30 日となります。
また、除籍者より証明書の申請があった場合には、除籍等の項目を明記
した在籍期間証明書を教務課窓口にて発行します。

除籍者の
再入学

再入学

除籍者は教授会の許可を得て再入学することができます（ただし、在学
年限を超えた者、休学期間を超えた者を除く）。春学期再入学を希望する
場合は１月末、秋学期再入学を希望する場合は７月末までに教務課で再
入学の説明を受け、許可願用紙に必要事項を記入し保証人連署・捺印の
上、教務課窓口に提出してください（印鑑は学生と保証人で別のものを
使用）。

学則第 38 条第 3 項

許可 許可された場合、春学期へは 4 月 1 日付、秋学期へは 10 月 1 日付で再入
学することができます。

その他

除籍時までに在学していた期間を含め、8 年間で卒業しなければなりませ
ん。 学則第 20 条第 2 項

再入学する学年は、原則として除籍時の学年となりますが、単位の修得
状況によって学年を繰り下げる場合もあります。また、学科教育課程表
は入学年度のものを適用しますが、カリキュラムが大きく変わっている
場合には、再入学する学年の学科教育課程表を適用することがあります。
履修方法は、再入学手続き時に教務課で説明をします。不明な点は、教
務課窓口へ問い合わせてください。
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内　　　　　　　　　　容 適用学則

進級制度

休学者が復学した場合等の特別な事情がない限り、原則として上級の学年に進級で
きます。
毎年 4 月初旬の進級手続き期間内に、学生証の有効期限更新を受けなければなりま
せん。

4 年原級

本学に学生として最低 4 年間修学し、所定の単位を修得しなければ卒業はできませ
ん。
4 年次終了までに所定の単位数を修得できず、卒業できないことを 4 年原級といい
ます。卒業に必要な単位を修得するために通算して在学できる年数（在学年数）は、
最長で 8 年間ですから、その年限までは 4 年生ということになります。

原級手続

卒業できなかった学生は、教務課より郵送される要領に従って、教務課
で手続きをしてください。

原級に関する手続きを怠ると除籍になります。 学則第 38 条第 1 項

転部・転科

本学内で他の学部・学科への転部・転科を希望する学生に対し選考を実施します。 学則第 32 条
転部・転科先の学年は 2 年次または 3 年次となります。

手続き

11 月配布予定の試験要項に基づき手続きをとり、12 月下旬実施予定の試
験を受験してください。また、合格発表は翌年 3 月下旬に行う予定です。
試験要項や手続案内については学内に掲示しますので、確認してくださ
い。詳細は、教務課へ問い合わせてください。

編入学

本学では卒業後に本学の他学部・他学科への編入希望者に対して、編入学試験を実
施しています。試験要項は、9 月頃入試課にて配付予定です。 学則第 30 条

履修方法

編入学する学年は、原則として 3 年次となります。また、学科教育課程
表も編入学する入学年度のものを適用します。既修単位の取り扱いにつ
いては試験要項を確認してください。履修方法については、編入学の手
続時に教務課で説明をします。不明な点は、教務課窓口へ問い合わせて
ください。

科目等履修生

特定の授業科目を履修しようとする場合、科目等履修生として当該授業科目の履修
を許可される場合があります。 学則第 59 条

本学に在籍中は科目等履修生として授業科目を履修することはできません。

参考 科目等履修料―通年科目 40,000 円、半期科目 20,000 円（2011 年度）とな
ります。詳細は、教務課窓口へ問い合わせてください。

許可願

学籍異動に関する手続きをとる場合には、必ず教務課窓口で説明を受け、許可願を
提出しなければなりません。
主な許可願と提出物は以下の通りです。

許　可　項　目 受付窓口 注意事項
（提出物等）

休学許可願

教
務
課
窓
口

許
可
願
用
紙

休学からの復学許可願
退学許可願
退学からの再入学許可願
除籍からの再入学許可願
転部・転科願 志願書
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学 則（学 籍 に 関 す る 事 項 の 抜 粋）

　　  第３章　修学等

　　　  第１節　修業年限
（在学年限）
第20�条　卒業に必要な単位を修得するために在学できる年数（以下「在学年数」という。）は、通算

して８年を限度とする。この場合において、休学年数は在学年数に算入しない。
２�　再入学又は編入学をした者の在学年数は、前項の在学年数から再入学又は編入学までの通常の在

学の年数を控除した年数とする。

　　  第４章　入学、退学、休学及び除籍等

　　　  第１節　入学、留学等
（入学の時期）
第24条　入学期は、学期の初日から30日以内とする。

（入学資格）
第25条　学部第１年次に入学できる者は、次の各号の一に該当する者とする。
　　一　高等学校を卒業した者
　　二　�通常の課程による12年の学校教育を修了した者（通常の課程以外の課程によりこれに相当す

る学校教育を修了した者を含む。）
　　三　�外国において学校教育における12年の課程を修了した者、又はこれに準ずる者で文部科学大

臣の指定したもの
　　四　�文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外教育施設の当

該課程を修了した者
　　五　文部科学大臣が指定した者
　　六　大学入学資格検定（平成17年１月31日規程廃止）に合格した者
　　七　�高等学校卒業程度認定試験規則（平成17年文部科学省令第１号）により文部科学大臣の行う

高等学校卒業程度認定試験に合格した者
　　八　�その他本学において、個別の入学審査により、高等学校を卒業した者と同等以上の学力があ

ると認めた者で、18歳に達したもの
（入学の志願・選考）
第26�条　入学志願者は、所定の書式による入学願書を提出し、別表（４）の１に定める入学検定料を

納入し、かつ、選考試験を受けなければならない。
（入学の手続き）
第27�条　入学を許可された者は、入学金を納入し、所定の書式により誓約書を提出しなければならない。

（保証人）
第28条　保証人は、父、母又はその他の成人者で独立の生計を営む者でなければならない。
２　保証人は、学生の在学中の一切の事項について責任を負う。
３�　学生は、保証人を変更し、又はその氏名若しくは居住地に変更があったときは、速やかに変更届

を提出しなければならない。
（学生証）
第29条　入学手続きを終えた者には、学生証を交付する。

（編入学）
第30�条　次の各号の一に該当する者が本学に編入学を希望するときは、選考の上、編入学を許可する

ことができる。
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　　一　短期大学を卒業した者
　　二　大学を卒業した者
　　三　高等専門学校を卒業した者
　　四　専修学校の専門課程（文部科学大臣の定める基準を満たすものに限る。）を修了した者

（転入学）
第31�条　他の大学の学生が、その大学の許可を得て本学に転入学を願い出たときは、転入学を認める

ことができる。
（転部・転科）
第32�条　学生が学部の他の部へ、又は他の学部・学科へ転部・転科を願い出たときは、選考の上、こ

れを許可することができる。
２　転部・転科に関する規程は、別に定める。

（留学）
第33�条　学生が外国の大学で学修することを願い出たときは、教授会の議を経て留学を許可すること

ができる。
２　前項の許可を得て留学した期間は、在学年数に算入する。

（二重学籍の禁止）
第34条　学生は、他の学部・学科と又は他の大学と併せて在学することはできない。

　　　  第２節　休学、退学、転学及び除籍
（休学）
第35�条　学生が引き続き３ヵ月以上修学できないときは、許可を得て、その学期を休学することがで

きる。
２�　休学は、連続する２学期限りとする。ただし、特別の事情がある場合は、教授会の議を経て、２

学期を超える期間の休学を許可することができる。ただし、休学の期間は、通算して８学期を超え
ることはできない。

３�　休学期間中に休学の理由が消滅した場合において、復学を願い出たときは、教授会の議を経て、
これを許可することができる。

（退学）
第36�条　退学しようとする者は、その理由を明確にして願い出て、許可を受けなければならない。
２�　願いにより退学した者が、再入学を願い出たときは、教授会の議を経て、これを許可することが

できる。
（転学）
第37条　学生が転学を願い出たときは、教授会の議を経て、これを許可することができる。

（除籍）
第38条　次に掲げる各号のいずれかに該当する者は、除籍する。
　　一　授業料その他の学費を所定の期日までに納入しない者
　　二　第20条に定める在学年数を超えた者
　　三　第35条２項に定める休学期間を超えた者
　　四　�新入生で指定された期限までに履修届を提出しないことその他本学において修学の意思がな

いと認められる者
２�　学生は、除籍されることにより、本学則及びその施行のために定められた規則に基づいて有する

一切の権利を失う。
３�　第１項の規定（第２号及び第３号に掲げる者を除く。）により除籍された者が、再入学を願い出

たときは、教授会の議を経て、これを許可することができる。
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　　  第８章　賞罰及び奨学

（懲戒）
第57�条　学長は、本学の規則に反し、又は学生の本分に反する行為があった学生に対し、教授会の議

を経て、行為の軽重と教育上の必要とを考慮して、譴責、停学又は退学の処分をすることができ
る。

２　退学処分は、次の各号の一に該当する者以外には、これを行うことはできない。
　　一　性行不良で改善の見込みがないと認められる者
　　二　学業を怠り、成業の見込みがないと認められる者
　　三　正当な理由なくして出席常でない者
　　四　本学の秩序を乱し、その他学生の本分に反した者
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（単位：円）
【2012年度入学　経営学部　納付金一覧】

経営学部
学　費 その他の費用

合計
入学金 授業料 一般施設

設備資金 校友会費 甫水会費 学生課外活動
育成会費

第１部 250,000 680,000 220,000 5,000 5,000 5,000 1,165,000

第２部 180,000 430,000 100,000 5,000 ― 5,000 720,000

⑴　�「学費」と「その他の費用」を合わせて「納付金」と称します。
　　�「学費」は大学徴収分を指し、「その他の費用」は預り金（受託徴収分）

を指します。
⑵　２年次以降は、入学金を除く納付金が毎年度必要になります。

⑴　�納付金は、４月期（春学期納入期間）に１年間分を全額一括納入す
ることが原則です。

　　�ただし、授業料・一般施設設備資金については次の二期に分けて納
入することができます。

　　　第１期（春学期）納入期間　４月１日～４月25日
　　　第２期（秋学期）納入期間　10月１日～10月15日
　　　（�各年の曜日の関係により、納入期間が短縮される場合がありま

す。）
⑵　�所定の納期までに納付金を納入しない学生は、学則第38条１項によ

り、除籍とします。
⑶　�修学の意思がない場合は、納入期間内に退学許可願を教務課に提出

してください。
⑷　�修学の意思がありながら学期始めに休学する場合は、納入期間内に

休学許可願を教務課に提出してください。
⑸　�やむを得ない事情で納入期限までに納付金を納入できない場合は、

納入期間内に学生生活課に相談してください。

⑴　�入学手続時（１年次）に、分割納入した場合、２回目の納入に使用
する振込用紙は９月下旬に郵送します。

⑵　�2年次以降は年間で必要な振込用紙をまとめて3月下旬に郵送します。
　※�分割納入する場合は、２回目の納入に使用する振込用紙を第２期

（秋学期）納入期間まで大切に保管してください。
⑶　�保証人に送られる本学所定の当該年度の振込用紙を使用して金融機

関から振り込んでください。（第２部学生は入学時選択した送付先
に送付、留学生は本人に送付されます。）

⑷　現金の郵送・大学窓口での取扱は受け付けいたしません。
⑸　�納入された納付金は超過納入が明らかな場合を除き返還いたしません。

　※�本人または保証人の住所に変更があった場合は、所定の手続により、
住所変更を行ってください。

2．納付金（学費等）に関する取扱

経営学部納付金について

納入期間について

納入方法について
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　　○納付金についての問い合わせ先
　　　経理部財務課　TEL：03-3945-7305
　　○住所変更についての問い合わせ先
　　　教務課窓口（６号館１階）
　　　�住所変更の方法は、学籍（学籍異動に関する手続）〔各種変更事

項の届け出について〕（P. 78）を参照してください。

⑴　第１期（春学期）の納入期限までに休学を願い出た場合
　　�休学日を４月１日付として扱い、納付金のうち授業料は納入する必

要はありません。
　　�全額一括納入した場合は、第１期（春学期）分の授業料および第２

期（秋学期）分の納付金を払い戻しいたします。
⑵　春学期中に休学する場合
　　①　�春学期の途中で休学する場合、第１期（春学期）の納付金は払

い戻しをいたしません。
　　②　�全額一括納入した場合は、第２期（秋学期）分の納付金を払い

戻しいたします。
⑶　第２期（秋学期）の納入期限までに休学を願い出た場合
　　�休学日を10月１日付として扱い、納付金のうち授業料は納入する必

要はありません。
　　�第２期（秋学期）分の納付金を納入した場合は、第２期（秋学期）

分の授業料を払い戻しいたします。
⑷　秋学期中に休学する場合
　　�秋学期の途中で休学する場合、第２期（秋学期）の納付金は払い戻

しをいたしません。

⑴　２セメスタ連続して休学する場合
　　（当該学期に引き続き次学期も休学する場合）
　　�連続休学する場合、次学期分の授業料を除く納付金は納入しなけれ

ばなりません。

⑴　休学者が復学する場合の納付金は、入学年度の額が適用されます。
⑵　�１セメスタ（半期）休学する場合、全額一括納入・分割納入の選択

が可能な納入期は、第１期（春学期）とします。
　　�第２期（秋学期）に復学する場合は、復学時に１セメスタ（半期）

分の納付金を納入することになります。

⑴　新学期の納入期限の末日までに退学を願い出た場合
　　�退学日を前学期の末日付として扱い、当該年度・学期の納付金を納

入する必要はありません。
⑵　春学期中に退学する場合
　　①　�春学期の途中で退学する場合は、第１期（春学期）分の納付金

は払い戻しをいたしません。
　　②　�全額一括納入した場合は、第２期（秋学期）分の納付金は払い

戻しいたします。
⑶　秋学期中に退学する場合
　　�秋学期の途中で退学する場合は、第２期（秋学期）分の納付金は払

い戻しをいたしません。

学籍異動における
納付金の取扱について

　休　学

　セメスタ連続休学

　復　学

　退　学
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　４年次生で原級する場合の納付金は、当該年度正規４年次生の納付金
を適用します。

　再入学する場合の納付金は、再入学する学年次の納付金を適用します。
ただし、入学金は、再入学する年度の新入生の額の半額となります。

　納付金は転部・転科先の学年の納付金を適用します。ただし、入学金
は、転部・転科先との不足分を納入することになります。

　編入学する場合の納付金は、編入学する年度の新入生の納付金を適用
します。ただし、本学出身者が編入学する場合、入学金は、編入学する
年度の新入生の額の半額となります。

　原　級

　再入学

　転部・転科

　編入学
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3．各種証明書および実習料一覧

各種証明書

　�　教務課では、以下に掲載する証明書を、「証明書発行機」および「教務課窓口」で発行しています。

１．証明書発行機で発行できる証明

　　証明書発行機で発行できる証明書は次のとおりです。
　　白山・白山第２・朝霞・川越・板倉いずれのキャンパスの発行機でも発行可能です。
　　発行の際は、学生証が必要です。

（2012年度）

種　　類
手数料
（円）

発行可能学年

　　　在学証明書

100

１～４年生

　　　卒業見込証明書 ４年生

　　　成績証明書 １～４年生

　　　教育職員免許状修得見込証明書 ４年生

　　　健康診断証明書　　　　　　　　注１） １～４年生

注１）健康診断証明書は、本学の当該年度の定期健康診断を受診した場合のみ発行可能です。
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２．教務課窓口で発行される証明書

　　教務課窓口で各種証明書の発行を申請する場合は、次の手順になります。
（１）証明書発行機にて画面の案内に従い、証明書発行に必要な金額の手数料を納めます。
（２�）発行される「証明書発行願」に必要事項を記入し、学生証を添えて当該窓口に申し込んでくだ

さい。
（2012年度）

種　　　類
手数料
（円）

必要期間

学生証再発行	 注１）　 2,000

受付から１週間

単位修得証明書

300

学力に関する証明書

学芸員単位修得証明書

司書単位修得証明書

社会教育主事単位修得証明書

社会福祉主事単位修得証明書

卒業（見込）証明書・社会福祉士指定科目履修見込証明書

人物証明書	 注２）　 200

兄弟等の授業料免除に係わる証明書	 注３）　 200

英文成績証明書 1,000

英文在学証明書
500

英文卒業（見込）証明書

その他の証明書 300 証明書により異なる

卒業証明書	 注４）　
200

成績証明書	 注４）　

※　証明書の有効期限は証明書日付から３ヵ月以内です。
　　申請後受け取りがなく、無効になった証明書は処分します。
注１）�学生証再発行手続きの詳細は「学生証の再発行」の項目（P. 79）を参照してください。
注２）�人物証明書は、原則として大学所定用紙に卒論担当教員が必要事項を記入後、教務課窓口で証

明手続きをします。記入済み所定用紙を教務課窓口に持参してください。
注３）兄弟等の授業料免除に係わる証明書は、学生生活課へ申し込んでください。
注４）卒業証明書・成績証明書は、卒業後、教務課窓口へ申し込んでください。
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実習料他

　　教務課窓口で実習料等を納入する場合は、次の手順になります。
　⑴　証明書発行機にて画面の案内に従い、実習料等の料金を納めます。
　⑵　�発行される「各種申込用紙」に必要事項を記入し、学生証を添えて教務課窓口に申し込んでく

ださい。
（2012年度）

種　　　類
手数料
（円）

備　　　考

教育実習料（３週間実習） 15,000

別途保険料 210 円教育実習料（２週間実習） 10,000

介護等体験実習料 10,000

教育職員免許状申請手数料 3,600 １教科につき

司書教諭修了証書申請手数料 1,000

相談援助実習料 40,000

博物館実習料 10,000

転部・転科試験受験料 10,000

卒業再試験料 5,000 １科目につき



91

Ⅲ  相互学生交流等について

1．	東洋大学・龍谷大学相互学生交流プログラム（ICAAP）について
2．	東洋大学・文京学院大学相互単位互換制度について
3．	海外留学制度（短期・長期）について
4．	経営学部英語単位認定について
5．「東洋大学語学セミナー（英語・中国語）」参加学生に対する単位認定について
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1．東洋大学・龍谷大学相互学生交流プログラム（ICAAP）について
　経営学部では、1999年４月から京都の龍谷大学経営学部との間で単位互換のための相互学生交流プロ
グラム（Inter-College Academic Alliancc Program：略称ICAAP）を実施しています。
　これは、東京とは異なる歴史と文化の薫りが漂う京都の地で、多様で新鮮な経験を積む機会を得て、同
一地域・同一圏内の大学では得られない幅広い視野に立った学習環境を提供することを目的としたもので
す。
　派遣・受入期間は、4月1日および10月1日からの1セメスタごと（6 ヵ月単位）で、相互に派遣およ
び受け入れる学生数は、毎年、若干名の予定です。派遣の対象者は、第１部の２年次および３年次生の正
規学生です。
　なお、派遣期間の学費は、本来所属する大学へ納入することによって派遣先大学への納入は免除されます。
ただし、履修する科目によっては、実習料等が別途必要となる場合があります。

2012 年度派遣要領
　以下、東洋大学から龍谷大学経営学部に派遣される学生の資格、条件、履修方法などを規定しています。
詳細については龍谷大学経営学部の履修要項を参照するとともに、経営学部教務課にお問い合わせくださ
い。

１．派遣対象学生・学年
		  第１部経営学部２年次および３年次生
２．応募資格
		  各セメスタにより必要修得単位数が定められています。
		  応募時においては単位修得見込で可。ただし、派遣時に単位が修得できていない場合には、派遣を

取り消します。
		  詳細は学内掲示を参照してください。
３．選考方法
		  書類審査・面接
４．派遣キャンパス
		  龍谷大学　深草キャンパス
５．授業の開設方法
		  セメスタで開講されています。
６．派遣大学での履修可能科目
		  龍谷大学経営学部の開講科目および龍谷大学経営学部生が履修可能な他学部開講科目です（ただし、

大学コンソーシアム京都・放送大学科目は除きます）。
７．単位認定
		  派遣学生の龍谷大学で修得した単位のうち、１セメスタあたり 22 単位を限度として卒業要件単位に

認定します（専門選択科目で一括認定）。
		  ただし、海外留学および放送大学科目等の履修により、既に単位認定を受けている場合には、その

分を60単位から差し引いた単位数が認定されます。
		  なお、龍谷大学で教職関連科目を修得しても本学の教職関連科目として単位認定はできません。
８．派遣大学における演習の選択
		  龍谷大学においても演習の履修が可能です。４年次で卒業論文の提出を希望する学生は必ず演習を

履修してください。
９．その他履修について
		  履修制限単位やその他科目の履修に係わる詳細については、龍谷大学の履修規定にしたがいます。

（龍谷大学履修要覧を参照してください）。
10．学籍の取り扱い
		  派遣期間中の東洋大学の学籍は休学扱いとならず、派遣期間を在学年（学期）数に算入します。　
		  龍谷大学では「科目等特別履修生」として在籍することになります。
11．学生証
		  東洋大学からは正規の学生証が交付されます。
		  また、龍谷大学からは科目等特別履修生としての学生証が交付されます。
12．通学定期券・学割
		  龍谷大学に通学のための通学定期券は購入できます。
		  龍谷大学でのみ学割を発行します。
13．奨学金
		  奨学金の登録・申し込みは東洋大学で行ってください。詳細は学生生活課へ問い合わせてください。
14．住居の手配
		  派遣学生自身で行ってください。



93

2．東洋大学・文京学院大学相互単位互換制度について

制度の概要

　経営学部では、2000年４月から文京学院大学と単位互換の協定を結んでいます。
この制度は、東洋大学と文京学院大学の学術交流の促進と教育の一層の充実を目指したもので、両大学が
開講する科目を相互に履修することができます。

実施要領

［派遣］
　ここでは、文京学院大学経営学部の科目を履修するにあたっての条件、履修方法などを規定しています。
詳細については文京学院大学経営学部の履修要覧・講義要項を参照するとともに、本学経営学部教務課ま
でお問い合わせください。

１．対象学生・学年
		  第１部経営学部２・３年次生
２．履修可能単位数
		  学期履修単位数の制限内で、４単位以内。在学中に合計８単位以内。
３．履修可能科目
		  本学教務課窓口で問い合わせてください。
		  本学経営学部で開講している科目と同名称の科目も履修することができます。
		  ただし、文京学院大学の学生が履修していない科目また通年開講については履修できません。
４．履修登録期間
		  本学の履修登録期間内に登録を行ってください。
５．履修登録方法

①履修申込書を本学教務課窓口で受け取ってください。
②第１回目の講義に出席し、担当教員へ「東洋大学経営学部」の学生である旨を申し出て、受講の許

可を得てください。
③履修申込書に必要事項を記入し本学教務課窓口へ提出してください。

６．試験について
		  文京学院大学の制度による。追・再試験は行いません。
７．単位認定
		  本学での単位認定は、専門科目分野で一括認定し「Ｎ」評価となります。専門科目の卒業要件（80 単位）

に含まれます。
８．施設などの利用
		  文京学院大学の図書館・ＰＣ室を利用することができます。ただし、ＰＣ室の利用については文京

学院大学の許可を得て利用できるものとします。
９．その他
		  文京学院大学の履修要覧・講義要項については、本学教務課窓口で閲覧することができます。

［注意事項］
①　文京学院大学入校時には「学生証」を常に携帯し、東洋大学の学生であることを明確に示してください。
②　文京学院大学講義開始日より講義を受講することができますが、第１回目の講義に出席し担当教員へ

「東洋大学経営学部」の学生である旨を申し出て、受講の許可を得てください。
③　その他、文京学院大学の学則に従い規律ある行動を取ってください。
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3．海外留学制度（短期・長期）について

228

留学制度について

〔１〕語学セミナーについて
　本学では、キャンパス・学部・大学院・通信教育部制を問わず参加できる、海外の大学で学ぶ語学研修・
異文化体験プログラムを実施しています。それぞれ夏季・春季休暇期間中に実施されます。
　語学セミナーに参加した学生は、所定の手続きにより単位認定を受けることが可能です。単位認定の詳細
については、「東洋大学語学セミナー参加学生に対する単位認定について」を確認してください。
※春期語学セミナーについては、卒業年度生は参加できない場合がありますので、希望する方は国際交流セ
　ンターまでお問い合わせください。

●夏期語学セミナー

コース概要

①　トンプソンリバーズ大学（TRU）コース
～全期間ホームステイで、カナダの文化・習慣・生活を肌で感じる感動体験～
研修先：トンプソンリバーズ大学（カナダ・ブリティッシュコロンビア州カムループス）
期　間：毎年８月～９月（約４週間）

●春期語学セミナー
②　ダブリンシティ大学（DCU）コース
～６週間のホームステイと英語集中プログラム。ヨーロッパの歴史を感じながら英語力アップ～
研修先：ダブリンシティ大学（アイルランド・ダブリン市）
期　間：毎年２月～３月（約６週間）
内　容：全期間ホームステイで、食事は平日２食付き（朝・夜）です。ゴールウェイ観光（２泊３日）
 をはじめとする旅行、セントパトリック・デイなども楽しめます。

③　CQ（シーキュー）大学（CQU）コース
～ホームステイ・英語集中講座・アクティビティを通じてリスニング・スピーキング力アップ～
研修先：CQ大学（オーストラリア・クイーンズランド州）
期　間：毎年２月～３月（約４週間）
内　容：全期間ホームステイで、食事は３食付きです。授業やアクティビティを通じ、英語・オーストラ
 リア特有のアボリジニ文化を学べます。

④　大連外国語大学（大外）コース
～東洋大学とゆかりの深い大連は、日本企業が中国で最も多く進出しているビジネスエリア。中国語を全く
　習ったことがなくても参加できます。～
研修先：大連外国語大学（中国・遼寧省大連市）
期　間：毎年２月～３月（約４週間）
内　容：大学構内の留学生寮に滞在（二人部屋）し、食事は自己負担で、学食や近辺の食堂を利用
 します。日帰り旅順研修旅行、瀋陽研修旅行（２泊３日）も含まれます。

内　容： 全期間ホームステイで、食事は平日２食付です。リスニング・スピーキングに重点を置いた英
語集中講座、大自然を体感できる多数のアクティビティ、研修旅行等を通じ、“使える”英語
の習得を目的としたプログラムです。

　下記の研修先・内容は、2011年度に実施されたものです。実際の研修先・内容は、募集年度のパンフレット
（国際交流センター発行）または、国際交流センターホームページ（http://www.toyo.ac.jp/international/）を参
照してください。
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〔２〕交換留学制度と認定留学制度

交換留学制度
　東洋大学では、現在３４大学と学術交流協定を締結し、またISEP（アイセップ）＊に加盟しています。交
換留学制度とは、アメリカ・イギリス・カナダ・オーストラリア・アイルランド・ドイツ・フランス・韓国・中国の協定
校、または米国のISEP加盟校に１学年度間学生を派遣し、同じくこれらの大学から交換留学生を本学に受
け入れる制度です。
*ISEP （International Student Exchange Program） とは、世界中のISEP加盟校間で学生交換留
学を推進する、非営利団体のコンソーシアム（世界的な大学連合組織）です。本学の交換留学の対象は、
米国のISEP加盟校（約１４０校）に限ります。

（１）　制度の特徴
い扱取の数年学在と籍学　 ①

②　単位の認定
　所属学科の教育課程表に照らし、科目の履修内容・条件等が適合した場合は、以下のとおり認定
します。

単位認定対象科目：科目ごとに個別認定　
単位認定手続き： 

留学終了後、国際交流センターにて留学先大学発行の「成績証明書」を受領する。
※大学により、発送される時期は異なる。

国際交流センターより配布される「交換留学単位認定願」に留学先で履修した科目・成績
を記入して、「成績証明書」、履修科目のテキスト、シラバス、授業スケジュール等
を教務課に提出し、単位認定を申請する。申請は留学終了後、１か月以内に行うこと。

学部教授会で単位認定の可否について審議される。留学先大学から送付される成績証明
書等をもとに評価が決められ、単位認定科目・単位数が決定する。
単位認定科目を決定する際、担当教員と面談をする場合もある。
（第Ⅰ期：２月、第II期：９～１０月頃）

成績発表時に単位認定の結果（認定：N）が本学の成績表に印字される。

留学希望者は、単位認定方法について教務課で説明を受ける。
（留学決定後、単位認定方法や必要書類等についての説明会を行なう）

　「東洋大学学生の留学に関する規程」第３条に基づき、本学の交換留学制度には協定校・ＩＳＥＰ交換留
学制度および認定留学制度があります。
※以下の情報は、２０１２年４月現在の情報です。内容は変更される場合がありますので、随時学内掲示・
国際交流センターのホームページ（http://www.toyo.ac.jp/international/）で最新の情報を確認してくださ
い。　

　交換留学は、休学することなく留学できます（留学中も本学に在籍していますので、留学期間は在学年数に
算入されます）。「本学の修得単位」と「本学で設定された留学先大学の修得単位」により所属学部の卒業要件
を満たせば、４年間での卒業が可能となります。ただし、所属学科・学年によっては４年間で卒業できません。

学部 認定内容 認定結果反映

経営学部
卒業単位に認定（上限44単位、卒業論文は除く）。「交換留学一括
認定」として、他学部開放科目、専門選択科目に一括認定。

第Ⅰ期：３月頃
第Ⅱ期：９〜10月頃
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○単位認定について

派遣留学生は、留学先大学・大学院で取得した単位に関し、本学開講科目の単位として認定を申請できます。

単位の認定は、留学先における履修科目の内容および時間数が本学開講の対応科目と合致することが条件です。

そのためには留学前に指導教員、所属学部の国際交流委員、または教務課担当者と留学中の勉学計画について

十分に話し合いをしておくことが重要です。単位認定は、教授会の審議を経て決定されます。

○認定の基準

１．留学先大学の授与した単位数にかかわらず、留学先大学で履修した科目の実際の授業時間数を考慮して

○認定の事前相談

　単位認定の対象科目については、事前に教務課で確認を行う必要があります。

 行います。

２．原則として、授業内容が本学開講科目と同様である必要があります。ただし、学科の内規・慣行により、
 本学開講科目と異なる場合でも、認定される場合があります。

③　留学にかかる費用
係る経費はすべて自己負に外以れそ。すまれさ除免てしと則原きづ基に定協、は料業授の学大先学留　 　

担となります。国や地域により、留学に係る費用は異なります。実際にかかる費用の目安は、国際交流セン
ター発行の「留学の手引き」に掲載されています。

　（自己負担費用）
東洋大学の学費（留学中も本学に在学しているため、学費は通常通り本学に納入してください）。
渡航費
大学指定の海外旅行傷害保険料
留学先での寮費、食費、教材費、生活費等
＜ISEP交換留学＞　現地での大学寮費・食事代として、出発前に東洋大学へ８５０,０００円（日本円）
を支払います。また、ISEP登録料がかかります（約４万円）。
＜その他の協定校へ留学する場合＞　出発前または現地で大学寮費・食費を直接留学先の大学へ
支払います。

④　『東洋大学交換留学生奨学金』の支給
（すまし給支を」金学奨生学留換交学大洋東「らか学本、に員全生学たれば選に生学留換交　 　 本学の

授業料相当額）。ただし、本学から他の奨学金（東洋大学第１・２・３種奨学金）が支給されている場合は、
この奨学金は支給されません。また、減免措置を受けている私費留学生は、減免後の授業料相当額と
なります。

限を度年業
修の定所、きづ基に条６第」程規るす関に料減免業授生学外国人留費私学大洋東「、は生学留費私○ 　

度とし、授業料が減免されています。所定の修業年度とは、学部生４年、大学院生博士

○
○
○
○

前期（修士）は２年、博士後期は３年です。交換留学で卒業が延期となり、所定の修業年度を超えた
場合の授業料については減免を受けられませんので注意してください。

留学をする場合は、事前に手続き。んせまりあはで金学奨の学本、は金学奨の構機援支生学本日）独（※ 　
等が必要になる場合がありますので、留学が決定次第、学生生活課へ申し出てください。
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233

前期（修士）は２年、博士後期は３年です。交換留学で卒業が延期となり、所定の修業年度を超えた
場合の授業料については減免を受けられませんので注意してください。

留学をする場合は、事前に手続き。んせまりあはで金学奨の学本、は金学奨の構機援支生学本日）独（※ 　
等が必要になる場合がありますので、留学が決定次第、学生生活課へ申し出てください。

（２）　募集概要
留学先の地域により、年２回（６月・１１月）、募集・選考を行います。

第Ⅰ期 第Ⅱ期
１． 派遣先国・派遣期間 １学年度間　　

［オーストラリア］２月～１２月 
［　韓　国　］３月～翌年１月

１学年度間 
［アメリカ］８月～翌年５月 

［カ ナ ダ］８月～翌年４月 
［イギリス］９月～翌年６月 

［アイルランド］９月～翌年５月 
［ド イ ツ］９月～翌年７月 
［フランス］９月～翌年５月 
［中 国］９月～翌年７月

２． 募 集 人 数 ７名 ５０名
３． 募集説明会・願書配布 ４月 １０月
４． 応 募 締 切 ７月 １１月
５． 学 内 選 考 試 験 ７月中旬 １１月中旬
６． 合 格 発 表 ８月 １２月
７． 出 願 資 格 １）学　籍

学大、生年４の定予学進院学大学本、生年３～１部学の学本、ていおに時願出 　
院生であること。

２）語学能力 

生で学大先学留、りあに分十が欲意学留】圏語国中・語スンラフ・語ツイド 【　
活・勉強ができるレベルの語学能力を有する者。

 <語学能力基準> 
　留学にあたっては、下記の基準を満たしていることが望ましい。
語 圏 基 準

英 語

 

ドイツ語 ドイツ語技能検定３級程度
フランス語 フランス語技能検定３級程度
中 国 語 中国語検定３級または中国語試験HSK３級程度
韓 国 語 「ハングル」能力検定２級程度

確を報情の新最で等項要集募、ジーペムーホータンセ流交際国ず必はに際の願出。すまりあが合場るす更変は容内 ※  
認してください。

　【英語圏】
アイルランド・アメリカ・カナダ：出願時において、TOEFL‒iBT５５点または
TOEFL‒ITP４８０点以上を取得している者。
オーストラリア：出願時において、TOEFL‒iBT６１点またはTOEFL‒ITP５００
点以上を取得している者。
イギリス：出願時において、IELTS６.０点またはTOEFL‒iBT７９点以上を取得
している者。

アイルランド・アメリカ・カナダ：TOEFL‒iBT６１点または
TOEFL‒ITP５００点以上
オーストラリア：TOEFL‒iBT８０点またはTOEFL‒ITP５５０点
以上
イギリス：IELTS６.５点またはTOEFL‒iBT９０点以上
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（３）　派遣先大学および募集人数
語 圏 期 別 国 大学名 募集人員

英 語 第Ⅱ期

ア メ リ カ

ミズーリ大学セントルイス校 
モンタナ大学 
ウィノナ州立大学 

ISEP加盟校（約１４０校） 

１ 名
１ 名
２
４ 名
４ 名
２ 名
２ 名

 名

１６ 名

カ ナ ダ トンプソンリバーズ大学 ２ 名

イ ギ リ ス カーディフ大学  ２ 名

アイルランド
ダブリンシティ大学
リムリック大学

リンゼイ・ウィルソン大学
カリフォルニア州立大学モントレーベイ校
テネシー大学ノックスビル校
メルヴィル大学

 
３ 名
１ 名

第Ⅰ期 オーストラリア
サンシャイン・コースト大学（※２０１２年度募集なし） 
シーキュー大学（CQU） 

―
２ 名

ドイツ語 第Ⅱ期 ド イ ツ マールブルク大学 ２ 名

フランス語 第Ⅱ期 フ ラ ン ス ストラスブール大学 ３ 名

中 国 語 第Ⅱ期 中 国 大連外国語大学 ２ 名

韓 国 語 第Ⅰ期 韓 国

韓国外国語大学 
建国（コングク）大学 
東国（トンゴク）大学 
大邱（テグ）大学 

１ 名
２ 名
１ 名
２ 名

合　計 ５７ 名

認定留学制度
　認定留学制度とは、協定校の枠にとらわれず、学位授与権のある海外の大学へ留学する制度です。交
換留学と同様、本学を休学することなく留学できます。
　出願・入学手続きは、原則として各自で行いますので、留学に先立って十分な情報を収集し、綿密な計画
を立てることが不可欠です。

（１）　制度の特徴
①　学籍と在学年数の取扱い

年学在は間期学留、でのすまいてし籍在に学本も中学留（すまきで学留くなとこるす学休、は学留定認　 　
数に算入されます）。「本学の修得単位」と「本学で認定された留学先大学の修得単位」により所属
学部の卒業用件を満たせば、４年間での卒業が可能となります。

②　単位の認定
交換留学制度　の「②単位の認定」と同様。
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③　留学にかかる費用
　東洋大学から奨学金が支給されます（④参照）が、留学にかかる費用はすべて自己負担となります。留
学する国や地域、大学により、費用は大幅に異なります。

　　（自己負担費用）
東洋大学の学費（留学中も本学に在学しているため、学費は通常通り本学に納入してください）。
留学先大学の授業料
渡航費
大学指定の海外旅行傷害保険料
留学先での寮費、食費、教材費、生活費等

④　『東洋大学認定留学生奨学金』の支給
　認定留学生には、本学から「東洋大学認定留学生奨学金」を支給します（本学の授業料半額相当）。

支は金学奨のこ、は合場るいてれさ給支が）金学奨種３・２・１第学大洋東（金学奨の他らか学本、しだた 　
給されません。また、減免措置を受けている私費留学生は、減免後の授業料の半額相当となります。

留学する場合は、事前に手続き等が。んせまりあはで金学奨の学本、は金学奨の構機援支生学本日）独（ ※
必要になる場合がありますので、留学が決定次第、学生生活課へ申し出てください。

（２）　募集概要
１．派遣先国・大学 学位授与権のある海外の大学の中から、自由に選べます。

盟加PESIの上以０３、国カ０２界世、は学留）トクレイダ・プッセイア（tceriD－PESI 　○　　
校で実施しており、申請すれば、本学では認定留学となります。詳細は、ISEPのホーム
ページで確認してください。http//www.isep.org/students/Programs/isep_direct.asp

　　○　語学学校、短期大学、専門学校等は不可。

２．募 集 人 数 若干名

３．願 書 配 布 随時（国際交流センターホームページよりダウンロードできます）

４．応 募 締 切 第Ⅱ期：春学期終了後に出発する場合（８～１０月留学開始）：２月末日
第Ⅰ期：秋学期終了後に出発する場合（２～ ４月留学開始）：１１月末日

５．選 考 方 法 書類審査・面接審査

６．合 格 発 表 出願２～３ヵ月後

７．派 遣 期 間 １学年度間以内

８．出 願 資 格 出願時において、以下の①、②を満たしていること。
①本学の学部１～３年生、本学大学院進学予定の４年生、大学院生であること。
②原則として、留学先大学からの入学許可書を入手していること。

（３）　教務課での事前相談について
　交換留学及び認定留学をすることが決定した学生は、留学終了後、最短で卒業および諸資格取得を可
能にするために、履修・手続き上注意すべき点（継続履修及び学年進行に関わる科目、帰国後の授業・
成績等）について、必ず履修登録前に教務課窓口に相談してください。

○
○
○
○
○

語学セミナー・留学制度に関する問い合わせ 
国際交流センター（３号館５階） 
℡ ０３ ３９４５ ７６８２
http://www.toyo.ac.jp/international/ 
受付時間 月～金 ９：３０～１３：００、１４：００～１６：４５

土 ９：３０～１２：４５

学籍・履修・単位認定に関する問い合わせ 
教務課窓口（６号館１階） 
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4．経営学部英語単位認定について

１．対象学生
2012年度入学　第１部経営学部生

２．単位認定科目
全学科　英語ⅠＡ・英語ⅠＢ・英語ⅡＡ・英語ⅡＢの４科目８単位とします。
ただし、認定科目は申請学期に履修している科目のみとし、再履修科目についても同様に扱い
ます。

３．認定資格
ＴＯＥＦＬ（ｉＢＴ）：コンピュータ受験
ＴＯＥＦＬ（ＰＢＴ・ＩＴＰ）：ペーパー受験
ＴＯＥＩＣ（TOEIC Bridgeは対象外です）
実用英語技能検定（英検）
ただし、資格には一定の有効期間を設けています。対象となる期限は以下の表の通りです。

TOEFL（iBT） 　申請日から２年間以内に認定された試験
（例）	 申請日	 認定日
	 2012.5 .10	 2010.5 .11～

TOEFL（PBT･ITP）

TOEIC

英検
　申請日の２年度以内に行われた試験

（例）	 申請日	 認定年度
	 2012.5 .10	 2010年度実施試験～

４．認定単位数
　　　４単位・６単位・８単位

５．認定基準
　　　以下の表の基準通り単位認定されます。

認定単位
認定資格 ４単位 ６単位 ８単位

TOEFL（iBT） 52～67点 68～87点 88点以上

TOEFL（PBT･ITP） 470～519点 520～559点 560点以上

※TOEIC 520～639点 640～759点 760点以上

英検 準１級 １級

�過去に単位認定され、その後再び同一の認定資格・レベルで単位認定を申請することはできません。
種類・レベルの異なる試験を受けた場合は、上級の結果のみを単位認定の対象とします。
同じ認定単位内で種類の異なる試験を受けた場合は、認定単位の単位数を超えないものとします。
※TOEIC Bridgeは対象とはならないので注意してください
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６．申請時提出書類
・経営学部英語単位認定申請書
・ＴＯＥＦＬ　　スコアコピーもしくはオフィシャルスコア
・ＴＯＥＩＣ　　スコア認定書
・英検　　　　　合格証書もしくは合格証明書又は試験結果通知書　

７．申請書提出期間
春学期５月・秋学期11月の年２回受け付けます。提出期間以外の申請は一切受け付けません。
日程の詳細は掲示板等で確認してください。

８．成績評価
評価は経営学部教授会の承認を得て「Ｓ」とします。

９．学期を越えた申請について
�単位認定は申請学期に履修している科目が対象です。よって一つの資格による単位認定が複数
学期にわたる場合、学期毎に申請を行わなければなりません。

10．上級資格取得における追加申請について
�申請後、新たに上級の資格を取得した場合も、再度申請期間内に申請することが出来ます。そ
の場合、以前に認定された単位を差し引き、増加分を追加で認定します。

11．単位認定までの主な手続きについて
　　①　資格取得　・・・過去に取得した資格であれば認定日が有効期間内であるかを確認します。
　　②　申請書記入・・・�「経営学部英語単位認定申請書」（教務課窓口で配布）を受け取ってください。
　　　　　　　　　　　申請時履修中の科目以外は申請できないので注意してください。
　　　　　　　　　　　�申請時に資格の証明書と証明書のコピーが必要となるのであらかじめ用意し

ておいてください。
　　③　申請書提出・・・�申請期間内に申請書および証明書と証明書のコピーを教務課に提出してく

ださい。申請期間以外は一切受け付けませんので注意してください。（証明
書は内容の確認後、返却します）

　　④　単位認定　・・・経営学部教授会で審議された後、結果を掲示板にて発表します。
　　⑤　成績確認　・・・�成績発表時、認定された科目に正しく評価が記載されているかを確認して

ください。



102

5．「東洋大学語学セミナー（英語・中国語）」参加学生に対する単位認定について

　本学では、「東洋大学語学セミナー（英語・中国語）」を実施しています。このセミナーに参加した
場合の単位の取扱については以下の通りとなります。

（１）単位認定対象科目
学部 指定 語学セミナー（英語） 語学セミナー（中国語）

経営学部

第１部

英　 語　 Ⅰ　 Ａ （2）
英　 語　 Ⅰ　 Ｂ （2）
英　 語　 Ⅱ　 Ａ （2）
英　 語　 Ⅱ　 Ｂ （2）

中　 国　 語　 Ⅱ （1） 
中　 国　 語　 Ⅰ （1） 

第２部 海外語学セミナー（2）

中 国 語 ⅠＡＡ （1）
中 国 語 ⅠＡＢ （1）
中 国 語 ⅠＢＡ （1）
中 国 語 ⅠＢＢ （1）

（２）認定対象科目の単位の取扱について
　　以下の要件の全てを満たさないと単位が認定されません。

①　単位認定する科目が単位未修得であること。
②　語学セミナーオリエンテーションにて配付する「語学セミナー単位認定希望科目申請書」

を記入し、下記の所定の期日までに教務課窓口に提出すること。
　• 申請書提出締切…春学期科目の申請は前年度の 1 月末日、秋学期科目の申請は当該年度

の 7 月末日まで。
③　語学セミナーに参加し、所定の評価を受けること。
④　語学セミナー参加後の新学期に「単位認定希望科目」の履修登録を確認する。
⑤　履修登録確認後「語学セミナー参加報告書」を下記の所定の期日までに教務課窓口に提出

すること。
　• 報告書提出締切…春学期科目の申請は 4 月の窓口業務取扱日の末日、秋学期は 10 月の

窓口業務取扱日の末日。
⑥　科目の成績・評価に関しては、授業担当教員が以下Ⅰ、Ⅱにより単位認定の可否を判断する。
　　Ⅰ．英語（中国語）教員による面接
　　Ⅱ．英語（中国語）で書くレポートの提出
⑦　単位認定は経営学部教授会で審議された後、結果を学部掲示板にて発表する。
　　単位が認定された場合、評価は「Ｓ」となる。単位認定を受ける場合も、結果の発表が出

るまでは、授業に出席すること。
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（３）単位認定までの流れ　
＊スケジュールは変更することがあります。参加する年度に必ず掲示を確認してください。

夏期セミナー
参加の場合

春期セミナー
参加の場合

【語学セミナー参加前】

語学セミナー説明会への参加 ５月 １１月

↓

語学セミナー参加申し込み ６月 １１月

↓

語学セミナーオリエンテーションへの参加
（参加決定者対象） ７月 １月

↓

単位認定希望科目の申請 ７月末日まで １月末日まで

↓

語学セミナー参加 ８～９月 ２～３月

↓

【語学セミナー参加後】

新学期「単位認定希望科目」の履修登録を確認 ９月下旬～１０月 翌年度の４月

↓

「語学セミナー参加報告書」を提出 10月末日まで 翌年度の４月末日まで

↓

英語（中国語）教員による面接実施
英語（中国語）で書くレポートの提出 １１月 翌年度の５月

↓

単位認定について経営学部教授会で審議後、
結果を学部掲示板にて発表 １２月 翌年度の６月

↓

（単位認定可の場合）
成績評価は「Ｓ」となる。
単位認定を受ける場合も、結果発表が出るま
では、授業に出席すること。

１２月 翌年度の６月

↓

（単位認定可の場合）
成績表および成績証明書に単位認定科目の成
績評価を掲載

３月 翌年度の９月
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Ⅳ  教育職員免許状取得について
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教職課程を学ぶにあたって

　本学は、哲学館開校以来、教員養成において輝かしい伝統と実績を有する大学です。
　現在も多くの東洋大学出身者が全国の学校で活躍しております。今後も教職に志を抱く学生が教師
として多数巣立っていくことが期待されます。中学校・高等学校の教員になるには、教育職員免許状
が必要です。教育職員免許状の取得のためには、卒業に必要な単位の他に、教職科目の単位を修得し
なければなりません。
　教職科目のひとつである教育実習は４年次に行われます。教育実習で教壇に立つと、教科内容につ
いての自らの理解の不十分さ、自らの人間性の未熟さを自覚させられます。したがって、常日頃から、
教壇に立って人にものを教えるに足る十分な学力を身につけるよう、とりわけしっかり勉強すること
が必要です。また、学業以外の、スポーツ、文化活動、ボランティア活動等に積極的に参加し、多様
な個性をもつ生徒に柔軟に対応しうるような、豊かな人間性を磨くよう、心がけて生活していくこと
が必要です。
　さらに、教育実習を終えた４年次後期に学ぶ「教職実践演習」を通して、４年間の教職課程で得た
知識や技能等が教員に必要な資質能力に結び付いているかを確認・補完し、教員としての職務に臨む
態勢を整えることになります。また、課程履修当初より「教職パスポート」を作成し、教員として必
要な資質能力の修得についての履歴を学生・教員双方が把握することとなります。一方で、文部科学
省は将来的に１年間の教育実習および６年制の大学院修士課程修了を教育職員免許状の授与条件にす
ることを含めた教員免許制度の抜本的な見直しに着手しています。教職に志を抱く学生は、教師とい
う職業が常に社会から注目され、多大な期待が寄せられていることを意識して、それに応えられるよ
うな人材となるよう教職課程に臨んでください。
　教員になるために必要となる教育職員免許状を取得するまでには、授業科目の履修の他、数々の手
続きを滞りなく行う必要があります。ひとつでも手続きに不備があったり、教育職員免許状取得に必
要な科目が１科目でも不足していたりすると、当然のことですが、免許状は授与されません。したがっ
て、この履修要覧をよく読むこと、本学の行うオリエンテーションには必ず出席すること、教職課程
の掲示板（６号館地下１階6B12番教室前および１号館１階1102番教室横〈掲示内容は同一〉）を注意
深く読むことが大切です。
　以下に、教職課程の履修方法について説明します。どうしても理解できないことがあれば、教務課
窓口に相談に来てください。

〈１〉教育職員免許状について

　大学卒業後、中学校・高等学校の教員になるためには、教育職員免許状を取得しなければなりません。
　経営学部で取得できる教育職員免許状は、次の表のとおりです。

免許状の種類
（教科）

学部学科
中学校教諭１種免許状

（教科）
高等学校教諭１種免許状

（教科）

第
１
部

経 営 社　　会 地理歴史・公民・商業

マ ー ケ テ ィ ン グ 社　　会 地理歴史・公民・商業

会計ファイナンス 社　　会 公民・商業

第
２
部

経 営 社　　会 地理歴史・公民・商業
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〈２〉教育職員免許状の取得条件について

　教育職員免許状を取得するためには、下の表にあるように基礎資格として「学士の学位を有するこ
と」（卒業に必要な単位を修得すること）が要求されます。したがって、教育職員免許状取得のため
の単位は修得できたものの卒業ができなかったということにならないよう、４年間の履修計画をたて
てください。本学では「教育職員免許法」に基づいて、教育職員免許状取得に必要な単位が修得でき
るよう科目を開設しております。

○教育職員免許状を取得するために必要な科目は、４年間で履修できるよう配置されているため、４
年間の履修計画を入念に立て、１年次より必要な科目を履修かつ修得してください。

※特に第２部学生は授業時限数が少ないため、教育職員免許状の取得は第１部学生より難しいので注
意してください。
※２年次ないし３年次から４年次終了（卒業）までに教育職員免許状を取得することは難しいので注
意してください。

○近年教員採用試験等で中学校教諭・高等学校教諭両方の教育職員免許状を取得（見込）しているこ
とが採用試験受験の条件または有利になる傾向があります。したがってできる限り中学校教諭・高等
学校教諭両方の教育職員免許状を取得することが望ましいです。
例：平成24年度東京都公立学校教員採用候補者選考の受験資格は中学校・高等学校両方の免許状を取
得（見込）することが条件となっています。ただし、あくまで平成24年度時点の受験資格であるため、
随時各都道府県の教員採用試験の受験資格等調べておく必要があります。

 基礎資格と免許法における最低修得単位数

免許状の種類 基礎資格

免許法における最低修得単位数

免許法施行規
則第66条の６
に定める科目

教職に関
する科目

教科に関
する科目

教科または教職
に関する科目 その他

中 学 校
教 諭

１ 種
免 許 状 学士の学位を

有すること

８ 31 20 ８
介護等体験

（詳細はP.128・
129）

高 等 学 校
教 諭

１ 種
免 許 状 ８ 23 20 16

〈注意〉
上表の免許法における最低修得単位数と、本学における最低修得単位数は異なります。
本学の学生は、本学における最低修得単位数を履修修得しなければなりません。P.110～P.125の表２の本
学における「教職に関する科目」「教科に関する科目」一覧表で確認してください。

〈３〉教員免許状更新制について

　教員免許状取得後10年ごとに更新講習を受け修了認定されることにより、有効期間が更新される教
員免許更新制が平成21年に施行されましたが、文部科学省では、教員の資質向上のための教員免許制
度の抜本的な見直し（教員養成課程の充実や専門免許状制度の導入の検討を含む）に着手し、その過
程において現行制度の効果等を検証することとなりました。新たな教員免許制度の内容及び移行方針
を具体化する中で、現在の教員免許更新制の在り方について結論を得ることが示されています。日頃
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から教育関連のニュースによく目を通しておくとともに、教職課程の履修に際しては、自分自身の教
職に対する意思を再確認してください。

〈４〉教職の履修登録について

　教育職員免許状の取得のためには、卒業単位の充足のほかに、
⑴　免許法施行規則第66条の６に定める科目（〈表１〉参照）
⑵　教職に関する科目（〈表２〉参照）
⑶　教科に関する科目（〈表２〉参照）
⑷　教科または教職に関する科目（〈表２〉参照）
に定められた科目をそれぞれ必ず履修し、単位を修得する必要があります。
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（ 1）〈表１〉「免許法施行規則第66条の 6に定める科目」
下記の表にしたがい、「日本国憲法」「体育」「外国語コミュニケーション」「情報機器の操作」のそれ
ぞれの分野で２単位ずつを修得しなければならない。

第１部
第２部

免許法施行規則第66条の６に定め
る科目区分

必　要
単位数 本学での開講科目

第１部

日本国憲法 ２単位 日本国憲法⑵

体　育 ２単位

スポーツ健康科学実技ⅠＡ ⑴
スポーツ健康科学実技ⅠＢ ⑴
スポーツ健康科学実技ⅡＡ ⑴
スポーツ健康科学実技ⅡＢ ⑴
スポーツ健康科学実技ⅢＡ ⑴
スポーツ健康科学実技ⅢＢ ⑴
スポーツ健康科学講義Ⅰ ⑵
スポーツ健康科学講義ⅡＡ ⑵
スポーツ健康科学講義ⅡＢ ⑵

外国語コミュニケーション ２単位

英 語 Ⅰ Ａ ⑵
英 語 Ⅱ Ａ ⑵
ド イ ツ 語 Ⅰ ⑴
ド イ ツ 語 Ⅱ ⑴
フ ラ ン ス 語 Ⅰ ⑴
フ ラ ン ス 語 Ⅱ ⑴
中 国 語 Ⅰ ⑴
中 国 語 Ⅱ ⑴

情報機器の操作 ２単位
情 報 化 社 会 と 人 間 ⑵
コンピュータ・リテラシィ ⑵
情 報 処 理 実 習 Ａ ⑴※必修

第２部

日本国憲法 ２単位 日本国憲法 ⑵

体　育 ２単位

スポーツ健康科学実技Ａ ⑴
スポーツ健康科学実技Ｂ ⑴
スポーツ健康科学講義Ⅰ ⑵
スポーツ健康科学講義ⅡＡ ⑵
スポーツ健康科学講義ⅡＢ ⑵

外国語コミュニケーション ２単位

ド イ ツ 語 Ⅰ Ａ Ａ ⑴
ド イ ツ 語 Ⅰ Ａ Ｂ ⑴
フ ラ ン ス 語 Ⅰ Ａ Ａ ⑴
フ ラ ン ス 語 Ⅰ Ａ Ｂ ⑴
中 国 語 Ⅰ Ａ Ａ ⑴
中 国 語 Ⅰ Ａ Ｂ ⑴
経営実用英語入門Ａ ⑵
経営実用英語入門Ｂ ⑵

情報機器の操作 ２単位

情 報 化 社 会 と 人 間 ⑵
コンピュータ・リテラシィＡ ⑴
コンピュータ・リテラシィＢ ⑴
情 報 処 理 実 習 Ａ ⑴※必修

（１）〈表１〉「免許法施行規則第 66 条の６に定める科目」
下記の表にしたがい、「日本国憲法」「体育」「外国語コミュニケーション」「情報機器の操作」のそれ
ぞれの分野で２単位ずつを修得しなければならない。
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〈
表
2
〉
本
学
に
お
け
る
「
教
職
に
関
す
る
科
目
」「
教
科
に
関
す
る
科
目
」
一
覧
表

経
営
学
科（
第
１
部
）2
01
2年
度
入
学
生
適
用（
１
．
○
：
必
修
科
目
、
２
．「
最
低
修
得
単
位
数
」：
本
学
に
お
い
て
各
免
許
状
を
取
得
す
る
た
め
の
最
低
単
位
数
、
３
．
△
：
１
科
目
選
択
必
修
）

高
等
学
校
教
諭
１
種
（
公
民
）

中
学
校
教
諭
１
種
（
社
会
）

教
職
に
関
す
る
科
目

教
職
に
関
す
る
科
目

免
許
法
施
行

規
則
に
定
め
る

科
目

区
分

最
低

修
得

単
位
数

本
学
で
開
講
し
て
い
る
科
目

配
当

学
年

免
許
法
施
行

規
則
に
定
め
る

科
目

区
分

最
低

修
得

単
位
数

本
学
で
開
講
し
て
い
る
科
目

配
当

学
年

教
職
の
意
義
等

に
関
す
る
科
目

2
単
位

○
教
職
概
論
⑵

１
教
職
の
意
義
等

に
関
す
る
科
目

2
単
位

○
教
職
概
論
⑵

１

教
育
の
基
礎
理
論

に
関
す
る
科
目

6
単
位

以
上

○
教
育
基
礎
論
Ⅰ
⑵

○
教
育
基
礎
論
Ⅱ
⑵

１ １
教
育
の
基
礎
理
論

に
関
す
る
科
目

6
単
位

○
教
育
基
礎
論
Ⅰ
⑵

○
教
育
基
礎
論
Ⅱ
⑵

１ １
　
教
育
史
⑵

３
・
４

　
教
育
史
⑵

３
・
４

○
教
育
心
理
学
⑵

２
○
教
育
心
理
学
⑵

２
　
教
育
法
規
⑵

３
・
４

　
教
育
法
規
⑵

３
・
４

教
育
課
程
及
び
指
導
法

に
関
す
る
科
目

8
単
位

以
上

　
社
会
科
教
育
論
⑵

２

教
育
課
程
及
び
指
導
法

に
関
す
る
科
目

12
単
位

○
社
会
科
教
育
論
⑵

２

○
社
会
・
公
民
指
導
法
Ⅰ
⑵

○
社
会
・
公
民
指
導
法
Ⅱ
⑵

３ ３

○
社
会
・
地
歴
指
導
法
Ⅰ
⑵

○
社
会
・
地
歴
指
導
法
Ⅱ
⑵

○
社
会
・
公
民
指
導
法
Ⅰ
⑵

○
社
会
・
公
民
指
導
法
Ⅱ
⑵

※
１
、
※
２
　
い
ず
れ
か
１
分
野

　
Ⅰ
、
Ⅱ
と
も
履
修
修
得
す
る
こ
と
。

３ ３ ３ ３

　
道
徳
教
育
の
研
究
⑵

３
○
道
徳
教
育
の
研
究
⑵

３
○
特
別
活
動
の
研
究
⑵

３
○
特
別
活
動
の
研
究
⑵

３
○
 教
育
方
法
研
究
（
情
報
機
器
の
活
用
を
含
む
）
⑵

　
教
育
評
価
⑵

３
３
・
４

○
教
育
方
法
研
究
（
情
報
機
器
の
活
用
を
含
む
）
⑵

　
教
育
評
価
⑵

３
３
・
４

生
徒
指
導
・
教
育
相
談

及
び
進
路
指
導

に
関
す
る
科
目

4
単
位

○
生
徒
指
導
論
（
進
路
指
導
論
を
含
む
）
⑵

２
生
徒
指
導
・
教
育
相
談

及
び
進
路
指
導

に
関
す
る
科
目

4
単
位

○
生
徒
指
導
論
（
進
路
指
導
論
を
含
む
）
⑵

２

○
教
育
相
談
⑵

２
○
教
育
相
談
⑵

２

教
育
実
習

3
単
位

△
教
育
実
習
Ⅰ
（
事
前
・
事
後
指
導
を
含
む
）
⑸

△
教
育
実
習
Ⅱ
（
事
前
・
事
後
指
導
を
含
む
）
⑶

※
い
ず
れ
か
１
科
目
を
修
得
す
る
こ
と
。

　
 た
だ
し
教
育
実
習
Ⅰ
を
修
得
し
て
も
、
高
等
学
校
免

許
申
請
の
際
に
は
３
単
位
と
し
て
申
請
す
る
。

４ ４
教
育
実
習

5
単
位

○
教
育
実
習
Ⅰ
（
事
前
・
事
後
指
導
を
含
む
）
⑸

４

教
職
実
践
演
習

2
単
位

○
教
職
実
践
演
習
（
中
・
高
）
⑵

４
教
職
実
践
演
習

2
単
位

○
教
職
実
践
演
習
（
中
・
高
）
⑵

４
『
教
職
に
関
す
る
科

目
』
単
位
小
計

25
単
位

以
上

・
・
・
①

『
教
職
に
関
す
る
科

目
』
単
位
小
計

31
単
位

以
上

・
・
・
①

※
1

※
2
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教
科
に
関
す
る
科
目

教
科
に
関
す
る
科
目

免
許

法
施

行
規

則
に

定
め

る
科

目
区

分

最
低

修
得

単
位

数
本
学
で
開
講
し
て
い
る
科
目

免
許

法
施

行
規

則
に

定
め

る
科

目
区

分

最
低

修
得

単
位

数
本
学
で
開
講
し
て
い
る
科
目

日
本
史

及
び
外
国
史

８
単
位

○ ○ ○ ○

日
本

史
Ａ

日
本

史
Ｂ

外
国

史
Ａ

外
国

史
Ｂ

経
営

史
日

本
経

営
史

経
営

学
史

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

現
代
経
営
管
理
思
想
史

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
学
説
史

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
史

歴
史
の
諸
問
題
Ａ

歴
史
の
諸
問
題
Ｂ

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

地
理
学

（
地
誌
を
含
む
。）

８
単
位

○ ○ ○ ○

地
理

学
Ａ

地
理

学
Ｂ

地
誌

学
Ａ

地
誌

学
Ｂ

人
文

地
理

学
Ａ

人
文

地
理

学
Ｂ

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

自
然

地
理

学
Ａ

自
然

地
理

学
Ｂ

ア
ジ
ア
経
営
事
情

⑵ ⑵ ⑵

「
法
律
学
（
国
際
法
を
含

む
。）
、

政
治
学
（
国
際
政
治
を
含

む
。）
」

４
単
位

以
上

○ ○
政

治
学

原
論

Ａ
政

治
学

原
論

Ｂ
民

法
Ａ

民
法

Ｂ
商

法
Ａ

商
法

Ｂ

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

政
治

学
Ａ

政
治

学
Ｂ

経
済

法
Ａ

経
済

法
Ｂ

会
社

法
Ａ

会
社

法
Ｂ

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

「
法
律
学
、
政
治
学
」

４
単
位

○ ○
政

治
学

原
論

Ａ
政

治
学

原
論

Ｂ
民

法
Ａ

民
法

Ｂ
商

法
Ａ

商
法

Ｂ

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

政
治

学
Ａ

政
治

学
Ｂ

経
済

法
Ａ

経
済

法
Ｂ

会
社

法
Ａ

会
社

法
Ｂ

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

「
社
会
学
、
経
済
学
（
国
際

経
済
を
含
む
。）
」

６
単
位

以
上

○ ○ ○

経
済
学
（
マ
ク
ロ
）

応
用
マ
ク
ロ
経
済
学

経
済
学
（
ミ
ク
ロ
）

応
用
ミ
ク
ロ
経
済
学

国
際

経
済

論
グ
ロ
ー
バ
ル
戦
略
論

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

組
織

デ
ザ

イ
ン

経
営

組
織

論
組

織
行

動
論

中
小
企
業
経
営
論

ビ
ジ
ネ
ス
プ
ラ
ン

企
業

評
価

論
社

会
学

Ａ
社

会
学

Ｂ
経

済
学

Ａ
経

済
学

Ｂ
国
際
経
営
基
礎
論

国
際

経
営

論

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

金
融

論
金
融
シ
ス
テ
ム
論

国
際

金
融

論
銀

行
論

消
費

者
行

動
論

現
代
の
消
費
者
行
動

意
思

決
定

論
公

共
経

営
論

現
代

の
経

営
経

営
学

企
業

論
グ
ル
ー
プ
経
営
論

環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
入
門

環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス
論

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
経
営
論

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

「
社
会
学
、
経
済
学
」

４
単
位

○ ○
経
済
学
（
マ
ク
ロ
）

応
用
マ
ク
ロ
経
済
学

経
済
学
（
ミ
ク
ロ
）

応
用
ミ
ク
ロ
経
済
学

国
際

経
済

論
グ
ロ
ー
バ
ル
戦
略
論

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

組
織

デ
ザ

イ
ン

経
営

組
織

論
組

織
行

動
論

中
小
企
業
経
営
論

ビ
ジ
ネ
ス
プ
ラ
ン

企
業

評
価

論
社

会
学

Ａ
社

会
学

Ｂ
経

済
学

Ａ
経

済
学

Ｂ
国
際
経
営
基
礎
論

国
際

経
営

論

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

金
融

論
金
融
シ
ス
テ
ム
論

国
際

金
融

論
銀

行
論

消
費

者
行

動
論

現
代
の
消
費
者
行
動

意
思

決
定

論
公

共
経

営
論

現
代

の
経

営
経

営
学

企
業

論
グ
ル
ー
プ
経
営
論

環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
入
門

環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス
論

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
経
営
論

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

「
哲
学
、
倫
理
学
、
宗
教
学
、

心
理
学
」

８
単
位

○ ○
哲

学
概

説
Ａ

哲
学

概
説

Ｂ
⑵ ⑵

○ ○
倫

理
学

概
説

Ａ
倫

理
学

概
説

Ｂ
⑵ ⑵

「
哲
学
、
倫
理
学
、
宗
教
学
」

８
単
位

○ ○
哲

学
概

説
Ａ

哲
学

概
説

Ｂ
⑵ ⑵

○ ○
倫

理
学

概
説

Ａ
倫

理
学

概
説

Ｂ
⑵ ⑵

『
教
科
に
関
す
る
科
目
』

単
位
小
計

20
単
位

以
上

・
・
・
②

『
教
科
に
関
す
る
科
目
』

単
位
小
計

32
単
位

・
・
・
②

本
学
に
お
け
る
免
許
取
得
の

た
め
の
単
位
の
合
計

59
単
位

以
上

①
＋
②
の
合
計
で
59
単
位
以
上
修
得
し
て
い
な
け
れ
ば
、
免
許
を
取

得
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。

本
学
に
お
け
る
免
許
取
得
の

た
め
の
単
位
の
合
計

63
単
位

①
＋
②
の
合
計
で
63
単
位
以
上
修
得
し
て
い
な
け
れ
ば
、
免
許
を
取

得
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。

〈
注
意
〉　
 高
等
学
校
教
諭
１
種
免
許
状
（
公
民
）・
高
等
学
校
教
諭
１
種
免
許
状
（
地
理
歴
史
）・
高
等
学
校
教
諭
１
種
免
許
状
（
商
業
）の
免
許
取
得
希
望
者
は
、
本
学
に
お
け
る
免
許
取
得
の
た
め
の
単
位
の
合
計
を
満
た
す
た
め

に
、「
教
職
に
関
す
る
科
目
」
と
「
教
科
に
関
す
る
科
目
」
の
選
択
科
目
を
履
修
修
得
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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〈
表
2
〉
本
学
に
お
け
る
「
教
職
に
関
す
る
科
目
」「
教
科
に
関
す
る
科
目
」
一
覧
表

経
営
学
科（
第
１
部
）2
01
2年
度
入
学
生
適
用（
１
．
○
：
必
修
科
目
、
２
．「
最
低
修
得
単
位
数
」：
本
学
に
お
い
て
各
免
許
状
を
取
得
す
る
た
め
の
最
低
単
位
数
、
３
．
△
：
１
科
目
選
択
必
修
）

高
等
学
校
教
諭
１
種
（
地
理
歴
史
）

高
等
学
校
教
諭
１
種
免
許
状
（
商
業
）

教
職
に
関
す
る
科
目

教
職
に
関
す
る
科
目

免
許
法
施
行

規
則
に
定
め
る

科
目

区
分

最
低

修
得

単
位
数

本
学
で
開
講
し
て
い
る
科
目

配
当

学
年

免
許
法
施
行

規
則
に
定
め
る

科
目

区
分

最
低

修
得

単
位
数

本
学
で
開
講
し
て
い
る
科
目

配
当

学
年

教
職
の
意
義
等

に
関
す
る
科
目

2
単
位

○
教
職
概
論
⑵

１
教
職
の
意
義
等
に

関
す
る
科
目

2
単
位

○
教
職
概
論
⑵

１

教
育
の
基
礎
理
論

に
関
す
る
科
目

6
単
位

以
上

○
教
育
基
礎
論
Ⅰ
⑵

○
教
育
基
礎
論
Ⅱ
⑵

１ １
教
育
の
基
礎
理
論

に
関
す
る
科
目

6
単
位

以
上

○
教
育
基
礎
論
Ⅰ
⑵

○
教
育
基
礎
論
Ⅱ
⑵

１ １
　
教
育
史
⑵

３
・
４

　
教
育
史
⑵

３
・
４

○
教
育
心
理
学
⑵

２
○
教
育
心
理
学
⑵

２
　
教
育
法
規
⑵

３
・
４

　
教
育
法
規
⑵

３
・
４

教
育
課
程
及
び
指
導
法

に
関
す
る
科
目

8
単
位

以
上

　
社
会
科
教
育
論
⑵

２

教
育
課
程
及
び
指
導
法

に
関
す
る
科
目

8
単
位

以
上

○
商
業
科
指
導
法
Ⅰ
⑵

○
商
業
科
指
導
法
Ⅱ
⑵

３ ３
○
社
会
・
地
歴
指
導
法
Ⅰ
⑵

○
社
会
・
地
歴
指
導
法
Ⅱ
⑵

３ ３

　
道
徳
教
育
の
研
究
⑵

３
　
道
徳
教
育
の
研
究
⑵

３

○
特
別
活
動
の
研
究
⑵

３
○
特
別
活
動
の
研
究
⑵

３

○
教
育
方
法
研
究
（
情
報
機
器
の
活
用
を
含
む
）
⑵

　
教
育
評
価
⑵

３
３
・
４

○
教
育
方
法
研
究
（
情
報
機
器
の
活
用
を
含
む
）
⑵

　
教
育
評
価
⑵

３
３
・
４

生
徒
指
導
・
教
育
相
談

及
び
進
路
指
導

に
関
す
る
科
目

4
単
位

○
生
徒
指
導
論
（
進
路
指
導
論
を
含
む
）
⑵

２
生
徒
指
導
・
教
育
相
談

及
び
進
路
指
導

に
関
す
る
科
目

4
単
位

○
生
徒
指
導
論
（
進
路
指
導
論
を
含
む
）
⑵

２

○
教
育
相
談
⑵

２
○
教
育
相
談
⑵

２

教
育
実
習

3
単
位

△
教
育
実
習
Ⅰ
（
事
前
・
事
後
指
導
を
含
む
）
⑸

△
教
育
実
習
Ⅱ
（
事
前
・
事
後
指
導
を
含
む
）
⑶

※
い
ず
れ
か
１
科
目
を
修
得
す
る
こ
と
。

校
学

等
高

、
も

て
し

得
修

を
Ⅰ

習
実

育
教

し
だ

た 
　
免
許
申
請
の
際
に
は
３
単
位
と
し
て
申
請
す
る
。

４ ４
教
育
実
習

3単
位

△
教
育
実
習
Ⅰ
（
事
前
・
事
後
指
導
を
含
む
）
⑸

△
教
育
実
習
Ⅱ
（
事
前
・
事
後
指
導
を
含
む
）
⑶

※
い
ず
れ
か
１
科
目
を
修
得
す
る
こ
と
。

校
学

等
高

、
も

て
し

得
修

を
Ⅰ

習
実

育
教

し
だ

た 
　
免
許
申
請
の
際
に
は
３
単
位
と
し
て
申
請
す
る
。

４ ４

教
職
実
践
演
習

2単
位

○
教
職
実
践
演
習
（
中
・
高
）
⑵

４
教
職
実
践
演
習

2単
位

○
教
職
実
践
演
習
（
中
・
高
）
⑵

４
『
教
職
に
関
す
る
科
目
』

単
位
小
計

25
単
位

以
上

・
・
・
①

『
教
職
に
関
す
る
科
目
』

単
位
小
計

25
単
位

以
上

・
・
・
①
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教
科
に
関
す
る
科
目

教
科
に
関
す
る
科
目

免
許

法
施

行
規
則
に
定
め
る

科
目

区
分

最
低

修
得

単
位

数
本
学
で
開
講
し
て
い
る
科
目

免
許

法
施

行
規
則
に
定
め
る

科
目

区
分

最
低

修
得

単
位

数
本
学
で
開
講
し
て
い
る
科
目

日
本
史

４
単
位

以
上

○ ○
日

本
史

Ａ
日

本
史

Ｂ
経

営
史

日
本

経
営

史
歴

史
の

諸
問

題
Ａ

歴
史

の
諸

問
題

Ｂ

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

商
業
の
関
係
科
目

16
単
位

以
上

○ ○ ○ ○

簿
記

原
理

Ⅰ
簿

記
原

理
Ⅱ

会
計

学
総

論
基

礎
会

計
学

総
論

応
用

税
務

会
計

認
識

論
税

務
会

計
測

定
論

原
価

計
算

論
基

礎
原

価
計

算
論

応
用

基
礎

会
計

学
企

　
業

　
会

　
計

ベ
ー
シ
ッ
ク
・
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ

流
通

入
門

経
営

財
務

論
投

資
決

定
論

管
理

会
計

論
基

礎
管

理
会

計
論

応
用

財
務

会
計

論
基

礎
財

務
会

計
論

応
用

国
際

会
計

論
基

礎
国

際
会

計
論

応
用

産
業

組
織

論
Ａ

産
業

組
織

論
Ｂ

経
営

監
査

論
会

計
監

査
論

小
売

経
営

論
卸

売
経

営
論

会
計

基
礎

論
現
代
の
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ

マ
ー

ケ
テ

ィ
ン

グ
論

経
営

分
析

論
情

報
処

理
実

習
Ａ

ビ
ジ
ネ
ス
・
ネ
ゴ
シ
エ
ー
シ
ョ
ン
Ａ

ビ
ジ
ネ
ス
・
ネ
ゴ
シ
エ
ー
シ
ョ
ン
Ｂ

ビ
ジ
ネ
ス
・
ニ
ュ
ー
ス
英
語
Ａ

ビ
ジ
ネ
ス
・
ニ
ュ
ー
ス
英
語
Ｂ

ビ
ジ
ネ
ス
・
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
Ａ

ビ
ジ
ネ
ス
・
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
Ｂ

ビ
ジ
ネ
ス
・
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
Ａ

ビ
ジ
ネ
ス
・
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
Ｂ

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑴ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

外
国
史

４
単
位

以
上

○ ○
外

国
史

Ａ
外

国
史

Ｂ
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
学
説
史

マ
ー

ケ
テ

ィ
ン

グ
史

経
営

学
史

現
代
経
営
管
理
思
想
史

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

人
文
地
理
学
及
び
自
然

地
理
学

８
単
位

以
上

○ ○ ○ ○

人
文

地
理

学
Ａ

人
文

地
理

学
Ｂ

自
然

地
理

学
Ａ

自
然

地
理

学
Ｂ

地
理

学
Ａ

地
理

学
Ｂ

ア
ジ

ア
経

営
事

情

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

地
誌

４
単
位

○ ○
地

誌
学

Ａ
地

誌
学

Ｂ
⑵ ⑵

職
業
指
導

４
単
位

○ ○
職

業
指

導
Ａ

職
業

指
導

Ｂ
⑵ ⑵

『
教
科
に
関
す
る
科
目
』

単
位
小
計

20
単
位

以
上

・
・
・
②

『
教
科
に
関
す
る
科
目
』

単
位
小
計

20
単
位

以
上

・
・
・
②

本
学
に
お
け
る
免
許
取
得
の

た
め
の
単
位
の
合
計

59
単
位

以
上

①
＋
②
の
合
計
で
59
単
位
以
上
修
得
し
て
い
な
け
れ
ば
、
免
許
を
取

得
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。

本
学
に
お
け
る
免
許
取
得
の

た
め
の
単
位
の
合
計

59
単
位

以
上

①
＋
②
の
合
計
で
59
単
位
以
上
修
得
し
て
い
な
け
れ
ば
、
免
許
を
取

得
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。

〈
注
意
〉　
 高
等
学
校
教
諭
１
種
免
許
状
（
公
民
）・
高
等
学
校
教
諭
１
種
免
許
状
（
地
理
歴
史
）・
高
等
学
校
教
諭
１
種
免
許
状
（
商
業
）の
免
許
取
得
希
望
者
は
、
本
学
に
お
け
る
免
許
取
得
の
た
め
の
単
位
の
合
計
を
満
た
す
た
め

に
、「
教
職
に
関
す
る
科
目
」
と
「
教
科
に
関
す
る
科
目
」
の
選
択
科
目
を
履
修
修
得
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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〈
表
2
〉
本
学
に
お
け
る
「
教
職
に
関
す
る
科
目
」「
教
科
に
関
す
る
科
目
」
一
覧
表

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
学
科（
第
１
部
）2
01
2年
度
入
学
生
適
用（
１
．
○
：
必
修
科
目
、
２
．「
最
低
修
得
単
位
数
」：
本
学
に
お
い
て
各
免
許
状
を
取
得
す
る
た
め
の
最
低
単
位
数
、
３
．
△
：
１
科
目
選
択
必
修
）

高
等
学
校
教
諭
１
種
（
公
民
）

中
学
校
教
諭
１
種
（
社
会
）

教
職
に
関
す
る
科
目

教
職
に
関
す
る
科
目

免
許
法
施
行

規
則
に
定
め
る

科
目

区
分

最
低

修
得

単
位
数

本
学
で
開
講
し
て
い
る
科
目

配
当

学
年

免
許
法
施
行

規
則
に
定
め
る

科
目

区
分

最
低

修
得

単
位
数

本
学
で
開
講
し
て
い
る
科
目

配
当

学
年

教
職
の
意
義
等

に
関
す
る
科
目

2
単
位

○
教
職
概
論
⑵

１
教
職
の
意
義
等
に

関
す
る
科
目

2
単
位

○
教
職
概
論
⑵

１

教
育
の
基
礎
理
論

に
関
す
る
科
目

6
単
位

以
上

○
教
育
基
礎
論
Ⅰ
⑵

○
教
育
基
礎
論
Ⅱ
⑵

１ １
教
育
の
基
礎
理
論

に
関
す
る
科
目

6
単
位

○
教
育
基
礎
論
Ⅰ
⑵

○
教
育
基
礎
論
Ⅱ
⑵

１ １
　
教
育
史
⑵

３
・
４

　
教
育
史
⑵

３
・
４

○
教
育
心
理
学
⑵

２
○
教
育
心
理
学
⑵

２
　
教
育
法
規
⑵

３
・
４

　
教
育
法
規
⑵

３
・
４

教
育
課
程
及
び
指
導
法

に
関
す
る
科
目

8
単
位

以
上

　
社
会
科
教
育
論
⑵

２

教
育
課
程
及
び
指
導
法

に
関
す
る
科
目

12
単
位

○
社
会
科
教
育
論
⑵

２

○
社
会
・
公
民
指
導
法
Ⅰ
⑵

○
社
会
・
公
民
指
導
法
Ⅱ
⑵

３ ３

○
社
会
・
地
歴
指
導
法
Ⅰ
⑵

○
社
会
・
地
歴
指
導
法
Ⅱ
⑵

○
社
会
・
公
民
指
導
法
Ⅰ
⑵

○
社
会
・
公
民
指
導
法
Ⅱ
⑵

※
１
、
※
２
　
い
ず
れ
か
１
分
野

Ⅰ
・
Ⅱ
と
も
履
修
修
得
す
る
こ
と
。

３ ３ ３ ３

　
道
徳
教
育
の
研
究
⑵

３
○
道
徳
教
育
の
研
究
⑵

３
○
特
別
活
動
の
研
究
⑵

３
○
特
別
活
動
の
研
究
⑵

３
○
教
育
方
法
研
究
（
情
報
機
器
の
活
用
を
含
む
）
⑵

　
教
育
評
価
⑵

３
３
・
４

○
教
育
方
法
研
究
（
情
報
機
器
の
活
用
を
含
む
）
⑵

　
教
育
評
価
⑵

３
３
・
４

生
徒
指
導
・
教
育
相
談

及
び
進
路
指
導
に

関
す
る
科
目

4
単
位

○
生
徒
指
導
論
（
進
路
指
導
論
を
含
む
）
⑵

２
生
徒
指
導
・
教
育
相
談

及
び
進
路
指
導
に

関
す
る
科
目

4
単
位

○
生
徒
指
導
論
（
進
路
指
導
論
を
含
む
）
⑵

２

○
教
育
相
談
⑵

２
○
教
育
相
談
⑵

２

教
育
実
習

3
単
位

△
教
育
実
習
Ⅰ
（
事
前
・
事
後
指
導
を
含
む
）
⑸

△
教
育
実
習
Ⅱ
（
事
前
・
事
後
指
導
を
含
む
）
⑶

※
い
ず
れ
か
１
科
目
を
修
得
す
る
こ
と
。

校
学

等
高

、
も

て
し

得
修

を
Ⅰ

習
実

育
教

し
だ

た 
　
免
許
申
請
の
際
に
は
３
単
位
と
し
て
申
請
す
る
。

４ ４
教
育
実
習

5
単
位

○
教
育
実
習
Ⅰ
（
事
前
・
事
後
指
導
を
含
む
）
⑸

４

教
職
実
践
演
習

2
単
位

○
教
職
実
践
演
習
（
中
・
高
）
⑵

４
教
職
実
践
演
習

2
単
位

○
教
職
実
践
演
習
（
中
・
高
）
⑵

４
『
教
職
に
関
す
る
科
目
』

単
位
小
計

25
単
位

以
上

・
・
・
①

『
教
職
に
関
す
る
科
目
』

単
位
小
計

31
単
位

・
・
・
①

※
1

※
2
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教
科
に
関
す
る
科
目

教
科
に
関
す
る
科
目

免
許

法
施

行
規

則
に

定
め

る
科

目
区

分

最
低

修
得

単
位

数
本
学
で
開
講
し
て
い
る
科
目

免
許

法
施

行
規

則
に

定
め

る
科

目
区

分

最
低

修
得

単
位

数
本
学
で
開
講
し
て
い
る
科
目

日
本
史
及
び
外
国
史

８
単
位

○ ○ ○ ○

日
本

史
Ａ

日
本

史
Ｂ

外
国

史
Ａ

外
国

史
Ｂ

経
営

史
日

本
経

営
史

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

歴
史
の
諸
問
題
Ａ

歴
史
の
諸
問
題
Ｂ

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
学
説
史

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
史

経
営

学
史

現
代
経
営
管
理
思
想
史

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

地
理
学
（
地
誌
を
含
む
。）

８
単
位

○ ○ ○ ○

地
理

学
Ａ

地
理

学
Ｂ

地
誌

学
Ａ

地
誌

学
Ｂ

人
文
地
理
学
Ａ

人
文
地
理
学
Ｂ

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

自
然
地
理
学
Ａ

自
然
地
理
学
Ｂ

グ
ロ
ー
バ
ル
・
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
論

国
際
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
論

⑵ ⑵ ⑵ ⑵

「
法
律
学
（
国
際
法
を
含

む
。）
、
政
治
学
（
国
際
政
治
を

含
む
。）
」

４
単
位

以
上

○ ○
政
治
学
原
論
Ａ

政
治
学
原
論
Ｂ

民
法

Ａ
民

法
Ｂ

商
法

Ａ
商

法
Ｂ

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

政
治

学
Ａ

政
治

学
Ｂ

経
済

法
Ａ

経
済

法
Ｂ

会
社

法
Ａ

会
社

法
Ｂ

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

「
法
律
学
、
政
治
学
」

４
単
位

○ ○
政
治
学
原
論
Ａ

政
治
学
原
論
Ｂ

民
法

Ａ
民

法
Ｂ

商
法

Ａ
商

法
Ｂ

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

政
治

学
Ａ

政
治

学
Ｂ

経
済

法
Ａ

経
済

法
Ｂ

会
社

法
Ａ

会
社

法
Ｂ

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

「
社
会
学
、
経
済
学
（
国
際
経

済
を
含
む
。）
」

６
単
位

以
上

○ ○ ○

経
済
学
（
マ
ク
ロ
）

応
用
マ
ク
ロ
経
済
学

経
済
学
（
ミ
ク
ロ
）

応
用
ミ
ク
ロ
経
済
学

国
際

経
済

論
経

済
学

Ａ
経

済
学

Ｂ
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

組
織
デ
ザ
イ
ン

経
営

組
織

論
組

織
行

動
論

金
融

論
金
融
シ
ス
テ
ム
論

消
費
者
行
動
論

現
代
の
消
費
者
行
動

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

企
業

論
グ
ル
ー
プ
経
営
論

企
業

評
価

論
中
小
企
業
経
営
論

ビ
ジ
ネ
ス
プ
ラ
ン

社
会

学
Ａ

社
会

学
Ｂ

国
際

流
通

論
現

代
の

経
営

経
営

学
銀

行
論

国
際

金
融

論

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

「
社
会
学
、
経
済
学
」

４
単
位

○ ○
経
済
学
（
マ
ク
ロ
）

応
用
マ
ク
ロ
経
済
学

経
済
学
（
ミ
ク
ロ
）

応
用
ミ
ク
ロ
経
済
学

国
際

経
済

論
経

済
学

Ａ
経

済
学

Ｂ
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

組
織
デ
ザ
イ
ン

経
営

組
織

論
組

織
行

動
論

金
融

論
金
融
シ
ス
テ
ム
論

消
費
者
行
動
論

現
代
の
消
費
者
行
動

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

企
業

論
グ
ル
ー
プ
経
営
論

企
業

評
価

論
中
小
企
業
経
営
論

ビ
ジ
ネ
ス
プ
ラ
ン

社
会

学
Ａ

社
会

学
Ｂ

国
際

流
通

論
現

代
の

経
営

経
営

学
銀

行
論

国
際

金
融

論

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

「
哲
学
、
倫
理
学
、

宗
教
学
、
心
理
学
」

８
単
位

○ ○
哲

学
概

説
Ａ

哲
学

概
説

Ｂ
⑵ ⑵

○ ○
倫
理
学
概
説
Ａ

倫
理
学
概
説
Ｂ
⑵ ⑵

「
哲
学
、
倫
理
学
、
宗
教
学
」

８
単
位

○ ○
哲

学
概

説
Ａ

哲
学

概
説

Ｂ
⑵ ⑵

○ ○
倫
理
学
概
説
Ａ

倫
理
学
概
説
Ｂ
⑵ ⑵

『
教
科
に
関
す
る
科
目
』

単
位
小
計

20
単
位

以
上

・
・
・
②

『
教
科
に
関
す
る
科
目
』

単
位
小
計

32
単
位

・
・
・
②

本
学
に
お
け
る
免
許
取
得
の

た
め
の
単
位
の
合
計

59
単
位

以
上

①
＋
②
の
合
計
で
59
単
位
以
上
修
得
し
て
い
な
け
れ
ば
、
免
許
を
取
得
す

る
こ
と
は
で
き
な
い
。

本
学
に
お
け
る
免
許
取
得
の

た
め
の
単
位
の
合
計

63
単
位

①
＋
②
の
合
計
で
63
単
位
以
上
修
得
し
て
い
な
け
れ
ば
、
免
許
を
取
得
す

る
こ
と
は
で
き
な
い
。

〈
注
意
〉　
 高
等
学
校
教
諭
１
種
免
許
状
（
公
民
）・
高
等
学
校
教
諭
１
種
免
許
状
（
地
理
歴
史
）・
高
等
学
校
教
諭
１
種
免
許
状
（
商
業
）
の
免
許
取
得
希
望
者
は
、
本
学
に
お
け
る
免
許
取
得
の
た
め
の
単
位
の
合
計
を
満
た
す
た
め

に
、「
教
職
に
関
す
る
科
目
」
と
「
教
科
に
関
す
る
科
目
」
の
選
択
科
目
を
履
修
修
得
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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〈
表
2
〉
本
学
に
お
け
る
「
教
職
に
関
す
る
科
目
」「
教
科
に
関
す
る
科
目
」
一
覧
表

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
学
科（
第
１
部
）2
01
2年
度
入
学
生
適
用（
１
．
○
：
必
修
科
目
、
２
．「
最
低
修
得
単
位
数
」：
本
学
に
お
い
て
各
免
許
状
を
取
得
す
る
た
め
の
最
低
単
位
数
、
３
．
△
：
１
科
目
選
択
必
修
）

高
等
学
校
教
諭
１
種
（
地
理
歴
史
）

高
等
学
校
教
諭
１
種
（
商
業
）

教
職
に
関
す
る
科
目

教
職
に
関
す
る
科
目

免
許
法
施
行

規
則
に
定
め
る

科
目

区
分

最
低

修
得

単
位
数

本
学
で
開
講
し
て
い
る
科
目

配
当

学
年

免
許
法
施
行

規
則
に
定
め
る

科
目

区
分

最
低

修
得

単
位
数

本
学
で
開
講
し
て
い
る
科
目

配
当

学
年

教
職
の
意
義
等

に
関
す
る
科
目

2
単
位

○
教
職
概
論
⑵

１
教
職
の
意
義
等

に
関
す
る
科
目

2
単
位

○
教
職
概
論
⑵

１

教
育
の
基
礎
理
論

に
関
す
る
科
目

6
単
位

以
上

○
教
育
基
礎
論
Ⅰ
⑵

○
教
育
基
礎
論
Ⅱ
⑵

１ １
教
育
の
基
礎
理
論

に
関
す
る
科
目

6
単
位

以
上

○
教
育
基
礎
論
Ⅰ
⑵

○
教
育
基
礎
論
Ⅱ
⑵

１ １
　
教
育
史
⑵

３
・
４

　
教
育
史
⑵

３
・
４

○
教
育
心
理
学
⑵

２
○
教
育
心
理
学
⑵

２
　
教
育
法
規
⑵

３
・
４

　
教
育
法
規
⑵

３
・
４

教
育
課
程
及
び
指
導
法

に
関
す
る
科
目

8
単
位

以
上

　
社
会
科
教
育
論
⑵

２

教
育
課
程
及
び
指
導
法

に
関
す
る
科
目

8
単
位

以
上

○
商
業
科
指
導
法
Ⅰ
⑵

○
商
業
科
指
導
法
Ⅱ
⑵

３ ３
○
社
会
・
地
歴
指
導
法
Ⅰ
⑵

○
社
会
・
地
歴
指
導
法
Ⅱ
⑵

３ ３
　
道
徳
教
育
の
研
究
⑵

３
　
道
徳
教
育
の
研
究
⑵

３
○
特
別
活
動
の
研
究
⑵

３
○
特
別
活
動
の
研
究
⑵

３
○
教
育
方
法
研
究
（
情
報
機
器
の
活
用
を
含
む
）
⑵

　
教
育
評
価
⑵

３
３
・
４

○
教
育
方
法
研
究
（
情
報
機
器
の
活
用
を
含
む
）
⑵

　
教
育
評
価
⑵

３
３
・
４

生
徒
指
導
・
教
育
相
談

及
び
進
路
指
導
に

関
す
る
科
目

4
単
位

○
生
徒
指
導
論
（
進
路
指
導
論
を
含
む
）
⑵

２
生
徒
指
導
・
教
育
相
談

及
び
進
路
指
導
に

関
す
る
科
目

4
単
位

○
生
徒
指
導
論
（
進
路
指
導
論
を
含
む
）
⑵

２

○
教
育
相
談
⑵

２
○
教
育
相
談
⑵

２

教
育
実
習

3
単
位

△
教
育
実
習
Ⅰ
（
事
前
・
事
後
指
導
を
含
む
）
⑸

△
教
育
実
習
Ⅱ
（
事
前
・
事
後
指
導
を
含
む
）
⑶

※
い
ず
れ
か
１
科
目
を
修
得
す
る
こ
と
。

校
学

等
高

、
も

て
し

得
修

を
Ⅰ

習
実

育
教

し
だ

た 
　
免
許
申
請
の
際
に
は
３
単
位
と
し
て
申
請
す
る
。

４ ４
教
育
実
習

3
単
位

△
教
育
実
習
Ⅰ
（
事
前
・
事
後
指
導
を
含
む
）
⑸

△
教
育
実
習
Ⅱ
（
事
前
・
事
後
指
導
を
含
む
）
⑶

※
い
ず
れ
か
１
科
目
を
修
得
す
る
こ
と
。

校
学

等
高

、
も

て
し

得
修

を
Ⅰ

習
実

育
教

し
だ

た 
　
免
許
申
請
の
際
に
は
３
単
位
と
し
て
申
請
す
る
。

４ ４

教
職
実
践
演
習

2
単
位

○
教
職
実
践
演
習
（
中
・
高
）
⑵

４
教
職
実
践
演
習

2
単
位

○
教
職
実
践
演
習
（
中
・
高
）
⑵

４
『
教
職
に
関
す
る
科
目
』

単
位
小
計

25
単
位

以
上

・
・
・
①

『
教
職
に
関
す
る
科
目
』

単
位
小
計

25
単
位

以
上

・
・
・
①
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教
科
に
関
す
る
科
目

教
科
に
関
す
る
科
目

免
許

法
施

行
規
則
に
定
め
る

科
目

区
分

最
低

修
得

単
位

数
本
学
で
開
講
し
て
い
る
科
目

免
許

法
施

行
規
則
に
定
め
る

科
目

区
分

最
低

修
得

単
位

数
本
学
で
開
講
し
て
い
る
科
目

日
本
史

４
単
位

以
上

○ ○
日

本
史

Ａ
日

本
史

Ｂ
歴

史
の

諸
問

題
Ａ

歴
史

の
諸

問
題

Ｂ
経

営
史

日
本

経
営

史

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

商
業
の
関
係
科
目

16
単
位

以
上

○ ○ ○

簿
記
原
理
Ⅰ

簿
記
原
理
Ⅱ

会
計
学
総
論
基
礎

会
計
学
総
論
応
用

情
報
処
理
実
習
Ａ

基
礎
会
計
学

企
業

会
計

会
計
基
礎
論

ベー
シッ

ク・
マー

ケテ
ィン

グ
流

通
入

門
流

通
論

産
業
組
織
論
Ａ

産
業
組
織
論
Ｂ

現
代
の
流
通

経
営
財
務
論

投
資
決
定
論

マ
ー
ケ
ティ
ング
・リ
サ
ー
チ
論

サー
ビス

・マ
ーケ

ティ
ング

論
製
品
戦
略
論

チ
ャ
ネ
ル
戦
略
論

現
代
の
チ
ャ
ネ
ル
戦
略

物
流

論
サプ

ライ
チェ

ーン
・マ

ネジ
メン

ト
チ
ェ
ー
ン
ス
ト
ア
経
営
論

マ
ー
チ
ャ
ン
ダ
イ
ジ
ン
グ
論

マー
ケテ

ィン
グ・

サイ
エン

ス論
ダイ

レク
ト・

マー
ケテ

ィン
グ論

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑴ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

○

保
険

論
税
務
会
計
認
識
論

税
務
会
計
測
定
論

原
価
計
算
論
基
礎

原
価
計
算
論
応
用

管
理
会
計
論
基
礎

管
理
会
計
論
応
用

財
務
会
計
論
基
礎

財
務
会
計
論
応
用

経
営
監
査
論

会
計
監
査
論

広
告

論
現
代
の
広
告

現
代
の
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
論

ビジ
ネス

・ネ
ゴシ

エー
ショ

ンＡ
ビジ

ネス
・ネ

ゴシ
エー

ショ
ンＢ

ビ
ジ
ネ
ス
・
ニ
ュ
ー
ス
英
語
Ａ

ビ
ジ
ネ
ス
・
ニ
ュ
ー
ス
英
語
Ｂ

ビジ
ネス

・プ
レゼ

ンテ
ーシ

ョン
Ａ

ビジ
ネス

・プ
レゼ

ンテ
ーシ

ョン
Ｂ

ビジ
ネス

・コ
ミュ

ニケ
ーシ

ョン
Ａ

ビジ
ネス

・コ
ミュ

ニケ
ーシ

ョン
Ｂ

小
売
経
営
論

卸
売
経
営
論

経
営
分
析
論

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

外
国
史

４
単
位

以
上

○ ○
外

国
史

Ａ
外

国
史

Ｂ
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
学
説
史

マ
ー

ケ
テ

ィ
ン

グ
史

経
営

学
史

現
代
経
営
管
理
思
想
史

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

人
文
地
理
学
及
び
自
然

地
理
学

８
単
位

以
上

○ ○ ○ ○

人
文

地
理

学
Ａ

人
文

地
理

学
Ｂ

自
然

地
理

学
Ａ

自
然

地
理

学
Ｂ

地
理

学
Ａ

地
理

学
Ｂ

ア
ジ

ア
経

営
事

情
グ
ロ
ー
バ
ル
・
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
論

国
際
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
論

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

地
誌

４
単
位

○ ○
地

誌
学

Ａ
地

誌
学

Ｂ
⑵ ⑵

職
業
指
導

４
単
位

○ ○
職
業
指
導
Ａ

職
業
指
導
Ｂ
⑵ ⑵

『
教
科
に
関
す
る

科
目
』
単
位
小
計

20
単
位
以
上

・
・
・
②

『
教
科
に
関
す
る

科
目
』
単
位
小
計

20
単
位
以
上

・
・
・
②

本
学
に
お
け
る
免
許

取
得
の
た
め
の
単
位

の
合

計
59
単
位
以
上

①
＋
②
の
合
計
で
59
単
位
以
上
修
得
し
て
い
な
け
れ
ば
、
免
許
を

取
得
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。

本
学
に
お
け
る
免
許

取
得
の
た
め
の
単
位

の
合

計
59
単
位
以
上

①
＋
②
の
合
計
で
59
単
位
以
上
修
得
し
て
い
な
け
れ
ば
、
免
許
を

取
得
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。

〈
注
意
〉　
 高
等
学
校
教
諭
１
種
免
許
状
（
公
民
）・
高
等
学
校
教
諭
１
種
免
許
状
（
地
理
歴
史
）・
高
等
学
校
教
諭
１
種
免
許
状
（
商
業
）
の
免
許
取
得
希
望
者
は
、
本
学
に
お
け
る
免
許
取
得
の
た
め
の
単
位
の
合
計
を
満
た
す
た
め

に
、「
教
職
に
関
す
る
科
目
」
と
「
教
科
に
関
す
る
科
目
」
の
選
択
科
目
を
履
修
修
得
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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〈
表
2
〉
本
学
に
お
け
る
「
教
職
に
関
す
る
科
目
」「
教
科
に
関
す
る
科
目
」
一
覧
表

会
計
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
学
科（
第
１
部
）2
01
2年
度
入
学
生
適
用
（
１
．
○
：
必
修
科
目
、
２
．「
最
低
修
得
単
位
数
」：
本
学
に
お
い
て
各
免
許
状
を
取
得
す
る
た
め
の
最
低
単
位
数
、
３
．
△
：
１
科
目
選
択
必
修
）

高
等
学
校
教
諭
１
種
（
公
民
）

中
学
校
教
諭
１
種
（
社
会
）

教
職
に
関
す
る
科
目

教
職
に
関
す
る
科
目

免
許
法
施
行

規
則
に
定
め
る

科
目

区
分

最
低

修
得

単
位
数

本
学
で
開
講
し
て
い
る
科
目

配
当

学
年

免
許
法
施
行

規
則
に
定
め
る

科
目

区
分

最
低

修
得

単
位
数

本
学
で
開
講
し
て
い
る
科
目

配
当

学
年

教
職
の
意
義
等

に
関
す
る
科
目

2
単
位

○
教
職
概
論
⑵

１
教
職
の
意
義
等
に

関
す
る
科
目

2
単
位

○
教
職
概
論
⑵

１

教
育
の
基
礎
理
論

に
関
す
る
科
目

6
単
位

以
上

○
教
育
基
礎
論
Ⅰ
⑵

○
教
育
基
礎
論
Ⅱ
⑵

１ １
教
育
の
基
礎
理
論

に
関
す
る
科
目

6
単
位

○
教
育
基
礎
論
Ⅰ
⑵

○
教
育
基
礎
論
Ⅱ
⑵

１ １
　
教
育
史
⑵

３
・
４

　
教
育
史
⑵

３
・
４

○
教
育
心
理
学
⑵

２
○
教
育
心
理
学
⑵

２
　
教
育
法
規
⑵

３
・
４

　
教
育
法
規
⑵

３
・
４

教
育
課
程
及
び
指
導
法

に
関
す
る
科
目

8
単
位

以
上

　
社
会
科
教
育
論
⑵

２

教
育
課
程
及
び
指
導
法

に
関
す
る
科
目

12
単
位

○
社
会
科
教
育
論
⑵

２

○
社
会
・
公
民
指
導
法
Ⅰ
⑵

○
社
会
・
公
民
指
導
法
Ⅱ
⑵

３ ３

○
社
会
・
公
民
指
導
法
Ⅰ
⑵

○
社
会
・
公
民
指
導
法
Ⅱ
⑵

※
Ⅰ
・
Ⅱ
と
も
履
修
修
得
す
る
こ
と
。

３ ３

　
道
徳
教
育
の
研
究
⑵

３
○
道
徳
教
育
の
研
究
⑵

３
○
特
別
活
動
の
研
究
⑵

３
○
特
別
活
動
の
研
究
⑵

３
○
教
育
方
法
研
究
（
情
報
機
器
の
活
用
を
含
む
）
⑵

　
教
育
評
価
⑵

３
３
・
４

○
教
育
方
法
研
究
（
情
報
機
器
の
活
用
を
含
む
）
⑵

　
教
育
評
価
⑵

３
３
・
４

生
徒
指
導
・
教
育
相
談

及
び
進
路
指
導

に
関
す
る
科
目

4
単
位

○
生
徒
指
導
論
（
進
路
指
導
論
を
含
む
）
⑵

２
生
徒
指
導
・
教
育
相
談

及
び
進
路
指
導

に
関
す
る
科
目

4
単
位

○
生
徒
指
導
論
（
進
路
指
導
論
を
含
む
）
⑵

２

○
教
育
相
談
⑵

２
○
教
育
相
談
⑵

２

教
育
実
習

3
単
位

△
教
育
実
習
Ⅰ
（
事
前
・
事
後
指
導
を
含
む
）
⑸

△
教
育
実
習
Ⅱ
（
事
前
・
事
後
指
導
を
含
む
）
⑶

※
い
ず
れ
か
１
科
目
を
修
得
す
る
こ
と
。

校
学

等
高

、
も

て
し

得
修

を
Ⅰ

習
実

育
教

し
だ

た 
　
免
許
申
請
の
際
に
は
３
単
位
と
し
て
申
請
す
る
。

４ ４
教
育
実
習

5
単
位

○
教
育
実
習
Ⅰ
（
事
前
・
事
後
指
導
を
含
む
）
⑸

４

教
職
実
践
演
習

2
単
位

○
教
職
実
践
演
習
（
中
・
高
）
⑵

４
教
職
実
践
演
習

2
単
位

○
教
職
実
践
演
習
（
中
・
高
）
⑵

４
『
教
職
に
関
す
る
科
目
』

単
位
小
計

25
単
位

以
上

・
・
・
①

『
教
職
に
関
す
る
科
目
』

単
位
小
計

31
単
位

・
・
・
①
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教
科
に
関
す
る
科
目

教
科
に
関
す
る
科
目

免
許

法
施

行
規

則
に

定
め

る
科

目
区

分

最
低

修
得

単
位

数
本
学
で
開
講
し
て
い
る
科
目

免
許

法
施

行
規

則
に

定
め

る
科

目
区

分

最
低

修
得

単
位

数
本
学
で
開
講
し
て
い
る
科
目

日
本

史
及

び
外

国
史

８
単
位

○ ○ ○ ○

日
本

史
Ａ

日
本

史
Ｂ

外
国

史
Ａ

外
国

史
Ｂ

経
営

史
日

本
経

営
史

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

経
営

学
史

現
代

経
営

管
理

思
想

史
歴

史
の

諸
問

題
Ａ

歴
史

の
諸

問
題

Ｂ

⑵ ⑵ ⑵ ⑵

地
理

学
（

地
誌

を
含

む
。）

８
単
位

○ ○ ○ ○

地
理

学
Ａ

地
理

学
Ｂ

地
誌

学
Ａ

地
誌

学
Ｂ

⑵ ⑵ ⑵ ⑵

人
文

地
理

学
Ａ

人
文

地
理

学
Ｂ

自
然

地
理

学
Ａ

自
然

地
理

学
Ｂ

⑵ ⑵ ⑵ ⑵

「
法

律
学

（
国

際
法

を
含

む
。）

、
政

治
学

（
国

際
政

治
を

含
む

。）
」

４
単
位

以
上

○ ○
政

治
学

原
論

Ａ
政

治
学

原
論

Ｂ
民

法
Ａ

民
法

Ｂ
商

法
Ａ

商
法

Ｂ

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

政
治

学
Ａ

政
治

学
Ｂ

経
済

法
Ａ

経
済

法
Ｂ

会
社

法
Ａ

会
社

法
Ｂ

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

「
法

律
学

、
政

治
学

」
４
単
位

○ ○
政

治
学

原
論

Ａ
政

治
学

原
論

Ｂ
民

法
Ａ

民
法

Ｂ
商

法
Ａ

商
法

Ｂ

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

政
治

学
Ａ

政
治

学
Ｂ

経
済

法
Ａ

経
済

法
Ｂ

会
社

法
Ａ

会
社

法
Ｂ

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

「
社

会
学

、
経

済
学

（
国

際
経

済
を

含
む

。）
」

６
単
位

以
上

○ ○ ○

経
済

学
（

マ
ク

ロ
）

応
用

マ
ク

ロ
経

済
学

経
済

学
（

ミ
ク

ロ
）

応
用

ミ
ク

ロ
経

済
学

国
際

経
済

論
経

営
組

織
論

組
織

行
動

論
企

業
評

価
論

社
会

学
Ａ

社
会

学
Ｂ

経
済

学
Ａ

経
済

学
Ｂ

消
費

者
行

動
論

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

現
代

の
消

費
者

行
動

金
融

論
金

融
シ

ス
テ

ム
論

国
際

金
融

論
銀

行
論

現
代

の
経

営
経

営
学

企
業

論
グ

ル
ー

プ
経

営
論

環
境

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

入
門

環
境

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

コ
ー

ポ
レ

ー
ト

ガ
バ

ナ
ン

ス
論

コ
ン

プ
ラ

イ
ア

ン
ス

経
営

論

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

「
社

会
学

、
経

済
学

」
４
単
位

○ ○
経

済
学

（
マ

ク
ロ

）
応

用
マ

ク
ロ

経
済

学
経

済
学

（
ミ

ク
ロ

）
応

用
ミ

ク
ロ

経
済

学
国

際
経

済
論

経
営

組
織

論
組

織
行

動
論

企
業

評
価

論
社

会
学

Ａ
社

会
学

Ｂ
経

済
学

Ａ
経

済
学

Ｂ
消

費
者

行
動

論

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

現
代

の
消

費
者

行
動

金
融

論
金

融
シ

ス
テ

ム
論

国
際

金
融

論
銀

行
論

現
代

の
経

営
経

営
学

企
業

論
グ

ル
ー

プ
経

営
論

環
境

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

入
門

環
境

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

コ
ー

ポ
レ

ー
ト

ガ
バ

ナ
ン

ス
論

コ
ン

プ
ラ

イ
ア

ン
ス

経
営

論

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

「
哲

学
、

倫
理

学
、

宗
教

学
、

心
理

学
」

８
単
位

○ ○
哲

学
概

説
Ａ

哲
学

概
説

Ｂ
⑵ ⑵

○ ○
倫

理
学

概
説

Ａ
倫

理
学

概
説

Ｂ
⑵ ⑵

「
哲

学
、

倫
理

学
、

宗
教

学
」

８
単
位

○ ○
哲

学
概

説
Ａ

哲
学

概
説

Ｂ
⑵ ⑵

○ ○
倫

理
学

概
説

Ａ
倫

理
学

概
説

Ｂ
⑵ ⑵

『
教

科
に

関
す

る
科

目
』

単
位

小
計

20
単
位

以
上

・
・

・
②

『
教

科
に

関
す

る
科

目
』

単
位

小
計

32
単
位

・
・

・
②

本
学

に
お

け
る

免
許

取
得

の
た

め
の

単
位

の
合

計
59
単
位

以
上

①
＋

②
の

合
計

で
59

単
位

以
上

修
得

し
て

い
な

け
れ

ば
、

免
許

を
取

得
す

る
こ

と
は

で
き

な
い

。
本

学
に

お
け

る
免

許
取

得
の

た
め

の
単

位
の

合
計

63
単
位

①
＋

②
の

合
計

で
63

単
位

以
上

修
得

し
て

い
な

け
れ

ば
、

免
許

を
取

得
す

る
こ

と
は

で
き

な
い

。

〈
注

意
〉　

 高
等

学
校

教
諭

１
種

免
許

状
（

公
民

）・
高

等
学

校
教

諭
１

種
免

許
状

（
商

業
）

の
免

許
取

得
希

望
者

は
、

本
学

に
お

け
る

免
許

取
得

の
た

め
の

単
位

の
合

計
を

満
た

す
た

め
に

、「
教

職
に

関
す

る
科

目
」

と
「

教
科

に
関

す
る

科
目

」
の

選
択

科
目

を
履

修
修

得
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
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〈
表
2
〉
本
学
に
お
け
る
「
教
職
に
関
す
る
科
目
」「
教
科
に
関
す
る
科
目
」
一
覧
表

会
計
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
学
科（
第
１
部
）2
01
2年
度
入
学
生
適
用（
１
．
○
：
必
修
科
目
、
２
．「
最
低
修
得
単
位
数
」：
本
学
に
お
い
て
各
免
許
状
を
取
得
す
る
た
め
の
最
低
単
位
数
、
３
．
△
：
１
科
目
選
択
必
修
）

高
等
学
校
教
諭
１
種
免
許
状
（
商
業
）

教
職
に
関
す
る
科
目

免
許
法
施
行

規
則
に
定
め
る

科
目

区
分

最
低

修
得

単
位
数

本
学
で
開
講
し
て
い
る
科
目

配
当

学
年

教
職
の
意
義
等

に
関
す
る
科
目

2
単
位

○
教
職
概
論
⑵

１

教
育
の
基
礎
理
論

に
関
す
る
科
目

6
単
位

以
上

○
教
育
基
礎
論
Ⅰ
⑵

○
教
育
基
礎
論
Ⅱ
⑵

１ １

　
教
育
史
⑵

３
・
４

○
教
育
心
理
学
⑵

２

　
教
育
法
規
⑵

３
・
４

教
育
課
程
及
び
指
導
法

に
関
す
る
科
目

8
単
位

以
上

○
商
業
科
指
導
法
Ⅰ
⑵

○
商
業
科
指
導
法
Ⅱ
⑵

３ ３

　
道
徳
教
育
の
研
究
⑵

３

○
特
別
活
動
の
研
究
⑵

３

○
教
育
方
法
研
究
（
情
報
機
器
の
活
用
を
含
む
）
⑵

　
教
育
評
価
⑵

３
３
・
４

生
徒
指
導
・
教
育
相
談

及
び
進
路
指
導
に

関
す
る
科
目

4
単
位

○
生
徒
指
導
論
（
進
路
指
導
論
を
含
む
）
⑵

２

○
教
育
相
談
⑵

２

教
育
実
習

3
単
位

△
教
育
実
習
Ⅰ
（
事
前
・
事
後
指
導
を
含
む
）
⑸

△
教
育
実
習
Ⅱ
（
事
前
・
事
後
指
導
を
含
む
）
⑶

※
い
ず
れ
か
１
科
目
を
修
得
す
る
こ
と
。

校
学

等
高

、
も

て
し

得
修

を
Ⅰ

習
実

育
教

し
だ

た 
　
免
許
申
請
の
際
に
は
３
単
位
と
し
て
申
請
す
る
。

４ ４

教
職
実
践
演
習

2
単
位

○
教
職
実
践
演
習
（
中
・
高
）
⑵

４

『
教
職
に
関
す
る
科
目
』

単
位
小
計

25
単
位

以
上

・
・
・
①
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教
科
に
関
す
る
科
目

免
許

法
施

行
規
則
に
定
め
る

科
目

区
分

最
低

修
得

単
位

数
本
学
で
開
講
し
て
い
る
科
目

商
業
の
関
係
科
目

16
単
位

以
上

○ ○ ○ ○

簿
記

原
理

Ⅰ
簿

記
原

理
Ⅱ

会
計

学
総

論
基

礎
会

計
学

総
論

応
用

税
務

会
計

認
識

論
税

務
会

計
測

定
論

原
価

計
算

論
基

礎
原

価
計

算
論

応
用

基
礎

会
計

学
企

　
業

　
会

　
計

ベ
ー
シ
ッ
ク
・
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ

流
通

入
門

経
営

財
務

論
投

資
決

定
論

管
理

会
計

論
基

礎
管

理
会

計
論

応
用

財
務

会
計

論
基

礎
財

務
会

計
論

応
用

国
際

会
計

論
基

礎
国

際
会

計
論

応
用

産
業

組
織

論
Ａ

産
業

組
織

論
Ｂ

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
論

フ
ァ

イ
ナ

ン
ス

論
証

券
投

資
論

経
営

監
査

論
会

計
監

査
論

会
計
情
報
シ
ス
テ
ム
論
Ａ

会
計
情
報
シ
ス
テ
ム
論
Ｂ

小
売

経
営

論
卸

売
経

営
論

会
計

基
礎

論
現
代
の
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ

マ
ー

ケ
テ

ィ
ン

グ
論

経
営

分
析

論
情

報
処

理
実

習
Ａ

ビ
ジ
ネ
ス
・
ネ
ゴ
シ
エ
ー
シ
ョ
ン
Ａ

ビ
ジ
ネ
ス
・
ネ
ゴ
シ
エ
ー
シ
ョ
ン
Ｂ

ビ
ジ
ネ
ス
・
ニ
ュ
ー
ス
英
語
Ａ

ビ
ジ
ネ
ス
・
ニ
ュ
ー
ス
英
語
Ｂ

ビ
ジ
ネ
ス
・
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
Ａ

ビ
ジ
ネ
ス
・
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
Ｂ

ビ
ジ
ネ
ス
・
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
Ａ

ビ
ジ
ネ
ス
・
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
Ｂ

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑴ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

職
業
指
導

４
単
位

○ ○
職

業
指

導
Ａ

職
業

指
導

Ｂ
⑵ ⑵

『
教
科
に
関
す
る
科
目
』

単
位
小
計

20
単
位

以
上

・
・
・
②

本
学
に
お
け
る
免
許
取
得
の

た
め
の
単
位
の
合
計

59
単
位

以
上

①
＋
②
の
合
計
で
59
単
位
以
上
修
得
し
て
い
な
け
れ
ば
、
免
許
を
取

得
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。

〈
注
意
〉　
 高
等
学
校
教
諭
１
種
免
許
状
（
公
民
）・
高
等
学
校
教
諭
１
種
免
許
状
（
商
業
）
の
免
許
取
得
希
望
者
は
、
本
学
に
お
け
る
免
許
取
得
の
た
め
の
単
位
の
合
計
を
満
た
す
た
め
に
、「
教
職
に
関
す
る
科
目
」
と
「
教
科
に
関

す
る
科
目
」
の
選
択
科
目
を
履
修
修
得
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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〈
表
2
〉
本
学
に
お
け
る
「
教
職
に
関
す
る
科
目
」「
教
科
に
関
す
る
科
目
」
一
覧
表

経
営
学
科（
第
２
部
）2
01
2年
度
入
学
生
適
用（
１
．
○
：
必
修
科
目
、
２
．「
最
低
修
得
単
位
数
」：
本
学
に
お
い
て
各
免
許
状
を
取
得
す
る
た
め
の
最
低
単
位
数
、
３
．
△
：
１
科
目
選
択
必
修
）

高
等
学
校
教
諭
１
種
（
公
民
）

中
学
校
教
諭
１
種
（
社
会
）

教
職
に
関
す
る
科
目

教
職
に
関
す
る
科
目

免
許
法
施
行

規
則
に
定
め
る

科
目

区
分

最
低

修
得

単
位
数

本
学
で
開
講
し
て
い
る
科
目

配
当

学
年

免
許
法
施
行

規
則
に
定
め
る

科
目

区
分

最
低

修
得

単
位
数

本
学
で
開
講
し
て
い
る
科
目

配
当

学
年

教
職
の
意
義
等

に
関
す
る
科
目

2
単
位

○
教
職
概
論
⑵

１
教
職
の
意
義
等
に

関
す
る
科
目

2
単
位

○
教
職
概
論
⑵

１

教
育
の
基
礎
理
論

に
関
す
る
科
目

6
単
位

以
上

○
教
育
基
礎
論
Ⅰ
⑵

○
教
育
基
礎
論
Ⅱ
⑵

１ １
教
育
の
基
礎
理
論

に
関
す
る
科
目

6
単
位

○
教
育
基
礎
論
Ⅰ
⑵

○
教
育
基
礎
論
Ⅱ
⑵

１ １
　
教
育
史
⑵

３
・
４

　
教
育
史
⑵

３
・
４

○
教
育
心
理
学
⑵

２
○
教
育
心
理
学
⑵

２
　
教
育
法
規
⑵

３
・
４

　
教
育
法
規
⑵

３
・
４

教
育
課
程
及
び
指
導
法

に
関
す
る
科
目

8
単
位

以
上

　
社
会
科
教
育
論
⑵

２

教
育
課
程
及
び
指
導
法

に
関
す
る
科
目

12
単
位

○
社
会
科
教
育
論
⑵

２

○
社
会
・
公
民
指
導
法
Ⅰ
⑵

○
社
会
・
公
民
指
導
法
Ⅱ
⑵

３ ３

○
社
会
・
地
歴
指
導
法
Ⅰ
⑵

○
社
会
・
地
歴
指
導
法
Ⅱ
⑵

○
社
会
・
公
民
指
導
法
Ⅰ
⑵

○
社
会
・
公
民
指
導
法
Ⅱ
⑵

※
１
、
※
２
　
い
ず
れ
か
１
分
野

　
Ⅰ
・
Ⅱ
と
も
履
修
修
得
す
る
こ
と
。

３ ３ ３ ３

　
道
徳
教
育
の
研
究
⑵

３
○
道
徳
教
育
の
研
究
⑵

３
○
特
別
活
動
の
研
究
⑵

３
○
特
別
活
動
の
研
究
⑵

３
○
教
育
方
法
研
究
（
情
報
機
器
の
活
用
を
含
む
）
⑵

　
教
育
評
価
⑵

３
３
・
４

○
教
育
方
法
研
究
（
情
報
機
器
の
活
用
を
含
む
）
⑵

　
教
育
評
価
⑵

３
３
・
４

生
徒
指
導
・
教
育
相
談

及
び
進
路
指
導

に
関
す
る
科
目

4
単
位

○
生
徒
指
導
論
（
進
路
指
導
論
を
含
む
）
⑵

２
生
徒
指
導
・
教
育
相
談

及
び
進
路
指
導

に
関
す
る
科
目

4
単
位

○
生
徒
指
導
論
（
進
路
指
導
論
を
含
む
）
⑵

２

○
教
育
相
談
⑵

２
○
教
育
相
談
⑵

２

教
育
実
習

3
単
位

△
教
育
実
習
Ⅰ
（
事
前
・
事
後
指
導
を
含
む
）
⑸

△
教
育
実
習
Ⅱ
（
事
前
・
事
後
指
導
を
含
む
）
⑶

※
い
ず
れ
か
１
科
目
を
修
得
す
る
こ
と
。

校
学

等
高

、
も

て
し

得
修

を
Ⅰ

習
実

育
教

し
だ

た 
　
免
許
申
請
の
際
に
は
３
単
位
と
し
て
申
請
す
る
。

４ ４
教
育
実
習

5
単
位

○
教
育
実
習
Ⅰ
（
事
前
・
事
後
指
導
を
含
む
）
⑸

４

教
職
実
践
演
習

2
単
位

○
教
職
実
践
演
習
（
中
・
高
）
⑵

４
教
職
実
践
演
習

2
単
位

○
教
職
実
践
演
習
（
中
・
高
）
⑵

４
『
教
職
に
関
す
る
科
目
』

単
位
小
計

25
単
位

以
上

・
・
・
①

『
教
職
に
関
す
る
科
目
』

単
位
小
計

31
単
位

・
・
・
①

※
1

※
2
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教
科
に
関
す
る
科
目

 

教
科
に
関
す
る
科
目

免
許

法
施

行
規
則
に
定
め
る

科
目

区
分

最
低

修
得

単
位

数
本
学
で
開
講
し
て
い
る
科
目

免
許

法
施

行
規
則
に
定
め
る

科
目

区
分

最
低

修
得

単
位

数
本
学
で
開
講
し
て
い
る
科
目

日
本

史
及

び
外

国
史

８
単
位

○ ○ ○ ○

日
本

史
Ａ

日
本

史
Ｂ

外
国

史
Ａ

外
国

史
Ｂ

経
済

発
展

論
Ａ

経
済

発
展

論
Ｂ

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

経
営

史
Ａ

経
営

史
Ｂ

歴
史

の
諸

問
題

Ａ
歴

史
の

諸
問

題
Ｂ

経
営

学
史

現
代

経
営

管
理

思
想

史

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

地
理

学
（

地
誌

を
含

む
。）

８
単
位

○ ○ ○ ○

地
理

学
Ａ

地
理

学
Ｂ

地
誌

学
Ａ

地
誌

学
Ｂ

人
文

地
理

学
Ａ

人
文

地
理

学
Ｂ

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

グロ
ーバ

ル・
マー

ケテ
ィン

グ論
国

際
マ

ー
ケ

テ
ィ

ン
グ

論
グ

ロ
ー

バ
ル

企
業

論
（

欧
米

）
グロ

ーバ
ル企

業論
（ア

ジア
）

自
然

地
理

学
Ａ

自
然

地
理

学
Ｂ

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

「
法

律
学

（
国

際
法

を
含

む
。）

、
政

治
学

（
国

際
政

治
を

含
む

。）
」

４
単
位

以
上

○ ○
政

治
学

Ａ
政

治
学

Ｂ
民

法
Ａ

民
法

Ｂ

⑵ ⑵ ⑵ ⑵

商
法

Ａ
商

法
Ｂ

会
社

法
Ａ

会
社

法
Ｂ

⑵ ⑵ ⑵ ⑵

「
法

律
学

、
政

治
学

」
４
単
位

○ ○
政

治
学

Ａ
政

治
学

Ｂ
民

法
Ａ

民
法

Ｂ

⑵ ⑵ ⑵ ⑵

商
法

Ａ
商

法
Ｂ

会
社

法
Ａ

会
社

法
Ｂ

⑵ ⑵ ⑵ ⑵

「
社

会
学

、
経

済
学

（
国

際
経

済
を

含
む

。）
」

４
単
位

以
上

○ ○
経

済
学

Ａ
経

済
学

Ｂ
中

小
企

業
経

営
論

Ａ
中

小
企

業
経

営
論

Ｂ
社

会
学

Ａ
社

会
学

Ｂ
経

営
組

織
論

組
織

行
動

論
企

業
評

価
論

金
融

論
社

会
政

策
Ａ

社
会

政
策

Ｂ
日

本
経

済
論

Ａ
日

本
経

済
論

Ｂ

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

現
代

の
経

営
経

営
学

金
融

シ
ス

テ
ム

論
環

境
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
入

門
環

境
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
国

際
経

営
基

礎
論

国
際

経
営

論
企

業
論

グ
ル

ー
プ

経
営

論
消

費
者

行
動

論
イノ

ベー
ショ

ン・
マネ

ジメ
ント

コ
ー

ポ
レ

ー
ト

ガ
バ

ナ
ン

ス
論

コ
ン

プ
ラ

イ
ア

ン
ス

経
営

論

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

「
社

会
学

、
経

済
学

」
４
単
位

○ ○
経

済
学

Ａ
経

済
学

Ｂ
中

小
企

業
経

営
論

Ａ
中

小
企

業
経

営
論

Ｂ
社

会
学

Ａ
社

会
学

Ｂ
経

営
組

織
論

組
織

行
動

論
企

業
評

価
論

金
融

論
社

会
政

策
Ａ

社
会

政
策

Ｂ
日

本
経

済
論

Ａ
日

本
経

済
論

Ｂ

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

現
代

の
経

営
経

営
学

金
融

シ
ス

テ
ム

論
環

境
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
入

門
環

境
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
国

際
経

営
基

礎
論

国
際

経
営

論
企

業
論

グ
ル

ー
プ

経
営

論
消

費
者

行
動

論
イノ

ベー
ショ

ン・
マネ

ジメ
ント

コ
ー

ポ
レ

ー
ト

ガ
バ

ナ
ン

ス
論

コ
ン

プ
ラ

イ
ア

ン
ス

経
営

論

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

「
哲

学
、倫

理
学

、宗
教

学
、

心
理

学
」

８
単
位

○ ○
哲

学
概

説
Ａ

哲
学

概
説

Ｂ
⑵ ⑵

○ ○
倫

理
学

概
説

Ａ
倫

理
学

概
説

Ｂ
⑵ ⑵

「
哲

学
、

倫
理

学
、

宗
教

学
」

８
単
位

○ ○
哲

学
概

説
Ａ

哲
学

概
説

Ｂ
⑵ ⑵

○ ○
倫

理
学

概
説

Ａ
倫

理
学

概
説

Ｂ
⑵ ⑵

『
教

科
に

関
す

る
科

目
』

単
位

小
計

20
単
位
�

以
上

・
・

・
②

『
教

科
に

関
す

る
科

目
』

単
位

小
計

32
単
位

・
・

・
②

本
学

に
お

け
る

免
許

取
得

の
た

め
の

単
位

の
合

計
59
単
位
�

以
上

①
＋

②
の

合
計

で
59

単
位

以
上

修
得

し
て

い
な

け
れ

ば
、

免
許

を
取

得
す

る
こ

と
は

で
き

な
い

。
本

学
に

お
け

る
免

許
取

得
の

た
め

の
単

位
の

合
計

63
単
位

①
＋

②
の

合
計

で
63

単
位

以
上

修
得

し
て

い
な

け
れ

ば
、

免
許

を
取

得
す

る
こ

と
は

で
き

な
い

。
〈

注
意

〉　
 高

等
学

校
教

諭
１

種
免

許
状

（
公

民
）・

高
等

学
校

教
諭

１
種

免
許

状
（

地
理

歴
史

）・
高

等
学

校
教

諭
１

種
免

許
状

（
商

業
）

の
免

許
取

得
希

望
者

は
、

本
学

に
お

け
る

免
許

取
得

の
た

め
の

単
位

の
合

計
を

満
た

す
た

め
に

、「
教

職
に

関
す

る
科

目
」

と
「

教
科

に
関

す
る

科
目

」
の

選
択

科
目

を
履

修
修

得
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
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〈
表
2
〉
本
学
に
お
け
る
「
教
職
に
関
す
る
科
目
」「
教
科
に
関
す
る
科
目
」
一
覧
表

経
営
学
科（
第
２
部
）2
01
2年
度
入
学
生
適
用（
１
．
○
：
必
修
科
目
、
２
．「
最
低
修
得
単
位
数
」：
本
学
に
お
い
て
各
免
許
状
を
取
得
す
る
た
め
の
最
低
単
位
数
、
３
．
△
：
１
科
目
選
択
必
修
）

高
等
学
校
教
諭
１
種
（
地
理
歴
史
）

高
等
学
校
教
諭
１
種
免
許
状
（
商
業
）

教
職
に
関
す
る
科
目

教
職
に
関
す
る
科
目

免
許
法
施
行

規
則
に
定
め
る

科
目

区
分

最
低

修
得

単
位
数

本
学
で
開
講
し
て
い
る
科
目

配
当

学
年

免
許
法
施
行

規
則
に
定
め
る

科
目

区
分

最
低

修
得

単
位
数

本
学
で
開
講
し
て
い
る
科
目

配
当

学
年

教
職
の
意
義
等

に
関
す
る
科
目

2
単
位

○
教
職
概
論
⑵

１
教
職
の
意
義
等

に
関
す
る
科
目

2
単
位

○
教
職
概
論
⑵

１

教
育
の
基
礎
理
論

に
関
す
る
科
目

6
単
位

以
上

○
教
育
基
礎
論
Ⅰ
⑵

○
教
育
基
礎
論
Ⅱ
⑵

１ １
教
育
の
基
礎
理
論

に
関
す
る
科
目

6
単
位

以
上

○
教
育
基
礎
論
Ⅰ
⑵

○
教
育
基
礎
論
Ⅱ
⑵

１ １
　
教
育
史
⑵

３
・
４

　
教
育
史
⑵

３
・
４

○
教
育
心
理
学
⑵

２
○
教
育
心
理
学
⑵

２
　
教
育
法
規
⑵

３
・
４

　
教
育
法
規
⑵

３
・
４

教
育
課
程
及
び
指
導
法

に
関
す
る
科
目

8
単
位

以
上

　
社
会
科
教
育
論
⑵

２

教
育
課
程
及
び
指
導
法

に
関
す
る
科
目

8
単
位

以
上

○
商
業
科
指
導
法
Ⅰ
⑵

○
商
業
科
指
導
法
Ⅱ
⑵

３ ３
○
社
会
・
地
歴
指
導
法
Ⅰ
⑵

○
社
会
・
地
歴
指
導
法
Ⅱ
⑵

３ ３
　
道
徳
教
育
の
研
究
⑵

３
　
道
徳
教
育
の
研
究
⑵

３
○
特
別
活
動
の
研
究
⑵

３
○
特
別
活
動
の
研
究
⑵

３
○
教
育
方
法
研
究
（
情
報
機
器
の
活
用
を
含
む
）
⑵

　
教
育
評
価
⑵

３
３
・
４

○
教
育
方
法
研
究
（
情
報
機
器
の
活
用
を
含
む
）
⑵

　
教
育
評
価
⑵

３
３
・
４

生
徒
指
導
・
教
育
相
談

及
び
進
路
指
導

に
関
す
る
科
目

4
単
位

○
生
徒
指
導
論
（
進
路
指
導
論
を
含
む
）
⑵

２
生
徒
指
導
・
教
育
相
談

及
び
進
路
指
導

に
関
す
る
科
目

4
単
位

○
生
徒
指
導
論
（
進
路
指
導
論
を
含
む
）
⑵

２

○
教
育
相
談
⑵

２
○
教
育
相
談
⑵

２

教
育
実
習

3
単
位

△
教
育
実
習
Ⅰ
（
事
前
・
事
後
指
導
を
含
む
）
⑸

△
教
育
実
習
Ⅱ
（
事
前
・
事
後
指
導
を
含
む
）
⑶

※
い
ず
れ
か
１
科
目
を
修
得
す
る
こ
と
。

校
学

等
高

、
も

て
し

得
修

を
Ⅰ

習
実

育
教

し
だ

た 
　
免
許
申
請
の
際
に
は
３
単
位
と
し
て
申
請
す
る
。

４ ４
教
育
実
習

3
単
位

△
教
育
実
習
Ⅰ
（
事
前
・
事
後
指
導
を
含
む
）
⑸

△
教
育
実
習
Ⅱ
（
事
前
・
事
後
指
導
を
含
む
）
⑶

※
い
ず
れ
か
１
科
目
を
修
得
す
る
こ
と
。

校
学

等
高

、
も

て
し

得
修

を
Ⅰ

習
実

育
教

し
だ

た 
　
免
許
申
請
の
際
に
は
３
単
位
と
し
て
申
請
す
る
。

４ ４

教
職
実
践
演
習

2
単
位

○
教
職
実
践
演
習
（
中
・
高
）
⑵

４
教
職
実
践
演
習

2
単
位

○
教
職
実
践
演
習
（
中
・
高
）
⑵

４
『
教
職
に
関
す
る
科
目
』

単
位
小
計

25
単
位

以
上

・
・
・
①

『
教
職
に
関
す
る
科
目
』

単
位
小
計

25
単
位

以
上

・
・
・
①
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教
科
に
関
す
る
科
目

教
科
に
関
す
る
科
目

免
許

法
施

行
規
則
に
定
め
る

科
目

区
分

最
低

修
得

単
位

数
本
学
で
開
講
し
て
い
る
科
目

免
許

法
施

行
規
則
に
定
め
る

科
目

区
分

最
低

修
得

単
位

数
本
学
で
開
講
し
て
い
る
科
目

日
本

史
４
単
位

○ ○
日

本
史

Ａ
日

本
史

Ｂ
歴

史
の

諸
問

題
Ａ

歴
史

の
諸

問
題

Ｂ
経

営
史

Ａ
経

営
史

Ｂ

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

商
業

の
関

係
科

目
16
単
位

以
上

○ ○ ○

簿
記

原
理

Ⅰ
簿

記
原

理
Ⅱ

情
報

処
理

概
論

Ａ
情

報
処

理
概

論
Ｂ

現
代

の
会

計
学

会
計

学
経

営
財

務
論

投
資

決
定

論
管

理
会

計
論

基
礎

管
理

会
計

論
応

用
財

務
会

計
論

基
礎

財
務

会
計

論
応

用
フ

ァ
イ

ナ
ン

ス
論

証
券

投
資

論
税

務
会

計
認

識
論

税
務

会
計

測
定

論
流

通
論

現
代

の
流

通
現

代
の

マ
ー

ケ
テ

ィ
ン

グ
マ

ー
ケ

テ
ィ

ン
グ

論
サ

ー
ビ

ス
・

マ
ー

ケ
テ

ィ
ン

グ
論

経
営

分
析

論
情

報
処

理
実

習
Ａ

情
報

処
理

実
習

Ｂ
情

報
シ

ス
テ

ム
論

経
営

情
報

論
経

営
実

用
英

語
入

門
Ａ

経
営

実
用

英
語

入
門

Ｂ
現

代
中

小
企

業
論

Ａ
現

代
中

小
企

業
論

Ｂ

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑴ ⑴ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

外
国

史
４
単
位

以
上

○ ○
外

国
史

Ａ
外

国
史

Ｂ
経

営
学

史
現

代
経

営
管

理
思

想
史

経
済

発
展

論
Ａ

経
済

発
展

論
Ｂ

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

人
文

地
理

学
及

び
自

然
地

理
学

８
単
位

以
上

○ ○ ○ ○

人
文

地
理

学
Ａ

人
文

地
理

学
Ｂ

自
然

地
理

学
Ａ

自
然

地
理

学
Ｂ

地
理

学
Ａ

地
理

学
Ｂ

グ
ロ

ー
バ

ル
・

マ
ー

ケ
テ

ィ
ン

グ
論

国
際

マ
ー

ケ
テ

ィ
ン

グ
論

グ
ロ

ー
バ

ル
企

業
論

（
欧

米
）

グ
ロ

ー
バ

ル
企

業
論

（
ア

ジ
ア

）

⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵ ⑵

地
誌

４
単
位

○ ○
地

誌
学

Ａ
地

誌
学

Ｂ
⑵ ⑵

職
業

指
導

４
単
位

○ ○
職

業
指

導
Ａ

職
業

指
導

Ｂ
⑵ ⑵

『
教

科
に

関
す

る
科

目
』

単
位

小
計

20
単
位
以
上

・
・

・
②

『
教

科
に

関
す

る
科

目
』

単
位

小
計

20
単
位
以
上

・
・

・
②

本
学

に
お

け
る

免
許

取
得

の
た

め
の

単
位

の
合

計
59
単
位
以
上

①
＋

②
の

合
計

で
59

単
位

以
上

修
得

し
て

い
な

け
れ

ば
、

免
許

を
取

得
す

る
こ

と
は

で
き

な
い

。
本

学
に

お
け

る
免

許
取

得
の

た
め

の
単

位
の

合
計

59
単
位
以
上

①
＋

②
の

合
計

で
59

単
位

以
上

修
得

し
て

い
な

け
れ

ば
、

免
許

を
取

得
す

る
こ

と
は

で
き

な
い

。
〈

注
意

〉　
 高

等
学

校
教

諭
１

種
免

許
状

（
公

民
）・

高
等

学
校

教
諭

１
種

免
許

状
（

地
理

歴
史

）・
高

等
学

校
教

諭
１

種
免

許
状

（
商

業
）

の
免

許
取

得
希

望
者

は
、

本
学

に
お

け
る

免
許

取
得

の
た

め
の

単
位

の
合

計
を

満
た

す
た

め
に

、「
教

職
に

関
す

る
科

目
」

と
「

教
科

に
関

す
る

科
目

」
の

選
択

科
目

を
履

修
修

得
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
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〈５〉教育実習について

　教育実習は、大学で学んだ教育理論や技術をもとに、教育実習校（中学校・高等学校）での実習を
通じて、教育の意味や学校教育の全領域について学習するものです。「教育実習Ⅰ（事前・事後指導
を含む）」（３週間以上実習対象者）、「教育実習Ⅱ（事前・事後指導を含む）」（２週間実習対象者）は、
４年次に履修します。４月から事前指導が行われ、ほとんどの学生が６月頃から実際に学校現場に赴
き、中学校教諭の免許取得の場合には３週間（学校によって、４週間の場合もある）、高等学校教諭
の免許状取得の場合は２週間の教育実習を行います。教育実習終了後、教育実習事後指導として、学
生の実習体験発表、実習感想文の提出、アンケート調査などによって、教育実習の成果を振り返り、
教員として必要な資質能力が培えたかどうかを確認します。教育実習は勤務という形態で行われるの
で、実習期間中に就職活動をするような時間的・精神的余裕は全くありません。教職という仕事の重
要性を認識し、実習期間中は就職活動などは中止し、実習に専念してください。

（１）　教育実習参加条件
　　教育実習にあたっては、３年次終了までに下記の条件を満たしていなければなりません。
　下記の条件がひとつでも欠けると、教育実習に参加することはできません。
　〈中学校・高等学校〉
　①　教壇に立って授業を行うに必要な学力を有すること。
　②　教育実習指導教員の指導のもとに、教育実習生としてふさわしい行動のとれる人物であること。
　③　�３年次の終了時点で卒業に必要な単位数を第１部学生は100単位以上、第２部学生は90単位以

上を修得していること。
　④　３年次の終了時点で、以下（�ⅰ）と（ⅱ）の２つの条件をともに満たしていること。
　　　（�ⅰ）「教職概論」「教育基礎論Ⅰ」「教育基礎論Ⅱ」「教育心理学」「生徒指導論（進路指導論を

含む）」「教育相談」「教育方法研究（情報機器の活用を含む）」「道徳教育の研究」「特別活動
の研究」「社会科教育論」の10科目のうち、６科目以上の単位を修得済であること。

　　　（�ⅱ）実習予定教科の「教科の指導法Ⅰ」「教科の指導法Ⅱ」を修得済であること。
　　　※�教育実習での実習教科（地理歴史・公民）が実習校の都合で、自分が修得した「教科の指導

法」の教科と対応しない場合がある。その場合には、教務課窓口で相談すること。
　⑤　�４年次において、卒業に必要な科目（単位）および教育職員免許状を取得するために必要な科

目（単位）を修得し終える見込みのある者。
　⑥　大学を含む関係諸機関との手続きを不備なく行っていること。
　⑦　大学の行う定期健康診断を受診していること。
　⑧　教育実習料（含む保険料）を納入していること。

　なお、以上の教育実習参加資格条件に加え、更に以下の「東京都公立学校教育実習取扱要綱」に定
められている実習資格要件に欠ける場合も、教育実習に参加することはできません。
（教育実習生の実習資格）
第５条　この要綱に基づき、公立学校において教育実習ができる者は、次の各号に掲げる要件を備えた者に限る。
　�⑴　�教育実習の実施について、あらかじめ東京都教育委員会に実施の届出を行った大学等に在籍する者であ

ること。
　�⑵　�大学等の最高学年に在学し、若しくはこれと同等以上で教育職員免許状取得見込みで、教職に就く意思

のある者であること。
　２　前項各号の規定にかかわらず、次の各号の一に該当する者は除く。
　⑴　伝染の恐れのある疾病若しくは教育実習を行ううえで妨げとなる精神障害等のある者
　⑵　公立学校の正常な教育活動を妨げる恐れのある者

（教育実習生の責務）
第 12 条　教育実習生は、大学等及び教育実習校の指導に誠実に従わなくてはならない。

（東京都公立学校教育実習取扱要綱抜粋）
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（２）　教育実習のスケジュール

< ２年次>
１月下旬 

< ３年次>
４月上旬 

４月中旬 

４月以降 

９月中旬 

12月 

１月下旬 

< ４年次>
４月上旬 

４月中旬 

５月上旬 

５月中旬 

実習終了後
１ヶ月以内 

※日程の詳細はすべて教職課程掲示板で行います。必ず教職課程掲示板を確認してください。説明会
を欠席したり、手続きを怠ったりすると、教育実習への参加ができなくなるので注意してください。
また内諾を得たのちのキャンセルや、一度納入した実習料の返金は一切できません。

次年度教育実習事務手続説明会の提示

教育実習事務手続説明会　次年度教育実習予定校確保（内諾）についての説明

取得希望免許状及び内諾予定校の Web 登録・教育実習登録票（コピー）の提出

教育実習校への内諾依頼（各自、出身校等へ次年度実習の依頼に行くこと）

教育実習校の発表（東京都公立学校）　都内公立校での実習希望者は掲示にて確認

次年度教育実習直前説明会の提示

教育実習料振込

教育実習承諾書確認　打ち合わせ日、実習期間、教科等最終確認

教育実習希望調書の提出（東京都公立学校）
教育実習受入内諾書の確認（地方校もしくはその他の学校）

教育実習参加条件充足者発表
教育実習直前説明会　実習直前の心構え、実習上の注意事項、実習校持参書類の配布

訪問指導校の発表　提示で発表
該当者は教務課で指示を受けること

教育実習日誌の提出
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〈６〉介護等体験について～介護等体験に関するスケジュール

　小・中学校の免許希望者は、教職に必要な科目の修得、卒業要件の充足の他に、３年次に特別支援
学校で２日間と社会福祉施設で５日間、計７日間、高齢者や障がい者に対する介護、介助、交流等の
体験を行い、受入先に体験を行った証明をいただく必要があります。
　この体験を行うには、大学を通して申し込みをしなければなりません。
　概要は以下の通りです。

（１）参加条件
　　以下の条件を１つでも満たさない場合は、介護等体験に参加できません。
　①　介護等体験に積極的に参加する意欲があること。
　②　全2回の説明会（2年次11月・3年次4月を予定）に出席し、必要な書類を提出すること。
　③　実施年度の4月に大学の定期健康診断を受診し異常なしと診断され、心身ともに健康であること。
　④　麻疹（はしか）の抗体検査・予防接種を行い、免疫があると認められた者であること。
　⑤　介護等体験料を所定の期日までに振り込んでいること。
　⑥　指定された体験日程で介護等体験に参加できること。
　⑦　その他、必要な手続きのすべてを完了していること。

（２）体験日程・体験先
　受入先の都合を考慮したうえ東京都教育委員会および東京都社会福祉協議会が希望者一人ひとりの
日程と受入先を調整・決定します。個人的な事情や要望（サークル、アルバイト、海外留学、就職活
動等）による日程・受入先の指定や変更（また、このことに関する個人交渉）・辞退は一切できない
ので、参加を希望する者はこの点を了承し、自分の都合を調整したうえで体験に臨んでください。

　①　日程
　　　授業期間だけではなく夏季・冬季休暇期間・土・日・祝祭日を含む日程で行います。
　②　体験先
　　�　いずれも東京都に所在する学校・施設で行う。体験希望者が多いため、現住所に近い場所で行

えるとは限りません。

　〈特別支援学校〉
　　�　視覚障がい者、聴覚障がい者、知的障がい者、肢体不自由者又は病弱者（身体虚弱者を含む。）

に対して、小中学校等に準ずる教育を行うとともに、障がいによる学習上又は生活上の困難を克
服し自立を図るために必要な知識技能を授けることを目的とする学校。在籍する児童生徒等に対
する教育を行うほか、障がいにより教育上特別の支援を必要とする小中学校等の児童生徒等の教
育に関し、必要な助言又は援助を行います。

　〈社会福祉施設〉
　・高齢者にかかわる施設
　・児童福祉・障がい児にかかわる施設
　・障がい者（身体、知的、精神障がい者）にかかわる施設
　・生活保護にかかわる施設
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（３）内容
　・学校、施設の利用者の介護・介助（入浴・排泄等含む）
　・学校、施設の利用者との交流（話し相手）、学習活動の指導・援助
　・学校、施設が実施する行事（学園祭・バザー・遠足、サークル活動等）の補助
　・学校、施設の掃除、洗濯等の作業
　特別支援学校事例…授業参観・作業学習補助・学校行事補助等（プール実習・マラソン大会等）
　社会福祉施設事例…車椅子補助・点字の勉強・送迎バスへの添乗・サークル活動の補助等

（４）介護等体験に関するスケジュール

< ２年次>
10月下旬 

11月 

１月下旬 

< ３年次>
４月初め 

４月上旬 

４月中旬 

６月下旬 

６月以降 

体験終了後
２週間以内

※�日程の詳細はすべて教職課程掲示板で行います。必ず教職課程掲示板を確認してください。説
明会を欠席したり、手続きを怠ったりすると、体験参加ができなくなるので注意してください。
また申込後のキャンセルや、一度納入した体験費用の返金は一切できません。

〈７〉教職実践演習について

　平成22年度入学生より、４年次後期に必修科目として「教職実践演習」が設置されることになりま
した。この科目では、４年間の教職課程を総括し、自己の適性や動機を再確認するとともに、教職資
質についての診断と補完を行うことになります。ここには無論、介護等体験や教育実習といった学外
での経験・学びも含まれます。さらには、教職の資質は大学の授業だけではなく、日常のコミュニケー
ションや社会観察、子どもとの交流体験といった様々な要因によっても形成されます。つまり、学生
諸君は、従来以上に教職課程の学びに意識的になる必要があるということです。このことは教職を目
指す動機や意欲のみならず、絶えず自己の適性を厳しく問い続けていくことが、今後の教員免許取得

介護等体験第１回説明会の掲示

介護等体験第１回説明会　体験の概要・申込前の注意事項・今後の手続きの説明　参加仮登録

介護等体験第２回説明会　体験上の注意、申込方法の説明、申込と体験に必要な書類の配布

体験準備および体験（要項・受入連絡票を熟読の上、体験に臨むこと）

介護等体験日誌の提出

申込受付　申込書類の提出及び体験費用の納入

介護等体験第２回説明会の掲示

一括申込（大学→社会福祉協議会、教育委員会）
※これ以降の個人的理由によるキャンセルは不可

受入決定発表掲示および要項・受入連絡票配布（大学１年生）　体験日時および必要事項
（細菌検査の有無、体験の準備等）の確認
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には求められるということを意味しています。特に、本科目が４年次後期に置かれるということの意
味合いを十分に理解した上で教職課程の履修を判断してください。
  また、教職課程を履修する諸君は、こうした４年間の継続的、系統的な学びの流れを目に見える形
にした『教職パスポート』を大切に保管・活用することになります。１年次後期に配布する『教職パ
スポート』は、諸君の４年間にわたる教職課程の学びを記録し、上に述べた課題を遂行するために活
用するためのものです。紛失や破損のないように、４年間自己管理を徹底し、教職関連の各種行事や
授業等で記録・活用することになります。この管理と活用が「教職実践演習」履修の条件の一つにな
るので大切に保管してください。詳細については、１年次後期に予定している「教職パスポート配付・
説明会」で指導を行います。

〈８〉教育職員免許状一括申請について

　教育職員免許状に必要な単位を修得した学生は、教員免許状の取得が見込まれる年度に教育職員免
許状申請の手続きをする必要があります。教育職員免許状の発行は、東京都教育委員会が行いますが、
卒業時に教育職員免許状を受領するための申請手続きは通常大学を通して行います（以下一括申請）。
　これらの手続きを怠った場合は、卒業時に教育職員免許状が授与されなくなるので注意してください。

教育職員免許状一括申請に関するスケジュール
<４年次 >
６月中旬 

７月上旬

12月上旬

３月中旬

卒業式当日

※　日程等の詳細の周知はすべて教職課程掲示板にて行うので必ず確認してください。
※　科目等履修生の教育職員免許状を授与（交付）する日程は別途教職課程掲示板にて指示します。

◎個人申請について
上記手続を行わなかった場合でも、教育職員免許状取得に必要な単位を修得していれば、卒業後に個
人で教育職員免許状を申請すること（個人申請）が可能です。
個人で申請する際の申請先等は下記の通りです。

〈申請先〉�住民票をおいている都道府県の教育委員会（通常は都道府県庁の教育職員免許状を発行す
る部署）

〈申請に必要な書類・受付時期・免許状発行日〉申請先によって異なるので各自で問い合せてください。

〈９〉編入生・転入生の教育職員免許状取得について

　教育職員免許状取得を希望する場合は、以下のことに留意のうえ、事前に教務課窓口まで相談に来
てください。
⑴　単位認定・時間割編成によっては卒業時までに教育職員免許状が取得できない場合があります。
⑵　�編・転入前の大学等で取得した教職に関する科目等について全ての科目を認定できるとは限りま

せん。

教育職員免許状一括申請説明会の掲示

教育職員免許状一括申請説明会、教育職員免許状の申込

免許状記載内容の最終確認、東京都教育委員会に提出する書類の署名・捺印、申請料の納入

教育職員免許状取得決定者発表

教育職員免許状授与（交付）印鑑持参のこと
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〈10〉休学および留学等で長期間大学へ通学することができない場合について

　在学中に休学および留学等で長期間大学へ通学することができない場合は、教育実習・介護等体験
等の実施時期や教育職員免許状の取得時期が通常の学生より１～２年遅くなることがあるので、必ず
事前に教務課窓口まで相談に来てください。

〈11〉教員採用に関する支援について

　キャリア形成支援センター（６号館１階）
　各講座の開催・申込時期等については掲示等に注意してください。
　・採用試験対策講座
　・模擬試験関連情報提供・模擬面接
　・専門スタッフによる学習指導

　教職関係資料室（６号館４階）
　開室時間は資料室前の掲示板で確認してください。
　・教職関係資料（教員採用受験雑誌・教科書・参考書・学習指導案等）の貸し出し
　・教職全般の相談（試験に関する情報提供、対策）

〈12〉教員採用試験について

　教育職員免許状を取得した者が教員になるためには、まずは教員採用試験に合格する必要があります。
　出願期間・受験条件・試験日程・試験方法は教育委員会・学校によって異なるので、教員採用試験
の実施要綱の取り寄せと応募は各自で行ってください。
　実施要綱が大学に届いた場合は、教職課程掲示板にて随時周知します。
　教員採用試験（第１次・第２次）に合格した場合は必ず教務課窓口へ届け出てください。

⑴　公立学校の教員採用
　�　公立学校の教員になるためには、まずは各都道府県または市の教育委員会が実施する採用試験に

合格し、採用候補者の名簿に登録される必要があります。名簿の中からその年度の欠員状況、教員
組織の状況などを考慮して選定され、採用が決定します。

⑵　私立学校の教員採用
　�　各都県の私学協会等が実施する「私立学校教員適性検査」を基に採用を行う場合と公募制による

採用があります。
　�　「私立学校教員適性検査」は採用試験ではなく、適性検査を受けた受検者の氏名と評価等が記載

された名簿を基にして、教員の採用を行っていくものです。ただし、検査を実施する都県にある私
立学校全てが「私立学校教員適性検査」の結果を基に教員募集を行っているとは限りません。
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〈13〉科目等履修生制度について

　将来、教員を目指す学生で、学部卒業までに教育職員免許状を取得するために必要な単位を修得でき
なかった場合や、すでに教育職員免許状を取得していて、卒業後、新たに別の教育職員免許状を取得し
たい場合は、科目等履修生として必要な単位を修得し教育職員免許状を取得することができます。本学
科目等履修生には、通学制と通信制があり、募集要件・履修できる科目等も異なります。希望者は、必
ず当該年度の各募集要項を確認のうえ出願してください。なお、本学で取得可能な教育職員免許状に必
要な科目がすべて科目等履修生に開講しているとは限らないので注意してください。通学制の概要は、
下記のとおりです。通信制を希望する場合には、スケジュール等が異なるので通信教育課（甫水会館）
に問い合わせてください。
　⑴　出願資格
　　学士の学位を有すること
　　（諸資格取得履修生については東洋大学学部通学課程卒業（見込）であること）
　⑵　履修できる科目
　　①「教職に関する科目」は、年間８科目以内
　　②�年間履修単位上限数は、「教職に関する科目」を含め44単位以内である。また、第１部、第２

部の間の相互聴講はできません。
　　③�「教育実習Ⅰ（事前・事後指導を含む）」または「教育実習Ⅱ（事前・事後指導を含む）」を履

修するためには、教育実習前年度に教育実習校を確保していることが条件となります。

科目等履修生（通学生）に関するスケジュール

　２月上旬～中旬

　３月上旬～中旬

　３月上旬～中旬

　３月下旬

　４月上旬

　�手続きの詳細は、共通教務課＜６号館１階＞が配布する「科目等履修生募集要項」で確認してください。
　＊インターネットでも閲覧・出力可（「東洋大学 科目等履修生」でキーワード検索してください）

　　出願にあたっての履修科目については、事前に教務課に相談してください。
　　※注：介護等体験のみの履修はできません。

〈14〉教職課程を履修する学生への連絡・伝達について

　教職に関する事項（各種説明会・手続き・発表・呼び出し等）はすべて教職課程掲示板にて連絡し
ます。登校時には必ず1102番教室（１号館１階）横もしくは6Ｂ12番教室（６号館地下１階）前の掲
示を確認してください。

科目等履修生募集要項配付（教務部右脇備え付け）＊

履修科目の相談（教務課）

出願（教務課）

試験・合格発表

就学手続



133

Ⅴ  大学院進学について
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大学院進学について

１　はじめに
東洋大学には、経営学の理論全般において高い専門性を有する研究者や高度の職業専門家を養成す

るために、大学院経営学研究科が設置されています。大学院は前期課程（いわゆる修士（マスター）課程、
標準2年）と後期課程（いわゆる博士（ドクター）課程、標準3年）とに分かれていますが、ここでは
前期課程に絞って説明します。

21世紀に入ってすでに10年を過ぎましたが、ますます複雑化や多様化、あるいは国際化が進展する
中で、東洋大学は、学部での教育に加えてさらに大学院にて実践的な経営学を学び、社会に貢献する
人材を育てていくためにさまざまな施策を打ち出しています。学部段階では、研究面よりも教育面が
重視されるのに対し、大学院ではより研究の側面が強くなります。研究とは新しい知識の発見を目的
とした計画的な調査・探究と定義できます。学生の皆さんには、将来の進路として大学院への進学と
いう選択肢をも検討することによって、知の世界に足を踏み入れられることを薦めます。

２　大学院経営学研究科の組織
　東洋大学経営学研究科は、3つの専攻から構成され、近年ますます充実しています。
（１）経営学専攻

経営学、マーケティング、会計学、および金融論といった理論全般にわたり、将来の知的財産
となる、生きた経営学を体得することを目的としています。また、本専攻で会計科目を履修し、
修士論文を提出して修了した場合、国税庁による修士論文の審査に通れば、税理士試験の会計科
目（簿記論・財務諸表論）の1科目が免除になります。

（２）ビジネス・会計ファイナンス専攻
近年における著しい企業環境の変化に対応した、マネジメント能力を強化することを目的とし

ています。また、2010年度より、｢企業家・経営幹部養成課程｣、｢会計ファイナンス専門家養成
課程｣ に加え、｢中小企業診断士登録養成課程｣ も新たに設置され、高度な知識と見識を備えた
ビジネスリーダーやプロフェッショナルを育成しています。

（３）マーケティング専攻
2010年度には修士（博士前期）課程、また2012年度より博士後期課程が新設されました。わが

国でも、極めて希少なマーケティング専門の修士号や博士号を取得することができます。社会の
幅広い分野でマーケティングの発想が求められていますので、３S（センス、サイエンス、スト
ラテジ）の発想を生み出せる人材を養成することを目的としています。

３　東洋大学大学院経営学研究科の特徴
（１）平日昼間開講に加えて夜間開講および土曜日開講科目の充実

ビジネス･会計ファイナンス専攻の科目は、平日夜間および土曜日に開講されており、白山と
いう交通至便の地にありますので、働きながら通うことができます。また、他の専攻科目を10単
位を上限に修得できますので、経営学専攻やマーケティング専攻の大学院生もその範囲内で、平
日夜間や土曜日に授業を入れることができます。

（２）割安な授業料
大学院の授業料は、学部の授業料よりも割安に設定されています。さらに、2010年度より大学

院の授業料は前年度と比べて約1割程度減額されています。
（３）奨学金制度など

研究をサポートするために研究発表奨励金や各種の奨学金や教育ローンの制度を整えています。
※詳しくは、『大学院入学案内』を参照するか、大学院主催の進学相談会にご参加ください。
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４　大学院入試について
（1）	 大学院の入試には、大きく分けて①一般入試、②学内推薦入試、③社会人入試および④留学生

入試があります。
（2）	 入試は、入学の前年の秋（9月）と春（2月）の2回に実施されます。また、専攻により冬（12月）

の入試も実施されますので、詳しいことは5号館2階の大学院教務課で配布している『大学院入学
試験要項』を確認してください。

（3）	 入試の形態により選考方法が異なります。
（4）	 学内推薦入試の場合には、一定の成績基準を充たす必要があります。
（5）	 興味・関心のある学生は、上述の『大学院入学試験要項』を確認してください。

５　大学院の授業の聴講について
経営学部の4年生を対象に、一定の要件を充たした学生に対して、経営学研究科の授業を聴講する

ことができます。大学院の授業の醍醐味を体験することができるほか、上限がありますが、大学院進
学後修得すべき単位に算入することができますので、修士論文の執筆に時間を割けるほか、場合によっ
ては修了時期を早めることができるメリットもあります。詳しくは、経営学部教務課までお問い合わ
せください。

６　おわりに
これまでの大学院は大学の教員など、研究者を志す方が入るところという見方が一般的でしたが、

これからの国際社会で活躍するためには、最先端の高度な知識や理論を身につけるために、欧米諸国
と同様に修士・博士の学位を持つ人材が求められてくることは間違いないでしょう。そのため、東洋
大学大学院経営学研究科は、時代が求める ｢高度専門職業人｣ を育成するために理論と実践を兼ね備
えた密度の濃い教育内容を備えています。｢高度な実践経営学｣ の理念に共鳴し、実践しようとする
皆さんのチャレンジを歓迎します。大学院の授業は、いわゆるマスプロの講義形式ではなく、少人数
によるディスカッション主体の演習形式が主体になります。そして最終的には学部の卒業論文よりも
さらに充実した修士論文を仕上ることが目標になります。大学院も視野に入れている学生は、まずゼ
ミに入って専門分野の勉強に限らず、コミュニケーション能力も高めるようにしてください。そして
早めにゼミの担当教員に相談すると良いでしょう。
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Ⅵ  諸資格取得について

１．公認会計士・税理士について
２．中小企業診断士について
３．ファイナンシャルプランナー（FP）について
４．証券アナリストについて
５．その他諸資格について

〈経営学部奨励賞について〉
経営学部では、在学中、以下に定める資格を取得（又は科目合格）し、本学部の社会的評価を高める
ことに貢献した学生を奨励することを目的として、経営学部奨励賞を設けています。

取得資格：公認会計士（論文式試験科目合格）、公認会計士（短答式試験合格）、税理士（科目合格）、
　　　　 証券アナリスト（２次試験合格）、証券アナリスト（１次試験合格）、
　　　　 中小企業診断士（２次試験合格）、中小企業診断士（１次試験合格）、
　　　　 ２級 FP 技能士検定試験

（2012 年２月現在対象資格）

経営学部奨励賞への出願については、経営学部教務課までお問い合わせください。
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1．公認会計士・税理士について

　会社は、決められたルールに従って会計情報を作成し、開示しています。経営者は、会計情報にも
とづいて経営意思決定を行うことから、会計は経営の羅針盤といわれます。また、株主や債権者をは
じめとする会社と利害関係を持つ人たちは、会計情報を判断材料にして意思決定を行います。会計に
関する専門的知識とスキルを使いこなす力は、ビジネス社会における必要不可欠の能力といえます。
　公認会計士は、会社が作成した「財務諸表」と呼ばれる会計情報が適正であるかどうかを検証する
ことを仕事としています。これを監査といいます。この監査の仕事は、チームを組んで組織的に進め
ますので、多くの公認会計士は監査法人に所属して活動しています。また、経営コンサルタントとして、
あるいは税理士としても活躍でき、まさしく会計のプロフェショナルとして社会的ステイタスの高い、
魅力ある職業です。
　税理士は、確定申告書の作成や税務に関するアドバイスをすることを仕事としています。確定申告
書は、個人および会社が納税の際に作成して税務当局に提出することが義務付けられている書類です。
税理士は、税理士法人に勤めて税務や経営コンサルタントの業務に携わることもできますが、独立し
て税理士事務所を開業することが一般的です。税務のプロとして、社会から信頼される魅力ある職業
といえるでしょう。
　公認会計士、税理士とも国家資格ですので、国家試験に合格しなければなることができません。経
営学部では、カリキュラムの中で公認会計士および税理士の受験に役立つ科目を多数用意しています。
経営学部の学生は、会計に関する専門的知識とスキルを身につけて、それを社会で十分に生かすこと
のできるプロフェショナルを目指すことができるのです。とはいえ、いずれも簡単な試験ではありま
せんので、まずは簿記の学習から始めるのが良いでしょう。東洋大学では日商簿記3級、2級および公
認会計士短答式試験に向けた課外講座を設置し、大学内にて外部の専門学校と全く同じ内容の講座を
格安の価格にて提供しています。掲示やWEB情報配信にて連絡しますので、関心のある方は注意して
見るようにしてください。
　なお、公認会計士および税理士の制度や試験の詳細につきましては日本公認会計士協会（http://
www.hp.jicpa.or.jp）および日本税理士会連合会（http://www.nichizeiren.or.jp）のホームページを参
照してください。

経営学部会計特別研究室について

　公認会計士、税理士を目指す学生のために、「経営学部会計特別研究室」が設けられており、希望
者には学習上の便宜が図られています。入室の詳細については掲示を参照してください。
　当研究室の卒業生は約250名であり、公認会計士（10名）、税理士（21名、科目合格者多数）、大学
教員・専門学校講師（９名）等、社会で活躍しています。
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［注１］会計ファイナンス学科に開放されている科目：経営統計Ａ、経営統計Ｂ
［注２］経営学の関連科目：企業論、競争戦略論、企業戦略論、経営組織論、組織行動論、

コーポレートガバナンス論、コンプライアンス経営論、ファイナンス数学、ファイナンス論、
証券投資論、コーポレートファイナンス論、経営財務論

…公認会計士試験科目

会計学
（財務会計論）
（管理会計論）

会計学総論基礎
会計学総論応用

アカウンティング特講Ｂ
アカウンティング特講Ｃ
アカウンティング特講Ｄ
アカウンティング特講Ｅ

管理会計論基礎
管理会計論応用
経営分析論

原価計算論基礎
原価計算論応用

会計基礎論

１年次専門基礎科目

簿記原理Ⅰ
簿記原理Ⅱ

アカウンティング特講Ａ

１年次専門選択科目

財務会計論基礎
財務会計論応用

２～４年次専門選択科目

会計監査論
経営監査論

会社法Ａ・Ｂ
商法Ａ・Ｂ

金融商品取引法Ａ・Ｂ

税務会計認識論
税務会計測定論
租税法Ａ・Ｂ

経営学の関連科目［注２］

ゲーム理論
応用ミクロ経済学
応用マクロ経済学
民法Ａ・Ｂ

現代の経営
経営学

経営統計基礎
経済学（ミクロ）
経済学（マクロ）

監査論

企業法

租税法

経営学
経済学

　　統計学［注１］

民法
（４科目中1科目選択）

1年次専門基礎科目

＜公認会計士試験科目対応表（学部第１部）＞
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、論資投券証、論動行織組、論略戦業企、論略戦争競、論織組営経、論業企：目科連関の学営経 ］１注［
経営財務論、コーポレートガバナンス論、コンプライアンス経営論、ファイナンス論

基盤教育の共通教養科目に、がいないてれさ置設はてしと目科門専は目科るす応対に学済経 ］２注［
経済学A・Bがある。

…公認会計士試験科目

会計学
（財務会計論）
（管理会計論）

管理会計論基礎
管理会計論応用
経営分析論

現代の会計学、会計学

１・２年次専門基礎科目

簿記原理Ⅰ
簿記原理Ⅱ

１年～４年次専門選択科目

財務会計論基礎
財務会計論応用

１年～４年次専門選択科目

監査論Ａ・Ｂ監査論

会社法Ａ・Ｂ
商法Ａ・Ｂ企業法

経営学の関連科目［注１］

民法Ａ・Ｂ現代の経営、経営学

経営学
経済学［注２］

民法
統計学

（４科目中１科目選択）

１・２年次専門基礎科目

＜公認会計士試験科目対応表（学部第２部）＞

税務会計認識論
税務会計測定論租税法
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簿記論

アカウンティング特講Ｂ
アカウンティング特講Ｃ
アカウンティング特講Ｄ
アカウンティング特講Ｅ

会計基礎論

１年次専門基礎科目

簿記原理Ⅰ
簿記原理Ⅱ

アカウンティング特講Ａ

１年次専門選択科目

財務会計論基礎
財務会計論応用

2年～４年次専門選択科目

税務会計認識論
税務会計測定論
租税法Ａ・Ｂ

財務諸表論

＜税理士試験科目対応表（学部第１部）＞

会計学総論基礎
会計学総論応用

税法科目（法人税法、
所得税法、相続税法）

目科るす応対、はていつに税業事はたま税民住、法税費消はたま法税酒、法収徴税国、税産資定固 ＊
は特に設定されていない。

簿記論

現代の会計学
会計学

１・２年次専門基礎科目

簿記原理Ⅰ
簿記原理Ⅱ

１年～４年次専門選択科目

財務会計論基礎
財務会計論応用

１年～４年次専門選択科目

税務会計認識論
税務会計測定論

財務諸表論

＜税理士試験科目対応表（学部第２部）＞

法人税法

つに税業事はたま税民住、法税費消はたま法税酒、法収徴税国、税産資定固、法税続相、法税得所 ＊
いては、対応する科目は特に設定されていない。

…税理士試験科目



142

2．中小企業診断士について

中小企業診断士は経営コンサルタントに関する唯一の国家資格です。皆さんには聞き慣れない資格
名かもしれませんが、金融機関から製造業、サービス業まで幅広く社会から求められているものであ
り、ビジネス誌でも「会社に入って10年後の社会人がもっとも取得したい資格」の一つとして取り上
げられている資格です。

中小企業診断士として独立している方ももちろんいますが、多くはこの資格を活かして企業内で働
いています。しかも中小企業で働くのではなく、中小企業と取引する大企業や金融機関、区役所や市
役所といった地方公共団体、商工会議所などに勤めている方の多いことが、本資格取得者の特徴です。

全国の会社数は420万社以上（そのうち9割以上が中小企業）あるのに対し、中小企業診断士の数は
わずか18,000名程度にすぎません。その意味で、中小企業診断士は極端な人材不足にあるといえます。
それだけに、大学生のうちにこの資格を取得しておくことは、就職の際に強みを発揮するだけでなく、
将来の独立への道も開くことができるでしょう。

中小企業診断士になるためには、まず択一式の第１次試験（７科目）に合格した後、①中小企業診
断協会が実施する第２次試験（筆記・面接）に合格し、３年以内に実務補習（15日間以上）を修了す
るか、診断実務（15日間以上）に従事すること、もしくは②中小企業基盤整備機構または登録養成機
関が実施する養成課程を修了すること、のいずれかが必要となります。

このうち、中小企業診断士１次試験の試験科目は、企業経営理論（経営学）から経済学・経済政策、
財務・会計、運営管理、経営法務、経営情報システム、中小企業経営・中小企業政策と幅広いですが、
すべて本経営学部で学ぶことができるものです。この資格を目指すことで講義への参加意欲も高まり、
高い学習意欲はそのままこの資格への王道となります。その意味で、本試験の合格は、大学生の間に
経営学を十分に学習したことを示す指標の一つとなるでしょう。経営学部では「ダブルスクール不要」
のカリキュラムと支援体制で、皆さんを全面的にバックアップしていきます。

まずは2年生、あるいは３年生の８月での一次試験合格を目指しましょう。そして、就職活動を終
えた４年生の８月に二次試験に合格するというパターンが、皆さんの目指すべき目標です。

さらに本学では、１次試験合格後の養成課程として、大学院経営学研究科ビジネス･会計ファイナ
ンス専攻博士前期課程に中小企業診断士登録養成コース（白山キャンパス）が設置されています。出
願資格として中小企業診断士第1次試験の合格は必要ですが、本コースへの進学・修了により、２年
間で修士（経営学）の学位取得と中小企業診断士登録（経済産業大臣認定・登録）の両方が可能にな
ります。

次ページに中小企業診断士1次試験の試験科目と東洋大学経営学部の講義科目（１部）との対応表
を掲載しております。また、イブニングコースについても同様の科目が適宜開講されております。

本資格の早期取得の為には、１年次から講義を計画的に履修し、また課外講座等を活用して、でき
るだけ早い段階より計画的に学習していくことが必要でしょう。
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１年次

中小企業経営論
ビジネスプラン

情報システム論
経営情報論
情報管理論

民法Ａ
民法Ｂ
商法Ａ
商法Ｂ
会社法Ａ
会社法Ｂ

知的財産マネジメント

中小企業経営
中小企業政策

企業経営理論

＜中小企業診断士1次試験科目対応表（学部第１部）＞

ベンチャー企業論
起業支援論

経済学
経済政策 経営財務論

投資決定論

財務
会計

人的資源管理論
人的資源開発論

生産システム論
生産マネジメント技法

技術経営
技術･オペレーション管理

運営管理

経営情報システム

経営法務

現代の経営
経営学

マーケティング論
現代のマーケティング

経済学（ミクロ）
経済学（マクロ）

競争戦略論
企業戦略論

経営組織論
組織行動論

企業論
グループ経営論

簿記原理Ⅰ
簿記原理Ⅱ
会計学総論基礎

会計基礎論

2～4年次専門科目1次試験科目
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3．ファイナンシャルプランナー（FP）について

　急速に変化しつつある金融経済に対応していくために、ファイナンスに関する専門的知識と実務の
両面から、幅広い視野に立って問題を解決していくファイナンシャルプランナーが求められています。
　この資格は、幅広い知識（６分野）を必要としますが、比較的短期間での取得が期待できるため、
在学中の早い段階から、この資格取得に挑戦することにより、さらに上級の資格を目指していくこと
も可能です。特に金融業界での活躍には不可欠な資格であり、この資格を取得することによる具体的
なメリットは、「金融機関への就職についての強力な武器となる」という点にあるといえます。また、
生活に必要なお金の知識を身につけるという点でも、ファイナンシャルプランナーの資格は日常生活
にも大変役立つものです。

⑴　ファイナンシャルプランナーとは
　ファイナンシャルプランナーは、生活設計のためのアドバイザーであり、個人のライフプランをお
金に関して総合的にアドバイスする、いわば「家計のホームドクター」ともいえる身近な存在です。
　わたしたちがどのような人生を歩むかはひとりひとり異なります。就職や結婚、出産、退職や老後
など、人生の各場面において、資産運用、住宅・教育資金の調達、保険の見直しや年金、相続の問題
など、お金に関する問題が発生します。よってあらかじめ長期的な計画性を持って備える必要があり
ますが、詳しい知識のない一般の人が長期的計画を立てることは難しいものです。ファイナンシャル
プランナーは、このような、個々の将来のライフプランに応じたお金の設計について相談に応じ、顧
客のより良い夢の実現に向けてアドバイスをおこなっていく仕事であり、その社会的なニーズは、近
年、ますます高まってきています。
　ファイナンシャルプランナーには、経済・社会の変化に対して適切に対応し、問題を発見して解決
していく、総合力が求められています。

⑵　ファイナンシャルプランナー関連の試験制度について
　ファイナンシャルプランナーの資格には、厚生労働省による国家資格と、日本FP協会が認定する民
間資格の２つがあります。次ページの図に示すように、これらの資格は相互に関連しており、上級資
格へのレベルアップも可能です。
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ファイナンシャルプランナーに関する試験制度

国家資格

「ファイナンシャル・プランニング技能士」
（学科試験＋実技試験）

○×形式問題
　および
３択１式問題（学科）
事例形式による
計算・文章問題（実技）

４択１式問題（学科）
事例形式による
計算･文章問題（実技）

３級

（厚生労働省）

（年３回）

２級 （年３回）

１級 （年２回）

民間資格 （日本FP協会認定）

２級の合格
 認定研修講座の受講
 課題レポート（提案書）の合格

AFP
（Affiliated Financial Planner）
※　資格維持に継続研修が必要

国内資格

国際資格
（Certified Financial Planner）
 ６課目の試験合格
 　（１課目ずつの受験、合格も可）
 エントリー研修
 実務経験

（学科免除）

（日本FP協会への登録）

※実施団体は「きんざい」と「日本FP協会」の2つ。
　上図は「きんざい」の場合を示したもの。実施団体によ
り、実技試験の選択科目が異なるため、試験内容や合
格率も多少異なる。最終的には学科＋実技の合格が必
要。

　国家資格である「ファイナンシャル・プランニング（FP）技能士」は、各級ともに学科試験と実技
試験の２つに合格する必要があります。どちらか一方のみの受検も可能で、その場合、一部合格によ
る免除制度もありますが（ただし有効期限あり）、最終的には両方の合格が必要です。３級レベルの
試験範囲も２級と同様に広範囲であり、 Ａ．ライフプランニングと資金計画、 Ｂ．リスク管理（保険）、
Ｃ．金融資産運用、Ｄ．タックスプランニング、Ｅ．不動産、Ｆ．相続・事業承継、の６分野があり
ます。
　FP業務に専門的に携わり、ファイナンシャルプランナーのプロフェッショナルとして活躍していく
ためには、この国家資格（２級FP技能士）に加え、少なくとも民間資格であるAFPを取得すること
が必要です。そのためには、２級FP技能士試験の合格とともに、日本FP協会が認定するAFP認定研修、
課題レポート（提案書）の提出などが求められます。２級FP技能士の受検には、通常、３級FP技能
士資格等を保有していることが必要とされていますが、このAFP資格を目指す場合には、課題レポー
トの提出と認定研修の修了により、直接、２級FP技能士試験を受検することも可能です。

⑶　ファイナンシャルプランナーとしての活躍の場
　ファイナンシャルプランナーの必要性は、かなり高まってきています。まず、企業に所属して活躍
するFPのことを「企業系FP」といいます。金融業界では必須の資格であるため、金融機関への就職
の際には大変有利ですし、その他、住宅、不動産業界などでもその需要は大きいといえます。また、
一般企業の場合にも、従業員の福利厚生や確定拠出型年金などに携わる仕事として、この資格の保有
が必要とされることがあります。他方、ファイナンシャルプランナーというと、コンサルティング業
務や講演などをおこなう「独立系FP」のイメージが強く、企業系FPであっても、いずれは独立開業
の可能性もあります。しかしながら、わが国の現状では、金融機関や証券会社、保険会社、不動産会
社などで企業系FPとして活躍する場合が一般的です。また税理士とのダブルライセンスにより、その
活躍の場をさらに拡げることも可能です。（この場合には試験に関する免除制度があります。）
　ファイナンシャルプランナーは、ファイナンスに関する専門的知識とともに、制度、実務に関する
知識も兼ね備え、これら両面から幅広い視野に立って活躍する、ファイナンスのスペシャリストとい
えます。
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⑷　学習の目安
　「自己責任の時代」ともいわれる現在、 ファイナンシャルプランナーの勉強を通じて、「ライフプラ
ン」という考え方を身につけ、実生活に必要な、お金に関する基本的知識を身につけることは必須と
いえます。ファイナンシャルプランナーに求められる幅広い知識は、私達の生活をより豊かなものに
していきます。したがって、まずは３級FP技能士の資格取得を目指してみましょう。また早い段階か
ら学ぶことにより、２級FP技能士の資格を取得すれば、大手金融機関や証券会社、保険会社、大手不
動産会社などの難関企業への就職にも有利です。さらにその後、企業系FPとしての活躍のためにAFP
資格、また独立系FPを目指すのであれば、最終的にはCFP資格や１級FP技能士の取得まで視野に入
れて考える必要があります。
　経営学部会計ファイナンス学科では、以下のように、ファイナンスおよび会計関連の基礎科目や専
門科目を通じて、体系的に基本的な理論を学ぶことができます。とくに「ファイナンス特講Ｃ」およ
び「ファイナンス特講Ｄ」では、FP技能士試験の受検を前提として、合格に必要とされる基本的な知
識を全般的に学ぶことが可能です。「ファイナンス特講Ｃ」では、FP技能士試験の３級取得を視野に
入れて、ファイナンシャルプランニングに関わる基礎的な金融知識を身につけます。さらに「ファイ
ナンス特講Ｄ」では、これらの基礎的な内容をもとに、２級取得にむけて、より実践的な内容を学び
ます。
　また、経営学部では、FP技能士試験合格のための「直前対策講座」として、提携業者への委託のも
と、FP課外講座（３級・２級）を開講しています。課外講座では、試験に必要とされる基本的な知識
や理論の概要を一通り学んだ経験があることを前提に、基本事項や重要ポイントの確認、独学や講義
科目の履修のみでは試験対策が難しい問題演習（アウトプットのトレーニング）などを行なうことに
よって、合格に必要な知識、実力を身につけることができます。（課外講座についての詳細は、春学
期中に実施予定のガイダンスを参考にしてください。）
　ファイナンシャルプランナー関連の資格は、在学中、短期間での取得が可能です。たとえば、第３
セメスタ（２年生の春学期）に「ファイナンス特講Ｃ」を履修して、夏休み中に開講予定の課外講座（３
級）を受講し、９月実施の本試験で３級を取得後、次の第４セメスタ（２年生の秋学期）に「ファイ
ナンス特講Ｄ」を履修して冬の課外講座（２級）を受講することにより、１月実施の本試験では、２
級合格まで目指すことができます。各自の目標を明確にして、多様な講義科目や課外講座を活用する
ことにより、早い段階から履修計画を立てて学習していくことが必要です。

⑸　問い合わせ先
社団法人金融財政事情研究会　検定センター　http://www.kinzai.or.jp/ginou/fp/
日本FP協会　http://www.jafp.or.jp

ライフプランニング
と資金計画

リスク管理

金融資産運用

タックスプランニング

不動産

相続・事業承認

年金論

保険論

銀行論

証券投資論

税務会計認識論
税務会計測定論
租税法A
租税法B

ファイナンス特講A
ファイナンス特講B

ファイナンス特講C
ファイナンス特講D

経済学（マクロ）
経済学（ミクロ）

会計基礎論

ファイナンス論

金融論

金融システム論

１年次 ２～４年次
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4．証券アナリストについて

⑴　証券アナリストとは
　証券アナリストは、証券投資の分野における専門職です。高度な専門知識を駆使することによって、
資産を運用・管理したり、また、投資家に対する助言などを行います。金融機関内では大変評価の高
い資格です。
　最近の金融業界では、ビジネスの高度化・複雑化が非常に進んでいます。したがって、証券投資の
スペシャリストである証券アナリストの重要性はますます高まってきています。現在、多くの金融機
関では就職後にこの資格の受検を推薦していますが、学生のうちに受検することも可能です。将来、
金融ビジネスの世界で活躍したい人は、是非、在学中の合格を目指してください。

⑵　証券アナリストの試験制度について
　証券アナリストの資格を取得するためには、日本証券アナリスト協会の通信教育講座を受講し、講
座終了後に検定試験を受ける必要があります。講座と試験は、第１次レベルと第２次レベルとに分か
れています。第１次レベルは、「証券分析とポートフォリオ・マネジメント」、「財務分析」および「経
済」の３つの科目、第２次レベルは、「証券分析とポートフォリオ・マネジメント」、「コーポレート
ファイナンスと企業分析」、「市場と経済の分析」に「職業倫理・行為基準」を加えた４科目です（合
格率は、第１次レベルは50％程度、第２次レベルは45％程度）。ちなみに、東洋大学は日本証券アナ
リスト協会の賛助会員になっているので、第１次レベルの受講料が割引となります（54,000円のとこ
ろ48,000円）。
　日本証券アナリスト協会の検定会員（CMA）になるためには、第２次レベル試験に合格した後に
３年間の実務経験が必要となります。ただし、試験合格後に実務経験が無くても、検定会員候補

（CCMA）として協会に登録することが可能であり、月刊誌「証券アナリストジャーナル」の送付や、
名刺に「日本証券アナリスト協会検定会員補」の称号を使用できるなど、検定会員並みのサービスを
受けることが可能です。また、CCMAには第１次レベル試験の合格だけでもなることができます。
　このように在学中の第1次レベルの合格だけでも十分に価値があるので、証券アナリストは有用な
資格と言えます。

⑶　講義科目との関連性
　会計ファイナンス学科の講義科目と証券アナリスト試験科目の関連性は、次の図の通りとなってい
ます（ただし、「職業倫理・行為基準」は除く）。このように本学科では、証券アナリストを目指す学
生に対して、試験に役立つ講義を豊富に揃えてあります。
　１年次から計画的に講義を履修し、日本証券アナリスト協会の通信教育講座を並行して受講するこ
とによって、在学中の合格は十分可能です。

⑷　問い合わせ先
　日本証券アナリスト協会　http://www.saa.or.jp/
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証券アナリストの試験制度

・証券アナリスト協会の通信教育制度を受ける事が絶対条件
・２段階の試験をパスしなければならない

第１レベル （春４月、秋９月～10月）
（合格率　50％程度）

第2レベル （６月）
（合格率　45％程度）

CMA
（証券アナリスト検定会員）

CIIA

CCMA

Step Up

（国際公認投資アナリスト）

証券分析と
ポートフォリオ･マネージメント

（第1次、第2次）

投資決定論

コーポレートファイナンス論
財務会計論基礎
財務会計論応用

証券投資入門
証券投資論

金融論
金融システム論

１年次 ２～４年次

財務分析（第１次）
コーポレート・ファイナンス
と企業分析（第２次）

経済（第１次）
市場と経済の分析（第２次）

ファイナンス情報処理特論

応用ミクロ経済学
応用マクロ経済学
国際金融論

ファイナンス特講A
ファイナンス特講B

経営統計基礎

ファイナンス数学基礎
ファイナンス数学応用

会計基礎論
簿記原理Ⅰ
簿記原理Ⅱ
会計学総論基礎
会計学総論応用

経済学（マクロ）
経済学（ミクロ）

ファイナンス入門
ファイナンス論
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5．その他諸資格について

　経営学部では、１～４項で紹介した資格以外にも、下記のような資格を取得したり、資格試験の受
験資格を取得したりすることができます。それぞれの資格についての詳細は、対応するホームページ
を参照してください。

〇所定の科目の単位修得し、卒業することで得られる資格

種別 対象学科 詳しくは…

社会福祉主事（任用資格）
※証明書は卒業後の発行となる

経営・マーケ・会計
http://www.mhlw.go.jp/bunya/
seikatsuhogo/shakai-kaigo-fukushi7.html

（１）資格および業務
　社会福祉主事は、福祉事業所の相談業務を担当する職員の資格ですが、在学中に下記の科目のうち
から「３科目以上を修得」し、卒業した者に任用資格が認められます。しかし、地方公務員として採
用されなければ、この資格を活かすことはできません。なお、この資格を基礎とし、実務経験を持てば、
児童福祉士等に任用されます。また、民間福祉施設の職員採用条件として、社会福祉主事任用資格が
求められることがあります。

（２）修得すべき科目
　社会福祉法第19条第１号の規定により、大学において修得すべき社会福祉主事に関する科目の単位
は、社会福祉主事の資格に関する指定科目のうちから３科目以上を修得してください。（P.150別表参照）

〇所定の科目の単位を修得することで卒業と同時に得られる資格

種別 対象学科 詳しくは…

中学校教諭１種（社会）
高等学校教諭１種（地理歴史）
高等学校教諭１種（公民）
高等学校教諭１種（商業）

経営・マーケ・会計
経営・マーケ　　　
経営・マーケ・会計
経営・マーケ・会計

http://www.mext.go.jp/a_menu/01_h.htm

〇所定の科目の単位を修得することで得られる受験資格

種別 対象学科 詳しくは…

社会保険労務士 経営・マーケ・会計 http://www.sharosi-siken.or.jp/

〇在学中もしくは卒業後に試験に合格することで得られる資格
　下記の資格は、経営学部で開講される講義を聴講することで、受験のための学習・準備が可能にな
る資格です。

種別 対象学科 詳しくは…

情報処理技術者
行政書士
宅地建物取引主任者
販売士

経営・マーケ・会計
経営・マーケ・会計
経営・マーケ・会計
経営・マーケ・会計

http://www.jitec.jp/
http://gyosei-shiken.or.jp/
http://www.retio.or.jp/
http://www.hanbaishi.com/
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第１部「社会福祉主事」に関する科目
社会福祉主事に関する指定科目 第１部　本学開講科目

社会福祉概論 社会福祉学概論Ａ
社会福祉学概論Ｂ

社会福祉事業史 社会福祉発達史Ａ
社会福祉発達史Ｂ

社会福祉援助技術論

ソーシャルワークの基盤と専門職Ａ
ソーシャルワークの基盤と専門職Ｂ
ソーシャルワークの理論と方法Ａ
ソーシャルワークの理論と方法Ｂ
ソーシャルワークの理論と方法Ｃ
ソーシャルワークの理論と方法Ｄ

社会福祉調査論 社会調査入門Ⅰ
社会調査入門Ⅱ

社会福祉行政論 社会福祉法制・行政Ａ
社会福祉法制・行政Ｂ

社会保障論 社会保障論Ａ
社会保障論Ｂ

公的扶助論 公的扶助論

児童福祉論 児童福祉論Ａ
児童福祉論Ｂ

家庭福祉論 家族援助論

身体障害者福祉論 障害者福祉論Ａ
障害者福祉論Ｂ

老人福祉論 高齢者福祉論Ａ
高齢者福祉論Ｂ

医療社会事業論 医療ソーシャルワーク論

地域福祉論 地域福祉論Ａ
地域福祉論Ｂ

法学 ※法学Ａ
※法学Ｂ

民法

※民法Ａ
※民法Ｂ
民法Ⅰ（総則）Ａ
民法Ⅰ（総則）Ｂ
民法Ⅱ（物権）Ａ
民法Ⅱ（物権）Ｂ
民法Ⅲ（債権総論）Ａ
民法Ⅲ（債権総論）Ｂ
民法Ⅳ（債権各論）Ａ
民法Ⅳ（債権各論）Ｂ
民法Ⅴ（親族・相続）Ａ
民法Ⅴ（親族・相続）Ｂ

行政法
行政法ⅠＡ
行政法ⅠＢ
行政法ⅡＡ
行政法ⅡＢ

経済学

※経済学Ａ
※経済学Ｂ
ミクロ経済学入門
マクロ経済学入門
経済学入門Ａ
経済学入門Ｂ
ミクロ・マクロ経済入門Ａ
ミクロ・マクロ経済入門Ｂ
生き方・働き方の経済学
ワーク・ライフ・バランスの総合政策
※経済学（マクロ）
※経済学（ミクロ）
※応用マクロ経済学
※応用ミクロ経済学
経済原論Ａ
経済原論Ｂ

社会政策 社会政策Ａ
社会政策Ｂ

経済政策 経済政策Ａ
経済政策Ｂ

心理学
心理学概論Ａ
心理学概論Ｂ
※心理学Ａ
※心理学Ｂ

社会学
※社会学Ａ
※社会学Ｂ
社会学概論Ⅰ
社会学概論Ⅱ

教育学
＜教育基礎論Ⅰ＞
＜教育基礎論Ⅱ＞
教育学概論

倫理学

※倫理学基礎論Ａ
※倫理学基礎論Ｂ
※応用倫理学Ａ
※応用倫理学Ｂ
＜※倫理学概説Ａ＞
＜※倫理学概説Ｂ＞
倫理学概論

医学一般 医学一般
介護概論 介護概論

科目を全て履修することにより認定　　＜　＞教職科目
※印は経営学部開講科目
※印のない科目については、自由科目として履修すること

第２部「社会福祉主事」に関する科目
社会福祉主事に関する指定科目 第２部　本学開講科目

社会福祉概論 社会福祉学概論Ａ
社会福祉学概論Ｂ

社会福祉事業史

社会福祉援助技術論 ソーシャルワーク論Ａ
ソーシャルワーク論Ｂ

社会福祉調査論 社会調査入門Ⅰ
社会調査入門Ⅱ

社会福祉行政論 社会福祉法制・行政

社会保障論 社会保障論Ａ
社会保障論Ｂ

公的扶助論 公的扶助論
児童福祉論 児童福祉論
家庭福祉論
身体障害者福祉論 障害者福祉論
老人福祉論 高齢者福祉論
医療社会事業論
地域福祉論 地域福祉論

法学 ※法学
※日本国憲法

民法

※民法Ａ
※民法Ｂ
民法Ⅰ（総則）Ａ
民法Ⅰ（総則）Ｂ
民法Ⅱ（物権）Ａ
民法Ⅱ（物権）Ｂ
民法Ⅲ（債権総論）Ａ
民法Ⅲ（債権総論）Ｂ
民法Ⅳ（債権各論）Ａ
民法Ⅳ（債権各論）Ｂ
民法Ⅴ（親族・相続）Ａ
民法Ⅴ（親族・相続）Ｂ

行政法
行政法ⅠＡ
行政法ⅠＢ
行政法ⅡＡ
行政法ⅡＢ

経済学

※経済学Ａ
※経済学Ｂ
※労働の経済Ａ
※労働の経済Ｂ
経済学入門Ａ
経済学入門Ｂ
経済原論Ａ
経済原論Ｂ

社会政策 ※社会政策Ａ
※社会政策Ｂ

経済政策 経済政策Ａ
経済政策Ｂ

心理学
心理学概論Ａ
心理学概論Ｂ
※心理学Ａ
※心理学Ｂ

社会学
※社会学Ａ
※社会学Ｂ
社会学概論Ａ
社会学概論Ｂ

教育学
＜教育基礎論Ⅰ＞
＜教育基礎論Ⅱ＞
教育学概論

倫理学

※倫理学Ａ
※倫理学Ｂ
＜倫理学概論Ａ＞
＜倫理学概論Ｂ＞
倫理学概説Ａ
倫理学概説Ｂ

医学一般 医学一般
介護概論 介護概論

科目を全て履修することにより認定　　＜　＞教職科目
※印は経営学部開講科目
※印のない科目については、自由科目として履修すること
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Ⅶ  各種採用試験について
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公務員採用試験

　公務員は、大きく分けると国家公務員と地方公務員とに分けられます。
国家公務員（一般職）
　国家公務員とは、国の各機関の職員、特定独立行政法人の役員および職員のことです。公務員全体
で345.5万人いるうち、国家公務員は64.1万人（約18.5％）を占めています（平成23年度末予算定員）。
　国家公務員は、大臣、副大臣、裁判官、裁判所職員、国会職員、防衛庁職員等といった特別職と、
非現業国家公務員、検察官、現業職員、独立行政法人職員等などの一般職とに分けられますが、一般
的に皆さんの頭に浮かぶ国家公務員の多くは「非現業国家公務員」と呼ばれるものです。この数は約
27.4万人です。
　国家公務員には様々な仕事がありますが、多くの方は一般行政官となります。行政官の仕事も、総務、
庶務、企画、経理といった様々な内容があります。国家公務員は国民全体のために仕事を行い、その
仕事自体が国全体のために行われています。従って、幅広い仕事を経験する機会に恵まれ、研修機会
も多くあるのと同時に、様々な部署で仕事をすることのできる能力が求められています。
　これまでの採用は大きくⅠ種（大卒程度）、Ⅱ種（大卒・短大卒程度）、Ⅲ種（高卒程度）に分かれ
ていましたが、平成24年度に採用試験について大幅な制度変更が行われます。この新制度の試験のう
ち大学生を対象とするものは、主として政策の企画立案等の高度の知識、技術又は経験を必要とする
業務に従事する係員の採用試験である「総合職試験」、主として事務処理等の定型的な業務に従事す
る係員の採用試験である「一般職試験」、特定の行政分野に係る専門的知識を有するかどうかを重視
して行う係員の採用試験である「専門職試験」の3種があります。それぞれの仕事内容や日程、受験
資格、試験科目等も含め、詳しくは下記のホームページ（人事院「国家公務員試験採用情報NAVI」）
を参照してください。

http://www.jinji.go.jp/saiyo/saiyo.htm

地方公務員（一般職）
　地方公務員とは、地方公共団体（都道府県・市町村・特別区など）の職員、特定地方独立行政法人
の役員および職員のことです。地方公務員も都道府県知事や市町村長、議会の議員等の特別職と、そ
れ以外の一般職とに分けられます。また一般職でも教育公務員や警察職員、消防職員、地方公営企業
の企業職員や技能労務職員は、地方公務員法だけではなく特別の法律が設けられていますが、それ以
外の多くの皆さんは「行政職（事務職）」として働くことになるでしょう。
　採用試験は大きく上級（大卒程度）、中級（短大卒程度）、初級（高卒程度）に分かれますが、これ
らの区分は地方公共団体毎に異なり、また年齢・学歴制限が設けられることもあります。全国の地方
公共団体の職員採用試験について、また首都圏の主な地方公共団体の職員採用試験について、詳しく
は下記のホームページを参照してください。
・地方公務員採用試験案内（財団法人地方自治情報センター）
	 https://www.lasdec.or.jp/cms/1,0,15.html
・首都圏の主な地方公共団体の採用ホームページ
　・東京都	 http://www.saiyou2.metro.tokyo.jp/
　・神奈川県	 http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f4729/
　・千葉県	 http://www.pref.chiba.lg.jp/jinji/ninyou/saiyoushiken/annai/index.html
　・埼玉県	 http://www.pref.saitama.lg.jp/site/saiyou/
　・茨城県	 http://www.pref.ibaraki.jp/bukyoku/iinkai/jinji/
　・特別区（東京23区）	http://www.tokyo23city.or.jp/saiyou-siken.htm
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　・横浜市	 http://www.city.yokohama.lg.jp/jinji/saiyou.html
　・千葉市	 http://www.city.chiba.jp/jinji/boshu/index.html
　・さいたま市	 http://www.city.saitama.jp/www/genre/0000000000000/1228978716786/index.html 
※上記は2011年11月現在のデータです。最新のアドレスは各団体のトップページからご確認ください。

 国税専門官
　国税専門官とは、国税局や全国各地の税務署において適正な課税を維持し、また租税収入を確保す
るために活躍する税務のスペシャリストです。国税専門官は、以下のように国税調査官、国税徴収官、
国税査察官といった職種に分かれています｡
◇国税調査官…適正な納税申告が行われているかどうかの調査・検査を行うとともに申告に関する指

導などを行います。
◇国税徴収官…定められた納期限までに納付されない税金の督促や滞納処分を行うとともに、納税に

関する指導などを行います。
◇国税査察官…裁判官から許可状を得て、大口・悪質な脱税の疑いがある者に対して捜索・差押えの

強制調査を行い、刑事罰を求めるために告発するまでの一貫した業務を行います（「マ
ルサ」として一般にも広く知られています）。

　このように、国税専門官には豊かな教養と高度の専門知識（法律・経済・会計など）はもちろんのこと、
時代の変化に即応する強い精神力とバイタリティーが求められています。
国税専門官になるためには、人事院が実施している国税専門官採用試験に合格しなければなりません
が、最近はとても受験者が多く人気があります。ちなみに、平成21年度から平成23年度までの合格者
数及び倍率は以下の通りです。	

国税専門官 採用予定数（約） 申込者数 １次合格者数 最終合格者数 倍率

平成 23 年度 850 19,616（6,183） 3,799（1,024） 1,916（570） 10.2

平成 22 年度 850 20,022（6,231） 3,721（1,019） 1,988（588） 10.1

平成 21 年度 1,000 16,833（5,295） 4,243（1,237） 2,307（748） 7.3

注：（　）内は女性の数で内数。倍率は対申込者数。 

　受験資格については、受験年の4月1日時点で21歳以上29歳未満という年齢制限があるだけで誰でも
受験できますが、大卒程度の学力が想定されています。試験では一般教養と専門科目がありますが、
憲法、民法、経済学、会計学、財政学、政治学などの高度な専門知識が問われるために、法学系、経
済学・経営学系、政治学系学部の出身者が多いようです。
　経営学部においても、会計学（簿記を含む）をはじめとして、経営学、経済学、民法など主な専門
科目は配置されていますので、体系的に履修することによってそれらの基礎をしっかり学ぶことがで
きます。最近は積極的に試験にチャレンジする学生も増えています。現在、経済や経営のグローバル
化に伴って多国籍企業が増加し、税務の国際化も加速しています。今後はそのような変化にも柔軟に
対応できる国税専門官が求められることになりますので、経営学部の学生にはとても身近で魅力のあ
る仕事といえるでしょう。
　試験の詳細については、国税庁長官官房人事課試験係または各国税局人事第二課試験担当係（http://
www.nta.go.jp/）まで問い合わせてください。
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Ⅷ  レポート執筆要領
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レポート執筆要領

経営学部レポート執筆要領
　大学生活においては講義で教員の説明を聞くだけでなく、さまざまなテーマについて調査を行い、
考察を加えて、それを文章にして表現する作業を求められることがあります。レポート執筆はその代
表的なものです。レポートを執筆することによって経営学についての知識を深め、論理的な思考力を
鍛え、さらに豊かな文章表現力を身につけることができます。ここでは経営学部のレポート執筆に関
する重要事項を説明します。経営学部で提出するレポートには多くのルールがあり、それらを守って
いないレポートは提出しても受理されないか、低い評価しか得られない場合があります。レポートの
内容が重要であることはいうまでもありませんが、提出期限や決められたルールをしっかりと守るこ
とはその前提であることを理解しておいてください。

１．レポート提出の際に必要な書類と形式
（１）提出票（Ｐ.160）
　　　所定の様式をコピーして使用。

（２）チェックリスト（Ｐ.161）
　　�　所定の様式をコピーして使用。形式、内容、提出までの手順についてチェックする項目がある

ので、提出前に必ずチェックしてマークを入れる。
（３）表紙（図を参照）（Ｐ.162）
　　左上：講義名と担当教員の氏名。
　　中央：レポートのタイトル。
　　右下：提出する年月日、学部学科、学年、学籍番号、氏名。

（４）目次（図を参照）（Ｐ.162）
　　・先頭に必ず「目次」と記入し、1ページ内に収まるようにする。
　　・見出し番号の付け方は、カッコ無し→両カッコ→片カッコ→丸番の順にする。
　　　　例：１→（１）→１）→①
　　　なお、目次に記した番号やタイトルは必ず本論でも全く同じものを記入すること。

（５）レポートの印刷形式
　　１）用紙サイズはA4縦（罫線なしの白紙を使用）。
　　２）印刷方向は縦。
　　３）余白　上25ミリ、下30ミリ、左35ミリ、右20ミリ。
　　４）桁数と行数　1行に40字、1ページに30行。
　　５）本文の文字サイズ　10.5から12ポイントの間。

（６）レポート作成手順
　　�　以上の要件を満たしているかを事前に確認し、チェックリストのチェック欄にチェックマーク

を記入します。×が多い場合は再度修正します。最後にレポート提出票に必要事項を記入してス
テープラー（ホチキス）で綴じてください。提出票の上と右にある、学年と学科のマーク欄は該
当するところを赤の油性ペン（マジック）で塗りつぶしてください。提出する前に各自でコピー
を作って保管しておくことをおすすめします。

（７）電子メールや郵便による提出
　　�　教員が許可した場合に限り、電子メールや郵便による提出が可能です。電子メールによる提出

に際してはアドレスの間違いがないか細心の注意を払ってください。また教員がメールの件名や
ファイルの形式、使用するワープロソフトなどについて指定することがあるので、それに必ず従っ
てください。郵便の場合、書留便にしないこと。また受取り確認のために自分の住所と氏名を書
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いたハガキを同封すること（図を参照）。なおレポートの締め切りに間に合わなかったことを理
由に郵送で送りつけることは絶対に認められないので、注意してください。

２．レポート執筆の注意点
（１）「はじめに」と「おわりに」を書く
　　�　「はじめに」ではレポートで取り上げたテーマの意味や選定の理由を簡潔に書きます。講義や

ゼミで学んだ経営学の学説や理論との関係、もしくはテーマの現代的な意義、対象とする企業や
産業、研究に用いた資料などについて解説し、本論の部分で自分が何を明らかにしようとしてい
るのかをわかりやすく説明します。また「おわりに」では、自分の研究から得られた知見や最も
主張したいことを説明し、残された課題や今後予定している研究テーマなどについて記述します。
それぞれ半ページ以上、１ページ未満くらいの長さを目安に執筆してください。

（２）レポートの文章形式
　　 �　普段の日常会話では自由自在に使用している日本語でも、自分の意見を文章で正確に表現する

ことは意外に難しいものです。また小説やエッセイと異なり、レポートには研究論文として備
えるべき文章形式があります。そのような文章に慣れるためには研究論文を読むのが一番の近道
です。図書館で『経営論集』や『経営研究所論集』を借りて教員の論文を読んでみるとレポート
のイメージが理解しやすくなります。文章を執筆したら、以下の点に注意しながら、相手に誤解
を与えるような文章になっていないか、誤字や脱字がないか、「てにをは」が間違っていないか，
何度も読み返してチェックしましょう。

　　 １）主語と述語を対応させる。１つの文章は長くても60字程度にする。
　　 ２）内容のまとまりごとに段落を設け，段落の先頭行は１字下げる。
　　 ３）句読点・右カッコ・添字などは行の先頭にこないようにする。
　　 ４）�２行にわたる英語の綴りは適切な場所でハイフォンを入れて切る。切る箇所は英語辞書で「・」

で明示してある。例　man・age・ment
　　 ５）語調は「である」調に統一する。
　　 ６） �年は西暦に統一する。明治、大正、昭和、平成などの元号を使用する場合は（　）内に西暦

を記しておく。
　　 ７）外国人名はカタカナで表示し、初出箇所では（　）内に原語を示す。
　　　　 　例：フィリップ・スクラントン（Philip Scranton）
　　 ８）�略号・略名も初出箇所では（　）内に正式名称を示すこと。ただし一般的に使われているも

の（EU、ASEANなど）は省いてよい。
　　　　 　例：AI（Artificial Intelligence）
　　 ９）アラビア数字（算用数字）は全角ではなく半角で記す。

（３）参考図書の活用
　　 �　レポートを作成する際には、なるべく多くの参考図書を使用して下さい。講義のなかで教員か

ら薦められた書籍や教科書の巻末に掲げられている文献のほかに、『経営図書総目録』（法律書経
済書経営書目録刊行会刊）を参考にして下さい。文献はインターネットでも簡単に見つけること
ができます。大学図書館のＯＰＡＣや近隣の図書館のホームページにアクセスして蔵書を確認し
ましょう。なお膨大な数の書籍のなかから何を選んだらよいか分からない人は、教員に遠慮せず
に質問しましょう。自分で選ぶ場合には学術書を最低でも１冊は利用してください。

（４）引用の方法
　　 �　参考図書の重要箇所をレポートで引用する際には、以下の方法で、注を付して引用しているこ
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とを明示しなければなりません。良いレポートを作成するためにも、注は10 ヶ所以上付すこと。

　　１）文中の短い引用は「　」でくくる。
　　２）文中の長い引用は行を改めて、本文より２字下げて記す。
　　３）注は通し番号で付ける。
　　　　 �　注番号はワープロソフトで簡単に挿入できるので、自分が使用しているワープロソフトの

使用方法を調べておく。
　　　　　 例：マイクロソフトワード２００７の場合
　　　　　　　「参考資料」タブを選択し、「脚注の挿入」ボタンをクリックする。
　　４）�挿入箇所は、引用の場合は直接引用した「　」内の文章の末尾、引用以外の文章では句点や

読点の直前にする。
　　　　　例：引用箇所　「○○○○１」
　　　　　　　本文　　　○○が指摘しているが２、○○は次のように反論している３。

（５）注と参考図書の表記方法
　　 �　注と参考図書の表記方法は非常に複雑です。また執筆者によって異なる形式を用いていること

があります。大事なことは論文のなかで形式を統一しておくということです。以下で、形式の一
例を示しますが、自分が参考にしたいと考えている研究論文の注や参考図書一覧をよく見て、同
じように書いてみることを薦めます。

　　 １）注の形式
　　　　 �　著者名（日本人の場合は姓、外国人の場合はファミリーネーム）、書籍や論文の刊行年、

引用したページ数を表示する。また刊行年は西暦で［　　］内に記入する。さらにページは
和書の場合「頁」、洋書は「p.」で表記する（複数ページの場合はpp. とする）。末尾に読点、
ピリオドを必ず打つこと。

　　　　　 例　和書　　岡崎［1995］，131－133頁。
　　　　　　　 洋書　　Chandler ［1977］，pp. 110－111. 
　　 ２）参考図書の一覧の作成
　　　　 �　正式な書名や論文名は論文の末尾に参考図書の一覧を設け、そこに記載する。一覧は和書、

洋書の順番に掲載し、それぞれ著者の五十音順、アルファベット順に並べる。和書と洋書を
混載する場合にはアルファベット順にする。また同一人物が同一年に複数の論文や著作を刊
行している場合には、［1999a］［1999b］のように順序をつけて区別する。

　　３）参考図書の表記方法
　　　　①書籍
　　　　　�　著者名［刊行年］『書名』出版社名の順番で書く。その際、和書は『　』、洋書はイタリッ

ク（斜体文字）で書く。洋書では書名と出版社名の間にカンマ（，）を打つ。また、洋書
の著者名はファミリーネームの後にカンマを打ち、ファーストネームを記入するが、ミド
ルネームやファーストネームを下記の例のように略記しても良い。編著の場合は著者名の
後に「編著」、洋書では（eds.）と記す。洋書に邦訳がある場合には、邦訳書名のあとに（　）
で原書名を記す。

　　　　　　例　和書　鈴木義隆［2005］『HOYAのマネジメント』日本経営史研究所。
　　　　　　　　　　　青木昌彦編著［2005］『日本の財政改革』東洋経済新報社。
　　　　　　　　洋書　�Williamson, O. ［1985］The Economic Institutions of Capitalism , Free Press．
　　　　　　　　　　　�Aoki, M and H. Patrick（eds.）［1994］The Japanese Main Bank System , 

Oxford University Press.
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　　　　　　　　邦訳　�チャンドラー，A.D. Jr.（有賀裕子訳）［2004］『組織は戦略に従う』ダイヤモ
ンド社（Chandler, A.D., Jr.［1962］Strategy and Structure , MIT Press.）。

　　　　②論文（雑誌に掲載されているもの）
　　　　　�　著者名［刊行年］「論文タイトル」『雑誌名』巻号数，頁の順番で書く。論文タイトルは

和文は「　　」、英文は “　” でくくる。和雑誌名は『　』でくくり、英文雑誌名はイタリッ
ク（斜体文字）で表記する。巻号数は和文雑誌では「第○巻第○号」、英文雑誌では「Vol.
○○No.○」と記す。なお英文雑誌では、論文タイトル、雑誌名、巻号数、頁の間にカンマ（,）
を打つ。

　　　　　　例　和文　�和田剛明［2007］「家庭用ゲームソフト市場における流通段階での新製品の
市場機会遺失」『組織科学』第40巻第3号, 93－102頁。

　　　　　　　　英文　�Mitchell, M.L. and J.H. Mulherin［1996］“The Impact of Industrial Shocks 
on Takeover and Restructuring Activity”, Journal of Financial Economics , 
Vol.41, pp. 193-229.

　　　　③論文（書籍に収められているもの）
　　　　　�　著者名［刊行年］「論文タイトル」編著者『書名』出版社の順番で書く。書籍に関する

部分は基本的に①と同じ。
　　　　　　例　和文　�岡崎哲二［1995］「第2次世界大戦下の金融制度改革」原朗編『日本の戦時経済』

東京大学出版会。
　　　　　　　　英文　�Jones, C. ［2002］“Signaling Expertise: How Signals Shape Careers in 

Creative Industries” M. A. Pieperl, M. Arthur and N. Anand （eds.） Career 
Creativity: Explorations in the Remaking of Work , Oxford University Press.

３．絶対にしてはならないこと
　　  以下の点は絶対に行ってはならない事項（不正行為）ですので、よく注意しなさい。

（１）参考図書からの盗作
　　 �　参考図書からの抜き書きや、インターネットのホームページの内容をコピー＆ペーストした、

いわゆる「丸写し」レポートは絶対に認められない。なお教員は多くの書籍を読んでいる経験か
ら、こうした丸写しレポートを簡単に発見できる。

（２）カンニング
　　 �　他の学生のレポートを写した場合、写した学生はもちろん、写させた学生も一緒にカンニング

とみなされる。



160

４年 ３年 ２年 １年

経営
学科

マーケティング
学科

会計ファイナンス
学科

その他

る
塗
く
赤
を
科
学
る
す
当
該

レポート提出票
東洋大学経営学部

レポート番号

該当する学年を赤いマジックで塗りつぶしてください。

割り印キ リ ト リ

学　生　保　管　用
月　　　　日　　　時限 １部

２部　　　　　学部　　　　学科　　　　年科
目 学部学科コード
学籍
番号

氏
名

て
く
だ
さ
い
。
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４年 ３年 ２年 １年

経営
学科

マーケティング
学科

会計ファイナンス
学科

その他

る
塗
く
赤
を
科
学
る
す
当
該

レポート提出票
東洋大学経営学部

レポート番号

該当する学年を赤いマジックで塗りつぶしてください。

割り印キ リ ト リ

学　生　保　管　用
月　　　　日　　　時限 １部

２部　　　　　学部　　　　学科　　　　年科
目 学部学科コード
学籍
番号

氏
名

て
く
だ
さ
い
。

　レポートのセルフチェックリスト

　チェック欄に、条件を満たしていると思う場合は〇、条件を満たしていないと思う場合は×、を記
入してください。

チェック欄

（１）　形式面

□　ステープラーでしっかりと左側を２ヶ所綴じてありますか？

□　ステープラーの裏にセロハンテープを貼ってありますか？

□　指定した提出票をつけてありますか？

□　表紙は、指定した形式となっていますか？

□　「目次」、「はじめに」と「おわりに」は、それぞれ半頁以上１頁以内となっていますか？

□　頁が適切な場所に振ってありますか？

□　用紙のサイズ、１頁の行数、１行の文字数、上下左右の余白など、守られていますか？

□　指定の枚数（もしくは文字数）が守られていますか？

□　文章は正しい日本語で記述されていますか？

□　無断引用はしていませんか？

□　注は10ケ所以上付いていますか？

□　注の形式、文献の記述形式は合っていますか？

□　論文は「　」、単行本は『　』でくくってありますか？

（２）　内容面

□　文献を丸写ししたレポートではありませんか？

□　他人のレポートを写したカンニング・レポートではありませんか？

□　レポートの問題設定や結論は明確に書かれていますか？

□　データベースやインターネットを使って資料の検索をしましたか？

□　全体を通して一貫した論理で記述されていますか？

□　このレポートより得られた知見が最後に書かれていますか？

（３）　提出まで

□　レポートは記憶媒体に保存されていますか？

□　提出するレポートのコピーは保管してありますか？

□　完成後に誤りを見つけた場合、手書きで修正してありますか？

□　提出するまでは紙の袋にいれ、汚したり、しわは付いていませんか？

□　提出期限を守っていますか？
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○○論レポート

△曜日第△時限

□□□□　先生

レポートのタイトル

締切日　　○○年○○月○○日

提出日　　○○年○○月○○日

所　属　　経営学部　○○学科○年

学籍番号　13××12□□□□

氏　名　　○○○○

目次
はじめに
１×××××××××
　（１）××××××××××
　（２）××××××
　（３）××××××××××××
２××××××××
　（１）×××××××
　（２）×××××××××××
　（３）××××××××
　（４）×××
３××××××××
　（１）××××××
　（２）×××××××
・
・
・
・

おわりに

ス
キ
チ
ホ

行

所

　
　住

　
自

　

 

分 

の 

氏 

名

葉書　表 葉書　裏

○○○○○論レポート
「―――――――――」
受け取りました。

サイン

教員氏名

教員からのメッセー
ジを入れる余白を設
けておくこと。
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○○論レポート

△曜日第△時限

□□□□　先生

レポートのタイトル

締切日　　○○年○○月○○日

提出日　　○○年○○月○○日

所　属　　経営学部　○○学科○年

学籍番号　13××12□□□□

氏　名　　○○○○

目次
はじめに
１×××××××××
　（１）××××××××××
　（２）××××××
　（３）××××××××××××
２××××××××
　（１）×××××××
　（２）×××××××××××
　（３）××××××××
　（４）×××
３××××××××
　（１）××××××
　（２）×××××××
・
・
・
・

おわりに

ス
キ
チ
ホ

行

所

　
　住

　
自

　

 

分 

の 

氏 

名

葉書　表 葉書　裏

○○○○○論レポート
「―――――――――」
受け取りました。

サイン

教員氏名

教員からのメッセー
ジを入れる余白を設
けておくこと。

Ⅸ  卒業論文執筆要領
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経営学部卒業論文執筆要領

１．卒業論文を作成する上での注意点
　　�　卒業論文は単なるレポートではなく卒業研究の成果をまとめたものです。①まず適切な、卒業

研究のテーマを見つけることが重要です。これが卒業研究の始まりで、卒業研究のテーマについ
てどのような問題意識を持って、どういうことを明確にしたいかを決めなくてはいけません。そ
のためには常日頃から新聞・雑誌・テレビなどのニュースに関心を持ち、学術書や研究論文を読
むことなどを通じて問題意識を深めることが必要です。②次に、今までの研究でどのようなとこ
ろが明確になっているのかを知るために、文献をさらに集めて精査します。この作業を通じて、
自分の卒業論文がどのような点で独創性（オリジナリティー）をもつのかを考え、確認します。
③その次に、先行研究を受け継ぎながらも、独自の意見を確かな情報に基づいて展開します。④
最後に、独自の意見の展開によって得られた新しい知見を提示します。以上の4つのステップが
卒業論文作成の主な流れですが、このほかにもいろいろな作法があります。ここでは省略します
が、図書館の検索システムで「卒業論文の書き方」と入力して検索すると、参考書が出てきます
ので、何冊かを選んで必ず参考にしてください。

２．執筆方法
　　・�原則としてパソコンを使用して執筆します。用紙はA4版またはB5版で、横書きとします。書

体は明朝体をお奨めします。
　　・�レイアウトの設定についてはワードなどのソフトの初期設定を使用しても構いません。一つの

例として以下を参考にしてください。

Ａ４版 Ｂ５版

余白

上25ｍｍ
下30ｍｍ
左35ｍｍ
右20ｍｍ

上25ｍｍ
下25ｍｍ
左30ｍｍ
右20ｍｍ

字数・行数 １行40字･１頁30行（1200字） １行35字･１頁28行（980字）
本文の文字サイズ 10.5ポイントまたは12ポイント

用紙方向 縦
印字色 黒は原則、図表等はカラーも可

３．字数
　　・字数は少なくとも40,000字程度を目途とします。

４．表紙
　　・下記の項目を印字します。（印字しない場合は同項目を記入した表題紙を表紙に貼る）
　　　◇提出年度、卒業論文のタイトル（副題も含む）
　　　◇学部学科名、学籍番号、演習名（指導教員名）、氏名　　［表紙例参照］
　　・奥付も作成することが望ましい。　［奥付例参照］
　　・背表紙が作成できない場合はなくてもよい。

５．装丁
　　・製本または簡易製本したうえで１部提出すること。
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　　・本人の保管用として１部準備することをお奨めします。

６．その他
　　・上記の形式と異なる場合には、指導教員と相談のうえで了承を得ること。
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【奥付例】

　発行　○○年○○月○○日
　著者　○○○○
発行所　東洋大学経営学部
　製本　○○株式会社

タイトル

©20××年　ローマ字の氏名　Printed in Japan

卒業論文　20××年度

タイトル
― 副　　　題 ―

東洋大学　経営学部　××学科

13××12□□□□番

○○ゼミナール

氏　名

〔提出年度〕

〔タイトル（副題）〕

〔学部学科名〕

〔学籍番号〕

〔ゼミナール名〕

〔氏　　名〕

【表紙例】

ル
ト
イ
タ

学
大
洋
東

部
学
営
経

　

名

　
　氏








